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［図Ⅰ－１－１］ 
東北地方太平洋沖地震における地震動の震度分布 

Ⅰ 検討の背景と進め方について 

1



＜表Ⅰ－１－１＞ 
東京電力福島第一原子力発電所・原子炉建屋基礎版上の最大加速度 

※１：記録開始から約130～150秒程度で記録が終了している。 

○観測された最大加速度値は基準地震動Ｓｓの最大応答加速度値を概ね下回って
いるが、一部に超えるものが存在（赤枠部分）。 

観測点 
（原子炉建屋最地下階） 

観測記録 基準地震動Ssに対する 
最大応答加速度値（ガル） 最大加速度値（ガル） 

南北方向 東西方向 上下方向 南北方向 東西方向 上下方向 

福島第一 

１号機 460※1 447※1 258※1 487 489 412 

２号機 348※1 550※1 302※1 441 438 420 

３号機 322※1 507※1 231※1 449 441 429 

４号機 281※1 319※1 200※1 447 445 422 

５号機 311※1 548※1 256※1 452 452 427 

６号機 298※1 444※1 244 445 448 415 
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［図Ⅰ－２－１］ 
福島第一原子力発電所の概要 

福島第一 
原子力発電所 

福島第二 
原子力発電所 

１号機 

２号機 

３号機 

４号機 

５号機 

６号機 

１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 

電気出力（万kW） 46.0 78.4 78.4 78.4 78.4 110.0 

営業運転開始 1971/3 1974/7 1976/3 1978/10 1978/4 1979/10 

原子炉形式 BWR3 BWR4 BWR5 

 冷却方式（高圧系） IC, HPCI RCIC, HPCI RCIC, HPCS 

 冷却方式（低圧系） CS, SHC CS, LPCI LPCS, LPCI 

格納容器形式 マーク-1 マーク-2 

炉心燃料集合体数（本） 400 548 548 548 548 764 

IC:非常用復水器, RCIC;原子炉隔離時冷却系, HPCI:高圧注水系, HPCS:高圧炉心スプレイ系 
CS:炉心スプレイ系, SHC:原子炉停止時冷却系,LPCI:低圧注水系, LPCS:低圧炉心スプレイ系 3



＜表Ⅰ－２－１＞ 
福島第一原子力発電所の津波の影響（所内電源設備と冷却設備） 

○津波襲来により全プラントで最終ヒートシンクに繋がる非常用海水系ポンプ設備の機能を喪失し、
１号機から５号機については交流電源設備（高圧電源盤、パワーセンター）の機能喪失から、交流
電動で作動する注水、冷却設備が使用できない状態となった。 

○さらに直流電源を喪失した１号機、２号機及び４号機では中操での計測機器が全て機能喪失しプ
ラントの状態監視・バイタル弁の制御等が出来なくなった。（直流電源が残った３号機及び５号機
も非常用バッテリー残量に依存して状態監視をしていく状況となった。） 

１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 

非常用 
ディーゼル 

発電機 

× 
１Ａ、１Ｂ 

（Ｔ／Ｂ地下１階） 

× 
２Ａ 

（Ｔ／Ｂ地下１階） 
２Ｂ 

（共用プール１階） 

× 
３Ａ、３Ｂ 

（Ｔ／Ｂ地下１階） 

× 
４Ａ 

（Ｔ／Ｂ地下１階） 
４Ｂ 

（共用プール１階） 

× 
５Ａ、５Ｂ 

（Ｔ／Ｂ地下１階） 

△ 
６Ａ：Ｒ／Ｂ地下１階 
６Ｂ：ＤＧ建屋１階 

（使用可能） 
ＨＰＣＳ：Ｒ／Ｂ地下１階 

高圧電源盤 × 
Ｔ／Ｂ１階 

× 
Ｔ／Ｂ地下１階等 

× 
Ｔ／Ｂ地下１階等 

× 
Ｔ／Ｂ地下１階等 

× 
Ｔ／Ｂ地下１階等 

△ 
Ｒ／Ｂ地下２階等 

パワーセンター 
（注） 

× 
Ｔ／Ｂ１階等 

△ 
Ｔ／Ｂ１階等 

× 
Ｔ／Ｂ地下１階等 

△ 
Ｔ／Ｂ１階等 

△ 
Ｔ／Ｂ２階等 

△ 
Ｒ／Ｂ地下２階等 

直流電源 
（バッテリー） 

× 
Ｃ／Ｂ地下１階 

× 
Ｃ／Ｂ地下１階等 

○ 
Ｔ／Ｂ中地下１階 

× 
Ｃ／Ｂ地下１階等 

○ 
Ｔ／Ｂ地下中１階 

○ 
Ｔ／Ｂ地下中１階等 

緊急炉心 
冷却設備 

△ 
但し、ＩＣは要検討 

△ 
（ＲＣＩＣは使用可能） 

△ 
（ＲＣＩＣとＨＰＣＩは 

使用可能） 
－ － － 

×：水没や被水等により使用不可 △：一部使用不可 ○：使用可能 Ｔ／Ｂ：タービン建屋 Ｃ／Ｂ：コントロール建屋 Ｒ／Ｂ：原子炉建屋 
（注）所内低電圧回路に使用される動力電源盤で気中遮断器（ＡＣＢ）、保護継電器、付属計器をコンパクトに収納したもの。 
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［図Ⅰ－２－２］ 
福島第一原子力発電所の事故の経過（１～３号機に共通する大まかな事故進展） 

地震により原子炉自動停止、外部電源喪失 

（６号機の非常用空冷DG１基のみ機能維持） 

○非常用ディーゼル発電機が起動し電源確保 
○炉心冷却システムにより原子炉を冷却 

津波によりほとんどの非常用ディーゼル発電
機、配電盤等の電気設備が使用不可 

全交流電源喪失 

( ３月１３日、５号機は６号機から電力融通を受ける) 

消火系からの注水（代替注水） 

ジルコニウム－水反応により水素が発生し、１、３、４号機
原子炉建屋で水素爆発と思われる爆発が発生。（４号機爆
発と同時期に２号機圧力抑制室圧力低下） 

電動のポンプ等が使用できなくなった(１号
機：非常用復水器IC 、２号機：原子炉隔離時
冷却系RCIC、３号機：RCIC と高圧注水系
HPCI で緊急冷却) 

海岸沿いに設置された冷却用海水ポンプな
ども使用できなくなった（ヒートシンク喪失） 消火ポンプの吐出圧を十分に下回る圧力に原子

炉の減圧（格納容器への原子炉減圧操作、格納
容器減圧（ベント））ができなかったことなどから、
燃料露出している時間が長くなったと考えられる。 

バッテリーの被水・枯渇、圧縮空気の枯渇等 

計測・制御・通信が困難になり、現場作業が多く
必要になった 

１号機は早期に機能喪失し、対応時間が短かっ
たものと考えられる 

閉じ込めが著しく劣化し、環境への放射性物質
の放出につながった 

○爆発の影響で周囲の作業性が悪化した 
○格納容器・建屋の漏水もあり 

非常用電源に頼る状況となった 

ＩＣ・ＲＣＩＣの起動・停止操作をしていた 

炉心冷却システムが停止 

冷却されない間に燃料が露出し燃料が溶融 
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＜表Ⅰ－２－２＞ 
東京電力福島第一原子力発電所と他の発電所との地震・津波による被害状況の比較 

福島第一 福島第二 女川 東海第二 （福島第二、女川、
東海第二の状況） 

震度 
（観測市町村） 

６強 
（大熊町、双葉町） 

６強 
（楢葉町、富岡町） 

６弱 
（女川町） 

６弱 
（東海村） 

－ 

観測記録最大加速度 
（基礎版上） 

【基準地震動（Ｓｓ）との対比】 

５５０ガル 
（２号機東西方向） 

【一部でＳｓを上回る】 

３０５ガル 
（１号機上下方向） 

【Ｓｓ以下】 

６０７ガル 
（２号機南北方向） 

【一部でＳｓを上回る】 

２２５ガル 
（東西方向） 
【Ｓｓ以下】 

－ 

敷地高さ※ 

（地震による沈下は考慮せず） 
１～４号機：１０ｍ 
５～６号機：１３ｍ 

１２ｍ １４．８ｍ ８ｍ － 

想定津波高さ※ 
（土木学会の手法による 

平成１４年評価値） 
５．４～５．７ｍ ５．１～５．２ｍ １３．６ｍ ５．７５ｍ － 

津波遡上高さ※ 
１～４号機：１４～１５．５ｍ 
５～６号機：１３～１４．５ｍ 

７．０～７．３ｍ 
（１号機建屋南側のみ 

１５．３～１５．９ｍ） 
１３．８ｍ ６．２ｍ － 

送電線（外部）から 
受電状況 

全回線喪失 
（全７回線） 

１回線有 
（全４回線） 

１回線有 
（全５回線） 

全回線喪失 
（全３回線） 交流電源（非常用電源）

の供給が可能であった。
→ 
炉心冷却が可能であっ
た。    

非常用発電機 
（設置位置） 

1～5号：×（水冷式） 
2,4号：×（空冷式） 

6号：○（1台：空冷式) 
×（2台：水冷式） 

1号、2号：× 
3号：○（2/3) 
4号：○（1/3) 

（全て水冷式） 

1号：○ 
2号：○（1/3) 

3号：○ 
（全て水冷式） 

 ○（2/3) 
（全て水冷式） 

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋地下（海側） 
運用補助共用施設１階 
ディーゼル発電機建屋 

原子炉建屋地下 
（陸側） 

原子炉建屋地下 
（陸側） 

原子炉建屋地下 
（陸側） 

非常用発電機が原子炉
建屋に設置 

海水系ポンプモータ 
（ポンプ設置位置及び 

その高さ） 

全て被水 一部被水 一部被水 一部被水 ポンプ等が一部残存し、
機能した。 

屋外 
O.P：4m 

屋内 
O.P：4.2m 

一部屋外 
O.P：3m 

屋外 
T.P:0.8m 

差は特段無し（福島第
一の津波高さが非常に
大きかった） 

電源供給のために 
配備した敷材 

電源車 
（接続できず） 

一部電源車を使用 送電線による外部電源または非常用ＤＧが生き残ったため、電源車等は必要と
ならなかった。 

※ それぞれの発電所における基準面からの高さを表す 
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［図Ⅱ－１－１］
変電所～発電所の外部電源イメージ図

Ⅱ 外部電源設備について

変電所 発電所の外部電源イメ ジ図

原子力発電所内

変電所 送電線

原子力発電所外

開閉所

避雷器 断路器避雷器断路器

変電所 送電線 開閉所

変圧器
遮断器

変圧器
遮断器 ・・

7



＜表Ⅱ－１－１＞ 
各原子力発電所における外部電源の状況 

区分 

原子力発電所外 原子力発電所内 

具体的状況及び対策 変電所 送電線路 開閉所 

断路器 避雷器  その他 鉄塔 がいし 遮断器 断路器 

福島第一 

東電原子力線  ● ● ● ● ● ○ ○ 上位系統停電、発電所内ケーブル不具合 

大熊線１号線 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ 開閉所遮断器損傷 

大熊線２号線  ○ ○ ○ ○ ○ × × 開閉所遮断器・断路器損傷 

大熊線３号線  ○ ○ ×（※１） ○ ○ － － 開閉所開閉設備工事中 

大熊線４号線  ● ● ● ● ● ○ ○ トリップのみ 

夜の森線１号線  ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 送電鉄塔倒壊 

夜の森線２号線  ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 送電鉄塔倒壊 

福島第二 

富岡線１号線  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 送電継続 

富岡線２号線  × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 変電所断路器損傷 

岩井戸線１号線  ○ ○ － ○ ○ ○ ○ 変電所変圧器工事中 

岩井戸線２号線  ○ ○（※２） ○ ○ ○ ○ ○ 送電継続（変電所避雷器損傷） 

女川 

松島幹線１号線  ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 送電鉄塔がいし損傷 

松島幹線２号線  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 送電継続 

牡鹿幹線１号線  ● ● ● ● ● ○ ○ トリップのみ 

牡鹿幹線２号線  ● ● ● ● ● ○ ○ トリップのみ 

塚浜支線  ○ ○ ×（※３） × ○ ○ ○ 変電所計器用変圧器損傷、鉄塔倒壊（津波） 

東通 

むつ幹線１号線  ○ ○ ○ ○ ○ － － 開閉所作業停止中 
むつ幹線２号線  ● ● ● ● ● ○ ○ 上位系統停電 
東北白糠線  ● ● ● ● ● ○ ○ 上位系統停電 

東海第二 

東海原子力線１号線  ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 送電鉄塔がいし損傷 
東海原子力線２号線  ○ × ○ ○ × ○ ○ 変電所避雷器損傷、送電鉄塔がいし損傷 
村松線・原子力線  ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 上位系統停電、変電所避雷器損傷 

設備区分ごとの被害の割合 
1/22 
(5%) 

2/22 
(9%) 

2/21 
(10%) 

3/22 
(14%) 

3/22 
(14%) 

2/20 
(10%) 

1/20 
(5%) 

○：使用可能（設備被害があったものの機能を維持したもの及び地震の揺れにより短絡・地絡が発生したものの、揺れが落ち着いた後、機能が回復したものを含む。） 
●：上位系統停電又は遮断器トリップ、×：使用不可、－：工事中又は作業中、 
※１：架空地線断線、※２：地震発生直後は送電していたが、地震後の設備巡視で破損を確認、※３：計器用変圧器損傷、 
   ：地震発生後に充電していたもの   ：地震発生後に損傷していたもの 
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［図Ⅱ－１－２］ 
福島第一原子力発電所の外部電源の状況（地震発生後～３月２０日） 

大
熊
線
１
Ｌ 

大熊線３・４Ｌと
夜の森線１・２Ｌ
は一部併架 

新福島変電所（震度：６強） 

２７５ｋＶ 

受電用遮断器 
損傷 

受電用遮断器、 
断路器損傷 

６６ｋＶ 

鉄塔 
倒壊 

架空地線断線 

工事中の
ため受電

不可 

ケーブル不具合 

東電原子力線 
（東北電力） 

3月15日充電 

大
熊
線
２
Ｌ 

大
熊
線
３
Ｌ 

大
熊
線
４
Ｌ 

夜
の
森
線
１
Ｌ 

夜
の
森
線
２
Ｌ 

3月18日充電 

福島第一原子力発電所 

【凡例】地震発生
直後の状況 

  ：設備損傷 
 

  ：トリップ 
  ：充電 
  ：停電 

１号機、２号機、３号機、４号機 

仮設設備
（変圧器）設
置（６ｋＶ化） 

仮設設備設置 

仮設設備設置 

3月11日
19:00頃に送

電可能であ
ることを確認 

５号機、６号機 

3月20日充電 

双
葉
線
１
Ｌ 

他の鉄塔へ迂回 

双
葉
線
２
Ｌ 

５００ｋＶ 

送電のみ 
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＜表Ⅱ－１－２＞ 
福島第一原子力発電所の外部電源の被害・復旧状況（地震発生後～３月２０日） 

号
機 

送電線回線別 外部電源の
状況 

設備被害、トリップの状況 復旧状況など 

１
，
２
，
３
，
４
号
機 

東電原子力線 喪失 
（上位系統停
電他） 

〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕ケーブル不具合 

・３月１１日１９時頃に充電可能であることを確認し、
３月１５日に充電 

・当該回線は常時使用していない設備 

大熊線１号線 喪失 
（設備被害） 

〔発電所外〕送電線は充電していた 
〔発電所内〕開閉所の受電用遮断器（形式：ＡＢＢ）

損傷のため受電設備への送電不可 

－ 

大熊線２号線 喪失 
（設備被害） 

〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕開閉所の受電用遮断器（形式：ＡＢＢ）

損傷 

－ 

大熊線３号線 ― 〔発電所外〕― 
〔発電所内〕― 

・開閉所の開閉設備が工事中であり、受電不可 
・新福島変電所の仮設設備（変圧器）にて６ｋＶ化し

た送電線を夜の森線１号線から大熊線３号線に繋
ぎ、３月１８日に充電 

大熊線４号線 喪失 
（トリップの
み） 

〔発電所外〕【トリップ原因】地震動により電線と送電
鉄塔が接触又は接近したことにより、
変電所の遮断器がトリップしたと推定 

〔発電所内〕― 

・新福島変電所内の送電線引込鉄構の傾斜（送電
機能に影響なし） 

５
，
６
号
機 

夜の森線１号線 喪失 
（設備被害） 

〔発電所外〕隣接地で発生した大規模な盛土の崩落
により送電鉄塔が倒壊 

〔発電所内〕― 

－ 

夜の森線２号線 喪失 
（設備被害） 

〔発電所外〕隣接地で発生した大規模な盛土の崩落
により送電鉄塔が倒壊 

〔発電所内〕― 

・他の鉄塔（双葉線）への迂回工事を行い、３月２０
日に充電 

○大熊線１号線は充電をしていたが、受電用遮断器が損傷し、受電できなかった。 
○大熊線４号線は発電所の配電盤が水没しており、外部からの電力を受電できない状態であったため、充電しなかった。巡視の結果、大熊線４号

線には特段の設備被害はないことが確認されている。 
○５・６号機は送電線路が１ルートであったため、鉄塔１基の倒壊により外部電源が喪失した。 
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［図Ⅱ－１－３］ 
福島第二原子力発電所の外部電源の状況 

富
岡
線
１
Ｌ 

富岡線と岩井戸線は併架 

新福島変電所（震度：６強） 

５００ｋＶ 

断路器損傷 

６６ｋＶ 
工事中のため

送電不可 

4月15日送電 

地震発生直後は送電してい
たが、地震後の設備巡視で
避雷器破損を確認。外部電
源が確保されていること及び
非常用ＤＧの運転を確認の

上、送電停止して避雷器を切
離し、3月12日に再送電。 

富
岡
線
２
Ｌ 

岩
井
戸
線
１
Ｌ 

岩
井
戸
線
２
Ｌ 

3月13日送電 

福島第二原子力発電所 

１号機、２号機、３号機、４号機 

避雷器損傷 

【凡例】地震発生
直後の状況 

  ：設備損傷 
 

  ：トリップ 
  ：充電 
  ：停電 

事前に準備してあっ
た仮設設備（ケーブ
ル）を使用し、他の
変圧器から送電 

設備被害はあったが、
富岡線１・２Ｌに接続
する設備の機能は維
持できていた。 
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＜表Ⅱ－１－３＞ 
福島第二原子力発電所の外部電源の被害・復旧状況 

○富岡線１号線及び岩井戸線２号線が送電を継続しており、外部電源は喪失しなかった。 

号
機 

送電線回線別 外部電源の
状況 

設備被害、トリップの状況 復旧状況など 

１
，
２
，
３
，
４
号
機 

富岡線１号線 送電継続 〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕－ 

－ 

富岡線２号線 喪失 
（設備被害） 

〔発電所外〕変電所の断路器損傷 
〔発電所内〕－ 

・富岡線１号線により外部電源が確保さ
れ、保安規定に定める運転上の制限
を満足していることを確認の上、断路
器を改修し、４月１５日に送電 

岩井戸線１号線 － 〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕－ 

・変電所の変圧器が工事中であり、送電
不可 

・富岡線１号線により外部電源が確保さ
れ、保安規定に定める運転上の制限
を満足していることを確認の上、３月１
３日に他の変圧器を使用して送電 

岩井戸線２号線 送電継続 〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕－ 

・地震発生直後は送電していたが、地震
後の設備巡視で避雷器破損を確認。
外部電源が確保されていること及び非
常用ＤＧの運転を確認の上、運用停止
して避雷器を切離し、3月12日に再送
電。 
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［図Ⅱ－１－４］ 
女川原子力発電所の外部電源の状況 

松
島
幹
線
１
Ｌ 

宮城中央変電所（震度：６弱） 

２７５ｋＶ 

長幹支持がいし
折損 

６６ｋＶ 

3月17日送電 

塚
浜
支
線 

3月12日送電 

女川原子力発電所 

１号機、２号機、３号機 

２７５ｋＶ 

石巻変電所（震度：６弱） 女川変電所（震度：６弱） 

3月26日送電 

3月12日送電 

松
島
幹
線
２
Ｌ 

牡
鹿
幹
線
１
Ｌ 

牡
鹿
幹
線
２
Ｌ 

【凡例】地震発生
直後の状況 

  ：設備損傷 
 

  ：トリップ 
  ：充電 
  ：停電 

鮎川変電所
（配電用） 

計器用変圧器 
損傷 

津波による 
鉄塔倒壊 
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＜表Ⅱ－１－４＞ 
女川原子力発電所の外部電源の被害・復旧状況 

○松島幹線２号線が送電を継続しており、外部電源は喪失しなかった。 

号
機 

送電線回線別 外部電源の状
況 

設備被害、トリップの状況 復旧状況など 

１
，
２
，
３
号
機 

松島幹線１号線 喪失 
（設備被害） 

〔発電所外〕送電鉄塔の長幹支持がいしの
一部損傷 

〔発電所内〕－ 

・松島幹線２号線により外部電源が
確保され、保安規定に定める運転
上の制限を満足していることを確
認の上、損傷した長幹支持がいし
の取替えを行い、３月１７日に送電 

松島幹線２号線 送電継続 〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕－ 

－ 

牡鹿幹線１号線 
  〃  ２号線 

喪失 
（トリップ・上位
系統停電） 

〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕【トリップ原因】開閉所の避雷器

において内部放電が発生した
ため、変電所の遮断器がト
リップしたと推定 

・松島幹線２号線により外部電源が
確保され、保安規定に定める運転
上の制限を満足していることを確
認の上、送電線の巡視を行い、上
位系統復旧後、３月１２日に送電 

塚浜支線 喪失 
（設備被害） 

〔発電所外〕変電所の計器用変圧器損傷 
塚浜支線の分岐元である鮎川
線の鉄塔が津波により倒壊 

〔発電所内〕－ 

・松島幹線２号線により外部電源が
確保され、保安規定に定める運転
上の制限を満足していることを確
認の上、計器用変圧器を仮復旧、
鉄塔が倒壊した被害区間の切り離
し作業を行い、３月２６日に送電 
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［図Ⅱ－１－５］ 
東通原子力発電所の外部電源の状況 

む
つ
幹
線
１
Ｌ 

上北変電所（震度：５弱） 
 

５００ｋＶ ６６ｋＶ 

3月15日送電 
東
北
白
糠
線 

3月11日送電 

東通原子力発電所 

白糠変電所（震度：４） 

3月13日送電 

作業停止中 

む
つ
幹
線
２
Ｌ 

【凡例】地震発生
直後の状況 

  ：設備損傷 
  ：充電 
  ：停電 
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＜表Ⅱ－１－５＞ 
東通原子力発電所の外部電源の被害・復旧状況 

○上位系統の停電により、一時外部電源を喪失（３月１１日に復旧）。 

送電線回線別 外部電源の
状況 

設備被害、トリップの状況 復旧状況など 

むつ幹線１号線 ― 〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕－ 

・開閉所作業のため停止中 
・東北白糠線により外部電源が確保さ
れ、保安規定に定める運転上の制限を
満足したことを確認の上、作業を再開
し、作業終了後の３月１５日に送電 

むつ幹線２号線 喪失（上位
系統停電） 

〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕－ 

・東北白糠線により外部電源が確保さ
れ、保安規定に定める運転上の制限を
満足していることを確認の上、系統復
旧を行い、３月１３日に送電 

東北白糠線 喪失（上位
系統停電） 

〔発電所外〕－ 
〔発電所内〕－ 

・非常用ＤＧが正常に運転していること
を確認の上、上位系統の復旧を行い、
３月１１日に送電 
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［図Ⅱ－１－６］ 
東海第二原子力発電所の外部電源の状況 

東
海
原
子
力
線
１
Ｌ 

那珂変電所（震度：６強） 

２７５ｋＶ 

Ｖ吊長幹支持が
いし折損 

１５４ｋＶ 

3月16日送電 

原
子
力
線 

3月13日送電 

東海第二発電所 

茨城変電所（震度：６強） 

Ｖ吊長幹支持が
いし折損 

4月26日送電 
東
海
原
子
力
線
２
Ｌ 

【凡例】地震発生
直後の状況 

  ：設備損傷 
 

  ：トリップ 
  ：充電 
  ：停電 

避雷器損傷 避雷器損傷 

村
松
線 
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＜表Ⅱ－１－６＞ 
東海第二原子力発電所の外部電源の被害・復旧状況 

○上位系統の停電並びに変電所及び送電線路の設備被害により、一時外部電源を喪失（３月１３日に復旧）。 
○非常用ＤＧが正常に起動し、燃料も十分に確保できていたことから、供給信頼性を考慮した設備の取替えを

実施した上で、外部電源を復旧。 

送電線回線別 外部電源の
状況 

設備被害、トリップの状況 復旧状況など 

東海原子力線１号線 喪失 
（設備被害） 

〔発電所外〕送電鉄塔の長幹支持
がいしの多数の損傷 

〔発電所内〕－ 

・原子力線により外部電源が確保され、保
安規定に定める運転上の制限を満足し
たことを確認の上、損傷した長幹支持が
いしと２号線の健全ながいしを取替え、３
月１６日に送電 

東海原子力線２号線 喪失 
（設備被害） 

〔発電所外〕変電所の避雷器損傷
送電鉄塔の長幹支持
がいし損傷 

〔発電所内〕－ 
 

・原子力線により外部電源が確保され、保
安規定に定める運転上の制限を満足し
たことを確認の上、変電所の避雷器の切
り離し、及び送電鉄塔の損傷した長幹支
持がいしの取替えを行い、４月２６日に送
電 

村松線，原子力線 喪失 
（上位系統
停電他） 

〔発電所外〕変電所の避雷器損傷 
〔発電所内〕－ 

・非常用ＤＧが正常に運転し、燃料も十分
確保されていたため、変電所の損傷した
避雷器を切り離し、一部破損した送電鉄
塔のがいし（送電は可能な状態）を信頼
性確保のため交換した上、３月１３日に
送電 
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［図Ⅱ－１－７］ 
変電所設備の被害例（ 275kV空気遮断器全損） 

遮断部 碍子全損 健全品 
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［図Ⅱ－１－８］ 
５５０ｋＶガス絶縁開閉装置（ＧＩＳ） 

出典：㈱日本パワーシステムズ ＨＰ 
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＜表Ⅱ－１－７＞ 
ＪＥＡＧ５００３に基づく原子力発電所開閉所の耐震評価 

発電所 号機 電圧階級 評価設備 評価部位 評価結果（裕度）注

500kV ガス絶縁開閉装置 ブッシング 2.04

500kV 気中遮断器（空気） 中間碍子 2.10

66kV ガス絶縁開閉装置 タンク 3.00

66kV 気中遮断器（ガス） 架台 2.70

275kV ガス絶縁開閉装置 ブッシングタンク 2.72

66kV ガス絶縁開閉装置 ブッシング架台 1.33

500kV ガス絶縁開閉装置 ブッシング 2.72

66kV ガス絶縁開閉装置 ブッシング架台 1.34

154kV 気中（ガス遮断器） ケーブルヘッド 0.6

275kV 気中（空気遮断器） 避雷器がいし 1.32

福島第二

注：耐震評価はJEAG5003-2010「変電所等における電気設備の耐震設計指針」の基準に基づく耐震強度基準値に対し、
　　当該設備が有する耐震強度との比較により評価。

１～４号

女川 １～３号

東通 １号

東海第二 ―
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＜表Ⅱ－１－８＞ 
原子力発電所開閉所遮断器の型式及び設置年 

送電線回線別 遮断器種類 設置年 損壊等

大熊線１号線（275kV) ABB 1978 ×

大熊線２号線（275kV) ABB 1978 ×

大熊線３号線（275kV) GIS 建設中 ○

大熊線４号線（275kV) ABB 1973 ○

夜の森線１号線（66kV） GIS 1993 ○

夜の森線２号線（66kV） GIS 1993 ○

富岡線１号線（500kV） ABB 1980 ○

富岡線２号線（500kV） ABB 1980 ○

高起動変圧器用（500kV) GIS 1994 ○

66kV開閉設備 GCB 1979 ○

66kV開閉設備 GIS 2003 ○

牡鹿幹線１号（275kV) ＧＩＳ 1982 ○
牡鹿幹線２号（275kV) ＧＩＳ 1982 ○
松島幹線１号（275kV) ＧＩＳ 1999 ○
松島幹線２号（275kV) ＧＩＳ 1999 ○
１号起動変圧器用（275kV） ＧＩＳ 1982 ○
２号起動変圧器用（275kV） ＧＩＳ 1993 ○
３号起動変圧器用（275kV） ＧＩＳ 1999 ○
塚浜支線（66kV） ＧＩＳ 1993 ○
むつ幹線１号（500kV） ＧＩＳ 2003 ○
むつ幹線２号（500kV） ＧＩＳ 2003 ○
高起動変圧器用（500kV) ＧＩＳ 2003 ○
東北白糠線（66kV） ＧＩＳ 1998 ○
高起動変圧器用（66kV) ＧＩＳ 2003 ○
低起動変圧器用（66kV) ＧＩＳ 2003 ○
東海原子力線１号線（275kV） ABB 1976 ○
東海原子力線２号線（275kV） ABB 1976 ○
起動変圧器用（275kV） ABB 1976 ○
原子力線１号線
　予備変圧器用（154kV）

GCB 2003 ○

女川 １～３号機

東通 １号

東海第二 -

発電所、号機

１，２号機

３，４号機

５，６号機

１，２，３，４号機

福島第一

福島第二
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［図Ⅱ－１－９］ 
架空送電設備の被害（盛土崩壊による鉄塔倒壊） 

500kV 双葉線 

№１ 
№２ 

№３ 

66kV 夜の森線 

№27 №28 

№26 

土砂崩壊 

視点① 

視点② 

 鉄塔の倒壊（視点②） 

←夜の森線№２８ 
 （発電所側） 

夜の森線№２６
→ 

土砂崩壊 

（C）GeoEye  

 法面の土砂崩落 

 法面の土砂崩落（視点①） 

○復旧関係 

 ・３／１８ 迂回ルートにより仮復旧 

  （双葉線№２への迂回） 

 ・双葉線６６ｋＶ化工事（７月完了） 

盛土崩落による鉄塔倒壊（夜の森線№27） 
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［図Ⅱ－１－１０］ 
架空送電線の被害（Ｖ吊長幹支持がいしの折損例） 
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［図Ⅱ－２－１］ 
変電所の多重性（一般的な構成） 

【凡例】 
   ：遮断器 
   ：断路器(投入) 
   ：断路器(解放) 
   ：変圧器 

母線 

母線 

• 変電所の母線、変圧器などは一般的に多重化されており、部分的な故障が発生した場合でも、当該故障箇所を
切り離すことにより、送電能力に支障が生じない。 

• 設備が損傷した場合であっても、一定の絶縁能力等を有している場合には、応急的に使用することは可能。 

投入！ 投入！ 

投入！ 投入！ 

１次側 

２次側 

【故障発生時】 【故障箇所切離し後】 
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［図Ⅲ－１－１］ 
所内電源設備の機能の関係（非常用ディーゼル発電機の例） 

Ⅲ 所内電源設備について 

○非常用ディーゼル発電機（D/G）を起動・運転し電力を供給するためには、D/G本体だけでなく、関
係する設備・機器が正常に機能する必要がある。 

○起動時には、燃料だけでなく、発電機の励磁やしゃ断器操作のための直流電源、起動時の動力源
となる圧縮空気が必要。 

○運転中には、ディーゼル機関や各種ポンプ等を冷やす冷却系（補機冷却用海水ポンプ等）が必要。 

○また、D/Gからの電力を安全系機器（ポンプ等）に供給するためには、非常用高圧配電盤（M/C）、
非常用パワーセンタ（P/C）、モーターコントロールセンタ（MCC）等の一連の電気設備が必要。 

非常用ディーゼル発電機 
（D/G） 

非常用 
高圧配電盤 

（M/C） 

燃料サービスタンク 

補機 
冷却系 

非常用パワー 
センタ（P/C） 

非常用直流電源 
（蓄電池等） 

冷却水の
供給 

燃料の供給 

発電機
の励磁 

しゃ断器
操作 

圧縮空気 

燃料設備 

起動時
動力源 

Ｐ 

D/G起動時に必要なもの 
冷却水の供給 
電力の供給 

常用高圧配電盤（M/C） 

炉心スプレイポンプ 
補機冷却用海水ポンプ 

制御棒駆動系ポンプ 
原子炉停止時冷却ポンプ 
格納容器冷却用ポンプ 

モーターコントロー
ルセンタ（MCC） 

モーターコントロー
ルセンタ（MCC） 

復水補給水ポンプ等 ホウ酸注入ポンプ等 
計測制御系等 

注： モーターコントロー
ルセンタ（MCC） 
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＜表Ⅲ－２－１＞ 
津波の被害を受けた４発電所の比較 

福島第一 福島第二 女川 東海第二 

敷地 
高さ 

１～４号機：１０ｍ 
５～６号機：１３ｍ 

１２ｍ １４．８ｍ ８ｍ 

想定津波高さ※ ５．４～５．７ｍ ５．１～５．２ｍ ９．１ｍ ４．９ｍ 

津波遡上高さ １４～１５ｍ 
６．５～７ｍ 

（１号機建屋南側のみ 
１４～１５ｍ） 

１３ｍ ５．４ｍ 

※：土木学会の手法による平成１４年評価値 
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＜表Ⅲ－２－２＞ 
各発電所の所内電気設備の被害状況① 

福島第一 福島第二 女川 東海第二 状況 

外部からの 
受電状況 

×全回線喪失 
（全７回線） 

○１回線有 
（全４回線） 

○１回線有 
（全５回線） 

×全回線喪失 
（全３回線） 

・福島第一1～5号機の水冷式
は海側のT/B内にあり津波で
被水・水没。 

・福島第二の１号機は原子炉複
合建屋への津波の遡上があ
り水没。 

・「△」は原子炉建屋等に設置
で、DG冷却用ポンプの被水
等により使用不可となったも
の。 

・福島第二1・2号機は非常用
DGが使用不可となったものの、
外部電源受電により全交流電
源喪失には至らなかった。 

非常用ディー
ゼル発電機

（DG） 
（設置位置） 

1～5号水冷式：× 
6号水冷式  ：△ 
2,4号空冷式 ：△ 
6号空冷式   ：○ 

1号水冷式：× 
2号水冷式：△ 
3号水冷式：○(2/3) 
4号水冷式：○(1/3) 

1号水冷式：○ 
2号水冷式：○(1),△(2) 
3号水冷式：○ 

水冷式：○(2),△(1) 

1～5号水冷式：T/B地下 
6号水冷式   ：R/B 
2,4号空冷式 ：U/B１階 
6号空冷式   ：DG/B 

A/B地下 
1号：C/B地下 
2,3号：R/B１階 

R/B地下 

DG冷却用 
ポンプ 

（設置位置・
高さ） 

1～6号：×(DGSW) 

1号：×(EECW(2/2)) 
2号：×(EECW(1/2),HPCSC) 
3号：×(EECW(1/2)) 
4号：×(EECW(1/2)) 

1号：○ 
2号：×(RCW(1/2),HPCW) 
3号：○ 

×(DGSW(1/2)) 
・屋内にあっても一部の機器に

被水あり。 
・女川２号機はHPCWポンプも

被水。 
屋外（O.P:4m） 屋内（O.P：4.2m） 一部屋外（O.P：3m） 屋外（T.P:0.8m） 

常用高圧配
電盤（M/C） 
（設置位置） 

1～6号：× 1～4号：○ 
1号：○(2),×(1) 
2,3号：○ 

○ ・福島第一以外は、設置建屋へ
の津波の遡上がなかったため
被水・水没がなく機能した。 

・女川1号機は地震による火災
で１系統が焼損。 

1号  ：T/B１階 
2号  ：T/B地下、M/C2SA建屋 
3,5号：T/B地下、C/B地下 
4,6号：T/B地下 

1～4号：C/B地下 
1号：T/B地下 
2号：C/B地下、HB/B１階 
3号：S/B地下、HB/B１階 

原子炉複合建屋地下 
取水口第二電気室１階 

○福島第一は非常用D/GやM/Cのほとんどが機能喪失するなど所内電気設備の被害が著しい。 
○一方、他の発電所では、津波の遡上や止水不足により一部の施設や建物が被水・水没したが、所

内電気設備の被害は一部に留まった。（ただし、福島第二では、機能していた非常用高圧電源盤（Ｍ／Ｃ）に繋がるパ

ワーセンタ（Ｐ／Ｃ）等に被害があり、電気の供給ラインが完成しなかった。） 

※ 赤字：被水・水没等で機能喪失したもの。（×：当該機器が被水・水没等。△：当該機器は被水・水没していないが、関連機器が被水・水没。） 
R/B：原子炉建屋、 C/B：ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋・制御建屋、 T/B：ﾀｰﾋﾞﾝ建屋、U/B：運用補助共用施設、DG/B：ディーゼル発電機建屋、 
S/B：サービス建屋、HB/B：補助ﾎﾞｲﾗｰ建屋、Hx/B：海水熱交換器建屋、A/B：原子炉複合建屋、 
DGSW：ディーゼル発電機冷却海水系、 EECW：非常用ディーゼル発電設備冷却系、 HPCSC：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系、 
RCW：原子炉補機冷却水系、HPCW：高圧炉心スプレイ系補機冷却水系 
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＜表Ⅲ－２－３＞ 
各発電所の所内電気設備の被害状況② 

福島第一 福島第二 女川 東海第二 状況 

非常用高圧
配電盤
（M/C） 

（設置位置） 

1～5号：× 
6号   ：○ 

1号   ：×(一部水没) 
2～4号：○ 

1～3号：○ ○ 
・福島第一1～5号機の非常

用M/Cは全ての機能が喪
失。 

・福島第二１号機は１系統の
非常用M/Cが機能していた。
(ただし、接続されているＲＨＲ
がしゃ断器故障により受電でき
ず機能せず。） 

1号  ：T/B１階 
2,4号：T/B地下,U/B地下 
3,5号：T/B地下 
6号  ：R/B１階,地下 

1号   ：A/B地下 
2～4号：A/B地下 

1号  ：T/B地下,C/B地下 
2,3号：R/B地下 

A/B地下 

常用パワー
センタ（P/C） 
（設置位置） 

1,4号    ：○ 
2,3,5,6号：×(一部被水・水没) 

1～4号：○ 1～3号：○ ×(一部水没) 

1号：T/B１階 
2号：T/B１階,T/B地下 
3号：T/B地下,C/B地下 
4号：T/B１階 
5号：T/B２階,T/B地下,C/B地下 
6号：T/B地下 

1,2,4号：C/B１階 
3号    ：C/B１階,地下 

1号：T/B地下 
2号：C/B地下 
3号：S/B地下,Hx/B地下 

T/B１階 
A/B地下 
取水口電気室１階 
取水口第二電気室１階 
増強廃棄物処理建屋地下 

非常用パ
ワーセンタ

（P/C） 
（設置位置） 

1～5号：×(一部水没・被水) 
6号   ：○ 

1号   ：× 
2～4号：×(一部水没) 

○ ○ ・福島第二の1,2,4号機は機
能していた非常用M/Cに接
続していたP/Cで一部水没
し、海水系ポンプ等が機能
喪失。 

1号  ：C/B地下 
2,4号：T/B１階,U/B地下 
3,5号：T/B地下 
6号  ：R/B地下,DG/B地下 

1号   ：A/B地下,Hx/B１階 
2～4号：A/B地下,Hx/B１階 

1号：C/B地下 
2号：T/B地下,R/B 
3号：Hx/B地下,R/B 

A/B地下 

１２５V直流
電源 

（設置位置） 

1,2,4号機：× 
3,5,6号機：○ 

1号   ：×(一部水没) 
2～4号：○ 

○ ○ 

・福島第二は１号機のHPCS
用直流電源のみが水没に
より機能喪失。 

1号：C/B地下 
2,4号：C/B地下,U/B地下 
3,5号：T/B中地下 
6号：T/B中地下,R/B１階 

1号：C/B１階, A/B地下 
2号：C/B２階, A/B地下 
3,4号：C/B１階, A/B地下 

1号：C/B地下 
2号：C/B地下,R/B地下 
3号：R/B地下 

R/B１階 

※ 赤字：被水・水没で機能喪失したもの。（×：当該機器が被水・水没。△：当該機器は被水・水没していないが、関連機器が被水・水没。） 
R/B：原子炉建屋、 C/B：ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋・制御建屋、 T/B：ﾀｰﾋﾞﾝ建屋、U/B：運用補助共用施設、DG/B：ディーゼル発電機建屋、 
S/B：サービス建屋、HB/B：補助ﾎﾞｲﾗｰ建屋、Hx/B：海水熱交換器建屋、A/B：原子炉複合建屋、 
DGSW：ディーゼル発電機冷却海水系、 EECW：非常用ディーゼル発電設備冷却系、 HPCSC：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備冷却海水系、 
RSW：原子炉補機冷却海水系、HPCW：高圧炉心スプレイ系補機冷却水系 

29



［図Ⅲ－２－１］ 
福島第一原子力発電所の津波の浸水範囲 

※新潟県技術委員会、Google等の公開資料に保安院が加筆 

○福島第一原子力発電所ではタービン建屋、コントロール建屋等の主要な建物まで浸水。 

30



［図Ⅲ－２－２］ 
福島第一原子力発電所の津波襲来状況 

4月9日記者発表

○主要な建物(タービン建屋、コントロール建屋等)が浸水し、建屋開口部から建屋内に海水
が流入。特に、海に近いタービン建屋では、地下階が水没するなど被害が著しかった。また、
海沿いに設置された屋外設備（海水ポンプ等）は水没し、機能喪失した。 
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［図Ⅲ－２－３］ 
福島第二原子力発電所の津波の浸水範囲 

※新潟県技術委員会、Google等の公開資料に保安院が加筆 

32



［図Ⅲ－２－４］ 
福島第二原子力発電所の津波襲来状況 

○海沿いの海水熱交換器建屋は開口部から海水が流入して一部で水没したものの、主要な
建物は１号機原子炉複合建屋を除き、海水の流入はなかった。 
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［図Ⅲ－２－５］ 
女川原子力発電所の津波の浸水範囲 

※新潟県技術委員会、Google等の公開資料に保安院が加筆 

女川 

① 

② 

③ 

浸水 

遡上 
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［図Ⅲ－２－６］ 
女川原子力発電所の津波襲来状況 

設置許可記載
の津波高さ

9.1m

海水ポンプ

原子炉建屋附属棟
（非管理区域）

原子炉建屋
（管理区域）

取水路

敷地高さ 13.8m

基準水位0m

潮位計の観測記録 約13m※

配管・ケーブル
洞道など

熱交換器

補機冷却水ポンプ（Ｂ）系

循環水ポンプトリップ用
レベル計貫通部

海水浸入経路

※ 今回の地震発生によ
る地殻変動（－約１ｍ）
を考慮した値

補機冷却水ポンプ（Ａ）
系は健全であった

その他、所内ボイラの重油タンク倒壊あり 

○２号機で海沿いの施設に流入した海水が原子炉建屋附属棟まで達し、補機冷却系熱交換
器室の一部の機器が被水したが、これ以外、他の号機を含め主要な建物には海水の流入
はなかった。 
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［図Ⅲ－２－７］ 
東海第二発電所の津波の浸水範囲 

※新潟県技術委員会、Google等の公開資料に保安院が加筆 

東海第二 
浸水 

① 
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［図Ⅲ－２－８］ 
東海第二発電所の津波襲来状況 

常用系パワーセンタが設置されている取水口電気室が
水没 
（非常用パワーセンタは原子炉複合建屋に設置されてお
り、被水・水没なし） 

○津波対策を実施途中の一部の海水ポンプ等が被水したが、主要な建物には海水の流入
はなかった。 
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［図Ⅲ－３－１］福島第一原子力発電所１号機の所内電気設備の津波による被害状況 

中央制御室 

燃料 

S/C S/C 

M/C 1C 
6.9kV 

M/C 1D 
6.9kV 

D/G1A 

P/C 1C 
480V 

P/C 1D 
480V 

T/B 

R/B 

C/B 

DC 1B 
125V 

消防車 

逆洗弁 
ピット等 

↑ 
MCC 1C 
480V MCC 1A 

480V 

IC(B) IC(A) 

CRD-A, 
SHC-A, 
CCS-A/B

等 

SLC-A 

SLC-B 

CRD-B, 
SHC-B, 
CCS-C/D

等 

MUWC-A 

注水系 
冷却系 
交流電源 
直流電源 
水没 
被水 

No.1軽油タンク 
（188kl） 

P/C 1S 
480V 

P/C 1A 
480V 

P/C 1B 
480V 

M/C 1A 
6.9kV 

M/C 1S 
6.9kV 

M/C 1B 
6.9kV 

海 

← 

CS-B/D, 
CCSW-C/D等 

ACCESS AREA 
MCC 1A 
480V 

信号・操作 

熱
交
換 

← 

補機 

MCC 1D 
480V 

D/G1B燃料 
デイタンク 
（16kl） 

MCC 1F 
480V MUWC-B 

DC 1A 
125V 

容量2500Ah 

容量2500Ah 

ろ過水タンク 
（8000kl×2台） 

ECCSポンプ等 

HPCIポンプ 

負荷 
 
ポンプ 
 
使用可能 
 
使用不可 
 
 
 
使用可否不明 

↑ 

← 

↑ 

復水貯蔵タンク 
（1900kl） 

DD/FP 

MO2B MO1B 

MO3B MO4B 

MO1A MO2A 

MO4A MO3A 

CS-A/C, 
CCSW-C/D等 

D/G1A燃料 
デイタンク 
（5kl） 

常用系 

大熊線１号 

電源系の多くがT/B、C/Bに設置さ
れており、建屋内に水が流入した
ため使用できなくなった。 

各機器の運転のため
に必要な冷却海水ポ
ンプが津波により使
用できなくなった。 

非常用ディーゼル発電機（D/G）についても冷
却用の海水ポンプが使用できなくなるととも
に自らも水没した。 ICのPCV内側弁については、交

流電源駆動で、全交流電源喪失
で操作できなくなった。 

直流電源（DC）について
もC/Bに設置されており、
建屋内に水が流入したた
め使用できなくなった。 

HPCIポンプ起動に必要な補機（補助油ポンプ等）直流
電源が喪失したため、HPCIが使用できなくなった。 

冷却系海水系 

D/G：非常用ディーゼル発電機 
M/C（高圧配電盤）:所内高電圧回路に使用する動力電源盤 
P/C（パワーセンター）:所内低電圧回路に使用する動力電源盤 
MCC（モーターコントロールセンター）:小容量の所内低電圧回路に使用する動力電源盤 
D/C：直流電源 

D/G1B 

？ 

冷却水106t/1基 
持続時間8h/2基 

直流電源喪失時に隔離弁閉
信号発信により閉動作した。 

↑ 

？ 

単独では使用可能であるが、
他設備の影響で使用不可 

冷却海水 
ポンプ 
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［図Ⅲ－３－２］福島第一原子力発電所２号機の所内電気設備の津波による被害状況 

非常用ディーゼル発電機（D/G）についても冷
却用の海水ポンプが使用できなくなるととも
に自らも水没した。 

B系のD/Gについては空冷
式で被水は免れたが、
M/C、直流電源が水没し
たため、使用不可。 

中央制御室 

燃料 

S/C S/C 

D/G2A 

T/B 

R/B 

C/B 

消防車 

↑ 

海 

熱
交
換 

補機 

↑ 

復水貯蔵 
タンク 

（2500kl） 

DD/FP 

冷却系海水系 

D/G2A燃料 
デイタンク 
（16kl） 

HPCIポンプ 
↑ 

RCICポンプ 

大熊線２号 

補機 

ECCSポンプ等 

P/C 2D 
480V 

P/C 2C 
480V 

P/C 2SB 
480V 

P/C 2A 
480V 

P/C 2B 
480V 

M/C 2SB 
6.9kV 

MCC 2C 
480V 

DC 2B 
125V 

M/C 2B 
6.9kV 

M/C 2A 
6.9kV 

M/C 2D 
6.9kV 

M/C 2C 
6.9kV 

DC 2A 
125V 

MCC 2D 
480V 

MCC2C-1 
480V 

MCC2D-1 
480V 

MCC2C-2 
480V 

MCC2D-2 
480V 

単独では使用可能であるが、
他設備の影響で使用不可 

↑ 

逆洗弁 
ピット等 

ろ過水タンク 
（8000kl×2台） 

SLC-A 

SLC-B 

MUWC-A 

MUWC-B 

CRD-A 

CRD-B 

CS-A, 
RHR-A/C, 

RHRS-A/C等 

CS-B, 
RHR-B/D, 

RHRS-B/D等 

M/D FP-A 

容量1200Ah 

容量1400Ah 

常用系 

注水系 
冷却系 
交流電源 
直流電源 
水没 
被水 

↑ 

電源系の多くがT/B、C/Bに設置さ
れており、建屋内に水が流入した
ため使用できなくなった。 

各機器の運転のため
に必要な冷却海水ポ
ンプが津波により使
用できなくなった。 

負荷 
 
ポンプ 
 
使用可能 
 
使用不可 

D/G：非常用ディーゼル発電機 
M/C（高圧配電盤）:所内高電圧回路に使用する動力電源盤 
P/C（パワーセンター）:所内低電圧回路に使用する動力電源盤 
MCC（モーターコントロールセンター）:小容量の所内低電圧回路に使用する動力電源盤 
D/C：直流電源 

HPCIポンプ起動に必要な補機（補助油ポンプ等）直流電
源が喪失したため、HPCIが使用できなくなった。（RCIC
が運転状態を維持できた理由は特定できていない） 

D/G2B燃料 
デイタンク 
（20kl） 

D/G2B 

M/C 2E 
6.9kV 

P/C 2E 
480V 

DC 
2D/GB 
125V 

No.4軽油タンク 
（344kl） 

運用補助 
共用施設 

容量500Ah 

No.1軽油タンク 
（188kl） 

← 

← 

冷却海水 
ポンプ 

直流電源（DC）について
もC/Bに設置されており、
建屋内に水が流入したた
め使用できなくなった。 
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［図Ⅲ－３－３］福島第一原子力発電所３号機の所内電気設備の津波による被害状況 

非常用ディーゼル発電機（D/G）についても冷
却用の海水ポンプが使用できなくなるととも
に自らも水没した。 

中央制御室 

S/C S/C 

M/C 3D 
6.9kV 

M/C 3C 
6.9kV 

D/G3A 
P/C 3D 
480V 

P/C 3C 
480V 

T/B 

R/B 

C/B 

DC 3B 
125V 

MCC 3C 
480V 

P/C 3SB 
480V 

P/C 3A 
480V 

P/C 3B 
480V 

M/C 3B 
6.9kV 

M/C 3SB 
6.9kV 

M/C 3A 
6.9kV 

海 

← 
熱
交
換 

← 
補機 

MCC3C-1 
480V 

D/G3B燃料 
デイタンク 
（16kl） 

DC 3A 
125V 

ろ過水タンク 
（8kl×2台） 

↑ 

冷却海水 
ポンプ 

大熊線４号 

冷却系海水系 

D/G3B 

M/C 3SA 
6.9kV 

P/C 3SA 
480V 

No.2軽油タンク 
（188kl） 

D/G3A燃料 
デイタンク 
（16kl） 

MCC3C-2 
480V MCC 3D 

480V 

MCC3D-1 
480V 

MCC3D-2 
480V 

DC 3A/B 
250V 

HPCIポンプ 
↑ 

RCICポンプ 

大熊線３号 

補機 

↑ ECCSポンプ等 

燃料 

消防車 

逆洗弁 
ピット等 

DD/FP 
↑ 

ろ過水タンク 
（8000kl×2台） 

復水貯蔵タンク 
（2500kl） 

SLC-A 

SLC-B 

MUWC-A 

MUWC-B 

CRD-A 

CRD-B 

CS-A, 
RHR-A/C, 

RHRS-A/C等 

CS-B, 
RHR-B/D, 

RHRS-B/D等 ← 

容量2000Ah 

注水系 
冷却系 
交流電源 
直流電源 
水没 
被水 

↑ 

単独では使用可能であるが、
他設備の影響で使用不可 

負荷 
 
ポンプ 
 
使用可能 
 
使用不可 
 
 
 
使用可否不明 ？ 電源系の多くがT/B、C/Bに設置さ

れており、建屋内に水が流入した
ため使用できなくなった。 

各機器の運転のため
に必要な冷却海水ポ
ンプが津波により使
用できなくなった。 

？ 

？ 

直流電源が被水を免れたためRCIC、HPCIの
機能が維持できた。 

容量1200Ah 

容量1400Ah 常用系 

D/G：非常用ディーゼル発電機 
M/C（高圧配電盤）:所内高電圧回路に使用する動力電源盤 
P/C（パワーセンター）:所内低電圧回路に使用する動力電源盤 
MCC（モーターコントロールセンター）:小容量の所内低電圧回路に使用する動力電源盤 
D/C：直流電源 

直流電源（DC）について
はT/B中地下に設置されて
おり、水が流入しなかっ
ため使用できた。 
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＜表Ⅲ－３－１＞ 
福島第一原子力発電所各号機の所内電気設備の被害状況① 

１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 状況 

外部からの受電
状況 

×全回線喪失（全７回線）  

非常用 
発電機 

（設置位置） 

×：２台（水冷） 
×：１台（水冷） 
△：１台（空冷） 

×：２台（水冷） 
×：１台（水冷） 
△：１台（空冷） 

×：２台（水冷） 
△：２台（水冷） 
○：１台（空冷） 

・T/B設置D/G(1～5号)は水没のため使
用不可。 

・2,4号機の空冷式は配電盤・直流電源
水没のため使用不可。 

・6号機はR/B設置の水冷式2台は海水
系ポンプが被水のため使用不可。空冷
式のみ使用できた。 

T/B地下 
T/B地下（水冷） 
U/B１階（空冷） 

T/B地下 
 

T/B地下（水冷） 
U/B１階（空冷） 

T/B地下 
R/B地下（水冷） 

DG/B（空冷） 

DG冷却用ポンプ 
（設置位置・高さ） 

× ・屋外に設置されており全て被水し、機
能喪失。 屋外（O.P：4m） 

常用高圧配電盤
（M/C） 

（設置位置） 

× × × × × × 
・建屋開口部から海水が流入し被水・水

没し、機能喪失。 T/B１階 
T/B地下 

M/C2SA建屋 
T/B地下 
C/B地下 

T/B地下 C/B地下 T/B地下 

非常用高圧配電
盤（M/C） 

（設置位置） 

× × × × × ○ 
・原子炉建屋に設置されていた６号機の

み被水・水没を免れ、機能を維持。 T/B１階 
T/B地下 
U/B地下 

T/B地下 
T/B地下 
U/B地下 

T/B地下 R/B１階、地下 

○福島第一原子力発電所では、海に近いT/B及びC/Bの低い階に設置されたほとんどの電気設備
が被水・水没した。 

○非常用D/Gは、直接の被水・水没だけでなく、冷却用の海水ポンプや送電ラインにある配電盤
（M/C, P/C）、直流電源の被水・水没により機能を喪失。（２，４号機の空冷のディーゼル発電機も
配電盤・直流電源水没で使用不可） 

○ M/Cは、R/Bにあった６号機を除き、被水・水没により機能喪失。 

※ 赤字：被水・水没で機能喪失したもの。（×：当該機器が被水・水没。△：当該機器は被水・水没していないが、関連機器が被水・水没。） 
R/B：原子炉建屋、 C/B：ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋、 T/B：ﾀｰﾋﾞﾝ建屋、U/B：運用補助共用施設、DG/B：ディーゼル発電機建屋 
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＜表Ⅲ－３－２＞ 
福島第一原子力発電所各号機の所内電気設備の被害状況② 

１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 状況 

常用パワー
センタ（P/C） 
（設置位置） 

× × 
(一部水没) 

× ○ × 
(一部水没) 

× 

・地上設置の2,4,5号機の
P/Cは被水・水没なし。 

T/B１階 
T/B１階 
T/B地下 

T/B地下 
C/B地下 

T/B１階 
T/B２階 
T/B地下 
C/B地下 

T/B地下 

非常用パ
ワーセンタ

（P/C） 
（設置位置） 

× × 
(一部水没) 

× × 
(一部水没) 

× ○ ・地上 設置 の2,4号機 の
P/Cは被水・水没なし。 

・6号機は建屋に海水流入
なし。 C/B地下 

T/B１階 
U/B地下 

T/B地下 
T/B１階 
U/B地下 

T/B地下 
R/B地下 

DG/B地下 

１２５V直流
電源 

（設置位置） 

× × ○ × ○ ○ 

・中地下設置の3,5,6号機
は被水・水没なし。 

C/B地下 
C/B地下 
U/B地下 

T/B中地下 
C/B地下 
U/B地下 

T/B中地下 
T/B中地下 

R/B１階 

○ P/Cは、T/B1又は2階にあった2,4,5号機の一部のP/C、R/B地下及びDG/B地下にあった6号機の
非常用P/Cを除き、被水・水没により機能喪失。 

○直流電源については、地下に設置していた１、２、４号機は水没したが、中地下に設置していた３、
５、６号機では被水・水没を免れた。（ただし、３号機は交流電源による充電がなされず枯渇。５号機は６号機からの電源融

通で充電再開。） 

※ 赤字：被水・水没で機能喪失したもの。（×：当該機器が被水・水没。△：当該機器は被水・水没していないが、関連機器が被水・水没。） 
R/B：原子炉建屋、 C/B：ｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋、 T/B：ﾀｰﾋﾞﾝ建屋、U/B：運用補助共用施設、DG/B：ディーゼル発電機建屋 
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＜表Ⅲ－３－３＞ 
福島第一原子力発電所の所内電気設備の津波による被害状況（詳細）① 

※出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)） 
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＜表Ⅲ－３－４＞ 
福島第一原子力発電所の所内電気設備の津波による被害状況（詳細）② 

※出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)） 
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地震により原子炉自動停止、外部電源喪失 

津波により非常用ディーゼル発電機等の電
気設備が使用不可となり、全交流電源喪失 

直流電源も被水により機能喪失 直流電源は機能維持 

１，２号機 ３号機 

ＲＣＩＣもしくはＨＰＣＩで冷却継続 ＲＣＩＣが運転継続していた
ため冷却継続 

ＩＣの状態確認・操作、ＨＰ
ＣＩの起動ができなくなった 

３号機 １号機 ２号機 

早期に事象が進展 ＲＣＩＣが３／１４ １３：２５
まで運転継続 

ＲＣＩＣが３／１２ １１：３６に停
止後、原子炉水位低でＨＰＣＩ
が自動起動 

○１号機は全交流電源喪失に加え、直流電源も全て失われる全電源喪失が発生し、冷却系も操作不能とな
り、早期に事象が進展した。 

○２号機は１号機同様全電源が喪失したものの、RCICが機能していたため冷却を継続。 
○３号機は直流電源が機能しており枯渇までの間はRCIC,HPCIの作動により冷却を継続。 

［図Ⅲ－３－４］ 
福島第一原子力発電所１～３号機の事故進展における電源系と冷却系の関係 
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＜表Ⅲ－３－５＞ 
福島第一原子力発電所１号機の事象の進展 

日時 主要事象 

３／１１ １４：４６ 地震発生 
 → 原子炉自動停止 
 → 外部電源喪失 
 → 非常用ディーゼル発電機起動 

１４：５２ 非常用復水器自動起動 
（その後、手動で弁開閉操作） 

１５：３７ 津波襲来 
 → 海水冷却系の機能喪失 
 → 非常用ディーゼル発電機停止 
 → 直流電源（バッテリー等）停止 
 → 非常用復水器の機能喪失 （推定） 

１７：００頃 燃料露出（推定） 
 →炉心溶融（推定） 

３／１２ ０５：４６ 消防ポンプによる淡水注水 

１４：３０ ベント（原子炉格納容器圧力低下） 

１５：３６ 原子炉建屋で水素爆発と思われる爆発 

１９：０４ 海水注入 

14
時
間
９
分
間
注
水
停
止 

 

○初期段階で冷却機能が十分に確保できなくなり、事象が進展。（非常用復水器の機能喪失） 

○解析結果では１１日１７時頃には露出し始めたものと考えられ、原子炉圧力容器の破損により格納容
器圧力が上がったものと推定している。 

○津波の影響によるガレキ散乱などで消防ポンプによる注水開始が１２日５：４６となった。 

【事象進展のポイント】 
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＜表Ⅲ－３－６＞ 
福島第一原子力発電所２号機の事象の進展 

日時 主要事象 

３／１１  １４：４７ 地震発生 
 → 原子炉自動停止 
 → 外部電源喪失 
 → 非常用ディーゼル発電機起動 

１４：５０ 原子炉隔離時冷却系手動起動 

１５：４１ 津波襲来 
 → 海水冷却系の機能喪失 
 → 非常用ディーゼル発電機停止 
 → 直流電源（バッテリー等）停止 

３／１３ １１：００頃 ベント操作（原子炉格納容器圧力低下せず） 

３／１４  １３：２５ 原子炉隔離時冷却系停止（推定） 

１８：００頃 原子炉減圧（主蒸気逃がし安全弁開操作） 
 → 燃料露出 
 → 炉心溶融（推定） 

１９：５４ 消防ポンプにより海水注入 

３／１５  ０６：１０頃 衝撃音発生 

６
時
間
29
分
間
注
水
停
止 

 

○ＲＣＩＣの運転により１４日１１時頃まで水位を維持。 

○ＲＣＩＣの運転によるＰＣＶ圧力の上昇が設計圧力程度に留まっており、 １２日１２時頃までにＰＣＶから
の漏えいが考えられる。 

○ラプチャーディスク以外の弁の開操作（ベント操作）を１３日以降実施したものの圧力低下が見られず、
事象が進展。 

【事象進展のポイント】 
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＜表Ⅲ－３－７＞ 
福島第一原子力発電所３号機の事象の進展 

日時 主要事象 

３／１１ １４：４７ 地震発生 
 → 原子炉自動停止 
 → 外部電源喪失 
 → 非常用ディーゼル発電機起動 

１５：０５ 原子炉隔離時冷却系手動起動 

１５：４２ 津波襲来 
 → 海水冷却系の機能喪失 
 → 非常用ディーゼル発電機停止 

３／１２ １１：３６ 原子炉隔離時冷却系停止 

１２：３５ 高圧炉心注水系自動起動 

３／１３ ０２：４２ 高圧炉心注水系停止 

０８：００頃 燃料露出（推定） 
 → 炉心溶融開始（推定） 

０８：４１ 
０９：２０頃 

ベント操作 
 → 原子炉格納容器圧力低下 

０９：２５ 消防ポンプにより海水注入 

３／１４ １１：０１ 原子炉建屋で水素爆発と思われる爆発 

６
時
間
43
分
間
注
水
停
止 

 

○直流電源が使用可能で、ＲＣＩＣ及びＨＰＣＩで水位を維持。 

○ベント操作の作動用空気圧が足りず、ボンベを用いて対応したものの、ベントが十分維持できず、事象
が進展。 

○ＨＰＣＩの作動時に原子炉圧力が低下しており、東電は流量調整により炉内の蒸気が継続して送られた
ためとしている。 

【事象進展のポイント】 
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＜表Ⅲ－４－１＞ 
福島第一及び福島第二原子力発電所における電源復旧の例 

○福島第一１～４号機では、全ての高圧配電盤(M/C)が水没・被水で使用できなかったため高圧での受電ができず、
仮設ケーブル敷設や移動用M/Cの設置など復旧に長時間を要した。（3/20以降順次受電） 

○福島第一５号機では、全てのM/Cが水没・被水で使用できなかったものの、６号機からの電源融通により、3/12に
は直流電源の一部が復旧できた。 

○非常用M/CとP/Cの一部が水没した福島第二１号機では、使用可能な常用のP/C又は電源車から仮設ケーブル
を敷設し、復旧を進めた。 

○いずれも、概ね個々の設備毎に使用可能なM/C、P/C又は電源車から仮設ケーブルの敷設により給電復旧して
いる。 

福島第一１～４号機 福島第一５号機 福島第二１号機 

非常用高圧配電盤
（M/C） 

全て使用不可 全て使用不可 
ほとんど使用不可 

（使用可能な盤でも、しゃ断器故障で
給電できなかった） 

非常用パワーセンタ
（P/C） 

２号機ではＳＬＣポンプ等のP/Cで一
部使用可能 

全て使用不可 全て使用不可 

復旧作業 

・電源系の復旧見通しがたたないこと
から、一般のバッテリー等を収集し
て計器類に給電。 

・照明は小型発電機を使用。 
・使用可能だったP/Cへ電源車から給

電すべく建屋内に仮設ケーブルを
敷設したものの、建屋爆発の影響
で受電できなかった。 

・以降、作業環境のさらなる悪化で復
旧が遅れ、仮設ケーブル敷設や移
動用Ｍ／Ｃの設置などで3/20以降
順次受電可能となった。 

・６号機からの電源融通の設備が設
置されている直流電源系へのライン
が使用可能だったため、3/12には
直流電源の一部が復旧できた。 

・海水設備には電源車で給電。 
・建屋内の設備は個々の設備毎に仮
設ケーブルを敷設し、６号機から給
電。 

・使用可能なM/Cに接続されている
RHRポンプについては、しゃ断器を
復旧して給電。 

・復旧したRHRに関連する機器につ
いて、個々の設備毎に、電源車の
ほか、仮設ケーブルを敷設し、使用
可能なP/Cから給電。 
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＜表Ⅲ－５－１＞ 
所内電源関係設備に関する海外の動向 
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＜表Ⅳ－２－１＞ 
福島第一原子力発電所各号機の冷却設備の被害状況 

Ⅳ 冷却設備について 

１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 状況 

高圧系の原子
炉注水設備
【HPCI,HPCS,
RCIC, IC】 
（設置位置） 

△(HPCI) 
不明(IC) 

△(HPCI) 
◎(RCIC) 

◎(HPCI) 
◎(RCIC) 

－(HPCI) 
－(RCIC) 

－(HPCI) 
－(RCIC) 

△(HPCS) 
－(RCIC) ・1,2号機HPCIは津波後の電

源喪失により機能喪失。 
・6号機のHPCSは津波後の海
水系喪失により機能喪失。 R/B地下(HPCI) 

R/B４階(IC) 
R/B地下(HPCI) 
R/B地下(RCIC) 

R/B地下(HPCI) 
R/B地下(RCIC) 

R/B地下(HPCI) 
R/B地下(RCIC) 

R/B地下(HPCI) 
R/B地下(RCIC) 

R/B地下(HPCS) 
R/B地下(RCIC) 

低圧系の原子
炉注水設備
【CS,LPCS】 
（設置位置） 

△(CS) △(CS) △(CS) －(CS) △(CS) △(LPCS) 
・1～4,6号機CS及び6号機
LPCSは電源・海水系喪失に
より機能喪失。 R/B地下(CS) R/B地下(CS) R/B地下(CS) R/B地下(CS) R/B地下(CS) R/B地下(LPCS) 

原子炉格納容
器冷却系 

【CCS,CCSW】 
残留熱除去系 
【RHR,RHRS】 
（設置位置） 

△(CCS) 
×(CCSW) 

△(RHR) 
×(RHRS) 

△(RHR) 
×(RHRS) 

－(A,C),△(B,D) 
(RHR) 

－(A,C),×(B,D) 
(RHRS) 

△(RHR) 
×(RHRS) 

△(RHR) 
×(RHRS) 

・1号機CCSは電源・海水系
喪失により機能喪失。 

・1号機CCSWは本体が津波に
伴う海水の冠水し、かつ電
源喪失により機能喪失。 

・2～6号機RHRは電源・海水
系喪失により機能喪失。 

・2,3,5,6号機及び4号機一
部のRHRSは本体が津波に伴
う海水の冠水により機能喪
失。 

R/B地下(CCS) 
屋外(CCSW) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

代替冷却注水
系 

【MUWC,CRD, 
SLC】 

（設置位置） 

△(MUWC) 
△(CRD) 
△(SLC) 

△(MUWC) 
△(CRD) 
△(SLC) 

△(MUWC) 
△(CRD) 
△(SLC) 

△(MUWC) 
－(CRD) 
－(SLC) 

△(MUWC) 
△(CRD) 
－(SLC) 

◎(MUWC) 
△(CRD) 
－(SLC) 

・1～5号機MUWCは津波後の
電源喪失により機能喪失。 

・1～3,5,6号機CRD及び1～3
号機SLCは津波後の電源喪
失又は海水系喪失により機
能喪失。 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B５階(SLC) 

×：機器本体の機能喪失又は待機除外。△：電源喪失、海水系喪失等関連機器の影響による機能喪失。－：定検停止中。○：待機。◎：運転。 
R/B：原子炉建屋、 T/B：ﾀｰﾋﾞﾝ建屋、Hx/B：海水熱交換器建屋 
※本表の内容は今後の現場確認等の調査により変更される可能性あり。 
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＜表Ⅳ－２－２＞ 
福島第一原子力発電所１号機の実際の操作状況 

PCVベント 原子炉減圧 代替注水 その他 

３月１１日（金）  １５：０３頃 ＩＣによる制御を開始 
 
 
 
１８：１８ ＩＣ戻り配管隔離弁、供給配管隔離
弁の開操作を実施し、蒸気発生を確認 
１８：２５ ＩＣ戻り配管隔離弁閉操作 
２１：３０ ＩＣ戻り配管隔離弁開操作を実施し、
蒸気発生を確認 

 
１７：１２ ＦＰライン及び消防車使用の検討
開始 
１７：３０ ＤＤ－ＦＰ起動（待機状態） 

 
 
 
 
 
 
 
 
２１：５１ Ｒ／Ｂ線量上昇（Ｒ／Ｂへの入域禁止） 
２３：００ Ｔ／Ｂ内放射線量上昇（北側二重扉前１．２ｍ
Ｓｖ／ｈ等） 

３月１２日（土）  ０：０６ Ｄ／Ｗ圧力が６００ｋＰａ［abs］を超えて
いる可能性確認→ＰＣＶベント検討開始 
２：３０ Ｄ／Ｗ圧力が８４０ｋＰａ［abs］に到達 
（作業計画立案、装備準備等） 
 
９：１５頃 ＰＣＶベント弁（ＭＯ弁）を手動開 
９：３０頃 Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁の現場
操作断念（高線量のため） 
１０：１７ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁を中操
にて開操作 
１４：００頃 Ｓ／Ｃベント弁(ＡＯ弁)大弁操作の
ため仮設の空気圧縮機を設置 
１４：３０ Ｄ／Ｗ圧力低下確認 

 
１：４８ 不具合によるＤＤ－ＦＰ停止を確認 
 
 
５：４６ ＦＰラインから消防車による淡水注入
開始 
 
 
 
 
 
 
 
１４：５３ 消防車による淡水注入、８０トン（累
計）注入完了 
１４：５４ 海水注入準備開始 
１５：３０頃 電源車を用いたＳＬＣによる注水
準備完了 
 
１８：３０頃 ＳＬＣの電源設備や注入ホース
が損傷、使用不可能であることを確認 
１９：０４ ＦＰラインから消防車による海水注
入開始 
２０：４５ ほう酸を海水と混ぜて注入開始 

 
 
 
４：２３ 構内の放射線量上昇（正門付近０．５９μＳｖ／
ｈ） 
 
Ｒ／Ｂ内に入域した東電社員１名の線量が１００ｍＳｖ
を超過（１０６．３０ｍＳｖ) 
 
 
 
 
 
 
 
 
１５：３６ Ｒ／Ｂで水素ガスによると思われる爆発発生 
１６：２７ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超える
線量（１，０１５μＳｖ／ｈ）を計測 

○原子炉の水位、非常用復水器（IC)の状況などについて把握することに時間を要し、格納容器圧力の計測を再開した際には既にＤ／Ｗ

圧力が６００ｋＰａ［abs］を超えている可能性があった。 

○電源喪失や圧縮空気枯渇等の弁操作に係る不具合によりＰＣＶベントに時間を要した。 

○そのうち、原子炉建屋内の作業においては、既に線量が高くなった以降の作業になったために現場作業が困難になった。タービン建屋

地下にあるＤ／Ｄ－ＦＰは、燃料の枯渇、セルモータ地落等で使用できなかった。 

代替注水に対してベント操作が遅れた。 

出典：福島原子力事故調査報告書（中間報告書）（平成２３年１２月２日、東京電力(株)）の記載内容を踏まえ整理 52



○原子炉は地震を検知して自動停止。 

○地震により外部電源が喪失。これに伴い、給水ポンプ停止の他、主蒸気隔離弁が閉止し、原子炉圧力が上昇し
て非常用復水器（IC）が自動起動。その後ＩＣの操作により原子炉圧力を調整。 

○津波襲来により、非常用ディーゼル発電機が機能喪失して電動ポンプが使用できなくなり、さらには直流電源も
機能喪失して、高圧注水系（HPCI）も使用できなくなり、ＩＣは作動状況が不明となった。 

○ただし、緊急時対策所において状況把握が十分でなく、通報連絡上ではＩＣは作動中とされていた。 

（1MPa=約10気圧） 

①14時46分 地震によるスクラム 

②主蒸気隔離弁閉止 
に伴う圧力上昇 

③14時52分 非常用復水器 
   作動とそれに伴う減圧 

④非常用復水器停止 
に伴う圧力上昇 

⑤非常用復水器によると 
   思われる圧力変動 

※15時30分過ぎに津波が 
   到来したと想定される。 
   津波の影響によると思わ 
   れる記録終了。 

［図Ⅳ－２－１］ 
福島第一原子力発電所１号機における地震後の原子炉圧力の変化 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）に加筆 
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冷却系 設置場所 電源 
ポンプ冷却 

機器 
津波襲来以降
の使用可否 

備考 

炉心スプレイ系 
（ＣＳ） 

R/B地下 交流 CCSW × 
電源・冷却機器とも
に喪失 

格納容器冷却系 
（ＣＣＳ） 

R/B地下 交流 CCSW × 
電源・冷却機器とも
に喪失 

補機冷却用海水系 
（ＣＣＳＷ） 

屋外 交流 - × 
本体冠水 
電源喪失 

高圧注水系 
（ＨＰＣＩ） 

R/B地下 
直流 

（弁操作・補機駆動源） 
- × 電源喪失 

非常用復水器 
（ＩＣ） 

R/B4階 

直流 
（格納容器外側弁操作） 

交流 
（格納容器内側弁操作） 

- 不明＊ 
電源喪失 
＊一時的に電源回復が見られ
て弁操作を実施している 

Ｒ／Ｂ：原子炉建屋 

＜表Ⅳ－２－３＞ 
福島第一原子力発電所１号機の冷却系の一覧 
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［図Ⅳ－２－２］ 
福島第一原子力発電所１号機における非常用復水器（ＩＣ）の津波襲来時の状況 

直流電源 

交流電源 

格納容器外側弁は
直流電源で作動 

格納容器内側弁は
交流電源で作動 

ＩＣ隔離動作のメカニズム（推定） 

９月９日東京電力提出の事故報告によるとＩＣの作動状況は以下のとおり。 

○津波襲来後の直流電源喪失により、弁の開閉状況の表示が消えるとともに、操作不能となった。 

○直流電源喪失で隔離弁作動のインターロックがフェールセーフ動作し、ＩＣの弁も閉動作する仕組みとなっており、
弁の動作だけで使用可能なＩＣが機能しなかった可能性あり。 

○さらに格納容器内側弁が交流電源作動であったため、直流電源が一時的に復活した際にも状況確認と操作がで
きなかった。 

事後の回路調査で中間開表
示の状態であった（開度は不
明） 

３月１１日１８時頃に一時的に電源が復活し、
通常は開いているＩＣ供給配管隔離弁(MO-
2A)が閉表示となっていた 

非常用復水器（ＩＣ）の系統概要図 

A系又はB系の
直流電源喪失 

喪失した直流電源を
制御電源としている
回路のコイルが無励
磁に 

Ａ系の直流電源を制御電源としている回路、
Ｂ系の直流電源を制御電源としている回路の
どちらか一方でもコイルが無励磁になれば、Ｉ
Ｃの格納容器隔離弁の駆動回路の接点が
「ＯＮ」になり、弁が閉動作する設定 

片系の直流電源喪失により、 
両系でフェールセーフ動作 
（隔離弁閉） 

外側弁は直流駆動で、バッテリー
の機能が残っている状況で、なん
らかの理由で制御回路の電圧が
落ちれば閉状態に 

内側弁は交流駆動で、交流電源
が隔離動作のタイミングで十分で
なく、中間開の状態に 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う 
    原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、 
    ９月２８日一部訂正、東京電力(株)）に加筆 55



［図Ⅳ－２－３］ 
福島第一原子力発電所１号機における高圧注水系（ＨＰＣＩ）の津波襲来時の状況 

○地震発生後、給水ポンプにより原子炉水位が回復し、MSIVが閉止した後は、ICの作動により原
子炉の水位・圧力が制御できており、津波の襲来まではHPCIは作動していない。 

○津波襲来以降は、直流電源喪失により、HPCI起動に必要な機器（補助油ポンプ、電動弁等）が
作動できず、使用できない状況となった。 

高圧注水系の系統概要図 

高圧注水系の起動可否の状況 

HO 

HO 

HO 
HO 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）に加筆 
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＜表Ⅳ－２－４＞ 
福島第一原子力発電所２号機の実際の操作状況 

○電源喪失や圧縮空気の枯渇等の弁操作に係る不具合の他、２号機においてはＰＣＶ圧力が最高使用圧力近辺にあり、ラプチャーディス

クが開かなかった可能性があり、圧力が低下しなかった。この結果、原子炉減圧が十分にできず、消防車による注水が十分に機能せず、

炉心損傷の防止には至らなかった。 

PCVベント 原子炉減圧 代替注水 その他 

３月１１日（金）  １７：１２ ＦＰライン及び消防車使用の検討開始 

３月１３日（日）  ８：１０ ＰＣＶベント弁（ＭＯ弁）開 
 
１１：００ラプチャーディスクを除く、ＰＣＶベントラ
イン構成完了 

 
８：５６ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超える
線量（８８２μＳｖ／ｈ）を計測  

３月１４日（月）  １１：０１ ３号機Ｒ／Ｂの爆発により、Ｓ／Ｃベン
ト弁（ＡＯ弁）大弁が閉となる。開不能を確認 
 
 
 
 
 
 
 
２１：００頃 Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁開操作。
ラプチャーディスクを除く、ベントライン構成完了 

 
 
 
 
 
１８：００頃 減圧開始（原子炉圧力５．４
ＭＰａ[gage]→１９：０３ ０．６３ＭＰａ
[gage]） 

１１：０１ 準備が完了していた注水ラインは、消防車
及びホースが破損して使用不可能 
１３：０５ 消防車を含む海水注入のライン構成を再
開 
１６：３０ 海水注入を行うため消防車を起動 
 
１９：２０ 海水注入のための消防車が燃料切れで停
止していることを確認 
１９：５４ 消火系ラインから消防車（１９：５４、１９：５７
に各１台起動）による海水注入開始。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２１：３５ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超
える線量（７６０μＳｖ／ｈ）を計測  

３月１５日（火）  
 

０：０２ Ｄ／Ｗベント弁（ＡＯ弁）小弁開操作。ラ
プチャーディスクを除く、ベントライン構成完了
（数分後に弁が閉であることを確認） 

 
６：００～６：１０頃 大きな衝撃音が発生 
６：５０ 正門付近で５００μＳｖ／ｈを超える線量
（５８３．７μＳｖ／ｈ）を計測 

十分ベントできなかった。 

出典：福島原子力事故調査報告書（中間報告書）（平成２３年１２月２日、東京電力(株)）の記載内容を踏まえ整理 
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［図Ⅳ－２－４］ 
福島第一原子力発電所２号機における地震後の原子炉水位・圧力の変化 

表：２号機の冷却系の一覧 

④RCICの起動、停止による水位調整 

原子炉圧力［MPa］ 
（1MPa=約10気圧） 

原子炉水位［mm］ 

①14時47分 地震によるスクラム 

②主蒸気隔離弁閉止に伴う圧力上昇と
その後の主蒸気逃し安全弁開閉によ
る圧力制御 

※15時30分過ぎに津波が 
   到来したと想定される。 
   津波の影響によると思わ 
   れる記録終了。 

③ボイド（水中の微細な気泡）つぶれに
よる水位低下 

○原子炉は地震を検知して自動停止。 

○地震により外部電源が喪失。これに伴い、給水ポンプ停止の他、主蒸気隔離弁が閉止し、原子炉圧力が上昇し
たため原子炉隔離時冷却系（ＲＣIC）を手動起動。 

○津波襲来により、非常用ディーゼル発電機が機能喪失して電動ポンプが使用できなくなり、さらには直流電源も
機能喪失して高圧注水系（HPCI）も使用できなくなった。（ただし、起動していたＲＣＩＣは運転が継続されていた。） 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）に加筆 58



＜表Ⅳ－２－５＞ 
福島第一原子力発電所３号機の実際の操作状況 

PCVスプレイ・ベント 原子炉減圧 原子炉への注水 その他 

３月１１日
（金）  
 

１５：０５ ＲＣＩＣ手動起動  
１５：２５ 原子炉水位高によりＲＣＩＣトリップ 
１６：０３ ＲＣＩＣ手動起動 

３月１２日
（土）  

 
１１：１３ ディーゼル駆動消火ポンプ（ＤＤＦＰ）自動起動 
１１：３６ ＤＤＦＰ停止 
１２：０６ ＤＤＦＰ起動、Ｓ／Ｃスプレイ開始 

 
 
 
ＨＰＣＩ作動期間中は原子炉圧力低下 

 
 
１１：３６ ＲＣＩＣトリップ 
１２：３５ 原子炉水位低によりＨＰＣＩ自動起動 

４：２３ 構内の放射線量上昇（正門付近０．５９μ
Ｓｖ／ｈ）  

３月１３日
（日）  

 
 
 
３：０５ Ｓ／Ｃスプレイ停止 
 
 
 
 
５：０８ 原子炉代替注水からＳ／Ｃスプレイに切替、スプレイ開始 
 
７：３９ Ｓ／ＣスプレイからＤ／Ｗスプレイに切替、スプレイ開始 
７：４３ Ｓ／Ｃスプレイ停止 
８：３５ ＰＣＶベント弁（ＭＯ弁）開  
８：４０～９：１０ Ｄ／Ｗスプレイ停止 
８：４１ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁開により、ラプチャーディスクを
除く、ＰＣＶベントライン構成完了 
９：３６ ＰＣＶベント操作により、９：２０頃よりＤ／Ｗ圧力が低下して
いることを確認  
１１：１７ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁の閉確認（作動用空気ボンベ
圧低下のため）  
１２：３０ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁開（作動用空気ボンベ交換） 

 
 
２：４５～ 逃がし安全弁（ＳＲＶ）開操作し
たが、全弁開動作せず。 
３：４４ 原子炉圧力４．１ＭＰａまで上昇 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９：０８頃 ＳＲＶによる急速減圧を実施 

２：４２ ＤＤＦＰ代替原子炉注水への移行を図るためＨＰＣ
Ｉ手動停止 
原子炉圧力が上昇しＤＤＦＰによる注水は不可 
３：３５ ＨＰＣＩ起動できず 
４：１５ 有効燃料頂部（ＴＡＦ）到達と判断 
５：０８ ＲＣＩＣ起動できず 
 
 
 
 
 
 
 
８：４０～９：１０ Ｄ／Ｗスプレイから原子炉代替注水ライ
ンへ切替、その後原子炉圧力減圧によりＤＤＦＰによる注
水開始 
９：２５ ＦＰラインから消防車による淡水注入開始（ほう酸
入り）  
 
１２：２０ 淡水注入終了  
１３：１２ ＦＰラインから消防車による海水注入開始  

 
 
 
 
 
 
 
 
５：５８ ＲＣＩＣによる原子炉注水ができなくなっ
たため、５：１０に１５条事象「原子炉冷却機能喪
失」に該当すると判断した旨、官庁等に連絡 
６：１９ ４：１５に有効燃料頂部（ＴＡＦ）到達したも
のと判断した旨、官庁等に連絡 
 
 
 
８：５６ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超え
る線量（８８２μＳｖ／ｈ）を計測  
 
 
１４：１５ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超
える線量（９０５μＳｖ／ｈ）を計測  

３月１４日
（月）  

 
 
 
 
 
５：２０ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁開操作開始 
６：１０ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁の開確認  

１：１０ 逆洗弁ピット内への海水補給のために消防車を停
止  
 
３：２０ 消防車による海水注入再開  
 
 
９：２０ 物揚場から逆洗弁ピットへの海水の補給を開始 
 
１１：０１ 消防車やホースが損傷し、海水注入停止  
１６：３０頃 消防車とホースを入れ替えて物揚場から原子
炉へ注入する新しいラインを構築し、海水注入を再開  

２：２０ 正門付近で５００μＳｖ／ｈを超える線量(７
５１μＳｖ／ｈ)を計測  
２：４０ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超え
る線量（６５０μＳｖ／ｈ）を計測  
４：００ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超え
る線量（８２０μＳｖ／ｈ）を計測 
９：１２ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超え
る線量（５１８．７μＳｖ／ｈ）を計測  
１１：０１ Ｒ／Ｂで爆発発生 
２１：３５ モニタリングカーで５００μＳｖ／ｈを超え
る線量（７６０μＳｖ／ｈ）を計測  

３月１５日
（火）  

 
１６：００ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁閉確認 
１６：０５ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁開操作 

６：００～６：１０頃 大きな衝撃音が発生 

○ＨＰＣＩ停止時にＳＲＶ操作を確実にできず、ＤＤＦＰをＳ／Ｃスプレイから代替注水に切り替えていないなど、準備状況に疑問点が多い。 

○ＨＰＣＩ停止やＴＡＦ到達から判断・連絡までの時間がかかっており、連絡体制等に疑問。ＲＣＩＣの状態等についても確認が必要。 

出典：福島原子力事故調査報告書（中間報告書）（平成２３年１２月２日、東京電力(株)）及び福島第一原子力発電所事故の初動対応について（平成２３年１２月２２日、 
    東京電力(株)）の記載内容を踏まえ整理 

ＲＣＩＣ起動不能判断までに機械機
構部の状態確認・調整を実施した
が起動できず。 

ＨＰＣＩ停止時にＳＲＶ操作を確実に
できず、ＤＤＦＰをＳ／Ｃスプレイか
ら代替注水に切り替えていないな
ど、準備状況に疑問点が多い 

ＨＰＣＩに使用するバッテリーを１４
時間にもわたって使用していたに
もかかわらず、結果で見れば、ＨＰ
ＣＩの再起動性を確認せずに停止し
た可能性が高い。 

ＲＣＩＣ状態表示灯が停止表示を示し、その後に中央
制御室で起動操作実施としているなど、電源は喪失し
ていなかったものと思われる一方で、再起動には失敗。 

ＨＰＣＩ停止やＴＡＦ到達から判断・
連絡までの時間がかかっており、
連絡体制等に疑問 
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［図Ⅳ－２－５］ 
福島第一原子力発電所３号機における地震後の原子炉水位・圧力の変化 

原子炉圧力［MPa］ 
（1MPa=約10気圧） 

原子炉水位［mm］ 
（狭帯域） 

①14時47分 地震によるスクラム 

②出力低下による炉圧低下とそれに続く主蒸気 
  隔離弁閉による炉圧増加 

③主蒸気逃し安全弁による炉圧制御 
（５回前後／５分間の頻度） 

⑤主蒸気逃し安全弁開閉、原子炉隔離時冷却 
  系の起動・停止に伴う水位変動 
  15時05分 原子炉隔離時冷却系起動 
  15時25分 同型トリップ（水位高） 

⑥原子炉隔離時冷却系の起動に伴う水位変動 
  16時03分 原子炉隔離時冷却系起動 

⑦炉圧7MPa程度、炉水位は狭帯域レンジに維 
  持され、安定的に推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ボイド（水中の微細な気泡）つぶれに
よる水位低下 

原子炉水位計 
（狭帯域）のレンジ 

燃料棒 

○原子炉は地震を検知して自動停止。 

○地震により外部電源が喪失。これに伴い、給水ポンプ停止の他、主蒸気隔離弁が閉止し、原子炉圧力が上昇し
たため原子炉隔離時冷却系（ＲＣIC）を手動起動。 

○津波襲来により、非常用ディーゼル発電機が機能喪失して電動ポンプが使用できなくなったが、直流電源が機能
しており、ＲＣＩＣの運転が継続された。 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）に加筆 60



＜表Ⅳ－２－６＞ 
残留熱除去設備の復旧により冷温停止に移行したプラントの状況 

福島第一５号機 福島第一６号機 福島第二１号機 福島第二２号機 福島第二４号機 

MSIV 
作動状況 

作動なし 作動なし 復水器使用不可及びタービング
ランドシール蒸気喪失に備え、
手動全閉 

復水器使用不可及びタービング
ランドシール蒸気喪失に備え、手
動全閉 

復水器使用不可及びタービング
ランドシール蒸気喪失に備え、
手動全閉 

確保された 
注水・冷却 

機能 

電源と海水系が機能喪
失したため使用できず 

海水系が機能喪失したた
め、ポンプの冷却が必要
な系統は使用できなくなっ
たが、ＭＵＷＣは使用可能 

海水系が機能喪失したため、ポ
ンプの冷却が必要な系統は使用
できなくなったが、ＲＣＩＣ、ＭＵＷ
Ｃ、ＳＲＶは使用可能 

海水系が機能喪失したため、ポ
ンプの冷却が必要な系統は使用
できなくなったが、ＲＣＩＣ、ＭＵＷ
Ｃ、ＭＵＷＰ、ＳＲＶは使用可能 

海水系（ＨＰＣＳの関連系除く）が
機能喪失したため、ポンプの冷
却が必要な系統は使用できなく
なったが、ＲＣＩＣ、ＭＵＷＣ、ＭＵ
ＷＰ、ＳＲＶは使用可能 

地震前の 
原子炉の状態 耐圧漏えい試験中 冷温停止状態 定格熱出力運転 定格熱出力運転 定格熱出力運転 

冷温停止 
までの流れ 

海水系は仮設水中ポ
ンプに電源車から給電。 
６号機から仮設ケーブ
ルでＲＨＲに給電し、冷
却機能を確保。 
（３月２０日１４：３０冷温
停止） 

ＭＵＷＣでの注水で原子
炉水位維持し、ＳＲＶにて
原子炉圧力抑制。 
海水系は仮設水中ポンプ
に電源車から給電。 
海水系の機能回復により
ＲＨＲを用いた冷却機能を
確保。 
（３月２０日１９：２７冷温停
止） 
 

ＲＣＩＣ・ＭＵＷＣでの注水で原子
炉水位維持し、ＳＲＶにて原子炉
圧力抑制。 
最終的な熱の逃がしができな
かったことからＳ／Ｃ水温が１０
０℃を超えたため、ＭＵＷＣを用
いた格納容器スプレイ等を実施。 
海水系のモーター交換等を行う
とともに、電源車の使用や仮設
ケーブルによる給電で、ＲＨＲを
用いた冷却機能を確保。 
（３月１４日１７：００冷温停止） 

ＲＣＩＣ・ＭＵＷＣでの注水で原子
炉水位維持し、ＳＲＶにて原子炉
圧力抑制。 
最終的な熱の逃がしができな
かったことからＳ／Ｃ水温が１０
０℃を超えたため、ＭＵＷＣを用
いた格納容器スプレイ等を実施。 
海水系のモーター交換等を行う
とともに、電源車の使用や仮設
ケーブルによる給電で、ＲＨＲを
用いた冷却機能を確保。 
（３月１４日１８：００冷温停止） 

ＲＣＩＣ・ＭＵＷＣ・ＨＰＣＳでの注
水で原子炉水位維持し、ＳＲＶに
て原子炉圧力抑制。 
最終的な熱の逃がしができな
かったことからＳ／Ｃ水温が１０
０℃を超えたため、ＭＵＷＣを用
いた格納容器スプレイ等を実施。 
海水系のモーター交換等を行う
とともに、電源車の使用や仮設
ケーブルによる給電で、ＲＨＲを
用いた冷却機能を確保。 
（３月１５日７：１５冷温停止） 

○主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）が閉止し、熱の逃がし場となる海水系統が機能喪失したものの、主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）により圧力抑

制室（Ｓ／Ｃ）へ蒸気放出し、放出した分の冷却水を注水することで原子炉冷却を維持。 

○Ｓ／Ｃの温度・圧力が上昇したものの、福島第一５／６号機は水中ポンプにより、福島第二１／２／４号機は電動機交換や仮設ケー

ブル敷設により、残留熱除去設備の復旧を行い、冷却を再開して冷温停止に移行できた。（ただし、福島第二１／２／４号機は残留熱除去設

備の復旧前にＳ／Ｃ水温が上がり圧力抑制機能喪失に至っている。） 

ＭＵＷＣ：復水補給水系、ＭＵＷＰ：純水補給水系 
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［図Ⅳ－２－６］ 
福島第一原子力発電所事故時における使用済燃料プールの状況 

○福島第一原子力発電所における使用済燃料の貯蔵は、各号機に設置されている使用済燃料プールの他、運用補助共用施設内に共
用の使用済燃料プールが設置されている。また、乾式貯蔵キャスク保管建屋には、集合体５２体収納の大型乾式貯蔵キャスクが５体、
集合体３７体収納の大型乾式貯蔵キャスクが４体あり、合計４０８体収納されている。 

○使用済燃料プールは、使用済燃料プール冷却設備で温度管理され、冷却水補給設備で水位維持されるが、全交流電源が喪失し、使
用不能となった。さらに海水系の機能喪失により、水冷による冷却機能の回復は困難になった。ただし、空冷であった共用プールは電
源回復とともに冷却できた。また、乾式貯蔵キャスクは自然対流により空冷されるため、建屋内に大量の海水、砂、瓦礫等が流れ込ん
だものの、冷却に問題は生じなかった。 

○１号機、３号機及び４号機においては、設置されている原子炉建屋上部が爆発したため、露天状態となった。 

二次蓋

胴（ガンマ線遮へい体）

(低合金鋼）

一次蓋

バスケット
（ホウ素入りアルミ合金）

中性子線遮へい材
（ホウ素入りレジン）

乾式貯蔵キャスクの構造 

使用済燃料プール冷却系統図 

１号機 

２号機 

３号機 

４号機 

５号機 

６号機 

共用プール 

使用済燃料貯蔵施設の全体配置 

乾式貯蔵キャスク建屋の被害状況 

ＦＰＣ熱交換機 

空気冷却器 

共用プール 

スキマーサージタンク 
← → 

← ＦＰＣ補給水貯槽 

海 

ＦＰＣ 
熱交換機 

ＳＦＰ 

スキマーサージタンク 
← → 

残留熱除去系より 

ＲＣＷ 

→ 

ＲＣＷ 
熱交換機 

ＦＰＣ 

ＦＰＣ 

１～６号機 

共用プール 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）に加筆 62



Ⅴ 閉込機能に関する設備について 

1

10

100

1000

10000

100000

3/11 3/12 3/13 3/14 3/15 3/16 3/17

線
量

率
（
μ

Ｓ
ｖ
／

ｈ
）

日時

MP-4付近（モニタリングカー）

正門付近（モニタリングカー）

体育館脇（モニタリングカー）

MP-5（西門付近モニタリングカー）

事務本館北（モニタリングカー）

正門（可搬型）

西門（可搬型）

地上風の例 

北風 
10m/s 

地上風（SPEEDI） 

地上風（正門付近の観測値） 

MP1 

MP2 

MP3 
MP4 

MP5 

MP6 
MP7 

MP8 

データの出典： 
「東北地方太平洋沖地震発
生当時の福島第一原子力
発電所プラントパラメータに
ついて（平成２３年５月１６日、
６月１３日一部訂正、東京電
力(株)）」及び「福島第一原
子力発電所のモニタリング
状況（東京電力(株)ＨＰよ
り）」 

3/14 21:00頃 2号機S/Cベント弁（AO弁）小弁開操作し、ラプチャー
ディスクを除きPCVベントラインにある弁の開操作完了 

 

3/13 11:00 2号機S/Cベント弁（AO弁）大弁開操作し、ラプチャー
ディスクを除きPCVベントラインにある弁の開操作完了（D/W圧力
がラプチャーディスクの作動圧力0.427MPaに達していない） 

3/15 0:02 2号機D/Wベント弁（AO弁）小弁開操作し、ラプチャーディスクを除き
PCVベントラインにある弁の開操作完了。数分後に閉状態であることを確認 

 
3/13 8:41 ラプチャーディスクを除く、3号機PCVベントラインにある弁の開操作完了 

3/13 12:30 3号機S/Cベント弁（AO弁）大弁開 

3/14 5:20 3号機S/Cベント弁（AO弁）小弁開 
3/14 11:01頃 3号機原子炉建屋爆発 

3/13 9:24 3号機ベント操作によるD/W圧力低下確認 
 

６時間 

○3月12日は２号機及び３号機がＲＣＩＣの作動により原子炉が冷却されている一方、１号機でベント操作の実施及び建屋爆発があった。 

○3月13日は３号機で複数回にわたりベント操作が実施され、さらに3月14日には３号機で建屋爆発があった 。 

○3月14日21時以降は、２号機及び３号機でベント操作の実施があり、それまでよりも高い線量率が確認されている。 

○さらに各号機のＰＣＶ圧力の挙動を踏まえて、線量率の上昇の原因、放射性物質の放出時期について次ページ以降で考察する。 

この爆発の影響により2号機S/Cベント弁（AO弁）大弁の電磁弁励磁用回路が外れて閉 

3/12 10:17 1号機S/Cベント弁（AO弁）小弁開 

１号機関係 

３号機関係 

２号機関係 

3/12 15:36頃  1号機原子炉建屋爆発 

3/12 14:30 1号機ベントによるD/W圧力低下確認 
3/15 6:00～6:10頃 衝撃音確認（4号機：原子炉建屋損傷確認） 

3/16 1:55 3号機S/Cベント弁（AO弁）小弁開 

3/15 16:05 3号機S/Cベント弁（AO弁）大弁開 

［図Ⅴ－１－１］ 
モニタリングデータからの放射性物質の放出時期の考察 
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（
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1号機D/W（実測値）

1号機S/C圧力（実測値）

MP-4付近（モニタリングカー）

正門付近（モニタリングカー）

体育館脇（モニタリングカー）

MP-5（西門付近モニタリングカー）

事務本館北（モニタリングカー）

正門（可搬型）

西門（可搬型）

○ 3 月12 日5～6時頃、格納容器圧力が上昇したうえで若干の圧力低下が見られ、ベント前から線量率が上昇。 （図中（Ａ）の部分） 
    ベント前に格納容器からの漏えいが発生し、大気中に放射性物質の放出があったものと推定。 

○ 12 日昼までの間にベント操作を継続。D/W圧力は有意には低下していないが、線量率の一時的な上昇がみられている。 （図中（Ｂ）の

部分）  
    圧力容器からの蒸気の追加流出分と同量程度の気体が格納容器から環境中に漏えいが続いていた可能性がある。 
○ 12 日14 時30 頃からD/W 圧力が低下し、線量率が上昇。１５時３６分頃の爆発後、線量率が上昇。（図中（Ｃ）の部分） 
    ベントによる格納容器内の放射性物質の放出、及び建屋爆発により建屋内に漏えいし滞留していた放射性物質の放出があったも

のと推定。 

3/12 15:36頃  1号機原子炉建屋爆発 3/12 10:17 1号機S/Cベント弁（AO弁）小弁開 

3/12 14:30 1号機ベントによるD/W圧力低下確認 

（Ａ） 

（Ｃ） 

（Ｂ） １時間 

データの出典： 
「東北地方太平洋沖地震発
生当時の福島第一原子力
発電所プラントパラメータに
ついて（平成２３年５月１６日、
６月１３日一部訂正、東京電
力(株)）」及び「福島第一原
子力発電所のモニタリング
状況（東京電力(株)ＨＰよ
り）」 

MP1 

MP2 

MP3 
MP4 

MP5 

MP6 
MP7 

MP8 

［図Ⅴ－１－２］ 
「格納容器圧力上昇（ベント実施前）」、「ベント」、「建屋爆発」による放出（１号機） 
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［図Ⅴ－１－３］ 
「圧力低下がない程度のベント」、「大幅な圧力低下」による放出（２号機） 
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2号機D/W圧力（実測値）

2号機S/C圧力（実測値）

MP-4付近（モニタリングカー）

正門付近（モニタリングカー）

体育館脇（モニタリングカー）

MP-5（西門付近モニタリングカー）

事務本館北（モニタリングカー）

正門（可搬型）

西門（可搬型）

3/15 6:00～6:10頃 衝撃音確認（4号機：原子炉建屋損傷確認） 

3/14 21:00頃 2号機S/Cベント弁（AO弁）小弁開操作し、ラプ
チャーディスクを除きPCVベントラインにある弁の開操作完了 

3/15 0:02 2号機D/Wベント弁（AO弁）小弁開操作し、ラプチャーディスクを除き
PCVベントラインにある弁の開操作完了。数分後に閉状態であることを確認 

 

（Ｄ） 

（Ｅ） 

（Ｆ） 

（Ｅ） 

（Ｅ） 

MP1 

MP2 

MP3 
MP4 

MP5 

MP6 
MP7 

MP8 

データの出典： 
「東北地方太平洋沖地震発
生当時の福島第一原子力
発電所プラントパラメータに
ついて（平成２３年５月１６日、
６月１３日一部訂正、東京電
力(株)）」及び「福島第一原
子力発電所のモニタリング
状況（東京電力(株)ＨＰよ
り）」 

○14 日21 時ベント小弁開操作するもD/W圧力、線量率が急上昇。 （図中（Ｄ）の部分）  
   これまでベントはなされていなかったとされているが、格納容器からの放出があった可能性に加えて、実際にはベントが成功していた可能性もある。（その後の圧

力低下がないため詳細な検討が必要） 

○ 15 日7時頃までD/W 圧力が0.7MPa以上であったが、その後16 日6 時頃までD/W 圧力の大幅な低下がみられ、線量率が15日6時頃、23時頃、16日10時頃に上昇。 
（図中（Ｅ）の部分） 

   15日0時頃のベント操作以降、この期間中にベント操作等の特段の作業の実施については報告されていないが、ラプチャーディスクの作動によるD/Wベント成功

又は他（ブローアウトパネル等）からの漏えいにより、放射性物質が大量に放出された可能性がある。ただし、3月15日のD/Wベント操作時には線量率の上昇は見

られておらず、さらに検討していく。 

○なお、15 日6 時頃には2 号機で爆発音があったとも言われたが、S/C 圧力が０MPａ（abs）となっている点（図中（Ｆ）の部分）は、D/W圧力との相違や負圧の状態と

なっている点で物理的に整合しないことから、計測器の不具合によるものと考えられる。なお、当該爆発音は４号機のものと考えられ、その直後から線量率が急上

昇しているが、4号機の建屋内の線量率が１～３号機に比べて高くなっていないこと（後述）から、４号機の爆発による放射性物質放出の影響は大きくなかったもの

と考えられる。 

２時間 

3/13 11:00 2号機S/Cベント弁（AO弁）大弁開操作し、ラプチャーディスクを除き
PCVベントラインにある弁の開操作完了（D/W圧力がラプチャーディスクの作動
圧力0.427MPaに達していない） 

 

3/14 11:01頃 3号機原子炉建屋爆発 
この爆発の影響により2号機S/Cベント弁（AO弁）大弁の電磁弁励磁用回路が外れて閉 
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［図Ⅴ－１－４］ 
「ベント」による放出（３号機） 
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正門（可搬型）

西門（可搬型）

3/13 8:41 ラプチャーディスクを除き3号機
PCVベントラインにある弁の開操作完了 

3/13 12:30 3号機S/Cベント弁（AO弁）大弁開 

3/14 5:20 3号機S/Cベント弁（AO弁）小弁開 3/14 11:01頃 3号機原子炉建屋爆発 

3/15 6:00～6:10頃 衝撃音確認（4号機：原子炉建屋損傷確認） 

3/16 1:55 3号機S/Cベント弁（AO弁）小弁開 

3/15 16:05 3号機S/Cベント弁（AO弁）大弁開 3/13 9:24 3号機ベント操作によるD/W圧力低下確認 
 

（Ｇ） 

（Ｉ） 

（Ｉ） （Ｉ） 

（Ｈ） 

（Ｈ） 

○ 13 日8 時からベント操作を実施しており、13 日8 時頃から圧力上昇とともに線量率が上昇。（図中（Ｇ）の部分）                           

ただしベント前から線量率の上昇が見られることからPCV漏えいの可能性も引き続き検討。    
○ベント操作は複数回にわたって実施され、D/W 圧力の低下がみられ、有意に線量率が上昇。（図中（Ｈ）の部分） 

○15日21時頃までD/W 圧力が0.4MPa程度に保持されており、その後徐々に低下がみられ、線量率が15日23時頃、16日10時頃に上昇。 

   15日23時頃、16日10時頃については、ベント操作の時期と線量率の関係が対応していないため、2号機の影響も含め、放出源につい

ては特定できておらず、当時の気象条件の影響なども含めて引き続き検討。 （図中（Ｉ）の部分） 

ベント操作による影響 

２時間 

データの出典： 
「東北地方太平洋沖地震発
生当時の福島第一原子力
発電所プラントパラメータに
ついて（平成２３年５月１６日、
６月１３日一部訂正、東京電
力(株)）」及び「福島第一原
子力発電所のモニタリング
状況（東京電力(株)ＨＰよ
り）」 

MP1 

MP2 

MP3 
MP4 

MP5 

MP6 
MP7 

MP8 
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［図Ⅴ－１－５］ 
漏えいの可能性のある箇所（Mark-Ⅰ型原子炉の例） 

①トップヘッドマンホール 

⑧ベント管ベローズ 

③配管貫通部 

④所員用エアロック 

⑤S/Cマンホール 

⑥電気配線貫通部 

出典：東北電力（株）女川発電所の例（トップフランジ写真は東京電力（株）提供） 

⑦機器ハッチ 

原子炉格納容器には接合部や貫通部が存在し、有機シール材（シリコンゴム等）を充填させることにより気密性を
確保している。以下の接合部や貫通部については、今回の事象において漏えいの可能性が指摘される主な箇所
である。 

その他、TIP貫通部、
CRDハッチ、スタビラ

イザ点検口などがあ
る。 

②トップヘッドフランジ 
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［図Ⅴ－１－６］ 
福島第一原子力発電所２号機原子炉建屋上部から蒸気漏えい 

○３月１３日時点において、２号機ブローアウトパネルが開いていることが確認されており、３月２０日
時点において水蒸気がブローアウトパネルより蒸気が放出されていることが確認されている。 

   格納容器から漏洩した蒸気が、ブローアウトパネルから放出されていたものと推定 

出典：東京電力ＨＰ資料、福島原子力事故調査報告書（中間報告書）（平成２３年１２月２日、東京電力(株)） 

（３月２０日撮影） 
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［図Ⅴ－１－７］ 
福島第一原子力発電所３号機原子炉建屋上部から蒸気漏えい 

〇３月２０日時点において、３号機格納容器の上部に高温の部位が確認されている。 
   格納容器上部フランジ付近から蒸気が放出されていたものと推定 

出典：東京電力ＨＰ資料、福島原子力事故調査報告書（中間報告書）（平成２３年１２月２日、東京電力(株)） 
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［図Ⅴ－１－８］ 
福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋各フロアにおける線量測定結果 

○これまでの東京電力による線量測定結果では、各階ともに平均的に数十ｍＳｖ/ｈとなっている。 

○ただし、５階は崩落した屋根の上２～２．５ｍでの測定であり、実際には測定値（６０ｍＳｖ／ｈ）より高いと推測される。 

単位：ｍＳｖ/ｈ 

出典：東京電力（株）公表資料 注）測定結果については、配管等の内部汚染と壁等の表面汚染の区別はされていない。 70



［図Ⅴ－１－９］ 
福島第一原子力発電所２、３号機原子炉建屋各フロアにおける線量測定結果 

出典：東京電力（株）公表資料 注）測定結果については、配管等の内部汚染と壁等の表面汚染の区別はされていない。 

単位：ｍＳｖ/ｈ 

○これまでの東京電力による線量測定結果では、５階以外は平均的に数十ｍＳｖ/ｈ、５階は数百ｍＳｖ/ｈとなっている。 

   格納容器からの漏えい量は、相対的には上部からの漏えいが支配的であると考えられる。 

注：３号機は３階、４階については測定されていない。 
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［図Ⅴ－１－１０］ 
福島第一原子力発電所４号機原子炉建屋各フロアにおける線量測定結果 

出典：東京電力（株）公表資料 注）測定結果については、配管等の内部汚染と壁等の表面汚染の区別はされていない。 

単位：ｍＳｖ/ｈ 

○これまでの東京電力による線量測定結果では、１階は数十μＳｖ／ｈ、２～４階は数十～数百μＳｖ／ｈ、５階は数百μＳｖ／ｈとなっており、

１～３号機に比べて、建屋内の線量率は４桁程度低い。    
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［図Ⅴ－１－１１］ 
福島第一原子力発電所局所（原子炉補機冷却系、貫通部、機器ハッチ）における線量測定結果 

出典：東京電力（株）公表資料 

線量が高い区域 
（トーラス室貫通部） 

線量が高い区域 
（機器ハッチ） 

線量が高い区域 
（格納容器貫通部） 

○各号機とも各階で比べると、局所的には高い線量が測定されている箇所が存在する。 

○２号機では、原子炉建屋１階の格納容器貫通部表面、３号機では、原子炉建屋１階機器ハッチ周辺である。 

○１号機では、原子炉建屋１階のトーラス室貫通部付近に加えて、原子炉補機冷却系（ＲＣＷ）の配管付近の線量が高いが、これは２階の

RCW熱交換器が設置されている付近も高いことから配管内の放射線物質の寄与が大きいと考えられる。 

線量が高い区域 
（原子炉補機冷却系配管） 
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［図Ⅴ－１－１２］ 
格納容器の過圧破損の可能性（トップフランジ評価） 

○ これまでの安全研究結果を踏まえると、格納容器本体や格納容器貫通部等の主要な部位においては、加圧のみによる破損の可
能性は低いものと考えられる。 

トップフランジ：NUPECの縮尺1/10のMarkⅡ格納容器限界耐圧試験に基づく評価手法文献１）を適用したマークⅠ型のFEM解析モ
デルによる過圧解析により、常温下で設計最高使用圧力の約6倍の圧力（6Pd※）でも耐圧健全性が確認されている。
（※Pd =0.31MPa） 

 

文献１）（財）原子力発電技術機構：重要構造物安全評価（原子炉格納容器信頼性実証事業）に関する総括報告書：平成15年3月4、4.構造挙動試験 4.1項SCV試験 

出典：ＪＮＥＳ資料 

トップフランジ評価（解析） 
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［図Ⅴ－１－１３］ 
格納容器の過圧破損の可能性（機器ハッチ等評価） 

○ これまでの安全研究結果を踏まえると、格納容器本体や格納容器貫通部等の主要な部位においては、加圧のみによる破損の可
能性は低いものと考えられる。ただし、ベント管ベローズ部等で経年劣化などを想定した場合には最高使用圧力の２倍程度の圧力
でも損傷の可能性が指摘されている。今後、状況を精査するとともに、圧力上昇と温度上昇との重畳についても検討を行う。 

 
機器ハッチ  ：実規模ハッチモデル試験での常温下のフランジ構造及び耐圧健全性試験で6Pdの耐圧健全性が確認されている。 
ベント管ベローズ部：常温下で限界ひずみが７０％のものが２２０℃程度で４０％に低下することや、実機で過去に確認された25%

の腐食を考慮して2Pdで10%、3Pdで90%以上の損傷の可能性がNRCのリスク評価レポート文献２）で報告されている。 
 
 

ハッチモデル試験供試体の加圧時のフランジ開口 

文献１）（財）原子力発電技術機構：重要構造物安全評価（原子炉格納容器信頼性実証事業）に関する総括報告書：平成15年3月4、4.構造挙動試験 4.1項SCV試験 
文献２） “4.Risk Analysis of BWR Plant with MarkⅠ Steel Containment ” NUREG/CR-6920、75P 

機器ハッチ評価（試験） 

出典：ＪＮＥＳ資料 75



［図Ⅴ－１－１４］ 
格納容器の過温破損の可能性 

○NUPECの試験文献１）から0.4～1MPaにおいても約250℃以上になると、フランジのガスケットや電線貫通部のシール材で漏えい発生の
可能性があることが確認されている。 

○格納容器温度はJNESで実施したMELCOR解析文献２）の結果で１号機５００℃以上、２号機約２８０℃、３号機４００℃以上になっているこ
とから、各号機とも過温によるシール材の劣化及び強度低下により漏えいが発生した可能性がある。 

文献１）渡部ら、“シビアアクシデント時の格納容器貫通部リークパスでのFPエアロゾル捕集効果（Ｉ）貫通部の損傷クライテリア”、日本原子力学会和文論文誌、Vol.8, No.3, pp254-263 (2009) 
文献２）“原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議に対する日本国政府の報告書 －東京電力福島原子力発電所の事故について－” 平成２３年６月 原子力災害対策本部、添付Ⅳ-2 
 

フランジガスケットの過温劣化状況 
電線貫通部の過温劣化状況 

約32時間後に約３００℃で

リーク発生 

試験結果の例（低電圧モジュール） 

試験・評価結果概要 

(1)温度２００℃以下、圧力約0.8MPa以下では、格納容器貫通部（フランジガスケット、電気ペネ）からのリークは無し 

(2)電気ペネ（低電圧モジュール）では２６６～３２４℃で、フランジガスケットでは２７６～３４９℃で微小リークが発生、 

  一方、高電圧モジュールでは４００℃までにリーク発生は無し（ＰＣＶ内側は損傷するが外側は損傷無し） 

(3)リーク発生温度の圧力依存性は、フランジガスケットで圧力上昇とともに温度が低下、電気ペネで顕著な依存性無し 

(4)損傷試験体のリーク等価面積は、低電圧モジュールで約6x10-6 m2/1体、フランジガスケットで約1.3x10-5mm2/1m と評価 

出典：ＪＮＥＳ資料 

（参考） 
福島第一に使用されているトップヘッドシーリングの仕様 

 ・バルカー社製品 
 ・バルカー材料記号：E1150（シリコンゴム） 
 ・使用温度範囲：-60～+200℃（使用条件により変わるので 
  参考値） 
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［図Ⅴ－１－１５］ 
トップフランジガスケットの過温劣化時の漏えい率試算 

○試験結果を踏まえて過温劣化時の水蒸気の漏えい率をＪＮＥＳにて試算したところ、トップフランジガスケットの劣化だけで考えても格
納容器圧力0.2MPa程度で100％/日にも達する状態であり、事故時の大規模な蒸気漏えいとも整合的であるものであると考えられる。 

格納容器貫通部の劣化状況も含めれば、さらに漏えい率
は大きくなっているものと考えられる。 

過温破損試験での劣化後に確認された漏えい面積を基に、
トップフランジガスケットが全周劣化した場合の水蒸気の漏
えい率を理想気体の流体公式を使用して試算。 

出典：ＪＮＥＳ資料 77



［図Ⅴ－１－１６］ 
PCVフランジ等からの原子炉建屋最上階（５階）への漏えいモデル 

水素ガス放出仮定箇所 
（ドライウェル頂部） 

○原子炉建屋内の水素混合挙動解析を行い、水素爆発の発生場所から原子炉格納容器からの漏えい経路の検
討を進めている。 

○原子炉格納容器からの漏えい経路として、ＰＣＶトップフランジから原子炉建屋最上階（5階）への放出を仮定して
解析を実施。 

出典：ＪＮＥＳ資料 78



［図Ⅴ－１－１７］ 
原子炉建屋最上階床面から４００ｋｇの水素放出を仮定した場合の水素ガスの挙動（流れ場） 

[m/s] 

原子炉建屋最上
階への放出 

出典：ＪＮＥＳ資料 79



［図Ⅴ－１－１８］ 
１００ｋｇ／ｈで４時間の水素放出量を想定した場合の原子炉建屋内の水素濃度の時間変化 
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○格納容器トップフランジから原子炉建屋最上階（５階）への水素の漏えいを仮定したケースでは、５階の水素濃度
が高く爆轟領域に達しているが、１階は可燃領域に達していない。 

○１号機は、５階で爆発が発生していることから、主にトップフランジで漏えいした可能性が高い。 

○原子炉建屋最上階（5階）において建屋内に放出された水素は、最上階中心に蓄積（400kgの水素放出で水素濃
度約20 %） 

出典：ＪＮＥＳ資料 80



［図Ⅴ－１－１９］ 
圧力抑制室、機器ハッチ（ドライウェル貫通部）等からの原子炉建屋１階への漏えいモデル 

水素ガス放出仮定箇所 
（原子炉建屋下部） 

○原子炉建屋内の水素混合挙動解析を行い、水素爆発の発生場所から原子炉格納容器からの漏えい経路の検
討を進めている。 

○原子炉格納容器からの漏えい経路として、圧力抑制室や機器ハッチ等のドライウェル貫通部から原子炉建屋1
階への放出を仮定して解析を実施。 

出典：ＪＮＥＳ資料 81



出典：ＪＮＥＳ資料 

原子炉建屋１階への
放出 

［図Ⅴ－１－２０］ 
原子炉建屋１階床面から1000kgの水素放出を仮定した場合の水素ガスの濃度分布 

82



出典：ＪＮＥＳ資料 
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○原子炉建屋1階における建屋内への水素の漏えいを仮定したケースでは、原子炉建屋全体に水
素が拡散（1000kg（※MELCORで解析した水素発生量のほぼ全量に相当）の水素放出で水素濃度約16 %） 

○なお、１号機は５階でしか爆発が発生していないため、解析結果からは、１階から建屋内に放出さ
れた可能性は低いと考えられる。 

［図Ⅴ－１－２１］ 
２００ｋｇ／ｈで５時間の水素放出量を想定した場合の原子炉建屋内の水素濃度の時間変化 
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［図Ⅴ－２－１］ 
基本的なＰＣＶベント操作の流れ 

RHR（CCS/SHC）機能喪失 

PCV圧力最高使用圧力（×１．５）以上で 
代替PCVスプレイ起動 

（外部水源注水量制限に到達で停止） 

S/Cベント準備のためSGTSを停止・隔離 

S/Cベントのライン構成 

ラプチャーディスク開（作動圧力に達して） 
【PCV圧力低下を確認】 

D/Wベントのライン構成 
（S/C水位がS/Cベントノズル水没水位まで上昇した場合） 

ラプチャーディスク開（S/Cベントで開いてない場合） 
【PCV圧力低下を確認】 

○ 格納容器（ＰＣＶ）ベントの操作については、シビアアクシデント対策におけるＰＣＶ圧力の上昇抑制として、残留熱除去系（ＲＨＲ）等での

除熱の他、代替ＰＣＶスプレイでの蒸気凝縮が困難になった場合に、非常用ガス処理系（ＳＧＴＳ）をバイパスして耐圧性を強化したライン

での放出を行うものとなっている。そのため、格納容器ベントを行う際にはＳＧＴＳの停止・隔離が必要であるが、建屋からの排気系統に

ついては、フェイルオープン（注：故障等の発生時に開動作する）の設計となっており、電源喪失時は手動による閉操作が必要。 

ベ ン ト 実 施
のためには
隔離操作が
必要 
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［図Ⅴ－２－２］ 
格納容器ベントでの建屋側への逆流の可能性（３号機⇒４号機） 

○４号機は３号機と排気筒を共用しており、４号機の排気管は排気筒手前で３号機の排気管と合流している。４号機のＳＧＴＳのフィルタの

線量が出口側である排気筒側で高くなっていることから、３号機の放射性物質を含んだ気体がＰＣＶベントにより４号機ＳＧＴＳを逆流して

建屋に流入した可能性がある。 

205 
AO 

ボ
ン
ベ 

271 
MO 

ラプチャーディスク 
排気筒 

207 
AO 

ボ
ン
ベ 

208 
AO 

206 
AO 

R
P
V 

D/W 

IA 

IA 

大弁 

小弁 

大弁 

小弁 

IA 

電磁弁 

電磁弁 

電磁弁 

IA 

電磁弁 

218 
AO 

SGTS 

BF3-7,9 
AO 

ボ
ン
ベ 

IA 

電磁弁 

ベントライン 

ＳＧＴＳ系統（４号機） 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)） 85



＜表Ⅴ－２－１＞ 
電源喪失時の状態（ベントラインとＳＧＴＳとの隔離弁：一覧） 

①ＳＧＴＳ入
口弁（注１） 

②逆流防
止ダンパー
の設置 

③ＳＧＴＳ出
口弁（注１） 

ＳＧＴＳ動作時に全交流
電源喪失が発生した場
合の弁の動作（注２） 

④排気筒の号機
間共用 

⑤ベントラインラ
プチャーディスク
の作動圧 

東通 AO弁 有 MO弁 
 

FAIL OPEN（AO弁） 
AS IS（MO弁） 

無し 427kPa 

女川 AO弁 有 MO弁 FAIL OPEN（AO弁） 
AS IS（MO弁） 

無し 427kPa 
 

福島第１ AO弁 
 

有（４号機
は無） 

・1～5号 
AO弁 
 
・6号 
MO弁 

FAIL OPEN（AO弁） 
AS IS（MO弁） 

有り 1号：448kPa 
2～5号：427kPa 
6号：310kPa 
 

福島第２ AO弁 
 

有 MO弁 FAIL OPEN（AO弁） 
AS IS（MO弁） 

無し 
 

310kPa 
 

柏崎刈羽 AO弁 
 

有 MO弁 FAIL OPEN（AO弁） 
AS IS（MO弁） 

無し 
 

浜岡 
（３～５号） 

AO弁 有 MO弁 FAIL OPEN（AO弁） 
AS IS（MO弁） 

無し 
 

3～4号：427kPa 
5号：310kPa 
 

志賀 AO弁 有 MO弁 FAIL OPEN（AO弁） 
AS IS（MO弁） 

無し 
 

1号：427kPa 
2号：310kPa 
 

島根（１号） AO弁 無 AO弁 FAIL OPEN（AO弁） 無し 
 

1号：450ｋPa 
2号：427kPa 

島根（２号） AO弁 MO弁 
 

FAIL OPEN（AO弁） 
AS IS（MO弁） 

無し 

東海第二 AO弁 
 

有 AO弁 FAIL OPEN（AO弁） 無し 
 

310kPa 

表中の番号と設備との関係
は下記のとおり。 

（注１）ＡＯ弁：空気作動弁、ＭＯ弁：電動弁 
（注２）ＦＡＩＬ ＯＰＥＮ：故障等の発生時に開動作する。 
ＡＳ ＩＳ：故障等の発生時に開状態維持する。 

○国内の他プラントにおいても、全交流電源喪失時におけるＳＧＴＳの入口弁、出口弁の弁動作は
福島第一と同じである。 
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［図Ⅴ－２－３］ 
３号機の事故時運転操作手順書 

○３号機の事故時運転操作手順書（シビアアクシデント）においては、ＰＣＶベントを行う前に系統の弁状態を確認することとなっており、Ｓ
／ＣやＤ／ＷからＳＧＴＳへ繋がる管の弁（格納容器・圧力抑制室ベント弁）やＳＧＴＳ出口弁が全閉であることを確認し、全閉でない弁は
全閉とすることとなっている。 

○しかしながら、３号機のこれらの弁は全開の状態になっており、隔離操作が実施されていない。 

○また、同手順書においては、系統図に４号ＳＧＴＳと合流していることは示されているものの、操作内容において４号側の記載はなく、４
号側への流入を防止できるものとはなっていない。 

○隔離操作及び隔離状態の確認に係る事実関係等について東京電力に報告を求めたところ、１～４号機全てについて「現時点では確認
できない」とされており、これらの弁を操作するに当たっての当時の状況等を含めて実態を把握すべく調査していく。 

出典：３号機事故時運転操作手順書（シビアアクシデント）（東京電力(株)）抜粋 87



［図Ⅴ－２－４］ 
１～４号機におけるＳＧＴＳの隔離状態 

３号機 

１号機 ２号機 

４号機 

閉／閉 

閉／閉 

閉／開 

閉／開 

閉／開 

閉／開 

閉／開 

閉／開 
閉／閉 

閉／閉 

原子炉建屋より 

排気筒へ 

排気ファン 

排気ファン 

圧力抑制室より 

ベントライン ベントライン 

空気作動式 
ダンパ 

空気作動式 
ダンパ 

弁状態の凡例 

通常待機時／電源喪失時 

○ 格納容器（ＰＣＶ）ベントの際のＳＧＴＳの隔離については、手順書上ＳＧＴＳの出口弁を閉める必要があるが、３号機ＳＧＴＳの出口弁に

ついては現場確認の結果から隔離されていないことが確認されており、また、４号機についても前述のとおり隔離されていなかったと考
えられる。 

○１～３号機については電源喪失時に閉となるダンパが出口側に設置されていたため、４号機に比べれば建屋側への流入は抑制されて
いたと考えられる。しかし、 ３号機ＳＧＴＳフィルタの線量率が入口側と出口側で大きく変化しておらず明確な方向性が見られないことか
ら、建屋側への一方向的な逆流はないものの、逆流そのものは否定し難いと考えられる。今後、閉状態であったと思われるダンパ等の
性能についても検討を行う。 
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排気ファン 
排気筒へ 

排気ファン 

原子炉建屋より 

圧力抑制室より 

ベントライン ベントライン 

GD 

GD 

閉／開 閉／開 

閉／開 

閉／開 

閉／開 

閉／開 

閉／閉 

閉／閉 

閉／開 

閉／開 

閉／閉 

閉／閉 

排気ファン 
排気筒へ 

排気ファン 

原子炉建屋より 

圧力抑制室より 

ベントライン ベントライン 

※ＧＤ：グラビティダンパ（重錘により閉状態を維持する逆止弁） 
※弁は全てＡＯ弁 

：ベントの際の隔離弁 ：現場調査で全開を確認されているもの ：逆流防止用ダンパ 

逆流防止用
ダンパなし 約0.1mSv/h 

約0.5mSv/h 
約6.7mSv/h 

約0.1mSv/h 
約0.5mSv/h 

約5.5mSv/h 約1.6mSv/h 
約3.2mSv/h 

約3.1mSv/h 

約2.0mSv/h 
約3.5mSv/h 

約1.3mSv/h 
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［図Ⅴ－２－５］ 
３号機から４号機への格納容器ベント流の流入経路 

ＳＧＴＳ出口側の
方が線量が高い 

４号機側 

：水素の流れ 

合流部拡大 

○３号機で発生した水素は、４号機の非常用ガス処理系（ＳＧＴＳ）を逆流すると、建屋換気系を通
して建屋内に放出されることとなる。 

○４号機は４階の床、天井等が膨らむ方向の変形が生じている。また、４号機の建屋内は１～３
号機に比べて汚染が小さいため、主に格納容器から漏えいしたと考えられる１、３号機とは異な
り、フィルタを通して建屋内に流入した水素により爆発が生じたものと考えられる。 

３号機側 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）に加筆 89



［図Ⅴ－３－１］ 
低圧注水への移行に係る手順 

平成２３年５月２日緊急安全対策実施状況報告書 
（中国電力島根原子力発電所）より抜粋 

約８ＭＰａ 
（約294℃） 

原
子
炉
圧
力 

時間 

原子炉補機海水ポンプ復旧 
（～長期間） 

（冷温停止） 

冷温停止に向けた操作 

原子炉格納容器ベント 
による除熱 

残留熱除去系（原
子 炉 停 止 時 冷 却
モード）による冷却 

原子炉停止後 
約１．５日 

全交流電源喪失発生 

主蒸気逃し安全弁による 
原子炉圧力のサイクリング 

原子炉格納容器最高使
用圧力にてベント開始 

①原子炉隔離時冷却系による注水を代
替注水に切り替えるため，主蒸気逃
し安全弁による急速減圧開始 

②代替注水：復水輸送ポンプ，消火ポン
プまたは可搬式消防ポンプによる注水 

③残留熱除去系による冷却 

交流電源復旧 

○低圧（代替）注水への移行にあたっては、逃がし安全弁（ＳＲＶ）により、原子炉を減圧すると原子炉から蒸気が流出し急速に水

位が低下するため、十分に水位が残っている時点で、減圧後直ちに低圧注水を実施できる態勢を整えてから減圧を行う必要が

ある。 

○その際には、主に原子炉からの蒸気流出によりＰＣＶ圧力が上昇しないように、ＰＣＶベントによる格納容器からの除熱機能を確

保した上で、準備できている低圧（代替）注水の吐出圧を十分下回る圧力まで減圧する必要がある。そのため、原子炉の減圧

操作を行った時点でベントが機能せず減圧が不十分になることがないように、原子炉の減圧前にベントを実施する必要がある。 

○これに対して、３号機においては、高圧注入系（ＨＰＣＩ）を手動停止させた時点において、低圧注水の実施やＳＲＶ操作について

の準備状況が十分でなかったと考えられ、その結果、低圧注水に移行できず、炉心の損傷に至ることとなった。 

全交流電源喪失 

高圧（蒸気駆動）系で注水維持 

低圧（代替）注水系待機運転 

格納容器ベント操作 

原子炉減圧（SRV手動開） 
【圧力低下で低圧（代替）注水流入】 

高圧（蒸気駆動）系停止 

残留熱除去系復旧作業 

（参考）緊急安全対策におけるシナリオ 

十分に水位が
残っている時

点で実施 

PCV圧力より

も原子炉冷
却状態を見
て実施 

低圧（代替）注水
が流入し て から
実施※ 

※ 停止する場合には、その
後の再起動可能性について
確認するなど、注水方法が
なくならないように十分配慮
する必要がある。 
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［図Ⅴ－４－１］ 
２号機の爆発でなく４号機のみの可能性について（東京電力の解析結果） 

○ 15日6時過ぎに、２号機の圧力抑制室または４号機の原子炉建屋上部で爆発が発生した可能性について、爆発発生の状況を把握する

ため、東京電力では敷地内に設置されている仮設の地震観測記録計のデータを分析を実施。 

○15日6時00分～6時15分の振動記録について、Ｐ波（縦波）とＳ波（横波）の伝達速度を分析して地震動と爆発による振動を区別したとこ

ろ、爆発による振動は6時12分の記録のみ。 

○6時12分に記録されている振動について、各観測点におけるＰ波及びＳ波の到達時刻を２号機からの距離と４号機からの距離で整理し

た結果、２号機からの距離で整理した結果に比べて４号機からの距離で整理した方が明らかに精度良く線形（※）になることから、当該

振動は４号機の爆発であると推定。 

 ※振動源から観測点までの距離を縦軸に、Ｐ波及びＳ波の到達時刻を横軸にとると線形の関係となる。 

出典：福島原子力事故調査報告書（中間報告）（平成２３年１２月２日、東京電力(株)） 

振動観測データ回収地点 

２号機からの振動と仮定したときより
も４号機からの振動と仮定したときの
方が精度良く線形となる。 
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［図Ⅴ－４－２］ 
ブローアウトパネルの概要 

 ブローアウトパネルは、原子炉格納容器外において主蒸気管破断が発生した場合に建屋の内圧上昇による
天井・外壁等の破損を防止するために設置されているものであり、 所定の圧力がパネルに作用すると固定し
ている金物が塑性変形を起こし動作することが予定されている。  
  

出典：中部電力資料 
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［図Ⅴ－４－３］ 
原子炉建屋開口部と水素滞留との関係（ＪＮＥＳ解析結果）① 

放出口 (φ 1m/5m） 

水素ガス放出箇所 
（ドライウェル頂部） 

S/C室、ドライウェル貫通部等からの
原子炉建屋下部への漏えいモデル 

水素ガス放出箇所 
（原子炉建屋下部） 

PCVフランジ等からの原子炉建屋
上部への漏えいモデル 

放出口 (φ 1m/5m） 漏えい箇所についての仮定 

 
○代表的な漏えい箇所として原子炉建屋上部及び下部からの水素漏えいを仮定し、原子炉建屋内の水素混合挙

動解析を実施。その際に、原子炉建屋に開口部／放出口を想定した場合の水素滞留の状況についての評価を

実施し、ブローアウトパネル相当の放出口（φ５ｍ）の影響等について検討した。 

○ＪＮＥＳが行ったＭＥＬＣＯＲによる解析結果によると、実際に水素爆発に至った１号機においては、総量として約

1000kgの水素が発生し、水素爆発直前（図中②）までの約10時間～11時間の間に400kg～450ｋｇ程度の水素が

原子炉建屋内へ漏えいした可能性が示唆される。 

○そのため、解析条件としては、400kg、原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい速度は50kg/hを基本ケースと

した。  

原子炉格納容器からの漏えい量／
漏えい速度についての仮定 

1号機の解析結果を元に、漏えい量
400kg、漏えい速度を50kg/hを仮定 

400kg～450kg程度 

10時間～11時間 

出典：ＪＮＥＳ資料 93



＜表Ⅴ－４－１＞ 
原子炉建屋開口部と水素滞留との関係（ＪＮＥＳ解析結果）② 

解析条件： 
 －原子炉建屋最上階（５階）天井の放出口（なし/直径（φ）５ｍの円形）及び原子炉建屋１階に開口部（なし/２ｍ2） 

 －原子炉建屋１階もしくは最上階（５階）からの水素漏えいを仮定 
 －放出量は400kg、漏えい速度は50kg/h、100kg/hを仮定 

 
○解析の結果、ブローアウトパネル相当の放出口（φ５ｍ）を仮定した場合には、各階の水素濃度が爆轟条件であ

る１５%を下回ることから、ブローアウトパネルの開放により、水素爆発が回避された可能性がある。 

○さらに、１Ｆに２ｍ２の開口部を追加すると、より厳しい水素漏えい速度（100kg/h)を想定したとしても、各階の水素

濃度は４%を下回る結果となった。そのため、水素爆発防止の観点からは、最上階及び１Ｆ部に放出口/開口部を

設けることが有効と考えられる。 

水素漏えい速度
（kg/h） 

水素漏えい箇所 
放出口 

5F 
開口部 

1F 
5F 

水素濃度 
4F 

水素濃度 
3F 

水素濃度 
2F 

水素濃度 
1F 

水素濃度 

33.3※ DW頂部(5F) なし なし 18.7% 12.4% 8.0% 1.8% 1.2% 

50 DW下部(5F) φ5m なし 5.4% 4.8% 3.1% 1.2% 0.1% 

100 DW頂部(5F) なし なし 19.7% 9.8% 4.5% 0.9% 0.0% 

100 DW頂部(5F) φ5m なし 8.2% 6.7% 3.6% 1.0% 0.0% 

100 DW頂部(5F) φ5m 2㎡ 2.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

33.3※ DW下部(1F) なし なし 9.8% 10.0% 10.0% 10.2% 10.3% 

50 DW下部(1F) φ5m なし 6.6% 7.0% 7.3% 7.6% 7.9% 

100 DW下部(1F) なし なし 9.2% 9.7% 9.9% 10.2% 10.7% 

100 DW下部(1F) φ5m なし 8.2% 8.9% 9.2% 9.7% 10.2% 

100 DW下部(1F) φ5m 2㎡ 1.6% 1.6% 1.6% 1.6% 1.2% 

※他の解析結果より水素漏えい速度が33.3kg/hと50kg/hとでは、最終的な水素濃度はほぼ同様となるため基本ケース(50kg/h)相当と考えられる。 
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アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン スイス IAEA 

格納容
器ベン
ト に 関
する規
制要件 

耐圧強化ベントを自主的に実

施するBWR事業者には改造

スケジュールを、実施しない

場合には費用対効果の評価

を提出。（GL 89-16） 

格納容器設計には、

容認可能なレベルま

で放射性物質放出を

最小化する処理系付

圧力逃がし系を含み、

放出ルートを設けるこ

と（SAP #424g） 

• PWR格納容器に

エアロゾルフィルタ

の設置 

• BWR格納容器に

ベンチュリスクラバ

を設置 

（RSK勧告） 

確率的リスクに対する安全目

標を設定し、設計限界の状況

に対して評価した結果から、格

納容器内圧を設計値に低減し、

環境放出を顕著に低減し、ろ過

済ガスをスタックから放出する

設備を設ける。 

• 放射線障害により早

期致命傷に至らない

こと。 

• 長期間にわたる広

い区域の利用をでき

なくする土地の汚染

が防止されるものと

する。（スウェーデン

政府決定） 

フィルタ付格納容

器ベントの設置 

（HSK-R-40/d） 

 

• 格納容器ベント

システムを設置

する場合、環境

への放射性物質

放出を制御する

よ う 放 出 物 を ろ

過すべきである。

代表的なろ過シ

ステムには、サン

ド 、 マ ル チ ベ ン

チュリスクラバ、

またはこれらの

組み合わせを含

む。 

• HEPA ・ チ ャ コ ー

ルフィルタ、サン

ド 、 ま た は チ ャ

コールフィルタは、

空気が水プール

でスクラブされる

場合、必要としな

くてもよい。（DS-

414 4.143項） 

 

対応例 

殆どのBWR事業者は耐圧強

化ベントを自主的に設置 

(作動条件例（BWR）) 
・格納容器内の水素・酸素濃

度が上昇しないように制御

してベント。 

格納容器ベントのろ過： 

•1988年にフィルタ付ベントは

スクラビング能力から、マー

クIに対し正当化されない、と

判断されていた 

•１Ｆ事故以降の、フィルタ設

置について遅延無く取り組む

べき検討課題と提案している。 

(SRM（2011/12/15）） 

圧力逃がし系を水素

ベント系として設置 

（フィルタ付ベントは採

用していない。） 

全てのBWR/PWR
にフィルタ付格納容

器ベントをRSKの勧

告に基づき設置。 

（作動条件例） 

・格納容器圧力が規

定の設計圧力に達

する前に、格納容

器ベントを開始 

全てのPWRにフィルタ(例：サン

ドベッドフィルタ）付格納容器ベ

ントを事業者提案の承認に基

づき設置 

（作動条件例） 

・格納容器の設計圧力に達した

場合にシステムを開放。余熱除

去系の復帰でシステムを手動

閉。 

全 て の BWR/PWR に

フィルタ付格納容器ベ

ントを設置。 

（作動条件例（BWR）） 

• 格納容器設計圧力

に対して、2系列のラ

プチャディスク（設計

圧力前に破裂、設計

圧力を超えて破裂）

で起動する。 

全てのBWR/PWR

にフィルタ付格納

容器ベントを設置。 

( 作 動 条 件 例

（BWRマークI）) 

・格納容器設計圧

の1.5 倍または

格納容 器破損

圧の2/3の小さ

い方。 

 

 

○ 調査した各国において、欧州諸国ではイギリスを除きフィルタ付ベントを採用している。 
○ アメリカでは、BWRに対して耐圧強化ベントを採用したが、１Ｆ事故以降、フィルタ付ベントの設置

について検討中。 
○ 格納容器設計圧力に達する前にベントを行うとしている例がある（ドイツ、スウェーデン）。 

資料作成：JNES 

＜表Ⅴ－５－１＞ 
格納容器ベントに関する海外対応状況 
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＜表Ⅵ－１－１＞ 
福島第一原子力発電所各号機の通信設備の被害状況 

Ⅵ 指揮・計装制御装置及び非常事態への対応体制等について 

１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 

通
信
設
備 

通
常
通
信
手
段 

ＰＨＳ 
（中操⇔現場） 

PHSについて、地震直後は使用していたが、その後電源喪失等の影響で使用不能（電源：通常は２つのプラントの非
常用・常用電源盤（切替）からの受電。なお、ＰＨＳ装置にバッテリー有り。） 

ページング 
（中操⇒現場） 

有線ページング設備について、地震直後は地震発生と津波及び避難について一斉ページングするなど使用していた
が、その後電源喪失等の影響で使用不能（電源：通常は各プラント等からの非常用・常用電源盤（切替）から受電。
なお、ページング装置にバッテリー有。） 

緊急時対応情報システム 
（ＳＰＤＳ） 

ＳＰＤＳ自身は免震重要棟に設置され維持していたが、データは各号機のプロセス計算機から伝送されるため、１，２号機で
は津波の影響でプロセス計算機も機能喪失しており、３号機等ではパケット回線での伝送で不安定な状態にあった。（伝送
が停止した場合等に行われる回線リセットがなされている。）なお、４号機は当時プロセス計算機取替中であった。 

ホットライン・固定電話 
（中操⇔本部） 

ホットラインについて、１／２号，３／４号，５／６号各中央制御室と免震重要棟間で２回線あり、使用可能 
固定電話について、津波後に電源喪失等の影響で使用不能 

代
替
通
信
手
段 

移動無線機 
（中操⇔現場） 

移動無線機について、使用可能（モニタリングカーによる線量測定時、1F5/6の電源復旧時等に使用） 

衛星電話 衛星携帯電話について、使用可能（外部との連絡に適宜使用） 

○ほとんどの設備は電源喪失等により使用できなくなった。無線設備についても受信場所が限定されるなど十分に利用できなかった。 

○さらに、中央制御室と現場との連絡が取れず、現場との往復が必要で、作業に時間を要することとなった。 

○緊急時対策所における運転員への支援を円滑に行うために設置されていたプラント状態把握のための緊急時対応情報システム（ＳＰＤ
Ｓ）は、それ自身は免震重要棟に設置され維持していたが、データは各号機のプロセス計算機から伝送されるため、１，２号機では津波
の影響でプロセス計算機も機能喪失しており、３号機等ではパケット回線での伝送で不安定な状態にあった。 

出典：福島原子力事故調査報告書（中間報告）（平成２３年１２月２日、東京電力(株)）及び福島第一原子力発電所事故の初動対応について（平成２３年１２月２２日、東京
電力(株)）その他聞き取り情報等を含む 96



出典：福島第一原子力発電所事故の初動対応について（平成２３年１２月２２日、東京電力(株)） 

なお、ＳＰＤＳのデータをＥＲＳＳに伝送し、原子力災害対策本部
での状況把握の一助としており、本図でも記載。 

伝送経路にあるメディアコンバータ（発電所内の保安検査官室に
設置）が、用意していた無停電電源装置ではなく、常用電源から
給電していたため、地震後に電源喪失した。 

今後は確実に無停電電源装置からの給電とするほか、伝送経
路の多重化を図っていくこととしている。 

［図Ⅵ－１－１］ 
福島第一ＳＰＤＳ設備構成 ～３月１１日地震発生後の伝送状態～ 
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＜表Ⅵ－１－２＞ 
福島第一原子力発電所各号機の計装設備の被害状況 

１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 

計
装
設
備 

原子炉圧力容器温度計 
津波による電源（非常用交流）喪失により
監視不可。 

津波による電源
（非常用交流）喪
失により監視不可。 

定検停止中で全燃
料 を 使 用 済 燃 料
プールに取り出し
中のため監視不要。 

定検停止中であり、
格納容器関係は監視
不要。 
復旧操作を行う上で
必要な炉内水位・圧
力は直流電源で監視
可能。（バッテリー
は６号機からの電源
融 通 で 維 持 で き
た。） 

非常用電源が確保
されたため監視可
能。 

格納容器内温度計 
直流電源枯渇によ
り監視不可。 

事故時炉内水位計 

津 波 に よ る 電 源
（非常用交流）喪
失により監視不可。 
その後バッテリー、
発電機等を用いて
復旧。 

津 波 に よ る 電 源
（非常用交流）喪
失により監視不可。 
その後バッテリー
等を用いて復旧。 
 

直流電源枯渇によ
り監視不可。 
その後バッテリー
を用いて復旧。 

事故時炉内圧力計 

格納容器圧力計 

格納容器雰囲気モニタ
（ＣＡＭＳ） 

津 波 に よ る 電 源
（非常用交流）喪
失により監視不可。 
その後バッテリー
等を用いて復旧。 

エリアモニタ 津波による電源（非常用交流）喪失により監視不可 

モニタリングポスト 複数の常用電源に接続した無停電電源装置から給電していたが、津波により中央制御室等での監視不可。モニタリングカーによる測定実施。 

○電源喪失によりプラント状態を把握する計器が使用できず、持ち込んだバッテリーを接続して測定を行ったため、監視計器は限定的に
なった。また、後からの校正結果によれば、原子炉水位などは基準水位が変動し適切な値が示されなかったものと考えられる。 

○原子炉格納容器内が高温、高圧の水蒸気雰囲気となり、測定できない計器が出るとともに、測定された指示値にもばらつきが見られた。
また、計器の点検等は原子炉建屋に入る必要があり、高線量作業になるなど困難であった。なお、校正条件と測定時の環境の相違か
ら、補正が必要な計器もあった。 

○施設外の状況を確認する上で重要な役割をもっているモニタリングポストは、複数の常用電源に接続した無停電電源装置から給電して
いたが、電源喪失のため、中央制御室等での監視ができなくなった。電源復旧後も、周囲の汚染によりバックグランドが高くなり、原子炉
からの放出に対する監視が難しくなった。 

出典：福島原子力事故調査報告書（中間報告）（平成２３年１２月２日、東京電力(株)）、その他聞き取り情報等を含む 98



［図Ⅵ－１－２］ 
計装設備の事故時の作動状況 

出典：東京電力(株)公表資料に加筆 

１号機では、５月に計測配管に水張りを行い、水張り前に－１６０
０ｍｍ程度を示していたものが、水張りの結果、ダウンスケール
（－３０００ｍｍ以下）となっており、計測配管内に水がなく、正確な
水位を示していなかった。 
２，３号機についても、その後に水張りを行っており、同様の傾向
が確認されている。 

２号機では、事故発生から燃料域水位計にて原子炉水位を計測してい
たが、当該水位計は原子炉が高圧時及びD/Wが高温時には、実際の
水位を示しておらず値の補正が必要であった。 
計測された原子炉水位を補正したところ、水位計の基準面器水面
（TAF+約5916mm）辺りを指示する結果となった。 

原子炉水位が基準面器水面以上となる
と基準面器側配管圧力（Hs）と炉側配管
圧力（Hr）の差圧（Hs－Hr）が一定となる。 

出典：福島第一原子力発電所の事故状況及び事故進展の状況調査結果について 
    （平成２３年１２月２２日、東京電力(株)）に加筆 

２号機原子炉水位計の変化（補正後） 

○原子炉水位・圧力の測定は、原子炉圧力容器から計装配管を引き出して、引き出した位置の圧力を検出器まで伝えて測定している。さ
らに水位は、２箇所の圧力の差から水による圧力を測定し、水の密度で換算することで求めている。このため、校正時に想定した状態か
ら原子炉内の圧力・温度が大きく変化すれば、実際の圧力・水位と異なる値を示すこととなる。 

○したがって、事故時等の圧力・温度範囲を想定した上で、測定原理、特性を考慮し、適切な補正を可能とするように予め準備しておく必
要がある。 

水位の補正 
基準面器側配管 

炉側配管 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4730 6110 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

計算値：93MPa 

評価基準値：222MPa 

モーメント (kN・m) 45900 62200 

軸力 (kN) 5250 3890 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 4270 5080 原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

計算値：98MPa 

評価基準値：411MPa 

モーメント (kN・m) 55900 64200 

軸力 (kN) 2070 1560 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 3060 3370 炉心支持構造物 

（シュラウドサポート） 

計算値：103MPa 

評価基準値：196MPa 

モーメント (kN・m) 15300 16600 

軸力 (kN) 1020 792 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 21.2 26.4 

制御棒（挿入性） 

評価基準値：40.0mm 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 0.96 1.29 原子炉停止時冷却系ポンプ 

（基礎ボルト） 

計算値：8MPa 

評価基準値：127MPa 

震度（鉛直） (G) 0.58 0.54 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.60 0.57 

震度（鉛直） (G) 0.51 0.32 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜原子炉建屋（O.P.18.70m）＞ 主蒸気系配管 

計算値：269MPa 

評価基準値：374MPa 

 

原子炉停止時冷却系配管 

計算値：228MPa 

評価基準値：414MPa 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
遮
へ
い
壁
） 

＜原子炉遮へい壁（O.P.16.14m）＞ 

（水平） （鉛直） 

（水平） （鉛直） 

※シミュレーション解析上 
生じると考えられるピーク 

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析結果（NS方向）
シミュレーション解析結果（EW方向）
基準地震動Ss（NSEW包絡）

1F-1  RSW  O.P. 16.14m（ 減衰2.5％ ）
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別添資料１ 地震による設備・機器等への影響 

＜図ⅰ－１＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第一原子力発電所１号機） 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4960 5110 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

計算値：29MPa 

評価基準値：222MPa 

モーメント (kN・m) 22500 25600 

軸力 (kN) 5710 4110 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 7270 8290 原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

計算値：87MPa 

評価基準値：278MPa 

モーメント (kN・m) 124000 153000 

軸力 (kN) 3110 2350 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 2590 3950 炉心支持構造物 

（シュラウドサポート） 

計算値：122MPa 

評価基準値：300MPa 

モーメント (kN・m) 13800 21100 

軸力 (kN) 760 579 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 16.5 33.2 

制御棒（挿入性） 

評価基準値：40.0mm 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 0.97 1.21 残留熱除去系ポンプ 

（電動機取付ボルト） 

計算値：45MPa 

評価基準値：185MPa 

震度（鉛直） (G) 0.56 0.70 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.54 0.68 

震度（鉛直） (G) 0.52 0.37 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜中間階（O.P.18.70m）＞ 主蒸気系配管 

計算値：208MPa 

評価基準値：360MPa 

 

残留熱除去系配管 

計算値：87MPa 

評価基準値：315MPa 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
遮
へ
い
壁
） 

＜原子炉遮へい壁基部（O.P.13.91m）＞ 

（水平） （鉛直） 

（水平） （鉛直） 

※シミュレーション解析上 
生じると考えられるピーク 

固　有　周　期　（秒）

震
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＜図ⅰ－２＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第一原子力発電所２号機） 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4970 5750 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

計算値：50MPa 

評価基準値：222MPa 

モーメント (kN・m) 30400 41700 

軸力 (kN) 5780 4900 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 7070 8150 原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

計算値：158MPa 

評価基準値：278MPa 

モーメント (kN・m) 123000 153000 

軸力 (kN) 2930 2080 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 2440 3010 炉心支持構造物 

（シュラウドサポート） 

計算値：100MPa 

評価基準値：300MPa 

モーメント (kN・m) 13600 16600 

軸力 (kN) 783 681 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 14.8 24.1 

制御棒（挿入性） 

評価基準値：40.0mm 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 0.95 1.34 残留熱除去系ポンプ 

（電動機取付ボルト） 

計算値：42MPa 

評価基準値：185MPa 

震度（鉛直） (G) 0.57 0.81 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.55 0.61 

震度（鉛直） (G) 0.53 0.29 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜原子炉建屋（O.P.32.30m）＞ 

 

主蒸気系配管 

計算値：151MPa 

評価基準値：378MPa 

 

残留熱除去系配管 

計算値：269MPa 

評価基準値：363MPa 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
遮
へ
い
壁
） 

＜原子炉遮へい壁（O.P.16.68m）＞ 

（水平） （鉛直） 

（水平） （鉛直） 

 

※シミュレーション解析上 
生じると考えられるピーク 

 

＜図ⅰ－３＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第一原子力発電所３号機） 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4790 4000 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

基準地震動 Ssによる荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 38900 28000 

軸力 (kN) 6660 6020 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 6840 4910 原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 113000 79900 

軸力 (kN) 2460 1170 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 

地震時炉心シュラウドの取替工事中で 

炉心シュラウド無し 
－ モーメント (kN・m) 

軸力 (kN) 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 

地震時定期検査中で 

燃料集合体全取出し中 
－ 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 0.96 0.68 残留熱除去系ポンプ 

（基礎ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.58 0.71 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.55 0.39 

震度（鉛直） (G) 0.52 0.25 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜中間階（O.P.18.70m）＞ 

  

 

主蒸気系配管 

シュラウド取替工事に伴う

安全処置にて隔離中につき

評価不要 

 

残留熱除去系配管 

計算値：124MPa 

評価基準値：335MPa 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
遮
へ
い
壁
） 

＜原子炉遮へい壁中央（O.P.19.43m）＞ 

（水平） （鉛直） 

固　有　周　期　（秒）

震
　
度
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シミュレーション解析結果（NS方向）
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※シミュレーション解析上 
生じると考えられるピーク 
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＜図ⅰ－４＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第一原子力発電所４号機） 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 5200 6830 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

計算値：53MPa 

評価基準値：222MPa 

モーメント (kN・m) 32200 43500 

軸力 (kN) 5940 5060 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 8290 8830 
原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

原子炉格納容器バウンダリ 

は、容器が開放中につき、 

機能維持不要 

モーメント (kN・m) 150000 169000 

軸力 (kN) 3320 1820 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 2640 2820 炉心支持構造物 

（シュラウドサポート） 

計算値：84MPa 

評価基準値：300MPa 

モーメント (kN・m) 16600 15700 

軸力 (kN) 754 842 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 

地震時定期検査中で 

全制御棒が挿入されていた 
― 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 0.94 1.17 残留熱除去系ポンプ 

（電動機取付ボルト） 

計算値：44MPa 

評価基準値：185MPa 

震度（鉛直） (G) 0.55 0.68 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.56 0.67 

震度（鉛直） (G) 0.53 0.32 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜原子炉建屋（O.P.21.70m）＞ 

 

 

 

  

 

 

主蒸気系配管 

計算値：244MPa 

評価基準値：417MPa 

 

残留熱除去系配管 

計算値：189MPa 

評価基準値：364MPa 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
遮
へ
い
壁
） 

＜原子炉遮へい壁（O.P.19.68m）＞ 
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＜図ⅰ－５＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第一原子力発電所５号機） 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 5260 3950 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 18500 11700 

軸力 (kN) 9470 5930 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 21400 17700 原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

原子炉格納容器バウンダリ 

は、容器が開放中につき、 

機能維持不要 

モーメント (kN・m) 403000 314000 

軸力 (kN) 5570 3200 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 6110 3880 炉心支持構造物 

（シュラウドサポート） 

基準地震動 Ssによる荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 36000 23800 

軸力 (kN) 1190 882 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 

地震時定期検査中で 

全制御棒が挿入されていた 
― 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 1.14 0.71 残留熱除去系ポンプ 

（電動機取付ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.67 0.41 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.55 0.53 

震度（鉛直） (G) 0.51 0.20 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜原子炉建屋（O.P.13.20m）＞ 

 

 

 

 

  

 

 

主蒸気系配管 

計算値：211MPa 

評価基準値 375MPa 

 

残留熱除去系配管 

計算値： 88MPa 

評価基準値 335MPa 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
遮
へ
い
壁
） 

＜原子炉遮へい壁（O.P.33.13m）＞ 
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＜図ⅰ－６＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第一原子力発電所６号機） 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 5340 3860 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 15000 11000 

軸力 (kN) 9410 7930 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 20300 11800 原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 341000 185000 

軸力 (kN) 6460 3170 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 6550 4740 炉心支持構造物 

（シュラウドサポート） 

基準地震動 Ssによる荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 41800 29800 

軸力 (kN) 1180 1110 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 14.2 9.1 

制御棒（挿入性） 

評価基準値：40.0mm 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 1.02 0.66 残留熱除去系ポンプ 

（電動機取付ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.80 0.48 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.54 0.32 

震度（鉛直） (G) 0.63 0.24 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜原子炉建屋（O.P.38.70m）＞ 主蒸気系配管 

計算値：272MPa 

評価基準値：375MPa 

 

残留熱除去系配管 

計算値：161MPa 

評価基準値：335MPa 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
遮
へ
い
壁
） 

＜原子炉遮へい壁（O.P.32.13m）＞ 
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＜図ⅰ－７＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第二原子力発電所１号機） 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4730 2420 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 15200 12100 

軸力 (kN) 8440 5280 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 25000 15100 原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 381000 228000 

軸力 (kN) 13800 8410 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 3420 2760 炉心支持構造物 

（シュラウドサポート） 

基準地震動 Ssによる荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 21000 19400 

軸力 (kN) 1310 819 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 14.4 7.2 

制御棒（挿入性） 

評価基準値：40.0mm 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 0.92 0.75 残留熱除去系ポンプ 

（基礎ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.70 0.43 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.53 0.30 

震度（鉛直） (G) 0.62 0.28 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜原子炉建屋（O.P.18.00m）＞ 主蒸気系配管 

計算値：164MPa 

評価基準値：374MPa 

 

残留熱除去系配管 

計算値：104MPa 

評価基準値：364MPa 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
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子
炉
遮
へ
い
壁
） 

＜原子炉遮へい壁（O.P.31.24m）＞ 
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＜図ⅰ－８＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第二原子力発電所２号機） 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 5220 4060 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 17900 11800 

軸力 (kN) 8700 6120 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 26700 16400 原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 433000 325000 

軸力 (kN) 9740 6420 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 4990 2980 炉心支持構造物 

（シュラウドサポート） 

基準地震動 Ssによる荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 31800 19000 

軸力 (kN) 1080 787 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 15.5 9.9 

制御棒（挿入性） 

評価基準値：40.0mm 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 0.91 0.72 残留熱除去系ポンプ 

（電動機取付ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.70 0.56 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.53 0.34 

震度（鉛直） (G) 0.62 0.26 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜原子炉建屋（O.P.18.00m）＞ 

 

主蒸気系配管 

計算値：319MPa 

評価基準値：375MPa 

 

残留熱除去系配管 

計算値：111MPa 

評価基準値：327MPa 
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＜図ⅰ－９＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第二原子力発電所３号機） 
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設備等 地震応答荷重 基準地震動 Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地
震
荷
重
等 

原子炉 

圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4360 2980 原子炉圧力容器 

（基礎ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 16200 9640 

軸力 (kN) 8420 5980 

原子炉 

格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 25400 14000 原子炉格納容器 

（ドライウェル） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 396000 236000 

軸力 (kN) 13700 9670 

炉心シュ

ラウド 

基部 

せん断力 (kN) 5270 4660 炉心支持構造物 

（シュラウドサポート） 

基準地震動 Ssによる荷重

を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 34300 28800 

軸力 (kN) 1330 930 

燃料 

集合体 
相対変位 (mm) 14.1 7.3 

制御棒（挿入性） 

評価基準値：40.0mm 

評
価
用
震
度 

燃料 

交換床 

震度（水平） (G) 0.91 0.57 残留熱除去系ポンプ 

（電動機取付ボルト） 

基準地震動 Ss による荷重

を下回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.68 0.51 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.51 0.26 

震度（鉛直） (G) 0.62 0.36 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
建
屋
） 

＜原子炉建屋（O.P.18.00m）＞ 

 

主蒸気系配管 

計算値：140MPa 

評価基準値：374MPa 

 

残留熱除去系配管 

計算値：123MPa 

評価基準値：321MPa 

床
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
（
原
子
炉
遮
へ
い
壁
） 

＜原子炉遮へい壁（O.P.21.60m）＞ 

（水平） （鉛直） 
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＜図ⅰ－１０＞ 
耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価の概要 

（福島第二原子力発電所４号機） 
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固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

1F-5  R/B　O.P. 0.94m( 減衰1.0％ )

観測波（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

0.1 1
0

1

2
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5

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

1F-5 R/B　O.P. 0.94m( 減衰1.0％ )

観測波（NS方向）
観測波（EW方向）
基準地震動Ss（NSEW包絡）

0.1 1
0

1

2

3

4

5

＜水平方向＞   

 ＜上下方向＞ 

＜図ⅰ－１１＞ 
観測記録と基準地震動Ssの基礎版上の床応答スペクトルの比較 
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＜図ⅰ－１２＞ 
福島第一原子力発電所１号機原子炉再循環系配管の 

耐震性評価の概要 
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＜図ⅰ－１３＞ 
福島第一原子力発電所１号機非常用復水器系配管の 

耐震性評価の概要 
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 構造図 

Ａ矢視図（平面図） 
断面図 

：評価対象部位 

リングヘッダ 

原子炉格納容器（ドライウェル） 

拡大 

サプレッション 
チェンバ 

原子炉建屋 

事故時にドライウェルに充満した 
高圧の蒸気をベント管によりサプレッション 
チェンバに導いて冷却し，格納容器内 
の圧力を低下させる。 

ベント管→ベントヘッダ→ダウンカマを介して 
サプレッションチェンバ内の水に蒸気が導かれる。 

サプレッションチェンバ 

格納容器の剛性を考慮した 
ベント管との境界条件を設定 

ベント管とサプレッションチェンバ 
間はベローズにより振動が縁切りされる 

ベントヘッダは 
ベントヘッダサポート 
により支持 

モデル化範囲 

リングヘッダは 
サプレッションチェンバに 
接続されており， 
非常用炉心冷却系 
配管が接続されている。 

 評価方法（ベント管，ダウンカマ） 

ビームモデルとシェルモデルによる複合モデルにより評価を行う。 

モデル図 

評価条件 

・原子炉格納容器胴との接合部（図の○部分）に，時刻歴応答（大型機器連成地震応答解析 
モデル質点における原子炉格納容器胴のベント管接合位置近傍の時刻歴応答）を入力する。 
 

対称条件 

対称条件 

原子炉格納容器胴 
(D/W)との接合部 

ベント管 

ベントヘッダ 

ダウンカマ 

ベントヘッダ 
サポート 

大型機器連成地震応答解析モデル（水平方向） 

この位置の 
時刻歴応答を 
入力 

 詳細評価 

 福島第一 １号機 ベント管等の耐震性評価 

＜図ⅰ－１４＞ 
福島第一原子力発電所１，２号機ベント管等の耐震性評価の概要（１） 
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 評価方法（サプレッションチェンバ） 

 簡易評価（応答倍率法） 

 原子炉建屋基礎版上における本震の地震荷重（震度） を用いる。 

 本震の震度と設計時における震度との比を求め，設計時の計算値 
（応力）に乗じることにより，本震による計算値を算出（応答倍率法）。 

 

サプレッションチェンバ 

この位置の震度の比 
（本震／設計時）を求める。 

 福島第一 ２号機 ベント管等の耐震性評価 

 ベント管等の耐震性評価 
 福島第一 １号機 評価結果 

対象設備 計算値[MPa] 評価基準値[MPa]※1 裕度 評価方法 

ベント管 75 411 5.48 詳細 

ダウンカマ 120 346 2.88 詳細 

リングヘッダ 122 432 3.54 詳細 

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格JSME S NC1-2005」に示される供用状態Dに対する許容値（「原子力発電所耐震設計技術指
針JEAG4601・補-1984」に示される許容応力状態ⅣAS相当） 

対象設備 計算値[MPa] 評価基準値[MPa]※1 裕度 評価方法 

ベント管 91 418 4.59 詳細 

ダウンカマ 12 236 19.66 詳細 

サプレッションチェンバ 181 288 1.59 簡易 

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格JSME S NC1-2005」に示される供用状態Dに対する許容値（「原子力発電所耐震設計技術指
針JEAG4601・補-1984」に示される許容応力状態ⅣAS相当） 

 福島第一 ２号機 評価結果 

＜図ⅰ－１５＞ 
福島第一原子力発電所１，２号機ベント管等の耐震性評価の概要（２） 
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炉心スプレイ系概略系統図 

：評価対象配管 

CSポンプ 

サプレッションチェンバ 

CSポンプ 

サプレッションチェンバ 

原子炉格納容器 

原子炉 
圧力容器 

現在原子炉の注水に用いている炉心スプレイ系について， 
本震による評価を追加で実施した。   建屋応答解析及び 

 大型機器連成地震応答
解析 

 床応答スペクトル 
の算定 

スペクトルモーダル 
解析により応力を評

価 

評価のフロー 

床応答スペクトル 

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

1F-2 R/B　O.P. 18.70m( 減衰2.0％ )

シミュレーション解析結果（NS方向）
シミュレーション解析結果（EW方向）
基準地震動Ss（NSEW包絡）

0.1 1
0

5

10

15

20

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析結果（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-2 R/B O.P. 18.70m（ 減衰2.0％ )

0.1 1
0

5

10

15

20

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格JSME S 
NC1-2005」に示される供用状態Dに対する許容値
（「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601・補-
1984」に示される許容応力状態ⅣAS相当） 

構造強度評価結果 

配管モデル 

CS-102 
CS-104 

最大応力評価点 

最大応力評価点 

原子炉 
圧力容器 

原子炉 
格納容器 
（CS-104に続く） 
 

原子炉格納容器
(CS-102に続く） 

解析モデル 
計算値 
[MPa] 

評価 
基準値※1 

[MPa] 
裕度 

CS-102 160 375 2.34 

CS-104 200 364 1.82 

＜図ⅰ－１６＞ 
福島第一原子力発電所２号機炉心スプレイ系配管の耐震性評価の概要 
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＜図ⅰ－１７＞ 
福島第一原子力発電所３号機高圧注水系配管の耐震性評価の概要 
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○原子炉水位のチャートから、スクラム直後はボイド（水中の微細な気泡）がつぶれたことにより原子炉
水位は低下したが、通常どおり回復していることを確認。 

○外部電源喪失による計器の電圧低下で発信したと思われる隔離信号で主蒸気隔離弁が閉止したた
め、水位・圧力とも上昇したが、非常用復水器ＩＣの起動・停止操作により制御していることを確認。 

原子炉圧力のチャート 

（1MPa=約10気圧） 

（燃料頂部から約3.4ｍ上部） 

①14時46分 地震によるスクラム 

②主蒸気隔離弁閉止 
に伴う圧力上昇 

③14時52分 非常用復水器 
   作動とそれに伴う減圧 

④非常用復水器停止 
に伴う圧力上昇 

⑤非常用復水器によると 
   思われる圧力変動 

（原子炉水位（燃料域）） 
  （cm） 
（原子炉水位（広帯域）） 
  （cm） 

①14時46分 地震によるスクラム 
   （チャート早送り：60倍の速度、 
  1時間が1分） 

③外部電源喪失、主蒸気隔離弁閉 
（電源喪失でチャート早送りリセット） 

③非常用復水器自動起動 

④非常用復水器の動作に 
   よると思われる水位変動 

※15時30分過ぎに津波が 
   到来したと想定される。 
   津波の影響によると思わ 
   れる記録終了。 

原子炉水位のチャート 

②ボイド（水中の微細な気泡）つぶれに
よる水位低下 

１時間 

１時間 

時間 

時間 

［図ⅰ－１８］ 
福島第一原子力発電所１号機プラントデータ評価（原子炉水位・圧力） 

出典：「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて（平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)）」に加筆 117



○原子炉水位のチャートから、スクラム直後はボイド（水中の微細な気泡）がつぶれたことにより原子炉
水位は低下したが、通常どおり回復していることを確認。 

○外部電源喪失による計器の電圧低下で発信したと思われる隔離信号で主蒸気隔離弁が閉止したた
め、水位・圧力とも上昇したが、主蒸気逃し安全弁の開閉動作及び原子炉隔離時冷却系ＲＣＩＣの起
動・停止操作により制御していることを確認。 

原子炉水位、圧力のチャート 

④RCICの起動、停止による水位調整 

原子炉圧力［MPa］ 
（1MPa=約10気圧） 

原子炉水位（狭帯域）［mm］ 

①14時47分 地震によるスクラム 

②主蒸気隔離弁閉止に伴う圧力上昇と
その後の主蒸気逃し安全弁開閉によ
る圧力制御 

※15時30分過ぎに津波が 
   到来したと想定される。 
   津波の影響によると思わ 
   れる記録終了。 

③ボイド（水中の微細な気泡）つぶれに
よる水位低下 

１時間 

（燃料頂部から約4.2ｍ上部） 時間 

［図ⅰ－１９］ 
福島第一原子力発電所２号機プラントデータ評価（原子炉水位・圧力） 

出典：「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて（平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)）」に加筆 118



図：地震後の原子炉水位・圧力の変化 

原子炉圧力［MPa］ 
（1MPa=約10気圧） 

原子炉水位［mm］ 
（狭帯域） 

①14時47分 地震によるスクラム 

②出力低下による炉圧低下とそれに続く主蒸気 
  隔離弁閉による炉圧増加 

③主蒸気逃し安全弁による炉圧制御 
（５回前後／５分間の頻度） 

⑤主蒸気逃し安全弁開閉、原子炉隔離時冷却 
  系の起動・停止に伴う水位変動 
  15時05分 原子炉隔離時冷却系起動 
  15時25分 同型トリップ（水位高） 

⑥原子炉隔離時冷却系の起動に伴う水位変動 
  16時03分 原子炉隔離時冷却系起動 

⑦炉圧7MPa程度、炉水位は狭帯域レンジに維 
  持され、安定的に推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ボイド（水中の微細な気泡）つぶれに
よる水位低下 

原子炉水位計 
（狭帯域）のレンジ 

燃料棒 

○原子炉は地震を検知して自動停止。 

○地震により外部電源が喪失。これに伴い、給水ポンプ停止の他、主蒸気隔離弁が閉止し、原子炉圧力が上昇し
たため原子炉隔離時冷却系（ＲＣIC）を手動起動。 

○津波襲来により、非常用ディーゼル発電機が機能喪失して電動ポンプが使用できなくなったが、直流電源が機能
しており、ＲＣＩＣの運転が継続された。 

出典：９月９日（９月２８日一部訂正）
東京電力(株)「福島第一原子力発電

所東北地方太平洋沖地震に伴う原子
炉施設への影響について」に加筆 

時間 

［図ⅰ－２０］ 
福島第一原子力発電所３号機プラントデータ評価（原子炉水位・圧力） 

出典：「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて（平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)）」に加筆 119



［図ⅰ－２１］ 
福島第一原子力発電所１号機プラントデータ評価（格納容器圧力・温度） 

○原子炉水位のチャートから、スクラム直後はボイド（水中の微細な気泡）がつぶれたことにより原子炉
水位は低下したが、通常どおり回復していることを確認。 

○外部電源喪失による計器の電圧低下で発信したと思われる隔離信号で主蒸気隔離弁が閉止したた
め、水位・圧力とも上昇したが、非常用復水器ＩＣの起動・停止操作により制御していることを確認。 

原子炉圧力のチャート 

（1MPa=約10気圧） 

（燃料頂部から約3.4ｍ上部） 

①14時46分 地震によるスクラム 

②主蒸気隔離弁閉止 
に伴う圧力上昇 

③14時52分 非常用復水器 
   作動とそれに伴う減圧 

④非常用復水器停止 
に伴う圧力上昇 

⑤非常用復水器によると 
   思われる圧力変動 

（原子炉水位（燃料域）） 
  （cm） 
（原子炉水位（広帯域）） 
  （cm） 

①14時46分 地震によるスクラム 
   （チャート早送り：60倍の速度、 
  1時間が1分） 

③外部電源喪失、主蒸気隔離弁閉 
（電源喪失でチャート早送りリセット） 

③非常用復水器自動起動 

④非常用復水器の動作に 
   よると思われる水位変動 

※15時30分過ぎに津波が 
   到来したと想定される。 
   津波の影響によると思わ 
   れる記録終了。 

原子炉水位のチャート 

②ボイド（水中の微細な気泡）つぶれに
よる水位低下 

１時間 

１時間 

出典：「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて（平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)）」に加筆 

時間 

時間 
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排気筒放射線モニタのチャート 

②ノイズと思われる信号 

格納容器雰囲気監視系
放射線モニタのチャート 

①14時46分 地震によるスクラム 

○ノイズはあるものの安定した値を示しており、１次系等からの漏えいの兆候は見られず、外部への放
射性物質による影響はないことを確認。 

※排気筒放射線モニタは１－２号共通 

１時間 １時間 

①14時47分 地震によるスクラム 

時間 時間 

［図ⅰ－２２］ 
福島第一原子力発電所１号機プラントデータ評価（放射線モニタ） 

出典：「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて（平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)）」に加筆 121



②電源喪失による格納容器空調停止 
   に伴う格納容器の温度上昇 
  （配管破断等に起因する極端な温度 
    上昇は認められず） 

①14時47分 地震によるスクラム 

※15時30分過ぎに津波到来により記録計 
  電源が喪失し記録計が一旦停止。3月 
  27日13時30分に記録計電源復旧に伴 
  い記録再開。 

格納容器内部温度のチャート 格納容器圧力等のチャート 

※15時30分過ぎに津波到来により記録計 
  電源が喪失し記録計が停止。 

○大きな変動はなく、「閉じこめる」機能が低下している兆候はないことを確認。 

（原子炉圧力容器や配管の損傷による急激な圧力上昇や、原子炉格納容器ＰＣＶ等の損傷による圧力
減少などは見られない。） 

１時間 

１時間 

①14時47分 地震によるスクラム 

時間 

［図ⅰ－２３］ 
福島第一原子力発電所２号機プラントデータ評価（格納容器圧力・温度） 

出典：「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて（平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)）」に加筆 122



排気筒放射線モニタのチャート 
格納容器雰囲気放射線

モニタのチャート 

○ノイズはあるものの安定した値を示しており、１次系等からの漏えいの兆候は見られず、外部への放
射性物質による影響はないことを確認。 

①14時47分 地震によるスクラム 

①14時47分 地震によるスクラム 

②ノイズと思われる信号 

※排気筒放射線モニタは１－２号共通 

１時間 

１時間 

時間 
時間 

［図ⅰ－２４］ 
福島第一原子力発電所２号機プラントデータ評価（放射線モニタ） 

出典：「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて（平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)）」に加筆 123



②電源喪失による格納容器空調停止 
   に伴う格納容器の温度上昇 
  （配管破断等に起因する極端な温度 
    上昇は認められず） 

※15時30分過ぎに津波到来により記録計 
  電源が喪失し記録計が一旦停止。3月 
  27日13時30分に記録計電源復旧に伴 
  い記録再開。 

①14時47分 地震によるスクラム 

○大きな変動はなく、「閉じこめる」機能が低下している兆候はないことを確認。 

（原子炉圧力容器や配管の損傷による急激な圧力上昇や、原子炉格納容器等の損傷による圧力減少
などは見られない。） 

格納容器内部温度のチャート 格納容器圧力等のチャート 

※15時30分過ぎに津波到来により記録計 
  電源が喪失し記録計が停止。 

１時間 
１時間 

①14時47分 地震によるスクラム 

時間 

時間 

［図ⅰ－２５］ 
福島第一原子力発電所３号機プラントデータ評価（格納容器圧力・温度） 

出典：「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて（平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)）」に加筆 124



主排気筒放射線モニタのチャート 格納容器雰囲気放射線
モニタのチャート 

○ノイズはあるものの安定した値を示しており、１次系等からの漏えいの兆候は見られず、外部への放
射性物質による影響はないことを確認。 

①14時47分 地震によるスクラム 

②電源喪失に伴うダウンスケール 

①14時47分 地震によるスクラム 

１時間 

１時間 

時間 

［図ⅰ－２６］ 
福島第一原子力発電所３号機プラントデータ評価（放射線モニタ） 

出典：「東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて（平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)）」に加筆 125



○１号機においては、非常用復水器（ＩＣ）が自動起動し、原子炉圧力は運転員が停止操作を行うまで

に手順書に規定されている圧力（約６．３ＭＰａ）よりも低下。 

○同じＩＣが設置されている敦賀１号機の状況とは圧力調整の幅に違いはあるものの、運転員の証言

によると余震による影響のため手動により停止操作ができなかったとされている。さらに、ＪＮＥＳの

解析評価の結果も踏まえると、大規模な配管破断は生じておらず、圧力調整は、ＩＣ戻り配管に設置

されている弁の継続的な開閉で実施したものと考えられる。 

○福島第一１号機においては、非常用

復水器（ＩＣ）が自動起動し、地震の

揺れが収まり運転員が停止操作を

行うまでの間に原子炉圧力は約４．

７ＭＰａまで低下。その後は６～７Ｍ

Ｐａの間で圧力調整されていたもの

と考えられる。 

○敦賀１号機では、自動起動に至る前

にＩＣ１系統を手動で起動し、手順書

（約６．４～６．９ＭＰａに維持）に従っ

て原子炉圧力を調整している。 

0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

0 15 30 45 

原
子

炉
圧

力
（
Ｍ

Ｐ
ａ
）
 

原子炉停止後の経過時間（分） 

福島第一１号 

敦賀１号 

ＩＣ２系統自動起動 

ＭＳＩＶ閉 ＩＣ停止（１Ｆは推定） 

ＩＣ１系統手動起動（１Ｆは推定） 

ＩＣ２系統停止 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）を加工、 
    敦賀発電所１号機の非常用復水器の作動実績に係る運転記録等に関する提出について（平成２３年１１月１８日、日本原子力発電(株)）を加工 

3/11 14:46 
(本震:約3分

間揺れが継
続) 

3/11 14:51 
(約3分間程

度の余震に
よる揺れが
継続) 

3/11 14:51 
～15:10の
間(約１分半

程度の余震
が５回発生) 

3/11 15:10 
～（約１分
半程度の余
震が数回発
生） 

［図ⅰ－２７］ 
福島第一原子力発電所１号機における非常用復水器（ＩＣ）作動時の原子炉圧力の変化 
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［図ⅰ－２８］ 
福島第一原子力発電所２号機格納容器の破損の可能性 

○６月に公表した炉心状態解析においては、ＰＣＶからの漏えいがない前提では、ＲＣＩＣのＳ／Ｃを水源とした継続運
転において測定されているＰＣＶ圧力の挙動と整合しない。一方、ＰＣＶからの漏えいを想定した場合は、３月１５日
にドライウェル（Ｄ／Ｗ）圧力が８時間にわたって０．７ＭＰａ以上であったことと整合しない。 

○こうした状況を考慮すると、 ３月１４日までのＰＣＶ圧力の上昇が緩慢であった原因については、圧力抑制室（Ｓ／

Ｃ）の設置階（地下１階）にあるＲＣＩＣ室へ３月１２日時点で水の侵入が確認されていることから、この浸入した水の
影響を含め何らかＰＣＶの温度上昇を抑える要因が作用した可能性があり、検討を継続している。 
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圧
力

 （
M

P
a）

経過時間 (h)

D/W圧力実測値(○)

D/W圧力
(破損無し)

2Pd

1Pd

3/12                        3/13                       3/14                        3/15

実時刻

①
②

③ ④ ⑥

⑤
⑧⑦

圧力抑制室(S/C)の温度
が飽和温度に達しても、
ドライウェル圧力の上
昇が緩やか 

RCIC継続運転を模擬
した解析結果 

何らかの原因で格納容
器内の熱エネルギーが
放出されている 

２号機の原子炉格納容器ドライウェル(D/W)圧力の変化 
２号機の格納容器温度・圧力の変化 

（実線はＰＣＶ漏えいを想定した解析結果） 
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圧
力

 （
M

P
a）

経過時間 (h)

圧力実測値(○)
D/W圧力

2Pd

1Pd

3/12                        3/13                       3/14                        3/15

実時刻

①
②

③ ④ ⑥
⑤ ⑦

⑧

温
度

 （
K
）

S/C圧力

S/P飽和温度

D/W温度

S/P温度

①RCIC手動起動、 
②全交流電源喪失、 
③RCIC水源をCSTからS/C
に切り替え、 
④RCIC作動停止、 
⑤海水注水作業開始、⑥
RPV圧力低下確認、⑦
S/R2弁開、 
⑧爆発音 

Ｄ／Ｗ圧力の挙動が再
現できていない 

出典： 「東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故に係る１号機、２号機及び３号機の炉心の状態に関する評価について（平成２３年６月６日、 
    １０月２０日一部訂正、原子力安全・保安院）」に加筆 127



［図ⅰ－２９］ 
福島第一原子力発電所３号機の高圧注水系の配管破損の可能性 

原
子
炉
圧
力
容
器 

MS(C) MO 
15 

MO 
16 

MO 
14 

HO HO 

HPCIタービン 
   HPCI 
ブースタポンプ 

FDW(B) 

MO 
20 

MO 
19 

. AO 
18 

 HPCI 
制御装置 

EGR 

＊ 加減弁 

止め弁 

MO 
17 

CST 

MO 
57 

 HPCI 
主ポンプ 

１号機は4 １号機は5 

１号機は3 １号機はZ9 １号機はZ8 

１号機は7 

１号機は8 

１号機は9 

１号機は6 

１号機は35 

原子炉格納容器 

排気（圧力抑制室へ） 

HPCI室 

MO 
58 

１号機は36 

３号機では、ＨＰＣＩ停止後に運転員が
室内に立ち入っており、室内での大き
な蒸気漏えいは考えづらい。 

格納容器内圧力等に異常は確
認されておらず、格納容器内の
配管の破断等は考えづらい。 

MO 

. 

AO 

トーラス室 

○原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）の停止後、ＲＣＩＣに使用されたものとは別系統の直流電源により、
原子炉水位低でＨＰＣＩが自動起動。その後、原子炉圧力は除々に低下し、約１ＭＰａで推移し、ＨＰ
ＣＩがトリップすると再び約７ＭＰａに戻っている。 

○ＨＰＣＩ運転中にＰＣＶ圧力の上昇等は確認されておらず、また、ＨＰＣＩ室に設置され、ＨＰＣＩと同一
の電源によって管理されている温度検知型の警報装置の作動が確認されていない（異常信号によ
りＨＰＣＩは自動停止する）ことから、ＨＰＣＩ系統での大きな蒸気漏えいは考え難い。なお、ＨＰＣＩ停止
後１３日５時までに冷却機能復旧のためＨＰＣＩ室に運転員が入室し、さらに５時頃にはＰＣＶベント
の系統構成のためトーラス室にも入室したが、蒸気充満等の異常は確認されていない。 

○通常、ＨＰＣＩが定格流量で注水していた場合には原子炉水位が上昇し原子炉水位高でトリップす
るにもかかわらず、運転が続いている。こうした運転状態の継続及び停止の原因については引き続
き検討が必要。 

（ＲＣＩＣ室、ＨＰＣＩ室） 
3/12 11:36 RCIC停止 
3/12 12:35 高圧注水系自動起動 
3/13  2:42  高圧注水系停止 
3/13 5:00頃 
 ＨＰＣＩ室を経由してＲＣＩＣ室に向かい、現場の状況を確認し、ＲＣＩＣ
による原子炉注水を試みるが起動できず。 
 
（トーラス室） 
3/13 朝方 
 S/Cベント弁（ＡＯ弁）大弁の弁開度を確認するため入室。逃がし安全

弁からのＳ／Ｃへの原子炉の高温蒸気の吹き出し等によるトーラス室
下部にあるS/C内の温度上昇の影響で室内は高温になっており、また、
照明がなく真っ暗であり、厳しい作業環境であった。S/Cベントの作業の

ため現場に出かけた。トーラス上部に足をかけ作業しようとしたら黒い
長靴がズルッと溶けた。 
          
 
 

S/C 

＊ 

※1：通常運転時、MO-１５，１６，１７，２０弁およびHO弁は「開」、MO-１４，１９弁は「閉」。 
起動時１４弁，１９弁「開」。 
※2：MO-１５弁はAC電源、電源喪失にて動作不能（as is）。 
※3：MO-１４，１６，１７，１９，２０弁はDC電源（隔離論理回路とは別電源）、電源喪失にて 
   動作不能（as is）。 
※4： DC電源喪失時は隔離（閉）論理回路作動。 
   その時、各弁駆動電源（※２，※３に記載）が活きていれば各弁閉。既に各弁駆動電源が 
   喪失していれば動作不能（as is）。 

出典：「原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚
会議に対する日本国政府の報告書－東
京電力福島原子力発電所の事故につい
て－（平成２３年６月）」に加筆 
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（一次格納容器隔離系（ＰＣＩＳ）作動信号） 

（主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）作動記録） 

非常用ディーゼル発電機 
（D/G） 

非常用高圧配電盤（M/C） 

非常用パワー 
センタ（P/C） 

常用高圧配電盤（M/C） 

モーターコントロー
ルセンタ（MCC） 

外部電源（開閉所） 

原子炉保護系  
Ｍ-Ｇセット 

M-Gセット再起動 
または予備変圧器
より受電切替する

まで電源なし 

主蒸気隔離弁等 
論理回路電源 

常用パワー 
センタ（P/C） 

モーターコントロー
ルセンタ（MCC） 

原子炉保護系  
予備変圧器 

○地震発生に伴う外部電源喪失により、非常用発電機等による給電が立ち上がるまでの間で原子炉保護系などの
電源が一時的に停止し、各種の異常信号が発信。その結果、一次格納容器隔離系（ＰＣＩＳ）や主蒸気隔離弁（ＭＳＩ
Ｖ）「閉」などの回路がフェールセーフ動作している。（ＰＣＩＳは過渡的な水位の低下による作動も考えられる。） 

○これは、信号が発信している回路の電源は、無停電電源装置からの給電ではないため、非常用発電機等による給
電が立ち上がるまでの間に電圧が一時的になくなる構成であることによる。 

○炉心スプレイ系については、地震発生後津波到来前に、ホワイトボードに「15:16 CS(B)室 漏洩ANN発生中」、その
後「15:18ANNリセット」との情報がある。なお、炉心スプレイ系については作動していない。 

出典：東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一原子力発電所プラントパラメータについて 
    （平成２３年５月１６日、６月１３日一部訂正、東京電力(株)） 

発信している信号の電源の状況 アラームタイパーの打出し記録（３号機） 

［図ⅰ－３０］ 
各種異常信号等の発信 
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＜表ⅰ－１＞ 
福島第一原子力発電所３号機における代替注水・ＰＣＶベントの状況 

○当院が行った保安調査において、消火系を用いた代替注水、格納容器ベントの操作において、耐震性が低い配

管等に係る損傷等についての懸念が示された。 

○しかしながら、格納容器ベントについては、以下に示すように一度は開を確認した空気作動弁（ＡＯ弁）がその後

ボンベの圧力が低下して閉止するなど対応操作に時間を要しているものの、その後、仮設コンプレッサーを設置

して開としており、大きな漏えいが発生したものではないと考えられる。 

  原子炉注水関係 ＰＣＶベント関係 その他 

３月１２日（土） ４：２３ 構内の放射線量上昇（正門付近０．５９μＳｖ／ｈ） 

３月１３日（日） 
 

８：３５ ＰＣＶベント弁（ＭＯ弁）開 

８：４１ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁開により、ラプチャーディスクを除く、Ｐ
ＣＶベントライン構成完了 

８：５６ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超える線量（８８２μＳｖ
／ｈ）を計測 

９：２５ ＦＰラインから消防車による淡水注入開始（ほう酸入り） ９：３６ ＰＣＶベント操作により、９：２０頃よりＤ／Ｗ圧力が低下しているこ
とを確認 

１１：１７ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁の閉確認（作動用空気ボンベ圧低
下のため） 

１２：２０ 淡水注入終了 １２：３０ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）大弁開（作動用空気ボンベ交換） 

１３：１２ ＦＰラインから消防車による海水注入開始 

１４：１５ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超える線量（９０５μ
Ｓｖ／ｈ）を計測 

３月１４日（月） １：１０ 逆洗弁ピット内への海水補給のために消防車を停止 

２：２０ 正門付近で５００μＳｖ／ｈを超える線量(７５１μＳｖ／ｈ)を
計測 

２：４０ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超える線量（６５０μＳ
ｖ／ｈ）を計測 

３：２０ 消防車による海水注入再開 

４：００ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超える線量（８２０μＳ
ｖ／ｈ）を計測 

５：２０ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁開操作開始 

６：１０ Ｓ／Ｃベント弁（ＡＯ弁）小弁の開確認 

９：２０ 物揚場から逆洗弁ピットへの海水の補給を開始 ９：１２ モニタリングポストで５００μＳｖ／ｈを超える線量（５１８．７μ
Ｓｖ／ｈ）を計測 

１１：０１ 消防車やホースが損傷し、海水注入停止 １１：０１ Ｒ／Ｂで爆発発生 

１６：３０頃 消防車とホースを入れ替えて物揚場から原子炉へ注入する新しい
ラインを構築し、海水注入を再開 
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＜表ⅱ－１＞ 
福島第一原子力発電所使用済燃料プールの燃料貯蔵状況と崩壊熱 

別添資料２ １～３号機の事象進展に関する整理と考察 
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［図ⅱ－１］ 
使用済燃料プールの水位と温度の推移 

４号機　プール評価結果
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以降ゲートが密閉されると仮定

3/14建屋損傷確認（水位１ｍ低下とする）

表層部温度プール水位低下後ウェ
ル側から水流入と仮定

○全交流電源が喪失したことから、冷却及び水補給ができなくなり、地震影響として漏えいが発生していないかの確認もできなかったた
め、貯蔵している使用済燃料の崩壊熱により水が蒸発するなど、水位が低下して燃料が露出し、燃料温度が上昇することが懸念され
た。 

○そのため、３月１７日以降、１，３，４号機ではヘリコプター、 放水車、消防車、コンクリートポンプ車により上部から、２号機では冷却系ラ

インを使用して、水（３月２８日までは海水）を補給し、崩壊熱等を踏まえた東京電力の水位評価において、露出はなかったものとされて
いる。 

○４号機については、定期検査中で原子炉ウェル等にも水が張られており、プール水位が低下傾向にあった時期には、ゲートの押し込み
が足りず、原子炉ウェルから水が流入したものと推定されている。 
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３号機ＳＦＰ 

２号機ＳＦＰ 

４号機ＳＦＰ 

プールゲートの構造 

原子炉Well

上から見た図 

SFP 

プールゲート 

拡大図 

原子炉ウェル 

水の流入 

地震時のスロッシングと爆発の影響により
3/14までに２ｍ程度の水位の低下を仮定 

4/12 コンクリートポンプ車に装備した
カメラの画像により満水を確認 

3/22 スキマーサージタンクレベル上昇から満水を確認 

地震時のスロッシングによる低下を仮定 地震時のスロッシングと爆発の影響により
3/13までに水位が一旦低下すると仮定 

5/29 スキマーサージタンク
レベル上昇から満水を確認 

4/27 スキマーサージタンクレベル上昇
から満水を確認 

ＤＳピット 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）に加筆 132



○３号機、４号機の使用済燃料プール内には、原子炉建屋爆発の影響で瓦礫が落下していることが確認されており、３号機では燃料の状
態が確認できなかったが、４号機では燃料はラックに収納された状態で維持され、大量の燃料破損はないことが確認されている。（同様
に原子炉建屋が爆発した１号機については、使用済燃料プールが原子炉建屋天井に覆われており、現段階においてもプール内の状況は確認でき
ていない。） 

○使用済燃料プール水を採取して核種分析を実施した結果、原子炉での事象進展があった１～３号機では建屋地下の滞留水の一桁程
度低い濃度のセシウムが確認され、４号機では１～３号機よりも２桁以上低い濃度であった。また、冷却期間の長い使用済燃料にはほ
とんど存在しないヨウ素１３１も確認された。 

○これらのことから、確認された放射性物質は事故時の炉心由来の可能性が高く、貯蔵していた燃料の溶融といった大規模な損傷はな
かったものと考えられる。（ただし、瓦礫の影響で一部の燃料において機械的な損傷あった可能性までは否定できない。） 

３号機のＳＦＰ水中の状態 ４号機のＳＦＰ水中の状態 

［図ⅱ－２］ 
使用済燃料プール内の状況 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)） 133



＜表ⅱ－２＞ 
福島第一原子力発電所１～４号機使用済燃料プールスキーマーサージタンク水の分析結果 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)） 

検出核種 半減期 
濃度（Bq/cm3） 

４号プール水 （参考）４号機Ｔ／Ｂ地下

階たまり水（3/24） 4/12採取 4/28採取 5/7採取 8/20採取 （参考）3/4採取 
セシウム134 約2年 88 49 56 44 検出限界未満 31 
セシウム137 約30年 93 55 67 61 0.13 32 
よう素131 約8日 220 27 16 検出限界未満 検出限界未満 360 

検出核種 半減期 
濃度（Bq/cm3） 

6/22採取 8/19採取 （参考）１号機ＳＦＰ水
（2/11） 

（参考）１号機Ｔ／Ｂ地下階たま

り水（3/26） 
セシウム134 約2年 1.2×104 1.8×104 検出限界未満 1.2×105 
セシウム137 約30年 1.4×104 2.3×104 7.8×10-2 1.3×105 
よう素131 約8日 68 検出限界未満 検出限界未満 1.5×105 

１号機スキマーサージタンク水の分析結果 

検出核種 半減期 
濃度（Bq/cm3） 

4/16採取 8/19採取 （参考）２号機ＳＦＰ水
（2/10） 

（参考）２号機Ｔ／Ｂ地下階た

まり水（3/27） 
セシウム134 約2年 1.6×105 1.1×105 検出限界未満 3.1×106 
セシウム137 約30年 1.5×105 1.1×105 0.28 3.0×106 
よう素131 約8日 4.1×103 検出限界未満 検出限界未満 1.3×107 

２号機スキマーサージタンク水の分析結果 

３号機スキマーサージタンク水の分析結果 

検出核種 半減期 
濃度（Bq/cm3） 

３号プール水 （参考）３号機Ｔ／Ｂ地下階

たまり水（4/22） 5/8採取 7/7採取 8/19採取 （参考）3/2採取 
セシウム134 約2年 1.4×105 9.4×104 7.4×104 検出限界未満 1.5×106 
セシウム137 約30年 1.5×105 1.1×105 8.7×104 検出限界未満 1.6×106 
よう素131 約8日 1.1×104 検出限界未満 検出限界未満 検出限界未満 6.6×105 

４号機スキマーサージタンク水の分析結果 

赤字：コンクリートポンプ車を用いてSFP水を採取して分析 
青字：FPC系サンプリング配管からスキマーサージタンクにオーバーフローしたSFP水を採取して分析 
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アメリカ イギリス ドイツ フランス スイス IAEA 

使用済
燃料貯
蔵プー
ル冷却
の代替
手段に
関する
規制要
件 

爆発・火災によりプラント

の広域が喪失した状況下

で、炉心冷却、格納容器

及び燃料プール冷却の

能力を維持するか、復帰

させることを意図したガイ

ダンスと戦略を策定し実

施すること。 

（10CFR50.54(hh)(2)） 

通常運転・損傷状態の両方

の施設内での熱移送に必

要な系統にかかわり、原子

炉、化学 施設、 燃料貯蔵

プール等を規定する。 

熱移送系が安全系・非安全

系として役割を果たす場合、

工学安全系に適用される一

般原則も適用される。（SAP 

#458） 

 

燃料プールの熱除去系は最

低二重系列の設計とする。 

二重系列または共通の静的

機器の損傷に対処するため、

第三の系列または他の追加

冷却能力が利用でき、補助的

手段も許されること。（ KTA 

3303の燃料貯蔵プールの熱

除去系5.1項） 

使用済燃料冷却及び浄化系の

基本的安全機能は次のもの。 

 ・反応度制御 

 ・余熱除去 

 ・放射性物質の封じ込み 

冷却系熱交換容量は、燃料集

合体の余熱を十分除去し、適

切な余裕をもって沸騰を防ぐこ

と。 

 

施設の内外のどちらかで

発生する可能性のある事

故を防止するよう、予防・

防護措置を講じること。

（原子力エネルギー規則 

第８条） 

 

容認できる照射済燃料の

最大崩壊熱を燃料貯蔵

プールから外部のヒート

シンクに排出できること。

（HSK-R-101 第6.3.2項） 

 

原子力発電プラントの

燃料の取扱系及び貯蔵

系は、燃料の取扱と貯

蔵において、その健全

性と特性を常に維持す

ることを確実にできなけ

ればな らない。（ 要件

80） 

 

照射済燃料の取扱系及

び貯蔵系の設計（6.67

項） 

・運転状態及び事故の

状態で燃料からの適

切な熱除去ができる

こと。 

・損傷又は疑いのある

燃料要素や燃料集合

体を安全に維持する

こと。 

 

（原子力発電所の安全：

設計（SS NS-R-１の改

訂案））  

 

 

対応例 

 全交流電源喪失、全

駆動源喪失に備え、

既設の電源／駆動源

に依存せず仮設／可

搬式装置（水補給、冷

却水注入、独立電源

等）を用いて、使用済

燃料プール対策を整

備し訓練。 

 復水貯蔵タンクからの給

水に加え、手動で水道

貯水槽からも給水可能。 

 幾つかのホウ酸水補給

源があり、最終的に建屋

外から消火用水を敷設

配管で注水可能。 

 

 プール冷却には4系列のう

ち2系列の余熱除去系を

利用。必要な場合、第三

の余熱除去系を使用。外

部ハザードには、プール

冷却系を原子炉余熱除去

に用いることも可能。 

 ヒートシンク喪失時、異な

る水源から可搬式ポンプ・

消火用水ポンプを用いて

注水。 

 外部電源喪失時、SFP冷却

をEDGでバックアップ。ただ

し、EDG 2台に強化を提案。 

 消火用水の注入は不確実

なため、貯水池からの注水

を提案。 

 

 SFPへの非常用注入

継手を設置。 

 物理的分離した追加

SFP給水の遡及適用。 

 

○海外では、使用済燃料プールの冷却機能が喪失した場合を想定した対応（冷却水の注入、代替除
熱系の用意）を準備している例がある。 

＜表ⅱ－３＞ 
使用済燃料プール冷却の代替手段に関する海外対応状況 
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３号機のドライウェル圧力の変化（実線は解析結果） 

６月６日原子力安全・保安院「東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故
に係る１号機、２号機及び３号機の炉心の状態に関する評価について」に加筆 
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D/W圧力実測値(○)
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2Pd
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実時刻

① ②
③

⑤～⑨

⑩ ⑭⑪ ⑫ ⑬④

3/12              3/13             3/14             3/15             3/16             3/17           3/18

 
RCIC・HPCI運転を
模擬した解析結果 

圧力抑制室の温度が
飽和温度に達する前
に、ドライウェルの
圧力が上昇している 

原子炉圧力容器から
Ｄ／Ｗへ蒸気もしく
は熱水が漏えいして
いる可能性あり 

高圧注水系(HPCI)作動時
に圧力が低下している 

高圧注水系(HPCI)の作
動や代替PCVスプレイ
などにより、格納容器
内の温度が低下した可
能性あり 

①RCIC手動起動、②RCIC作動停止、③HPCI起動、④HPCI停止、⑤S/R弁開、⑥W/Wベント(圧力低下)、
⑦淡水注水開始、⑧W/Wベント閉、⑨海水注水開始、、⑩～⑭W/Wベント開⇔閉 

（ａ） 

（ｂ） 

PLRメカニカルシールで想定される漏えい状況 

炉水の侵入経路 

D/W サ ン プ
（D/W底部）へ 

CRD ポ ン プ 
からのシール水 

Ｐ
Ｌ
Ｒ
ポ
ン
プ
主
軸 

交流電源がある状況では、ＣＲＤ水ポンプから供給される高圧水（シール水）で原子炉
冷却水の侵入を防止し、シール水は圧力調整用のすき間を通してＤ／Ｗ底部に設置
されているＤ／Ｗサンプ（水溜め）へ流れ、そこからD/W外へ排出される。 
そのため、ＣＲＤポンプの駆動源がなくなれば、原子炉冷却材が軸封部に侵入し、Ｄ／
Ｗサンプへ流れ込むこととなる。 

圧力調整用のすき間 

シール部 

○ 東京電力によると、この期間でのＳＲＶやＲＣＩＣの作動による蒸気はＳ／Ｃのプール水において凝縮し格納容器の圧力上昇が抑制さ
れることから、Ｄ／Ｗに直接エネルギーが移行する経路としては、外部電源喪失時に制御棒駆動機構（ＣＲＤ）ポンプからのシール水
の供給が失われることによるＰＬＲポンプメカニカルシールからの漏えいの可能性があるが、シール水のＤ／Ｗサンプへの流量と同じ
約３リットル／分と仮定した解析結果では、圧力上昇が再現できなかったとしている。 

○なお、津波襲来までの間において、格納容器圧力・温度のチャート及び排気筒放射線モニタのチャートからは、１次系等からの漏えい
の兆候は見られない。今後、どの程度の漏えいであれば格納容器圧力・温度に変動が現れるかなどについての整理を進め、地震に
よる損傷の合理的な可能性の有無についても引き続き検討を行っていく。 

【（ａ）の部分について】 

［図ⅱ－３］ 
福島第一原子力発電所３号機における格納容器の圧力変動に関する考察 

○東京電力によると、３月１２日１２時以降、代替格納容器スプレイを実施していたとしているが、代替格納容器スプレイの実施を仮定し
た解析結果では、Ｄ／Ｗ圧力の下降について再現できていないとしている。 

○このため、原子炉冷却材の漏えいが格納容器温度・圧力に及ぼす影響について定量的に評価するとともに、HPCIの作動状況による
影響や、ＲＣＩＣ蒸気配管出口が上部にあることによって、Ｓ／Ｃ内の上側の温度が高く、下側の温度が低くなる温度成層化が生じた可
能性なども含めて、引き続き調査・検討を行っていく。（次回検討予定） 

【（ｂ）の部分について】 
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過圧・過温による原子炉格納容器フランジ部 
漏えいへの影響の検討 

 
 
 
 

平成24年2月1日 
 

独立行政法人 原子力安全基盤機構 
 

耐震安全部 

別紙１ 
（第７回意見聴取会資料２） 
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１．  目   的 

過圧及び過温による原子炉格納容器の漏えいに関して特に大口径フラン

ジ部の200℃時の過圧挙動は既往の類似解析モデル※ １）に1.65MPaまでの

漏えいに対する耐力を有することが示されている。雰囲気温度が500℃程

度まで昇温する過程でのフランジ漏えいに係るフランジシール部開口量の

評価を行う。 

※ 1） （財）原子力発電技術機構 「重要構造物安全評価（原子炉格納容器信頼性実証事業）に関する総括報告書」 平成15年3月 
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２．１ 200℃時の過圧時シール部開口量特性[既往類似解析※１）に基づく分析](1/2) 

既往類似解析におけるトップフランジシール部開口量に係る200℃時の内圧0.62MPa（2Pd）及び1.65MPa

（5.3Pd）に対する応力分布と1.65MPa時の変形状況を下図に示す。0.62MPaではいずれの箇所も弾性範

囲内であるが1.65MPaではボルトの断面の大部分が塑性化し、開口が生じていることが判る。 

内圧1.65MPa時の変形拡大図 

 

 

開
口
量

 

内圧0.62MPa及び1.65MPa時のボルト・フランジ部応力分布 

200℃材料降伏点Sy [ボルト材（SNCM439）：635MPa、 フランジ材（SGV480）：225MPa] 

（ボルト材塑性化領域） 

(861.3MPa) 

(1.11MPa) 

（ボルト材Sy：635） 

（ボルト材弾性領域） 

（フランジ材Sy：225） 

（フランジ材弾性領域） 

（フランジ材Sy：225） 

（フランジ材弾性領域） 

(441.7MPa) 

(0.41MPa) 

フランジ 
最大応力点 

ボルト 
最大応力点 

※ 1）（財）原子力発電技術機構 
   「原子炉格納容器信頼性実証事業に関する総括報告書」 
   平成15年3月 
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２．１ 200℃時の過圧時シール部開口量特性[既往類似解析※１）に基づく分析]（2/2） 

圧力（MPa） 

 

フ
ラ
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ジ
シ
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部
開

口
量

（m
m
） 

上下フランジシール部面
の開口開始 

ボルト断面全
面で流動応力  

 

開
口

量
 

ボルト断面の
大部分で塑性

開始 

これ以下の開口量では
シールが健全であれば
漏えいは発生しない 

シールパッキング
締め代：3.3mm 

1.8 1.6 1.4 1.2 1.0 0.0 0.8 0.6 0.4 0.2 

ボルト最大
応力点でSy 

フランジ最大応
力点でSy 

フランジシール部開口量は200℃では0.3MPa付近から開き始め1.3MPa近傍までは線形的に変

形し1.4 MPa近傍から塑性的な挙動で急拡大する。 
※ 1）（財）原子力発電技術機構 

   「原子炉格納容器信頼性実証事業に関する総括報告書」 
   平成15年3月 
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２．２ ボルト材及びトップフランジ材の高温時の材料特性の調査 (1/2) 
 高温時のフランジシール部開口量の評価するためにはボルト材(SNCM439)とフランジ材(SGV480)の温度特性を調査し

て開口量と関係付けることが必要である。 

 ASMEの材料特性表（SECTION II, PART D（METRIC） ）に示されている500℃までのSNCM439とSGV480の降伏点応力

Sy及びこのボルト部とフランジ部の最大応力点が各温度でSyに達する格納容器内圧をカッコ内で下図に示す。 

 今回の事故で確認されている格納容器内圧0.8MPaまでを評価対象とすると300℃以下で全ての領域が弾性領域で

350℃近傍でボルト及びフランジの最大応力点がSyに達し、500℃時に最大応力点でSyの1.2倍になる。しかし200℃時の

フランジ最大応力点Sｙ（0.95MPa）の1.2倍の1.14MPa程度までは開口挙動がほとんど線形であることから1.2倍程度の圧

力範囲では塑性領域有効体積の割合は十分小さいと推定できる。 

 このことから0.8MPa以下では温度500℃でも弾性問題として妥当に評価できると考えられる。 

特記事項） ボルト材のSyは375℃までしか記載されてないが類似組成の鍛造材は記載されているため375℃以上はこの鍛造材の低下率を適用した。 

ひずみ（-） 

（200℃時Sy） 

（500℃時Sy） 

 

応
力

（M
P

a）
 

(0.76MPa) 

(0.67MPa) 

(1.02MPa) 
(0.95MPa) 

(0.89MPa) 
(0.83MPa) 

1.19･Sy 

(0.76MPa) 
(0.68MPa) 

(1.11MPa) 
(1.01MPa) (0.95MPa) (0.86MPa) 

1.18･Sy 
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２．２ ボルト材及びトップフランジ材の高温時の材料特性の調査 (2/2) 
評価対象の格納容器圧力は0.8MPa、500℃以下の弾性問題とすると、構造材の各所の変位量はヤング率

の低下率に反比例するものと評価できる。 

このため先ずSNCM439とSGV480の各ヤング率（ASME：SECTION II, PART D（METRIC） ）の温度による低

下特性と200℃を基準とした低下率を下図の通り整理する。 
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SNCM439及びSGV480のヤング率の温度特性 左記材各温度でのヤング率の温度による低下率特性 
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SNCM439のヤング率の低下率適用時の最小開口量評価特性 
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ジ
シ
ー
ル
部

の
開
口
量
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m
） 

圧力(MPa) 

（評価領域） 
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SGV480のヤング率の低下率適用時の最大開口量評価特性 
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0.0 

0.2 

0.4 

0.6 

0.8 

1.0 

1.2 

1.4 

1.6 

1.8 

2.0 

2.2 

（評価領域） 

 ボルト材（SNCM439）のヤング率の低下率を適用した場合の最小開口量評価と、フランジ材（SGV480）のヤン

グ率の低下率を適用した場合の最大開口量評価を下記図に示す。評価対象の格納容器内圧力は0.8MPa以下

であるため開口量は各温度で開口し始める限界圧力からこの圧力との差圧に対してほとんど直線的に開口す

ると考えられる。 

 格納容器内圧力0.8MPaの場合、200℃時の開口量は約0.7mmであったものが、500℃時には約0.9～1.0mmま

で開口するものと考えられる。 

２．３ 各温度における圧力とフランジシール部開口量特性推定 
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３． まとめ 

１．既往研究※１）から、200℃時の評価では、シールが健全であるため、フランジ

シール部の開口量は締め代3.3mmを超えるまでフランジからの漏えいは発生

せず、原子炉格納容器内圧1.65MPa程度まで漏えい健全性が保たれる。 

２．しかし、 350℃の条件で、シールの健全性が失われ、圧力が大きく掛からない

条件でも漏えいすることが既往研究※１）で確認されており、今回の評価での開

口量の増加（約0.7mm→約0.9～1.0mm）でも、漏えい量の増加に繋がるものと

考えられる。 

３．開口部でのシールによる閉塞などもある程度は想定されるため、漏えい量との

関係で定量的な漏えい面積を求めることは難しいが、1mmの開口量がそのま

ま漏えいに寄与するとした場合には、300cm2程度の開口面積となる。 

※ 1） （財）原子力発電技術機構 「重要構造物安全評価（原子炉格納容器信頼性実証事業）に関する総括報告書」 平成15年3月 
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福島第一原子力発電所１号機  
冷却材微小漏えい時の 

格納容器圧力・温度の挙動について  

平成24年2月1日 

独立行政法人 原子力安全基盤機構 

原子力システム安全部 

別紙２ 
（第７回意見聴取会資料４） 
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● 福島第一原子力発電所１号機の地震後における冷却材
の微小漏えいを想定した格納容器圧力・温度の挙動につ
いて、一次冷却系と格納容器系を同時に解析できるＭＥ
ＬＣＯＲコードで解析した結果と実測値を比較し、格納容
器内で冷却材の微小漏えいが生じた可能性を検討する。 

１. 目的  
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２. 実測値データ  （「東電報告書：東北地方太平洋沖地震発生当時の福島第一発電所運転記録及び事故記録の分析と影
響評価について（H23/5/23）」から抜粋) 

 記録計チャートのデータ 
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３. 解析体系 （MELCORモデル） 

BWR-3 Mark-IのMELCORボリューム分割と流路 

●一次冷却系と格納容器系を同時に
解析できるＭＥＬＣＯＲコードを使用。 

●東京電力によれば、地震後の福島
第一1号機では格納容器空調が停
止していたとのことであり、原子炉圧
力容器等からの放熱により温度・圧
力が上昇したことが考えられる。 

●しかしながら、原子炉圧力容器等か
らの放熱を考慮してないので、格納
容器空調による除熱は、MELCORモ
デルで考慮していない。 

●そのため、基本的には原子炉圧力
容器等からの放熱及び格納容器空
調による除熱ともにないものと仮定
した解析となり、漏えい量の想定の
観点からは保守的なものである。 

●今回は、地震後の1号機の状況を検
討するため、原子炉圧力容器等から
の放熱を模擬して、ドライウェル内に
熱源を設定した解析も行った。 

●なお、MELCORコードには、非常用
復水器のモデルが整備されていな
いため、本解析ではダウンカマ水の
冷却で模擬した。 
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解析初期条件 
●解析条件は、できる限り実機の状態と一致させた。 

①初期原子炉出力、圧力は、過渡記録装置のデータを使用。 

②初期格納容器圧力は記録計チャートのデータを使用。 

③格納容器の初期ドライウェル温度は記録計チャートデータの平均値を使用。 

④初期サプレッションプール温度は記録計チャートデータを使用。 

⑤崩壊熱はORIGENデータを使用 

MELCOR 実機 

初期原子炉出力 1380MWt 1380MWt 

初期原子炉圧力 6.92MPa(絶対圧） 6.82MPa(ゲージ圧） 

初期格納容器圧力 0.107MPa（絶対圧） 5.94KPa（ゲージ圧） 

初期格納容器温度 

・ドライウェル温度 

・サプレッションプール温度 

 

311K（38℃） 

294K（21℃） 

 

18～50℃（平均38℃） 

21℃ 
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４．初期事象解析 

・漏えい面積0.3cm2、0.1cm2を想定した格納容器圧力の解析結果は、実機の圧力変化に対して、それぞれ約9.7
倍、約4.2倍となった。 

・格納容器温度の解析結果は、初期温度からそれぞれ約22度、約8度の上昇であり、実機のばらつきの範囲かそ
れ以上となった。 

4.1 漏えい面積0.3cm2、0.1cm2の格納容器圧力・温度の変化
（蒸気相漏えいの場合） 

温度の実測値データは空調系の供給／戻りエアダクト、RPVベローズの温度であり、代
表的な挙動を示す複数のデータを読み取って例示した。格納容器空調系はドライウェル
の雰囲気を戻りエアダクトで吸気して冷却コイルで冷却し、供給エアダクトでドライウェル
上部に供給している。そのため、供給エアダクトは局所的なデータであり、それ以外の
データは概ね5～20℃程度の上昇となっている。 

・なお、漏えいなしの場合の解析結果は、圧力抑制室側の冷温の影響により約2度低下しているが、実際には原子炉圧力容器等か
らの放熱により温度は低下しないものと考えられ、解析でこの放熱を模擬していないことが原因と考えられる。 
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4.1 漏えい面積0.3cm2、0.1cm2の格納容器圧力・温度の変化
（液相漏えいの場合） 

・漏えい面積0.3cm2、0.1cm2を想定した格納容器圧力の解析結果は、実機の圧力変化に対して、それぞれ約12
倍、約5.3倍となった。 

・格納容器温度の解析結果は、初期温度からそれぞれ約27度、約10度の上昇であり、実機のばらつきの範囲か
それ以上となった。  

・なお、解析結果では漏えい開始初期に格納容器圧力・温度の低下が見られるが、この現象に関するMELCOR
モデルの説明は、付録2に示す。 
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保安規定において、格納容器内の原子炉冷却材漏えい率（不明確な箇所からの漏えい率）は
0.23m3/hに運転上制限されていることから、 0.23m3/h 相当の冷却材漏えいとなる漏えい面
積（蒸気相の場合で8mm2、液相の場合で2mm2）での解析を実施。 

4.2  0.23m3/h相当の冷却材漏えいが生じた場合の格納容器圧力・温度の変化 

・保安規定上許容されている0.23m3/h相当の冷却材漏えいを想定した解析結果においても、漏えい面積
0.3cm2、0.1cm2を想定した解析と同様、実機の圧力変化よりも大きな変化となった（蒸気相で約3.6倍、液
相で約1.9倍大きい）。 
・温度の解析結果は、蒸気相で約5度、液相で約1.3度の上昇であり、実機のばらつきの範囲以下となった。 
・温度変化は小さいものの、圧力変化は実測よりも大きいことから、保安規定で運転上の制限とされている
漏えい率0.23m3/h相当以上の漏えいが発生していた可能性は低いと思われる。 
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4.3  ドライウェルクーラ停止を模擬した場合の格納容器圧力・温度の変化 

・実機の格納容器圧力変化が原子炉圧力容器等からの放熱によるものとすれば、ドライウェルに熱源0.02MWｔを仮定した場合、
実機の圧力変化に比較的よく一致した。（約55分後の格納容器圧力の上昇幅は、実機の約0.0023MPaに対して、解析では約
0.0017MPa） 

・格納容器温度変化は、圧力変化が比較的よく一致する熱源0.02MWｔを仮定した場合で、実機のばらつき下限程度の約4度に
なった。 

・0.23m3/hの漏えいが重畳して生じると、圧力上昇は実機の約3.6倍（蒸気相）、約2.2倍（液相）となった。温度上昇は実機のば
らつき下限程度の約5～6度になった。 

ドライウェルクーラ停止による格納容器圧力・温度の変化を解析するため、ドライウェル内に熱源を設定して
解析を実施。あわせて、運転継続が許容される0.23m3/h 相当の冷却材漏えいとなる漏えい面積（蒸気相の
場合で8mm2、液相の場合で2mm2）での冷却材漏えいの想定を加えた解析についても実施。 

・このため、格納容器の圧力変化は、ドライウェル内での原子炉圧力容器等からの放熱の寄与により生じたと思われるが、実
機の温度上昇は、測定位置により高めになる可能性があり、また機器の放熱の状況でばらつきが生じているものと考えられ、
本解析でこれらの定量的な評価まではできない。 
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5. まとめ 

■福島第一原子力発電所１号機の地震後における冷却材の微小漏えいを想定した格

納容器圧力・温度の挙動について解析し、これらの実測値（記録計チャート）と比較す

ることにより、微小漏えいが生じた可能性について検討した。 

(1) 漏えい面積0.3cm2、0.1cm2の冷却材漏えいを仮定した解析結果は、温度上昇については実機

のばらつきの範囲かそれ以上であり、圧力上昇は実測値よりも大きい。また、保安規定で運転継

続が許容される0.23m3/h相当の冷却材漏えいを仮定した場合についても、温度上昇は実機のば

らつきの範囲以下であったが、圧力上昇は実測値よりも大きい。 

  この結果、0.23m3/h相当以上の冷却材漏えいの可能性については、温度変化からは判断が困

難であるが、圧力変化から可能性は低いと思われる。 

(2) さらに、ドライウェルクーラ停止を模擬した解析結果から、ドライウェルに熱源0.02MWｔを仮定した

場合、温度変化については約4度の上昇に留まり、実機のばらつきの範囲以下となったが、実機

の圧力変化には比較的よく一致した。 

  この結果、格納容器の圧力変化からは、ドライウェル内での原子炉圧力容器等からの放熱の寄

与により生じたと思われるが、温度変化はその測定場所や放熱の状況でばらつきが生じているも

のと考えられ、本解析でこれらの定量的な評価まではできない。 
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MELCORによる微小な液相漏えいの解析結果について 付録1 

・液相漏えいでも、全てが気化する
わけではなく、気化熱を放出した
一部は液体のままでドライウェル
床に溜まっていく。 

・MELCORを用いた液相の微小漏えいの解析では、漏えい開始時に飽和状態になるまで気化
が進むモデルであり、漏えい量が小さければ飽和状態になるまでに時間を要する。 

・このため、MELCORの解析での漏えい開始直後の結果は、実機とは異なる挙動になる可能性
がある。 

漏えい面積0.3cm2を仮定した場合のドライウェルへの流出総量 

・なお、6.82MPa（ゲージ圧）での飽和水のエンタルピーは、301.8kcal/kg、ドライウェル平均温度37.8℃での飽和蒸
気のエンタルピーは613.7 kcal/kgであり、両者の差311.9 kcal/kgが気化エンタルピーとなる。 
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蒸気相漏えいと液相漏えいでドライウェル圧力差が小さい理由について  参考 

・液相漏えいでも、全てが気化
するわけではなく、気化熱を
放出した一部は液体のまま
でドライウェル床に溜まって
いく。このため、蒸気相漏え
い、液相漏えいに対して、同
じ漏えい面積を仮定した場
合、ドライウェルへの蒸気総
量の差によって、ドライウェ
ル圧力の差が生じる。 

・左図に、それぞれの場合のド
ライウェルへの流出総量を
示す。 

 

・蒸気総量に着目すると、蒸気相漏えい、液相漏えいの差は比較的小さく、このためドラ
イウェル圧力上昇の差も、比較的小さい結果になったと考えられる。 

漏えい面積0.3cm2を仮定した場合のドライウェルへの流出総量 
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・液相漏えいのMELCOR解析では漏えい開始後にドライウェルが飽和状態（初期条件は湿度20％）になるまで気化するものとして
おり、ドライウェルの雰囲気から気化熱を奪うことになり、格納容器圧力・温度が一時的に低下する。実際には一部は気化する
ことなく液相のままドライウェル床に溜まっていくものと考えられ、格納容器圧力・温度の初期の低下は小さくなると思われる。 

・このため、初期ドライウェル湿度の影響がある液相漏えいに関して、ドライウェルクーラ停止を模擬する熱源を入れて、0.23m3/h
相当の冷却材漏えい面積（液相の場合は2mm2）を仮定した場合の解析結果を比較した。 

微小漏えい時に初期ドライウェル湿度を20%と100%に仮定した
場合の格納容器圧力・温度変化の比較 

・格納容器圧力の変化については、初期湿度20%ではドライウェル温度低下による減圧の効果が、漏えい蒸気の加圧
効果より若干大きく、初期、圧力は緩やかに低下する。その後、緩やかに上昇し、実機の約2.2倍まで大きくなる。初
期湿度100%では、圧力低下することなく、緩やかに上昇し、実機の約1.4倍まで大きくなる。 

・ドライウェル温度の変化について、初期湿度20%では、ドライウェル雰囲気からの気化熱の吸収により一旦温度が低
下（約10度）した後、上昇し初期値から約5度上回った。初期湿度100%では、気化熱の吸収が無いため、ドライウェル
温度は低下することなく、緩やかに約7度上昇した。どちらも実機のばらつきの範囲になった。 

 

付録2 
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圧力抑制室保有水の温度成層化による 
原子炉格納容器圧力等への影響等の検討 
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原子力システム安全部 
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１．目的 
•これまでの事故初期(約100時間)のＭＥＬＣＯＲ解析結果では、格納容器圧力につい
て実測値と解析値に差異が見られた。 

  -2号機の逃し安全弁開放後 
  -3号機のRCIC作動中、HPCI起動後 
•そのため、3号機のRCIC作動中のPCV圧力上昇の要因として圧力抑制室保有水の

温度成層化を想定した場合について、ＭＥＬＣＯＲ解析のモデルを改良してプラント挙
動への影響を確認。 

•さらに2号機でPCV圧力の上昇が緩やかであった要因としてトーラス室に流入した海

水による除熱を想定した場合について、ＭＥＬＣＯＲ解析のモデルを改良してプラント
挙動への影響を確認。 

•そのうえで、上述の2点の想定について各号機間の整合性を検討。 
•今回の想定でのシナリオにおける環境への放射性物質の推定放出量を試算。 
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２. 圧力抑制室保有水の温度成層化の想定 

圧力抑制室 
RCIC 
蒸気配管 

OP +1600 

OP +325 

OP -2550 

OP -1100 

圧力抑制室の圧力は
プール水面の温度に
よって支配される 

高温水の流れ 

圧力抑制室 

高温水の流れ 

温度成層化を考慮す
ると実測値と一致 

4.15 m 

約0.5 m 

RCICの注水による
増量+約0.6 m 

RCIC蒸気排出管 

温度成層化が生じた場合、S/Pの温度を平均温度として計算すると、水
面温度を低く評価 
→D/W圧力を低く評価 
 
温度成層化をモデル化 
・S/Pを垂直方向に2分割 
・分割高さはパラメータとして感度解析を実施し、3号機の実測値と比較 

(○)実測値 

RCICの排出蒸気によって排出管近傍の温度が上昇。高温水が
水面近傍を周方向に拡がることにより、S/P全体では上部の温
度が高く、下部の温度が低くなり温度成層化が生じると想定 
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３．トーラス室に流入した海水による除熱の想定 
•早期PCV漏えいを仮定した解析ではRCIC動作
時のD/W圧力がよく一致するが、S/R弁を開放し
た後の圧力挙動は実測値と整合しない。 

2号機では、3月12日1時頃にRCIC室に長靴程度
の水、同日2時頃に水たまりの量の増加が確認さ
れており* 、以下の仮定に基づき解析を実施 
 
•早期PCV漏えいは想定しない 
•RCICによる排気熱量が系外へ除熱されたと仮定 

トーラス室に流入した海水により除熱された可
能性を想定 
(RCICによる排気熱量の約60％分がS/Cから除
熱されたと仮定し、S/Cのエンタルピーを計算) 

PCVに早期漏えいを仮定した場合のD/W圧力 

PCVの早期漏えいを

仮定すると解析値は
実測値と整合する 
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①RCIC手動起動 
②全交流電源喪失 
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④RCIC作動停止 

出典：原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議に対する日本国政府
の報告書、JNES-RE-2011-0002 

D/W圧力の実測値は高い値を維

持しているのに対し解析結果は漏
えい面積が大きいため低下する 

⑤海水注水 
⑥S/R1弁開 
⑦S/R2弁開 
⑧爆発音 

S/R弁の開放によりD/W圧力が上昇(解析
値)⇔D/W圧力は変化しない(実測値) 
→S/P水温が飽和温度に達していなかった
か？ 

*東京電力「福島第一原子力発電所事故の初動対応について」平成23年12月22日 

164



 解析体系 （MELCORモデル） 

BWR-3 Mark-IのMELCORボリューム分割と流路 

●原子炉格納容器は圧力が一定の空間
毎にボリュームを分割 

●一つのボリューム内部では温度勾配が
なく、均一になる。 

●S/Cの温度成層化を仮定するため、
S/Cのボリュームを上下に分割し、温度
差を模擬 

●S/C外面での海水冷却は、実際の水位
の増減等が不明であるため、エンタル
ピーの計算により除熱 

●原子炉建屋内の放射性物質の移行挙
動を検討するため、建屋内の空間につ
いてもボリュームを分割 

●図示しているものの他、地震後に作動
している冷却系、仮定される漏えいにつ
いて、蒸気、冷却水、FPの移行を計算 

 1次バウンダリ
2次バウンダリ
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1号機：非常用復水器 
2号機：原子炉隔離時冷却系 
3号機：原子炉隔離時冷却系、高圧注水系 

解析コード：MELCOR1.8.5 
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4.1 3号機のプラント挙動への影響 
解析条件 
 
•RCIC・HPCIの注水量はテストライン(CSTへの戻りライン)を模擬し、注水量は感度解析を踏
まえて設定 
 

•S/Cは温度成層化を模擬。上下に2分割。 
• プール上部はRCIC駆動蒸気によって温度上昇(感度解析からOP1200mmと設定) 
• HPCI起動時はHPCI蒸気配管出口近傍の水温が低いと仮定 
 

•原子炉圧力容器下部ヘッド破損(42.4 h)を仮定 
 この時間以降のRPV圧力とD/W圧力がほぼ等しい値で推移していることから推定 

 
•S/Cスプレイ、D/Wスプレイの流量は事業者からの情報に基づき 50 m3/hに設定 
 

•現状モデルではMCCIを過大評価すると考えられるためMCCI反応は考慮せず 
 

•トーラス室に流入した海水による除熱の想定は、3号機ではHPCI停止後の13日3時頃にも
RCIC室に入室している*ことから、考慮していない 

*東京電力「福島第一原子力発電所事故の初動対応について」平成23年12月22日 
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4.1.1 HPCIの運転状態に関する検討 
HPCI停止以降S/R弁が開くまでの原子炉圧力
上昇の挙動について、ＨＰＣＩ停止時の水位をパ
ラメータとして感度解析を実施 

HPCI停止時の水位はTAF程度であったと推定される 
→水位が計測されなかった時間帯は十分な注水量で
なかった可能性も考えられる 
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水位が高いと顕熱が
増加するため圧力上
昇が緩やかになる 

テストライン等の制御により50～100 t/h程
度に調整されていたと推定される 
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HPCI起動後の原子炉圧力低下の挙動について、
原子炉への注水流量をパラメータとして感度解
析を実施 
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4.1.2 原子炉圧力・水位・D/W圧力の解析結果 
テストラインの調整等によ
り注水量を調整 

テストライン等の制御により50
～100 t/h程度に調整されてい
たと推定される 

前項の解析に基づき、後半
の注水量は少ないと仮定 

HPCIの連続動作によ
りRPV圧力が低下 

HPCIの停止によ
りRPV圧力上昇 
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S/Cスプレイ 

D/Wスプレイ 

PCV漏えい(5cmφ相当)を仮定 

S/R弁が開き始め
るため圧力上昇 

温度成層化のモ
デル化により
D/W圧力上昇が
速い 

S/Cスプレイにより減圧 
下部ヘッド破損
を仮定(42.4h) 

(○) 
実測値 

S/C温度成層化、S/Cスプレイ、運転員による注水流量
の調整等を考慮すると概ね解析値は実測値と整合する 

S/C全体がほぼ飽
和温度に達する 
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4.1.3 S/Cスプレイの効果 
S/C全体の温度一様を仮定するとS/Cスプレ
イによってD/W圧力はほとんど低下しない 

プール水全体の温度が高くほぼ飽
和温度に達しているため、スプレイ
によりD/W圧力が低下しない 

S/Cの温度成層化を仮定すると、S/Cスプ
レイによってD/W圧力が低下する 

温度の高くなった水面近傍の温
度が低下するため、S/Cスプレイ
によってD/W圧力が低下する 

(○)実測値 

(注)S/Cスプレイの効果のみを確認するため、HPCIからの蒸気排出を考慮していない 

RCICの排出蒸気によってS/C全体
が一様に温度上昇した場合を仮定 
(解析初期条件：水温127℃) 

RCICの排出蒸気によってS/C上部の温
度が高く、下部の温度が低い状態を仮定 
(解析初期条件：上部水温145℃) 
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4.1.4 環境への放射性物質放出 
希ガスの放出挙動 ヨウ素、セシウムの分布 

•PCVの漏えい及びベントにより環境へFPが放出される 
•本解析では、希ガスは主としてベントにより放出されている 
•ただし、漏えい口からの漏えい量とベントによる放出量は、漏え
いの設定及びベントラインの開いていた時間等により変化するた
め、今後検討が必要 

PCV漏えいを仮定すると、ヨウ素、セシウ
ムの放出量は、初期インベントリの約2% 

下部ヘッド破損を仮定
しているため一部の
FPが直接D/Wへ移行 
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4.1.5 1F3プラント挙動のまとめ 

•RCIC動作時のD/W圧力挙動 
• RCICの排出蒸気はS/Cの一カ所に継続して放出されるため温度成層化が生じると
考えられる 
• S/Cの温度成層化を模擬した解析ではD/W圧力挙動は実測値と整合 

 
•HPCI起動時のD/W圧力挙動 

S/Cの温度成層化を考慮するとHPCI起動直前からS/Cスプレイが行われることで、
D/W圧力が低下 

 
•ただし、以下の点は今後の課題として引き続き検討していく 

• 数値流体力学(CFD)によるS/C温度成層化の解析 
•  PCV漏えいの発生タイミングについて各種情報を踏まえて精査 
•  PCV漏えい挙動に加え、ベントラインが実際に開いていた時間が大きく影響するた
め、操作実績について精査し、環境への放射性物質放出量を評価 
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4.2 2号機のプラント挙動への影響 
解析条件 
 
•早期PCV漏えいは想定しない 

-プラント実測値のD/W圧力がやや低下する時間(約70時間)に微少漏えいを仮定 
-プラント実測値のD/W圧力が大きく低下する時間(約90時間)に漏えいの拡大を仮定 
-漏えい箇所を、D/W気相部とS/C気相部で比較 

 
•RCICによる排気熱量が系外へ除熱されたと仮定 

-トーラス室に流入した海水により除熱された可能性を想定 
-S/C外面での海水冷却は、実際の水位の増減等が不明であるため、エンタルピーの計算
により除熱(RCICによる排気熱量の約60％分がS/Cから除熱されたと仮定) 
 

•東電の想定を踏まえ、直流電源喪失時のRCICによる注水量は不確定であることから、水位
がTAFを切る時間をプラント実測値と整合するように調整 
 

•S/Cは温度成層化を模擬。 (1F3と同モデル) 
 

•現状モデルではMCCIを過大評価すると考えられるためMCCI反応は考慮せず 
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4.2.1 2号機の解析結果（S/C気相部漏えい仮定） 
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炉圧及び水位 炉圧及びD/W圧力 

•D/W圧力が階段状に上昇する傾向が一致。 
•高いD/W圧力が維持されている。 

実測値が低下し始
めていることから
S/C気相部微少漏え
い(0.6cm2)を仮定 

実測値が大幅に
低下することから
S/C気相部の漏え
い拡大(32 cm2)を
仮定 

温度成層化を仮定しているため、S/C下部でS/R弁
の開放により放出された蒸気が凝縮され、D/W圧力
はほとんど上昇していない 

RPV圧力挙動が概ね一致 

RCICの注水量はTAFを切る時間が一致する
ように調整 

A：RCIC手動起動,B：全交流電源喪失,C：RCIC水源をCSTからS/C
に切り替え,D[1]：RCIC作動停止,E[2]：S/R1弁開,F[3]：海水注
水,G[5]：S/R2弁開,H[10]：異音発生 
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4.2.2 環境への放射性物質放出（S/C気相部漏えい仮定） 

10-5

10-4

10-3

10-2

10-1

100

0 12 24 36 48 60 72 84 96

C
sの

分
布

率
 (
-
)

経過時間 (h)

ウェットウェル

ドライウェル

RPV内

R/B

環境

実時刻

3/15
0:00

3/12
0:00

3/13
0:00

3/14
0:00

E
[2]

F
[3]

C

A,B

D
[1]

H
[10]

G
[5]

希ガスの放出挙動 

ヨウ素、セシウムの分布 

・PCVの漏えい量が少ないため、漏えい開始時
の環境への放出速度が遅い 
・PCVの漏えい箇所をS/C気相部と仮定している
ため放出量は少ない 

ヨウ素、セシウムの放出量は、初期インベントリの0.1%未満 
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約90時間で仮定したPCVの漏えい面積によって放出
量は変化する 

PCV漏えい箇所：S/C気相部 
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4.2.3 2号機の解析結果（D/W気相部漏えい仮定） 

炉圧及び水位 炉圧及びD/W圧力 

•D/W圧力が階段状に上昇する傾向が一致。 
•高いD/W圧力が維持されている。 

実測値が低下し始め
ていることからD/W気

相部微少漏えい
(0.6cm2)を仮定 

実測値が大幅に
低下することから
D/W気相部の漏え
い拡大(32 cm2)を
仮定 

温度成層化を仮定しているため、S/C下部でS/R弁
の開放により放出された蒸気が凝縮され、D/W圧力
はほとんど上昇していない 

RPV圧力挙動が概ね一致 

RCICの注水量はTAFを切る時間が一致する
ように調整 

A：RCIC手動起動,B：全交流電源喪失,C：RCIC水源をCSTからS/C
に切り替え,D[1]：RCIC作動停止,E[2]：S/R1弁開,F[3]：海水注
水,G[5]：S/R2弁開,H[10]：異音発生 
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16 

4.2.4 環境への放射性物質放出（D/W気相部漏えい仮定） 

希ガスの放出挙動 

ヨウ素、セシウムの分布 

・PCVの漏えい量が少ないため、漏えい開始時の
環境への放出速度が遅い 
・PCVの漏えい箇所をD/W気相部と仮定しているた
め放出量は多い 

初期インベントリに対する放出割合は、ヨ
ウ素が約5％、セシウムが約2% 

約90時間で仮定したPCVの漏えい面積によって放出
量は変化する 

PCV漏えい箇所：D/W気相部 
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4.2.5 モニタリング値との比較 

解析での2号機のRPV破損に
よる放出時期とおおよそ一致 

2号機のPCV圧力の測定値
が欠損し、低下する時期と
おおよそ一致 

D/W気相部の漏えいを仮定した場合の希ガスの放出挙動の方がモニタリングと類似している 
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• S/Cの温度成層化を考慮し、約90時間まではPCVバウンダリに大
きな漏えいが無く、RCICからの排気熱量の一部が除熱されてい
ると仮定すると、D/W圧力は概ね実測値と整合した。 
 

• その結果、想定されるPCVの漏えい面積が小さくなり、約90時間
までの環境への放出量は少なくなった。 
 

• 環境への放射性物質放出タイミングは、D/Wでの漏えいを想定し
た結果の方が、よりモニタリング結果と整合した。 
 

• PCVの漏えい箇所の仮定によって放出量は変化するため、今後
も精査していく。 

4.2.6 1F2プラント挙動のまとめ 

178



4.3 1号機のプラント挙動への影響 
• 1号機は2，3号機に比べ事象進展が早いこと、また、RCICと類似機構の

HPCIは作動しなかったことから、S/C水の温度成層化が生じた可能性は
低い 
– ただし、RPV圧力が高い期間に設定圧の最も低い特定のS/R弁が連

続して開いていたと考えられるため、S/R弁の連続開による局所的な
水温上昇の効果については検討が必要 

• 海水によるS/C外面冷却は無かったと推定される 
– S/Cベント弁小弁の手動開操作のためにトーラス室へ入っているが、

蒸気や湿度を確認したとの情報はない* 
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出典：原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議に対する日本国政府の報告書、JNES-RE-2011-0002 

*東京電力、「福島第一原子力発電所事故の初動対応について」、平成23年12月22日 
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5. 環境への放射性物質の放出量の推定 

環境への放射性物質の放出量は、原子炉停止時に炉心に存在していた放射性物質の量
に、事象進展解析で求まる放出割合をかけて推定する。 
 
•原子炉停止時に炉心に存在していた放射性物質の量は、地震で停止するまでの直近
の連続運転時間を踏まえて一般的な炉心での放射性物質の生成等をORIGEN2にて解析
した結果を使用 
 
•MELCORでの初期インベントリに対する放出割合の計算では減衰を考慮しないため、
主要な10核種について下記のように減衰を考慮して放出量を算出 
  ある放射性核種Zが、時間tからt+Δtの間に放出される放出量Qtは 
  Qt = At x Rt 
        At: 核種Zの時刻tにおける放射能 
    Rt: 核種Zが属する元素群が時刻tからt+Δtの間に放出される割合 
  として算出。 
  総放出量は時刻t=0から解析時間の範囲でQtを積分して算出。 
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5.1 環境への放射性物質の放出量の推定(1号機) 

出典：原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議に対する日本国政府の報告書、JNES-RE-2011-0002記載の1号機に関する感度解析2の結果 

元素群 
初期インベントリに対す

る放出割合(-) 

希ガス 9.5×10-1 

CsI 6.6×10-3 

Cs 2.9×10-3 

Te 1.1×10-2 

Ba 4.0×10-5 

Ru 9.0×10-10 

Ce 1.4×10-7 

La 1.2×10-7 

D/W気相部漏えい口 
約35 cm2 

核種 放出量 (Bq) 

Xe-133 3.4×1018 

I-131 1.2×1016 

Cs-134 7.1×1014 

Cs-137 5.9×1014 

Sr-89 8.2×1013 

Ba-140 1.3×1014 

Te-132 2.5×1016 

Ru-103 2.5×1009 

Pu-241 3.5×1010 

Cm-242 1.1×1010 
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5.2 環境への放射性物質の放出量の推定(2号機) 

元素群 

早期PCV漏
えいを仮定
した場合の
放出割合* 

S/P温度成層化を仮定した場
合の放出割合 

PCV上部 
(約50 cm2)** 

S/C 
(約32 cm2) ** 

PCV上部 
(約32 cm2) ** 

希ガス 9.6×10-1 3.9×10-1 8.6×10-1 

CsI 6.7×10-2 9.1×10-4 5.4×10-2 

Cs 5.8×10-2 2.4×10-4 1.7×10-2 

Te 3.0×10-2 3.8×10-4 2.1×10-2 

Ba 2.6×10-4 7.4×10-6 6.8×10-4 

Ru 5.4×10-10 1.2×10-11 2.0×10-9 

Ce 4.0×10-6 1.3×10-12 1.1×10-10 

La 8.4×10-7 9.7×10-10 1.87×10-7 

初期インベントリに対する環境への放出割合 

*原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議に対する日本国政府の報告書、
JNES-RE-2011-0002記載の2号機に関する事業者解析2の結果   
**主たる漏えい口 

核種 

早期PCV漏えい
を仮定した場合* 

S/P温度成層化を仮定した
場合 

PCV上部 
(約50 cm2)** 

S/C 
(約32 cm2) ** 

PCV上部 
(約32 cm2) ** 

Xe-133 3.5×1018 1.3×1018 3.0×1018 

I-131 1.4×1017 1.8×1015 1.0×1017 

Cs-134 1.6×1016 6.8×1013 4.5×1015 

Cs-137 1.4×1016 6.0×1013 4.0×1015 

Sr-89 6.8×1014 1.9×1013 1.7×1015 

Ba-140 1.1×1015 3.1×1013 2.7×1015 

Te-132 5.7×1016 6.6×1014 3.4×1016 

Ru-103 1.8×1009 4.0×1007 6.4×1009 

Pu-241 1.2×1012 3.7×1005 3.2×1007 

Cm-242 7.7×1010 9.0×1007 1.6×1010 

環境への放出量(Bq) 
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元素群 
PCV漏えいがな

い場合* 

PCV漏えいを仮
定した場合 

(今回の解析結
果) 

希ガス 9.9×10-1 8.8×10-1 

CsI 3.0×10-3 1.6×10-2 

Cs 2.7×10-3 1.4×10-2 

Te 2.4×10-3 1.5×10-2 

Ba 4.3×10-4 1.8×10-4 

Ru 8.6×10-10 9.1×10-9 

Ce 5.0×10-8 9.2×10-10 

La 1.3×10-7 6.6×10-7 

*原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議に対する日本国政府の報告書、JNES-RE-2011-0002記載の3号機に関する感度解析2の結果 
 

核種 
PCV漏えいが

ない場合* 

PCV漏えいを仮定
した場合 

(今回の解析結果) 

Xe-133 4.4×1018 3.5×1018 

I-131 7.0×1015 3.8×1016 

Cs-134 8.2×1014 4.3×1015 

Cs-137 7.1×1014 3.7×1015 

Sr-89 1.2×1015 5.0×1014 

Ba-140 1.9×1015 8.0×1014 

Te-132 6.4×1015 3.9×1016 

Ru-103 3.2×1009 3.3×1010 

Pu-241 1.6×1010 2.9×1008 

Cm-242 1.4×1010 7.0×1010 

初期インベントリに対する放出割合(-) 
環境への放出量(Bq) 

5.3 環境への放射性物質の放出量の推定(3号機) 
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6. まとめ 
• 3号機及び2号機はRCICからの排出蒸気によってサプレッションプール水に温度

成層化が生じたと仮定すると、D/W圧力の解析値は実測値と概ね整合した。 1号
機は事象の進展が早く、RCICと類似機構のHPCIも起動されていないことから同
様の事象が生じた可能性は低いと考えられる。 

-2号機ではRCICからの排熱の一部が除熱される必要有り 
-温度成層化の詳細な解析は別途数値流体力学(CFD)を用いた計算が必要 
 

• 1，3号機は、トーラス室に海水が流入したことを示唆する情報がなく、S/C外部冷
却を考慮しない解析で概ね実測値と整合する。一方、2号機はトーラス室に海水が
流入した情報があり、S/C外部冷却を考慮した解析の方が、D/W圧力挙動が実測
値と整合した。 
 

• IAEA6月報告書では2号機のD/W漏えい面積が1，3号機に比べて大きい仮定を
用いていたことから、環境への放射性物質放出量が最も大きくなっていた。D/W漏
えいを仮定した3号機の解析ではヨウ素・セシウムが約2％放出されている。 
 

• 放出量の評価はPCV漏えいの仮定(発生時間、漏えい箇所、面積)やベントの状況
が大きく影響するため、各種情報を踏まえて精査していくことが必要。 
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解析条件の比較 添付 

1F1 1F2 1F3 

解析実施時期 昨年6月 昨年6月 本報告 昨年6月 本報告 

S/P温度成層化 × × ○ × ○ 

S/C外部冷却 × × ○ × × 

PCV漏えい箇所 D/W気相部 
D/W気相部 
S/C気相部 

D/W気相部 
又は 

S/C気相部 
漏えい無し D/W気相部 

PCV漏えい面積 
 (cm2) 

7→35 
D/W: 50 
S/C: 300 

0.6→32 0 20 

MCCI反応 ○ ○ × ○ × 
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福島第一原子力発電所１号機 

非常用復水器（IC)作動時の原子炉挙動解析 

平成23年12月9日 
（平成24年3月27日 一部改訂） 

 

 

 

独立行政法人 原子力安全基盤機構 
原子力システム安全部   

別紙４ 
（第４回意見聴取会資料３－２一部改訂） 
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目 次 
１．目的 
２．実測値データ 
３．解析体系 

４．初期事象解析 
５．原子炉圧力急減に関する検討 

６．再循環ポンプ入口温度挙動の考察 

７．非常用復水器の継続運転を仮定した感度解析 

８．まとめ 
 

 付録１ 原子炉圧力急減に関するFTA 

 付録２ 原子炉圧力急減に関する感度解析 

 付録３ IC蒸気流量の検討 

  （１） IC蒸気流量の検討 
（２） IC戻り水温度の検討 
（３） 伝熱管汚れ度の感度解析 

※本改訂版では、IC戻り水温度等の情報に基づいて「付録3 IC蒸気流量の検討」を追加している。 
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■福島第一原子力発電所１号機について、事故の
初期事象を解析し、実測値と比較することにより、
非常用復水器（IC)作動時の原子炉挙動を検討す
る。 

１．目的 
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（設置許可申請書に記載の数値） 

型式 タンク型

基数 2

蒸気流量 100.6　ｔ/h

蒸気温度 286　℃

復水出口圧力 70.3　ｋｇ/ｃｍ
２
ｇ

復水出口温度 286　℃

伝熱容量 36.2×10
６
　kcal/h

タンク有効保有水量 106　ｍ
３

（東電報告書に記載の図） 

非常用復水器（IC) の仕様 

非常用復水器（ＩＣ）の構成 
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過渡現象記録装置データ 

２. 実測値データ 

原子炉圧力 

IC（A系）出口弁開度 

IC（B系）出口弁開度 

原子炉水位 

原子炉出力 

主蒸気流量 

・事故初期の短時間の時系列データとしては、過渡現

象記録装置データ(約30分間)と記録計チャート(多くは

約50分間)が得られている。 
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記録計チャートのデータ 

原子炉圧力 

圧力 高 

時間 

水位高 

時間 
原子炉水位 
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３. 解析体系 

ＲＥＬＡＰ５コードの解析体系 

主蒸気管 

・RELAP5/MOD3.3 コードにより炉
心溶融発生までの事象を解析。 

・圧力容器内のノーディング、各部
の体積、構造材等のデータは、実
機プラントデータを元に作成。 

・ＩＣによる蒸気凝縮、自然循環を模
擬できるように、タンク水、伝熱管、
配管のノードを追加。 独立して操
作できるように２基をモデル化。 

・ＰＬＲ入口温度計測点が、ＩＣ注入
箇所より上流にある点を考慮して、
ＰＬＲ入口温度計測点のノードを追
加。  

 

 

IC 

200 
300 

再循環ライン、
図では1系統を
示したが、Ａ，
Ｂの2系統模擬 

ＩＣは2系統が合流し、
Ｂ系再循環ラインのポ
ンプ入口側に流入 

ＩＣ、図では
1系統を示し
たが、Ａ，Ｂ
の2系統模擬 

温度計
測点 

再循環
ポンプ 

圧力容器 

炉心部 
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解析条件 

初期条件

　　　　項目 条件

初期原子炉出力 1380MWt（定格出力）

初期原子炉圧力 6.817MPa[gage]（実機データ）

初期原子炉水位 通常水位

●解析条件は、できる限り実機の状態と一
致させた。 

①初期原子炉出力、圧力は、過渡記録装置
のデータと一致させた。 

②崩壊熱は、ＭＥＬＣＯＲコードで使用した値
（ＯＲＩＧＥＮモデル）を使用した（ＲＥＬＡＰ
コードの標準は保守的なＡＮＳモデル）。 

③逃し安全弁は、安全弁モードでの開閉を
仮定。 

④ＩＣの伝熱特性は、伝熱管の伝熱面積（工
認記載値）を入力して模擬した。 
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実測値(記録計チャート)

地震発生
原子炉スクラム

IC自動起動

IC手動停止

IC手動
起動・停止
（3回）

SR/V開閉

・IC（1台）の手動起動・停止操作が3回行われた部分の水位の解析値は、記録計チャー

トのデータと良く一致している。 

・最後にICが停止した後は、原子炉圧力は上昇し、主蒸気逃し安全弁の開放設定圧ま

で上昇し、逃し安全弁の開閉が続いている。 

解析結果（初期１．５時間） ４．初期事象解析 

・2台のIC起動時に実測値は、約7.2MPa→約4.6MPa[gage]、約2.6 MPa低下、解析値も

ほぼ同様の変化を示した。 

・伝熱容量は２台のIC起動時に約6.3×107kcal/h、１台のIC起動時に約3.3×107kcal/hと

の解析結果となった。 

 その際の蒸気流量はそれぞれ約110t/h及び約60t/hであり、設置許可申請書記載値

（100.6t/h/台）とは一致していないが、これは「付録3」に示すように、作動時の条件が

設定条件とは異なっていることによるものと考えられる。 

・水位の解析値は、減圧時にやや高目、圧力上昇時にやや低目になっている。炉心ボイ

ド率が解析の方がやや大きい可能性がある。 

ＩＣ流量 

ＩＣ伝熱量 原子炉圧力 

原子炉水位 
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IC手動
起動・停止
（3回）

SR/V開閉

解析結果（初期３時間） 

・逃し安全弁の開閉が続くと、蒸気が圧力容器から失わ

れるため、原子炉水位は、低下していく。事象開始から

約2.5時間後(17：20頃)に炉心の露出が開始している。 

原子炉圧力 

原子炉水位 

ＩＣ流量 

ＩＣタンク水量 
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５． 原子炉圧力急減に関する検討 

●地震スクラム後にMSIVが閉鎖することにより、原子炉圧力は

上昇する。その後、IC2台が自動起動すると、原子炉圧力は急

速に低下している。この圧力低下が、漏えい等の他の原因で生

じている可能性が議論されている。 

 

●この検討のため、FTAにより圧力低下に至る要因を抽出し検

討を行った（付録１参照）。 

 

●IC以外に原子炉圧力低下に至る要因として、特に一次系か

らのインベントリ流出の観点から、漏えい（気相、液相）、SRV作

動(手動）考えられる。これらの事象について解析を行い、検討

した（付録２参照） 。  
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漏えい解析ケース

漏えい箇所 漏えい面積(cm
2
)

再循環ライン、IC非接続側（A) 0.1

0.3

3

再循環ライン、IC接続側（B) 0.3

3

蒸気相（主蒸気ライン） 0.1

0.3

3

ＩＣ戻り水配管 （液相） 3

ＩＣ配管 （蒸気相） 3

RPV

ＩＣ

SR/V

リーク（B）
リーク（A）

リーク（Ｃ）

リーク（Ｄ-2）

リーク（Ｄ-1）

RPV

ＩＣ

SR/V

リーク（B）
リーク（A）

リーク（Ｃ）

リーク（Ｄ-2）

リーク（Ｄ-1）

漏洩箇所の想定 

解析ケース 

漏えい解析結果 

ここでは、液相漏えい、気相漏えいの代表ケースとして下記

の網掛けの結果を示す。（他のケースは、付録2参照） 

・申請書記載の中小破断事故（破断面積74cm2)や大破断事故（破断面積0.28m2)

の場合は、水位が数十秒の短時間で炉心露出まで低下している。今回の事象初

期に漏えいが発生したとしても、極小の漏えい面積と考えられる。直径2ｃｍ程度の

配管破断に相当するリーク面積（３ｃｍ２）の場合を中心に解析を行った。 
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【１】 再循環ライン漏えい、IC非接続側（A) 

・漏えいが発生するとインベント

リーが失われていくので、次第に原

子炉圧力の上昇速度は大きくなる。

（同じ崩壊熱に対して、水が少ない

ため。）このため圧力を一定範囲に

保つため頻繁に起動・停止する必

要がある。 
・水位は、漏えいにより低下し、実

測値と次第に乖離していく。 

漏えい面積 3cm2 のケース 

ＩＣの手動操作は、実際

の圧力データの最大最

小の幅の中で、操作す

るとして解析した。他の

解析も同様。 

（初期の漏えい流量は約７２Ｔ/Ｈ （２０kg/s）） 
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 漏えい面積  0～0．3cm2のケース 

（ 0．3cm2の場合、初期の漏えい流量は約７．２Ｔ/Ｈ （ ２．０kg/s ）） 

・漏えい面積が0．3cm2以下の場合

は、原子炉圧力や原子炉水位の応

答の実測データとの差はほとんど

無い。 

【１】 再循環ライン漏えい、IC非接続側（A) 
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【２】 蒸気相漏えい（主蒸気ライン） 

・蒸気相の漏えいの場合は、圧力の低

下が大きい。圧力の上昇速度も小さくな

る。 

・水位は、漏えいにより低下し、実測値と

次第に乖離していくが、蒸気相の漏えい

の場合は同じ漏えい面積に対し質量流

量は小さいので、水位変化も小さい。 

漏えい面積 3cm2 のケース （初期の漏えい流量は約９．０Ｔ/Ｈ （ ２．５kg/s ）） 
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 漏えい面積  0～0．3cm2のケース 

（ 0．3cm2の場合、初期の漏えい流量は約０．７２Ｔ/Ｈ （０．２kg/s）） 

・漏えい面積が0．3cm2以下の場合

は、原子炉圧力や原子炉水位の応

答の実測データとの差はほとんど

無い。 

【２】 蒸気相漏えい（主蒸気ライン） 
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６．再循環ポンプ入口温度挙動の検討 
 ICからの戻り水配管は、IC2基分が合わせてB系の再循環ポンプ入口に接続されて
いる。IC作動時、冷たい戻り水により再循環ポンプB系入口温度が低下するが、IC戻り
水配管が接続されていないA系も、B系の温度挙動に呼応した挙動を示している。 
 このため、Ａ系再循環配管の漏えい等の異常の可能性が議論されている。この温度
挙動について検討した。 

温度 高 

時間 

再循環ポンプ
入口温度 

記録計チャートのデータ 
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再循環ポンプ入口温度挙動の考察 
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①ICの作動により、再循環ラインB系に冷たい水が注入

されると、再循環ラインの自然循環が減少していく。 

②ＩＣ戻り水の一部は、ダウンカマ側に逆流する。温度計

（Ｂ）は、ＩＣ注入箇所より圧力容器側に設置されている

ため、この温度が低下する。 

③ダウンカマ下部は流れが停滞している部分なので、こ

の部分の温度も低下していく。 

④再循環ラインＡ系は、ポンプトリップ後もわずか自然循

環しているので、このダウンカマの低温の水が、流れ込

んでいく。このため、温度計（Ａ）の温度も低下する。 

⑤ＩＣが停止すると、これらの部分の温度は上昇していく

が、圧力容器内のダウンカマ部の温度の上昇が大きい。 

⑥ＩＣ（１台）が３回操作されたときには、温度計（Ｂ）は、

戻り水と同じように、温度低下する。 

⑦Ａ系の温度計（Ａ）は、ダウンカマの高温水が流入する

ので、ＩＣ作動時に高くなるような変化をする。 

0

100

200

300

400

500

3/11 14:45 3/11 15:00 3/11 15:15 3/11 15:30 3/11 15:45 3/11 16:00 3/11 16:15

日時

温
度

 (
℃

)

解析値 ＜IC戻り水温度＞

実測値＜PLRポンプ(B)入口温度＞

実測値＜PLRポンプ(A)入口温度＞

203



・ＲＥＬＡＰコードは、１次元コードであり、低温水が管内の下

方を逆向きに流れる様な状態は模擬できない。 １次元コー

ドでは、正味の流れに対するバランスを解いている。 

・ＩＣ注入時に強制的にＢ系の流動抵抗を大きくし、冷水が全

て逆流する極端なケースを解析した。ＩＣからの注入水が逆

流し、温度計（Ｂ）が低下する。ダウンカマを通過し、温度計

（Ａ）も低下する様子が、解析されている。 

・さらに検討する必要があるが、ある程度、温度挙動が説明

可能と思われる。 

再循環ポンプ入口温度挙動の検討 
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原子炉圧力(Mpa,g)
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７．非常用復水器の継続運転を仮定した感度解析 
 ICの運転操作とそれに伴う原子炉挙動を検討するため、津波襲来以降、仮に
ICが継続運転された場合、あるいは直流電源が復旧されるなどによりＩＣが再
起動された場合を仮定して感度解析を行った。ＩＣが再起動のケースについて
は、弁が全開でない場合についても検討した。 

【３】 ＩＣ再起動する場合、部分弁開度 

【１】 ＩＣ継続運転する場合 

【２】 ＩＣ再起動する場合 
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【１】 ＩＣ継続運転の場合（津波襲来時にＩＣが運転状態） 

• ケース１Ａ  ： ＩＣタンクへの補給水無しのケース 

• ケース１Ｂ  ： ＩＣタンクへの補給水有りのケース 

 

【２】 ＩＣ再起動に成功する場合（津波襲来時にＩＣが停止状態） 

• ケース２Ａ  ： 炉心が露出後にＩＣ再起動のケース 

• ケース２Ｂ  ： 炉心が露出前にＩＣ再起動のケース 

 

【３】 ＩＣ再起動に成功する場合、部分開度の影響 

• ケース３Ａ  ： ５０％開度のケース 

• ケース３Ｂ  ： ２５％開度のケース 

• ケース３Ｃ  ： １０％開度のケース 

ＩＣ継続運転を仮定した感度解析ケース 
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【１】ケース１Ａ ： ＩＣ継続運転、ＩＣタンクへの補給水無し（初期５時間） 

・津波襲来時にICが運転状態であり、運転が継続できた

場合は、原子炉圧力は低下していくが、原子炉水位は

維持される。事象開始後約3.5時間には、ICの二次側保

有水が無くなるので、ICが停止する。このため、原子炉

圧力は上昇していく。 

原子炉圧力 

原子炉水位 

ＩＣ流量 

ＩＣタンク水量 
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IC2次側水量
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【１】ケース１Ａ ： ＩＣ継続運転、ＩＣタンクへの補給水無し（初期１０時間） 

・ 事象開始後約5時間には逃し安全弁が開き、開

閉が続く。これにより、原子炉水位が低下して行き、

事象開始後約8時間(22：40頃)に炉心の露出が開

始している。 
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ＩＣ流量 

ＩＣタンク水量 
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【１】ケース１B ： ＩＣ継続運転、ＩＣタンクへの補給水有り（初期５時間） 

・津波襲来時にICが運転継続できた場合は、事象開

始から約3.5時間後には、ICの二次側保有水が無くな

るが、さらに、ＩＣタンクへの補給水が成功した場合は、

ICの運転が継続する。逃し安全弁は開かないため原

子炉水位は低下せず、炉心は健全に保たれる。 

ＩＣタンク水量 
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原子炉水位 

ＩＣ流量 
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【２】ケース２Ａ ： ＩＣ再起動、炉心露出後（初期５時間） 

・ＩＣの弁操作により、ＩＣが再起動した（18：15と仮定）

ケースを解析した。（時系列記録によれば、18：18頃に

ＩＣの弁開操作が行われている。）この時点で、炉心は

露出しているため、原子炉水位は回復することなく、

炉心露出が継続している。 

ＩＣタンク水量 

原子炉圧力 

原子炉水位 

ＩＣ流量 
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・ＩＣの弁操作により、ＩＣが再起動した（16：15と仮定）

ケースを解析した。この時点で、炉心は露出していな

いため、原子炉水位は維持される。ただし、ＩＣにより

崩壊熱は除去されるが、ＩＣタンクの水位は低下してい

くので、補給水が必要となる。 

原子炉圧力 

原子炉水位 

ＩＣ流量 

ＩＣタンク水量 

【２】ケース２Ｂ ： ＩＣ再起動、炉心露出前（初期５時間） 
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【３】ケース３Ａ ： ＩＣ再起動、 50％開度（初期５時間） 

原子炉圧力 

原子炉水位 

ＩＣ流量 

ＩＣタンク水量 

・ＩＣの弁操作により、ＩＣが再起動した（16：15と仮定）条件で、

かつ、弁が全開で無い場合の解析を行った。弁開度を５

０％に絞り、ＩＣの流量を60％程度とした。このＩＣ流量でも崩

壊熱は除去されるため、原子炉圧力は低下して、原子炉水

位は維持される。 
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【３】ケース３Ｂ ： ＩＣ再起動、 25％開度（初期５時間） 

原子炉圧力 

原子炉水位 

ＩＣ流量 

ＩＣタンク水量 

・弁開度を25％に絞り、ＩＣの流量を30％程度とした。このＩ

Ｃ流量では、原子炉圧力は低下せず逃し安全弁の開閉

が続き、原子炉水位は低下していく。崩壊熱が減衰し、Ｉ

Ｃの除熱量が勝る時間になると原子炉圧力は低下し、逃

し安全弁は閉止する。水の流出が無くなるため、その後

は原子炉水位は維持されることとなる。 

213



IC2次側水量

0

50

100

150

200

3/11
14:30

3/11
15:00

3/11
15:30

3/11
16:00

3/11
16:30

3/11
17:00

3/11
17:30

3/11
18:00

3/11
18:30

3/11
19:00

3/11
19:30

日時

質
量

 (t
on

)

解析値（IC2次側水量A系)

解析値（IC2次側水量B系)

IC流量

0

100

200

300

400

3/11
14:30

3/11
15:00

3/11
15:30

3/11
16:00

3/11
16:30

3/11
17:00

3/11
17:30

3/11
18:00

3/11
18:30

3/11
19:00

3/11
19:30

日時

流
量

 (
to

n/
h)

解析値

原子炉水位 (mm)

-6000

-4000

-2000

0

2000

4000

6000

8000

3/11
14:30

3/11
15:00

3/11
15:30

3/11
16:00

3/11
16:30

3/11
17:00

3/11
17:30

3/11
18:00

3/11
18:30

3/11
19:00

3/11
19:30

日時

T
A

F
基

準
の

水
位

 (
m

m
）

解析値(燃料域水位計)

実測値(NRの燃料域換算)

地震発生
原子炉スクラム

IC自動起動

IC手動停止

IC手動
起動・停止
（3回）

SR/V開閉

IC再起動

炉心露出開始

原子炉圧力(Mpa,g)

0

1

2

3

4

5

6

7

8

3/11
14:30

3/11
15:00

3/11
15:30

3/11
16:00

3/11
16:30

3/11
17:00

3/11
17:30

3/11
18:00

3/11
18:30

3/11
19:00

3/11
19:30

日時

圧
力

(M
pa

,g
） 解析値

実測値（過渡記録装置）

地震発生
原子炉スクラム

IC自動起動

IC手動停止

IC手動
起動・停止
（3回）

SR/V開閉

IC再起動

【３】ケース３Ｃ ： ＩＣ再起動、 10％開度（初期５時間） 

原子炉圧力 

原子炉水位 

ＩＣ流量 

ＩＣタンク水量 

・弁開度を10％に絞り、ＩＣの流量を10％程度とした。

このＩＣ流量では、原子炉圧力は低下せず逃し安全弁

の開閉が続き、原子炉水位は低下していく。崩壊熱が

ＩＣの除熱量より大きいため、逃し安全弁の開閉が続

き、炉心露出に至ることとなる。 
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■福島第一原子力発電所１号機について、事故の初期事象を解析し、実
測値（過渡記録装置データ及び記録計チャート）と比較することにより、
非常用復水器（IC)作動時の原子炉挙動を検討した。 

 

■IC作動時に原子炉圧力が急速に低下している点に関して、破損による
漏えい等の可能性が議論されているため、漏えいを仮定した感度解
析を行った。ここで仮定した漏えい面積0.3cm2以下の場合は、原子炉
圧力・原子炉水位の解析結果と実機データとに有意な差は無い。 

 

■ IC作動時の再循環ポンプ入口温度（A,B)挙動に関して検討した。解析
コードの制約により詳細な模擬は出来ないが、B系に注入されたＩＣ戻
り水が、ダウンカマを介してA系へ流入しているものと推定される。 

 

■津波襲来以降、仮にICが継続運転された場合、あるいは再起動された
場合の原子炉挙動について検討した。炉心露出以前にICが作動し、Ｉ
Ｃタンクへの補給水が可能な場合には、 逃し安全弁の長時間の作動
が回避され、原子炉水位が維持される。 

８. まとめ 
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【付録1】 原子炉圧力急減に関するFTA 
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 地震スクラム後のMSIV閉鎖による原子炉圧力の上昇は、IC作動による
急速圧力低下により抑制されたとされている。 IC作動の圧力低下はかな
り大きいため、他の要因（漏洩等）も考えられ、議論が行われている。 
 この検討のため、次頁のFTAにより圧力低下に至る要因を抽出し検討し
た。IC以外に原子炉圧力低下に至る要因としては、 
 
   （１）SRV等の作動 
   （２）漏洩・破断（液相、気相） 
   （３）一次系の急速冷却 
   （４）原子炉出力急減 
 
が考えられるが、ここでは（３）（４）は考えにくいことから、（１）（２）につい
て解析を行うこととした。 

原子炉圧力急減に関するFTA 

217



福島第一原子力発電所１号機　原子炉圧力急速低下に関するFTA

（発生事象) (原子炉圧力挙動） (原子炉水位挙動）

原子炉圧力急低下
（地震・MSIV閉によ
る圧力上昇後）

（破損無し）
IC断続運転
（自動/手動)

原子炉一次系、及びICの設計情報に基づく各種機器の特性を用
いて、原子炉圧力急減が模擬できる

原子炉一次系及びICの設計情報に基づく各種機器の特性を用い
て、原子炉水位挙動が模擬できる

IC性能の異常
（冷却過多）

熱交換性能急増 （地震による性能向上は考えにくい） （地震によるIC性能向上は考えにくい）

他システム作動によ
る減圧

逃がし安全弁誤開放
（自動）

原子炉圧力は逃し弁の開設定圧に達しておらず、開放しない。（但
し過渡現象記録装置の記録無し）

原子炉圧力は逃し弁の開設定圧に達しておらず、開放しない。仮
に逃がし弁が開放すれば、これに伴い原子炉水位は鋸歯状の応
答を示すはずであるが、実機データでは見られていない。

逃がし安全弁開放
（手動）

逃し弁開操作を想定して解析した結果、１弁あたり除熱容量がIC1
基の容量よりも大きいため、圧力変化はIC作動の場合よりも大き
い。また、圧力を一定範囲に保つため頻繁に開閉する必要があ
る。しかしながら、このような圧力挙動は実機データでは見られて
いない。

逃し弁開手動操作を想定した解析では、逃し弁開放に伴い原子炉
水位は徐々に低下する。しかしながら、実機データではこの傾向
は見られない。

一次系からの漏洩
（破損有り）

冷却材圧力バウンダ
リ破損（気相）

IC蒸気配管漏洩
気相部（IC蒸気配管）からの小漏洩を想定した解析では、ICでの熱
交換量が減少するが、蒸気漏洩による除熱のため原子炉圧力の
低下量は大きい。また、MSIV閉鎖後の圧力上昇は緩やかとなる。

気相部（IC蒸気配管）からの小漏洩を想定した解析では、RPVのイ
ンベントリ量は徐々に流出することになるので、原子炉水位は除所
に低下する。（下記の主蒸気管漏洩とほぼ同じ影響）

RPV(蒸気相)漏洩
RPV圧力への影響としては、漏洩蒸気と崩壊熱による発生蒸気の
バランスで決まるので、下記の主蒸気管からの蒸気漏洩を想定し
た場合と同様の影響となる。

RPVインベントリへの影響としては、給水量（電源喪失以降は無し)
と漏洩蒸気量で決まるので、下記の主蒸気管からの蒸気漏洩を想
定した場合と同様の影響となる。

主蒸気管漏洩
（MSIV含む）

気相部（主蒸気管）からの漏洩を想定した解析では、原子炉圧力
は漏洩開始後、漏洩が大きい場合はMSIV閉時の圧力上昇は緩や
かとなる。

気相部(主蒸気管部)からの漏洩を想定した解析では、原子炉水位
は漏洩開始後、継続的に低下していく。一方、実機挙動では、SRV
開放まで水位低下は見られていない。

冷却材圧力バウンダ
リ破損（液相）

RPVに繋がる配管小
漏洩(小LOCA）

小漏洩（3cm2)を想定した解析では、崩壊熱による蒸気発生が十
分なため、初期には原子炉圧力は殆ど低下しない。このためIC（ま
たはSRV）の作動が必要となる。したがって、圧力挙動のみから小
漏洩の有無は推定できない。

小漏洩（3cm2)を想定した解析では、原子炉水位は徐々に低下し
ていく。また、0.3cm2漏洩の場合も、原子炉水位低下が見られる。
しかしながら、実機データでは、SRV作動前は原子炉水位の低下
は見られない。

RPV（液相)小漏洩
RPV液相部からの小漏洩では、漏洩量と崩壊熱による蒸気発生に
よりRPV圧力へ影響するので、上記の配管小漏洩(小LOCA)と同
じ。

RPV液相部からの小漏洩では、RPV冷却材インベントリへの影響
としては上記と同じである。したがって、水位低下も同様となるもの
と考えられる。

IC戻り配管漏洩

IC戻り配管からの小漏洩は、IC流量が増加するため一時的に熱交
換量が大きくなり除熱が促進されること、及び、RPVからの蒸気も
放出することになるので、原子炉圧力は大きく低下する。（気相部
漏洩に近い応答となる）

IC戻り配管からの小漏洩は、RPVからの蒸気を放出することにな
るので、インベントリの減少により原子炉水位は徐々に低下する。

一次系の異常な急速
冷却

給水流量急増
(ボイド凝縮)

外電喪失時点で給水ポンプは停止しており給水流量はゼロ。給水
の急増は無い。給水増加によりボイド量が急激に減少したとは考
えられない。

外電喪失時点で給水ポンプは停止しており給水流量はゼロ。給水
の急増は無い。給水増加により、ボイド変化、RPVインベントリが
急激に変化したとは考えられない。

ECCS等誤起動
（蒸気凝縮)

ECCS等の炉内への注水はない。
したがって、ECCS注水により圧力が変動したとは考えられない。

ECCS等の炉内への注水はない。
（注水があれば原子炉水位の上昇として現れるはず）

再循環ポンプ誤起動
(ボイド凝縮)

再循環ポンプは停止しており、外電喪失時点で再循環ポンプ電源
は無く、ポンプ起動は無い。

再循環ポンプは停止しており、外電喪失時点で再循環ポンプ電源
は無く、ポンプ起動は無い。

原子炉出力急減
（発生蒸気急減）

原子炉出力（APRM)は既にゼロ（崩壊熱のみ）であり更なる出力低
下は無い。（更に蒸気発生量が急減して圧力が低下したとはいえ
ない）

原子炉出力（APRM)は既にゼロ（崩壊熱のみ）であり更なる出力低
下は無い。（更に出力低下して、炉内ボイド量が変化(水位が変化)
したとはいえない）

****************************** 評価結果　****************************解析ケース
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【付録２】 原子炉圧力急減に関する感度解析 
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原子炉圧力急減に関する感度解析 

炉圧急速低下の要因（付録１参照）のなかで、可能性が考えられる以
下の解析を実施した。 
 
（１）圧力抑制として、ICではなくSRVが作動した場合について、原子炉圧
力、原子炉水位への影響を評価した。  
 
（２）炉内インベントリの変化の観点から主蒸気漏えい（気相）、再循環配
管漏えい（液相）について、原子炉圧力、原子炉水位への影響を評価した。 
 また、今回の注目機器であるICの入口蒸気配管、戻り水配管からの漏
えいについても評価した。 
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（１） 逃し弁による圧力調整操作の解析 

・IC（1台）の手動起動・停止操作が3回行わ

れたとされているが、この圧力調整操作が、

逃し安全弁で行われたとした場合の解析を

行った。 

・逃し安全弁１弁の方が、IC1台の蒸気流量

より大きいので、圧力変化は大きくなる。この

ため圧力を一定範囲に保つため頻繁に開閉

する必要がある。また、水位がこれにより、低

下していく。 

・しかしながら、このような圧力・水位挙動は

実機データでは見られていないことから、逃

し弁が操作された可能性は、小さいものと考

えられる。 
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（２） 漏えい解析 
・申請書記載の中小破断事故（破断面積74cm2)や大破断事故（破断

面積0.28m2)の場合は、水位が数十秒の短時間で炉心露出まで低下

している。今回の事象初期に漏えいが発生したとしても、極小の漏え

い面積と考えられる。直径2ｃｍ程度の配管破断に相当するリーク面

積（３ｃｍ２）の場合を中心に解析を行った。 

RPV

ＩＣ

SR/V

リーク（B）
リーク（A）

リーク（Ｃ）

リーク（Ｄ-2）

リーク（Ｄ-1）

RPV

ＩＣ

SR/V

リーク（B）
リーク（A）

リーク（Ｃ）

リーク（Ｄ-2）

リーク（Ｄ-1）

漏えい解析ケース

漏えい箇所 漏えい面積(cm
2
) ケース名

再循環ライン、IC非接続側（A) 0.1 A-1

0.3 A-2

3 A-3

再循環ライン、IC接続側（B) 0.3 B-1

3 B-2

蒸気相（主蒸気ライン） 0.1 C-1

0.3 C-2

3 C-3

ＩＣ戻り水配管 （液相） 3 Ｄ-1

ＩＣ配管 （蒸気相） 3 Ｄ-2

A-1、C-1の図は、 A-2、C-2の図とほぼ類似であ

り、本文中に示したので、以下では省略した。 

漏洩箇所の想定 

解析ケース 
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①  再循環ライン漏えい、IC非接続側（A) 
・漏えいが発生するとインベントリーが失われていくので、次第に圧

の上昇速度は大きくなる。（同じ崩壊熱に対して、水が少ないた

め。） 水位は、実測値と次第に乖離していく。 

A-3 漏えい面積 3cm2 

ＩＣの手動操作は、実際

の圧力データの最大最

小の幅の中で、操作す

るとして解析した。他の

解析も同様。 
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B-1 漏えい面積 0.3cm2 

② 再循環ライン漏えい、IC接続側（B) 
・IC接続側の漏えいの方が、漏えい水のエンタルピー小さい（冷た

い）ために、臨界流量は大きくなり、水位の低下速度は、やや大きく

なる。 

B-2 漏えい面積 3cm2 
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C-2 漏えい面積 0.3cm2 

③ 蒸気相漏えい（主蒸気ライン） 
・蒸気相の漏えいの場合は、圧力の低下が大きい。圧力の上昇速

度も小さくなる。 

C-3 漏えい面積 3cm2 
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Ｄ-1 液相、漏えい面積 3cm2 

④ ＩＣ配管漏えい 
・液相漏えいの場合は、ＩＣでの蒸気の凝縮量が増え、圧力の低下

は大きくなる。蒸気相の漏えいの場合は、主蒸気ラインの蒸気漏え

いと同様である。 

Ｄ-2 蒸気相、漏えい面積 3cm2 
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【付録3】 IC蒸気流量の検討 

（１） IC蒸気流量の検討 
 （２） IC戻り水温度の検討 

     （3） 伝熱管汚れ度の感度解析 
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IC流量
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解析値

（１） IC蒸気流量の検討 

・申請書では、ICの蒸気流量は100.6t/hと記載

されているが、解析値は下図のように、2台作

動時に110t/h程度、１台作動時に60t/h程度と

申請書記載値と異なっている。 

  

・この原因は、実機と設計計算の条件との違

いによるものと考えられ、これについて検討し

た。 

IC交換熱量
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ＩＣ流量 ＩＣ伝熱量 

（設置許可申請書に記載の数値） 

型式 タンク型

基数 2

蒸気流量 100.6　ｔ/h

蒸気温度 286　℃

復水出口圧力 70.3　ｋｇ/ｃｍ
２
ｇ

復水出口温度 286　℃

伝熱容量 36.2×10
６
　kcal/h

タンク有効保有水量 106　ｍ
３

非常用復水器（IC) の仕様 
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ICの熱バランス 

●ICでの除熱量をQ、流量をW、流入蒸気の
エンタルピーをHg 、出口水のエンタル
ピーをHoutとすると、 

        Q = W (Hg – Hout) 

   が成立する。 

●申請書には、W=100.6t/hの蒸気流量が記載されて
いる。 

設計では、 70.3kg/cm2gの圧力、Q=36.2×106kcal/hの
除熱量の下で、飽和蒸気が飽和水となる（Hout = Hf)
条件としていると推定される。 

この場合、流量については、 

     W = Q / (Hg - Hf)      となるが、 

Q=36.2×106kcal/h、Hg=662kcal/kg、Hf=302kcal/kgを
入力し、W=100.6t/hとなることが確認できる。 

設計計算の条件 

Q = W (Hg - Hout) 

Tg 

W 

Tpool 

Q 

A 

Tout 

k 
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設計の条件 
・2台ICの除熱量は崩壊熱の約6% 

     

 

・蒸気相での除熱 

 

 

実機の条件 
・IC起動時の崩壊熱は約2% 

 

 

・蒸気相及び液相での除熱 

 

 

入
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  Q=36.2×106kcal/hは、定格出力1380MWtの 
  約3%の除熱容量（2台で約6%）となる。 

ICは、飽和蒸気が出口で飽和水となる条件で、
必要伝熱面積を求め、この面積に余裕を加え
て設計していると推定される。 

ICが2台起動したときの崩壊熱レベルは、約2%であり、
設計の条件の約6%（2台）と異なっている。 

①崩壊熱レベル(2%）はICの設計条件（6%）に比べて
低かった。 
②実機のICでは、伝熱面積は設計より余裕を持って
製作されている。 
③実機の2次側プールの温度は、設計の100℃では
なく26℃である。  
 

実機では、蒸気を飽和水まで凝縮し、さらに液相も
で除熱し、その結果出口はサブクール水となったと
考えられる。 

蒸気での凝縮除熱のみ 蒸気での凝縮除熱 
液相での          

サブクール除熱 
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● 設計：２系統で崩壊熱の６％を除熱 

    今回のIC起動時：崩壊熱は２％ 

    → 作動条件が異なっている 

 

●設計：蒸気はIC伝熱管内で凝縮され出口は飽和温度（蒸気での凝縮除熱のみ） 

 今回のIC起動時：蒸気凝縮後さらに液相が除熱され出口温度はサブクール水となる 

  → 除熱状態が異なっている 

 

 

設計条件を再現するため、 

●IC2台起動時に崩壊熱を６％に増加させ、作動条件を設計条件に近づける。 

●設計の条件（蒸気凝縮のみ）となるように、伝熱面積を設定し、除熱状態を合わせる。 

の二段階の解析を行い、 ICの蒸気流量に関して、解析値と申請書記載値との差を 
説明できるか検討した。 

 

設計計算と実機の条件の違い 
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（1）再現解析（崩壊熱２％、蒸気凝縮＋サブクール除熱） 

（2） IC2台起動時に崩壊熱を６％に変更 

（3）蒸気での凝縮除熱のみの伝熱現象に変更 

ＩＣ流量 

ＩＣ流量 

ＩＣ流量 

炉出力（入力値）とＩＣ伝熱量 

炉出力（入力値）とＩＣ伝熱量 

炉出力（入力値）とＩＣ伝熱量 

・ICが2台作動する時点で、崩壊熱は、

約2%となっており、IC蒸気流量は、

120t/h程度となっている。 

・蒸気凝縮のみの除熱としたことで、崩壊熱

はすべて蒸気で凝縮除熱され、（２）の  

ケースに比べて蒸気流量が増え、180t/h 

程度となり、申請書記載値（1台で100.6t/h）

の2倍（2台分) に近づいた。 

・崩壊熱を6%とした場合、ICの除熱

量もそれに相応して増加し、 IC蒸気

流量は、140t/h程度となる。 

再現解析では、崩壊熱が低かったことと、伝熱面積
に余裕があったため、IC出口はサブクール水となり、
炉心からの蒸気発生量は減少するため、IC蒸気流
量が低下していると考えられる。 
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●ICでの除熱量Qは、蒸気相での凝縮除熱（W 
Hfg)と、サブクール除熱(WΔH）となる。 

     Q = W Hfg + WΔH 

 

●IC戻り水温度の計測値（＊）があるため、  
同戻り水温度と比較することにより、サブクー
ル除熱を介して流量の予測精度が評価できる。 

 

（計測値の戻り水温度よりΔHを求め、Wの解
析精度を推定することができる。） 

W = Q/(Hfg +ΔH) 

 
ただし、Hfg：気化潜熱、ΔH：サブクール度、W：IC流量、  
Q：IC除熱量、Tg：蒸気温度、Tpool：ICプール水温度、Tout：
戻り水温度、A：伝熱面積を示す。 

（2） IC戻り水温度の検討 

  W = Q/(Hg－Hout) 

 
Tg 

W 

Tpool 

Q 

A 

Tout 

k 
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IC戻り水温度の計測値 

チャートの温度データ 
  

拡大図 

温度高 

時間 

・事故時の戻り水の温度に関しては、ICの出口部近くに設置

されている温度計データが、チャートに記録されている（＊）。

図にこれを示す。この図からデータ点を読み取り、解析と比

較している。データ点はばらついており、戻り水温度の測定

値には±5℃程度の幅がある。 
（＊）出典：東京電力株式会社,“福島原子力事故調査 
報告書（中間報告書）,添付10-5”, 平成23年12月2日. 
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・B系のICは後半停止した。IC出口上部からの
熱対流によりIC側から冷水が流れ込み、温度が
徐々に低下していくものと考えられる。 

IC戻り水温度の計測値と解析値の比較 

・解析は一点で温度を代表するため、IC出口での
温度を実線で、出口から2m下流での温度を破線
で示す。 
・赤線の実測値に±5℃程度のデータのばらつき
が有るので、ICの作動時の戻り水温度の解析は
実測値と良く合っていると考えられる 。 
・従って、蒸気流量(自然循環流量)に関しても適
切に模擬されているものと考えられる。  
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・IC伝熱管における熱伝達は、表面状態によっても 
変動し、基本解析（黒色）では表面がきれいな状態を 
仮定しているが、ここでは、仮に伝熱管表面の汚れ係数 
が大きくなった状態を想定して解析した（緑色）。 
 
・本解析（緑色）は、基本解析（黒色）に比べて、 
実機の戻り水温度（赤色）に近づく傾向があった。 
 
・以上の解析から、基本解析の戻り水温度はやや低い 
可能性があるが、実機の汚れ係数は正確には 
分からないため、汚れは考慮せずに評価した。 

（３）伝熱管汚れ度の感度解析  
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平成２３年 １０月２４日 
原子力安全・保安院 

原子力発電所の外部電源に係る
状況について 

参考資料１ 
（第１回意見聴取会資料３－１抜粋） 
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（２）変電設備 
 ○変電所における電気設備の耐震設計値については、法令上具体的な規定はないが、日本電気

技術規格委員会 電気技術指針 ＪＥＡＧ ５００３「変電所等における電気設備の耐震設計指針」
において、下表のとおり機器耐震設計地震力を規定。 

項目 がいし形機器及び 
アルミパイプ母線 

変圧器ブッシング 
 

機器設計地震力 機器の架台下端に対し、共
振正弦３波３ｍ/ｓ２ 

ブッシングポケット下端に対し、
共振正弦３波５ｍ/ｓ２ 

（１）送電設備 
 ○鉄塔の耐震設計値については、法令上具体的な規定はないが、鉄塔の強度については、電気  

設備に関する技術基準を定める省令において、風速４０ｍ/ｓの風圧荷重に耐えるよう求めており、

平成７年の電気設備防災検討会（資源エネルギー庁長官の私的検討会）において、この基準で
設計された鉄塔は兵庫県南部地震の地震動（最大加速度８１８ｇａｌ）に耐えうることが確認されて
いる。 

※．がいし形機器及び変圧器ブッシングについては１９８０年、アルミパイプ母線については１９９９年に上表の基準を規定。 

がいし形機器・アルミパイプ母線・変圧器ブッシングの設計地震力 

 ４．参考 
  ①送変電設備及び開閉所における現行の耐震基準 

（３）開閉所設備 
 ○耐震設計については、発電所構内の開閉所は、耐震設計審査指針の耐震重要度分類の考え

方に基づいて、一般産業施設と同等の安全性を保持すればよい耐震Cクラスに分類。各事業者
は日本電気技術規格委員会電気技術指針JEAG５００３を活用。 

  （参考）非常用所内電源系は耐震Sクラス 
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【凡例】 
   ：遮断器 
   ：断路器(投入) 
   ：断路器(解放) 
   ：変圧器 

母線 

母線 

• 変電所の母線、変圧器などは一般的に多重化されており、部分的な故障が発生した場合でも、当該故障箇所を
切り離すことにより、送電能力に支障が生じない。 

• 設備が損傷した場合であっても、一定の絶縁能力等を有している場合には、応急的に使用することは可能。 

投入！ 投入！ 

投入！ 投入！ 

１次側 

２次側 

【故障発生時】 【故障箇所切離し後】 

 ４．参考 
  ②変電所の多重性について（一般的な構成） 
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 ４．参考 
  ③東北地方太平洋沖地震による送変電設備の被害状況 
   （出典：第１回電気設備地震対策ＷＧ資料より抜粋） 

240



○ 主な設備被害を、項目別・震度別に整理した。震度５以上で被害が発生し、震度が高いほ
ど被害率が高くなる傾向にあるが、震度７でも地震動による長期間に亘る著しい設備被害
は生じていない。 

今回の地震の被害数と被害率＜主な被害＞  

設備数 被害数 被害率 

鉄塔 
（基） 

合計 ２８，２０５  ６ ０．０２％ 

震度７ ６３  １ １．５９％ 

震度６ ９，８１４  ３ ０．０３％ 

震度５ １８，３２８  ２ ０．０１％ 

がいし 
（基） 

合計 ２８，２０５ １７ ０．０６％ 

震度７ ６３  ０ ０．００％ 

震度６ ９，８１４ １３ ０．１３％ 

震度５ １８，３２８  ４ ０．０２％ 

電線 
（径間） 

合計 ２８，２０５  ４ ０．０１％ 

震度７ ６３  ０ ０．００％ 

震度６ ９，８１４  ４ ０．０４％ 

震度５ １８，３２８  ０ ０．００％ 

設備数 被害数 被害率 

鉄塔 
（基） 

合計 ３０，５５５  １５ ０．０５％ 

震度７ ２１  ０ ０．００％ 

震度６ ６，２７１  ８ ０．１３％ 

震度５ ２４，２６３  ７ ０．０３％ 

がいし 
（基） 

合計 ３０，５５５ ４１ ０．１３％ 

震度７ ２１  ０ ０．００％ 

震度６ ６，２７１ ３３ ０．５３％ 

震度５ ２４，２６３  ８ ０．０３％ 

電線 
（径間） 

合計 ３０，５５５  ３ ０．０１％ 

震度７ ２１  ０ ０．００％ 

震度６ ６，２７１  ０ ０．００％ 

震度５ ２４，２６３  ３ ０．０１％ 

東北電力 東京電力  

 ※鉄塔倒壊は、盛土の崩壊による土砂により倒壊した66kV夜の森線１基のみ。その他の鉄塔の被害は鉄塔敷地の地
盤亀裂による二次的要因による傾斜、部材変形であり、地震動により倒壊・折損等の送電機能を喪失する被害は無
かった。 

 ４．参考（③東北地方太平洋沖地震による送変電設備の被害状況） 
   ⅰ）送電設備の被害状況 
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500kV 双葉線 

№１ 
№２ 

№３ 

66kV 夜の森線 

№27 №28 

№26 

土砂崩壊 

視点① 

視点② 

 鉄塔の倒壊（視点②） 

←夜の森線№２８ 
 （発電所側） 

夜の森線№２６
→ 

土砂崩壊 

（C）GeoEye  

 法面の土砂崩落 

 法面の土砂崩落（視点①） 

○復旧関係 

 ・３／１８ 迂回ルートにより仮復旧 

  （双葉線№２への迂回） 

 ・双葉線６６ｋＶ化工事（７月完了） 

盛土崩落による鉄塔倒壊（夜の森線№27） 

架空送電設備の主な被害状況 １／２ 
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Ｖ吊長幹支持がいしの折損 

架空送電設備の主な被害状況 ２／２ 
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設備数 被害数 被害率 設備数 被害数 被害率 設備数 被害数 被害率 設備数 被害数 被害率 設備数 被害数 被害率

合計 1,712 30 1.8% 14 0 0.0% 92 8 8.7% 264 14 5.3% 1,342 8 0.6%

震度7 2 0 0.0% 0 0 － 0 0 － 0 0 － 2 0 0.0%

震度6 609 19 3.1% 5 0 0.0% 29 4 13.8% 95 8 8.4% 480 7 1.5%

震度5 1,101 11 1.0% 9 0 0.0% 63 4 6.3% 169 6 3.6% 860 1 0.1%
合計 4,104 4 0.1% 0 0 － 240 1 0.4% 593 0 0.0% 3,271 3 0.1%

震度7 6 0 0.0% 0 0 － 0 0 － 0 0 － 6 0 0.0%

震度6 1,274 3 0.2% 0 0 － 46 1 2.2% 171 0 0.0% 1,057 2 0.2%

震度5 2,824 1 0.0% 0 0 － 194 0 0.0% 422 0 0.0% 2,208 1 0.0%
合計 6,975 32 0.5% 0 0 － 586 7 1.2% 1,555 10 0.6% 4,834 15 0.3%

震度7 5 0 0.0% 0 0 － 0 0 － 0 0 － 5 0 0.0%

震度6 2,027 26 1.3% 0 0 － 114 5 4.4% 443 7 1.6% 1,470 14 1.0%

震度5 4,943 6 0.1% 0 0 － 472 2 0.4% 1,112 3 0.3% 3,359 1 0.0%

全数 66kV

断路器

遮断器

変圧器

500kV 275kV 154kV

○ 震度５以上で被害が発生し、震度が高いほど被害率が高くなる傾向であった。な
お、震度７の地域に配電用変電所が１個所所在するが、被害は発生していない。 

○ ２７５ｋＶおよび１５４ｋＶ変圧器の被害率が他機器に比べ相対的に高く、その他は
１％程度の被害率であった。 

東北電力の電圧・震度別被害状況について 

※被害数  運転継続不可の被害数 

※本震（3/11）、余震（4/7,11,12）の延べ台数を計上 

 ４．参考（③東北地方太平洋沖地震による送変電設備の被害状況） 
   ⅱ）変電設備の被害状況 
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※被害数 運転継続不可の被害数 

 震度５以上で被害が発生し、震度が高いほど被害率が高くなる傾向。 

 断路器については各電圧階級で被害が発生しており、被害率が他機器に比べ、相対

的に高い。 

設備数 被害数 被害率 設備数 被害数 被害率 設備数 被害数 被害率 設備数 被害数 被害率 設備数 被害数 被害率

2,997 17 0.6% 61 0 0.0% 173 5 2.9% 374 9 2.4% 2,389 3 0.1%

震度7 0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 －

震度6 339 13 3.8% 7 0 0.0% 19 3 15.8% 41 7 17.1% 272 3 1.1%

震度5 2,658 4 0.2% 54 0 0.0% 154 2 1.3% 333 2 0.6% 2,117 0 0.0%

3,180 11 0.3% 146 0 0.0% 277 5 1.8% 541 5 0.9% 2,216 1 0.0%

震度7 0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 －

震度6 566 7 1.2% 42 0 0.0% 55 4 7.3% 97 3 3.1% 372 0 0.0%

震度5 2,614 4 0.2% 104 0 0.0% 222 1 0.5% 444 2 0.5% 1,844 1 0.1%

8,388 104 1.2% 368 27 7.3% 662 16 2.4% 1,472 33 2.2% 5,886 28 0.5%

震度7 0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 － 0 0 －

震度6 1,490 74 5.0% 114 14 12.3% 138 11 8.0% 254 24 9.4% 984 25 2.5%

震度5 6,898 30 0.4% 254 13 5.1% 524 5 1.0% 1,218 9 0.7% 4,902 3 0.1%

断路器

合計

変圧器

合計

遮断器

66kV以下

合計

275kV 154kV全数 500kV

東京電力の電圧・震度別被害状況について 
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遮断部 碍子全損 

【275kV空気遮断器 全損】 

健全品 

変電設備の主な被害状況 １／２ 
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断路器全損 

【500kV断路器 全損】 

健全品 

変電設備の主な被害状況 ２／２ 
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【送電設備】                       ※（カッコ）内は震度６以上の被害率 

• 鉄塔の被害率は東北電力で０．０２％（０．０４％）、東京電力で０．０５％（０．１３％）
であり、鉄塔は一定の耐震性能を有していると考えられる。 

• 送電線路のがいしの被害率については、東北電力で０．０６％（０．１３％）、東京電力
で０．１３％（０．５２％）であり、がいしは一定の耐震性能を有していると考えられる。 

【変電設備】 

• 変圧器の被害率は東北電力で１．８％（３．１％）、東京電力で０．６％（３．８％）であり、
電圧階級によっては他の機器に比べ被害率が高かった。 

• 遮断器の被害率は東北電力で０．１％（０．２％）、東京電力で０．３％（１．２％）であり、
遮断器は一定の耐震性能を有していると考えられる。 

• 断路器の被害率は東北電力で０．５％（１．３％）、東京電力で１．２％（５．０％）であり、
他の機器に比べ被害率が高かった。 

  → 被害率の高かった変圧器、遮断器、断路器については、電気設備地震対策ＷＧ

において、被害原因の究明を行い、今後の設計への反映要否などについて検討
を行う予定。 

 

 ４．参考（③東北地方太平洋沖地震による送変電設備の被害状況） 
   ⅲ）まとめ 
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番号 事業者名 プラント名 発生年月日 概要  原因 

1 東京 福島第一２号機 S54年10月19日 

台風による送電線事故により、福島幹線２号がトリップし、２号機がトリップ。１，２号機共用の起動用
変圧器１Ｓが起動中の１号機に電源を供給していたため、２号機は起動用変圧器１Ｓの容量不足か
ら起動用変圧器１Ｓを通じ電源を受電することができず外部電源を喪失。なお、非常用ディーゼル発
電機が自動起動し、必要な電源が供給されたため、原子炉施設への影響はなかった。 

送電線事故 
（台風） 

2 四国 伊方１号機 S55年8月27日 
落雷により予備送電線手動停止中に伊方北幹線１，２号線トリップし、外部電源喪失に至った。なお、
非常用ディーゼル発電機が自動起動し、必要な電源が供給されたため、原子炉施設への影響はな
かった。 

送電線事故 
（落雷） 

3 中国 島根１号機 S60年9月12日 
落雷により山陰幹線１，２号線がトリップし、外部電源喪失に至った。なお、非常用ディーゼル発電機
が自動起動し、必要な電源が供給されたため、原子炉施設への影響はなかった。 

同上 

4 中国 島根１号機 S62年8月12日 同上 同上 

5 北海道 泊2号機 H12年5月19日 

午前3時50分頃、茅沼線(66kV)の送電線がいしへの鳥糞の付着による地絡事故発生により、1，2号
機中央制御室にて「66kV系電圧低」警報が発信し、2号機の所内電源が一時停電。（2号機は定検で
起動変圧器が隔離・点検中であり、 泊幹線(275kV)からではなく、茅沼線(66kV)から予備変圧器にて
受電中。）停電により非常用予備発電機が即座に自動起動し、所内電源が供給された。その後、茅
沼線(66kV)の復旧により、午前4時15分に所内電源は通常状態(茅沼線受電)に復帰。 

送電線事故 
（がいしへの鳥糞付着に

よる地絡） 

6 日本原電 敦賀1号機 H17年12月15日 

定期検査中、所内電源は275kV系敦賀線1号から受電していたが、7時43分、風雪による送電線事故
が発生し、受電ができなくなった。（他の受電系統(敦賀線2号及び予備電源77kV系)は計画作業に伴
い停電中。）9時34分に停電中の敦賀線2号を復旧させ、9時47分に送電線から受電し、10時43分に
通常状態に復帰した。なお、停電にともない非常用ディーゼル発電機が自動起動し、必要な電源が
供給されたため、原子炉施設への影響はなかった。 

送電線事故 
（風雪） 

7 日本原電 敦賀1号機 H17年12月22日 

定期検査中、所内電源は275kV系敦賀線2号から受電していたが、9時27分に、送電線事故により受
電不能となった。敦賀線1号は計画作業に伴い停電中で、予備電源の77kV系送電線は充電状態に
あったが、275kV系喪失後に予備電源の受電遮断器が自動投入されなかった。そのため、受電遮断
器の点検を実施し、10時42分に予備電源から手動受電。なお、非常用ディーゼル発電機が自動起動
し、必要な電源が供給されたため、原子炉施設への影響はなかった。 

送電線事故 
（着雪・着氷による送電

線の強震） 

8 北陸 志賀1号機 H19年3月25日 

停止中のところ、9時42分頃、能登半島地震(震度：志賀 6弱)が発生した。この地震発生直後に、変
電所の変圧器保護リレーが振動により動作したことから、変圧器がトリップし、志賀原子力線(27万5
千ボルト)、赤住線(6万6千ボルト)が6分間停電。（原子炉施設保安規定で定められた運転上の制限
を一時的に外れた(6分間の外部電源喪失)）なお、非常用ディーゼル発電機は3台自動起動していた。 

地震 
（変電所設置変圧器のﾘ

ﾚｰﾄﾘｯﾌﾟ） 

9 関西 大飯3号機 H20年3月18日 

定期検査中、16時08分に発電所内の電源（所内電源）が停電した。この際、「非常用母線電圧低」 
信号が発信したことにより、待機中のＢ非常用ディーゼル発電機（以下、「D/G」という。A-D/Gは 
点検中。）が自動起動し、Ｂ非常用母線が充電され電源は確保。直ちに状況を確認したとこ 
ろ、当時、主変圧器（以下「主変」という）を介して、送電線から所内電源を確保していたが、主変と 
送電線の間にある主変しゃ断器が開放されたことにより、所内電源への供給系統がなくなり、停電 
したものと確認。このため、非常用DGが自動起動し、同日16時40分に開放した主変しゃ断器を投入
し、順次、所内電源を停電前の状態に復旧する作業を実施し、同日17時14分に完了した。 

しゃ断器の誤開放 
（手順書の不備） 

10 東京 福島第一2号機 H22年6月17日 

午後2時52分頃、運転中の2号機において、「発電機界磁しゃ断器トリップ警報」が発生し、発電機の
保護装置が作動して発電機が停止したため、タービンならびに原子炉が自動停止した。また、この事
象にあわせて当該プラントの電源が停止し、非常用ディーゼル発電設備が自動起動するとともに、原
子炉へ給水するポンプが停止したことから、原子炉の水位が一時的に低下したが、代替のポンプで
ある原子炉隔離時冷却系を起動して給水を行い、原子炉の水位は通常の範囲内で安定した。 

作業員の機器への接触
による振動と推定 

 ４．参考（④外部電源喪失事故の事例） 
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①電気事業法第１０６条第３項の規定に基づく報告の徴収に対する報告に
ついて（平成２３年５月１６日、東京電力㈱） 
http://www.nisa.meti.go.jp/earthquake/files/houkoku230516-1.pdf 
 
②福島第一原子力発電所内外の電気設備の被害状況等に係る記録に関
する報告を踏まえた対応について（指示）に対する報告について（平成２３
年５月１６日、東京電力㈱） 
http://www.nisa.meti.go.jp/earthquake/files/houkoku230523-2.pdf 
 
③原子力発電所及び再処理施設の外部電源の信頼性確保について（指
示）に対する報告（平成２３年５月１６日、一般電気事業者等） 
http://www.meti.go.jp/press/2011/05/20110516006/20110516006.html 
 
④福島第二原子力発電所の外部電源の信頼性確保について（平成２３年７
月７日、東京電力㈱） 
http://www.meti.go.jp/press/2011/07/20110707002/20110707002.html 

 ４．参考 
  ⑤東北地方太平洋沖地震に関連する原子力発電所の 
    外部電源信頼性に係る報告書等 
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番号 事業者名 プラント名 発生年月日 概要  原因 
対策 

※全て対策済 

1 東京 福島第一２号機 S54年10月19日 

台風による送電線事故により、福島幹線２号がトリップし、２号機がト
リップ。１，２号機共用の起動用変圧器１Ｓが起動中の１号機に電源を
供給していたため、２号機は起動用変圧器１Ｓの容量不足から起動用
変圧器１Ｓを通じ電源を受電することができず外部電源を喪失。なお、
非常用ディーゼル発電機が自動起動し、必要な電源が供給されたため、
原子炉施設への影響はなかった。 

送電線事故 
（台風） 

 微地絡を検出し主変圧器が
トリップしてしまったことが２号
機停止の原因であるため、主
変圧器過中性点過電流継電
器の設定値を適正値に変更し
た。 

2 四国 伊方１号機 S55年8月27日 
落雷により予備送電線手動停止中に伊方北幹線１，２号線トリップし、
外部電源喪失に至った。なお、非常用ディーゼル発電機が自動起動し、
必要な電源が供給されたため、原子炉施設への影響はなかった。 

送電線事故 
（落雷） 

 伊方北幹線のうち事故実績
のある鉄塔を対象に、鉄塔の
サージ抵抗低減対策を実施し
た。（昭和56年2月完了） 
 なお、現在は、伊方北幹線
に加え伊方南幹線を敷設し、
外部電源を多重化するととも
に、伊方北幹線および伊方南
幹線の各片回線に送電用避
雷装置を設置し、多回線同時
事故防止をはかっている。 

3 中国 島根１号機 S60年9月12日 
落雷により山陰幹線１，２号線がトリップし、外部電源喪失に至った。な
お、非常用ディーゼル発電機が自動起動し、必要な電源が供給された
ため、原子炉施設への影響はなかった。 

同上 

・タービンバイパス弁の制御機
構の調整 
・山陰幹線は旧式送電線であ
り、近傍に新設する送電線（日
野幹線）にルートを変更 

4 中国 島根１号機 S62年8月12日 同上 同上 

・給水制御機構の調整 
・山陰幹線は旧式送電線であ
り、近傍に新設する送電線（日
野幹線）にルートを変更 

5 北海道 泊2号機 H12年5月19日 

午前3時50分頃、茅沼線(66kV)の送電線がいしへの鳥糞の付着による
地絡事故発生により、1，2号機中央制御室にて「66kV系電圧低」警報
が発信し、2号機の所内電源が一時停電。（2号機は定検で起動変圧器
が隔離・点検中であり、 泊幹線(275kV)からではなく、茅沼線(66kV)か
ら予備変圧器にて受電中。）停電により非常用予備発電機が即座に自
動起動し、所内電源が供給された。その後、茅沼線(66kV)の復旧によ
り、午前4時15分に所内電源は通常状態(茅沼線受電)に復帰。 

送電線事故 
（がいしへの鳥糞付着

による地絡） 

 鳥害（感電・鳥糞）防止対策
は従来から継続的に実施して
おり、パトロール点検の結果
等から鳥害が懸念される鉄塔
には、鳥がとまる行動を阻止
する障害物（刺状の金具等）を
取付けることとしている。 
  なお、275kV送電線では絶縁
距離が大きいため、鳥害によ
る地絡が発生しにくく、鳥害の
実績もない。 

6 日本原電 敦賀1号機 H17年12月15日 

定期検査中、所内電源は275kV系敦賀線1号から受電していたが、7時
43分、風雪による送電線事故が発生し、受電ができなくなった。（他の
受電系統(敦賀線2号及び予備電源77kV系)は計画作業に伴い停電
中。）9時34分に停電中の敦賀線2号を復旧させ、9時47分に送電線から
受電し、10時43分に通常状態に復帰した。なお、停電にともない非常用
ディーゼル発電機が自動起動し、必要な電源が供給されたため、原子
炉施設への影響はなかった。 

送電線事故 
（風雪） 

日本海側第一稜線より日本海
側の多導体線路において、電
線着雪量を3kg/m（建設時は
2kg/m）として鉄塔強度を検討
し、強度不足となる箇所の腕
金補強を実施。（H19年度完
了） 

外部電源喪失事故の原因と対策（１／２） 参考資料２（第３回意見聴取会参考資料８） 
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番号 事業者名 プラント名 発生年月日 概要  原因 対策 

7 日本原電 敦賀1号機 H17年12月22日 

定期検査中、所内電源は275kV系敦賀線2号から受電していたが、9
時27分に、送電線事故により受電不能となった。敦賀線1号は計画作
業に伴い停電中で、予備電源の77kV系送電線は充電状態にあった
が、275kV系喪失後に予備電源の受電遮断器が自動投入されなかっ
た。そのため、受電遮断器の点検を実施し、10時42分に予備電源か
ら手動受電。なお、非常用ディーゼル発電機が自動起動し、必要な電
源が供給されたため、原子炉施設への影響はなかった。 

送電線事故 
（着雪・着氷による送電線

の強震） 

日本海側第一稜線より日本海
側の多導体線路において、過
去にギャロッピング事故が発生
した箇所、および事故発生当
時の気象条件でＣＡＦＳＳによ
りシミュレーションを行った結果、
事故となる恐れがある箇所の
スペーサをルーズスペーサに
取替。（H20年度完了） 

8 北陸 志賀1号機 H19年3月25日 

停止中のところ、9時42分頃、能登半島地震(震度：志賀 6弱)が発生し
た。この地震発生直後に、変電所の変圧器保護リレーが振動により
動作したことから、変圧器がトリップし、志賀原子力線(27万5千ボルト)、
赤住線(6万6千ボルト)が6分間停電。（原子炉施設保安規定で定めら
れた運転上の制限を一時的に外れた(6分間の外部電源喪失)）なお、
非常用ディーゼル発電機は3台自動起動していた。 

地震 
（変電所設置変圧器のﾘ

ﾚｰﾄﾘｯﾌﾟ） 

 地震で誤動作した変圧器保
護リレー(放圧管リレー：機械
式）については，動作しても変
圧器がトリップしない保護回路
とした。(H19.3実施済) 
 更に，放圧管リレー以外の機
械式リレーについて，地震発生
時の誤動作を防止するため地
震検出リレーを設置した。 
(H21.3実施済) 

9 関西 大飯3号機 H20年3月18日 

定期検査中、16時08分に発電所内の電源（所内電源）が停電した。こ
の際、「非常用母線電圧低」信号が発信したことにより、待機中のＢ非
常用ディーゼル発電機（以下、「D/G」という。A-D/Gは点検中。）が自
動起動し、Ｂ非常用母線が充電され電源は確保。直ちに状況を確認し
たところ、当時、主変圧器（以下「主変」という）を介して、送電線から所
内電源を確保していたが、主変と送電線の間にある主変しゃ断器が
開放されたことにより、所内電源への供給系統がなくなり、停電したも
のと確認。このため、非常用DGが自動起動し、同日16時40分に開放
した主変しゃ断器を投入し、順次、所内電源を停電前の状態に復旧す
る作業を実施し、同日17時14分に完了した。 

しゃ断器の誤開放 
（手順書の不備） 

 別冊作業要領書の記載が適
切でなかったこと、隔離明細書
（作業前の系統状態）を確認し
なかったことにより、誤って窒
素ガス機内封入スイッチを操
作したことにより、停電が発生
したもの。 
 ３号機定期検査で実施する
全操作、別冊作業要領書、隔
離明細書の再確認を行うことと
した。また、隔離明細書への追
加、取り消し等の変更があった
場合のチェックマンの再承認
ルールを見直し、チェックマン
の確認項目として「妥当性」「問
題点の有無」を追加した。 

10 東京 福島第一2号機 H22年6月17日 

午後2時52分頃、運転中の2号機において、「発電機界磁しゃ断器ト
リップ警報」が発生し、発電機の保護装置が作動して発電機が停止し
たため、タービンならびに原子炉が自動停止した。また、この事象にあ
わせて当該プラントの電源が停止し、非常用ディーゼル発電設備が
自動起動するとともに、原子炉へ給水するポンプが停止したことから、
原子炉の水位が一時的に低下したが、代替のポンプである原子炉隔
離時冷却系を起動して給水を行い、原子炉の水位は通常の範囲内で
安定した。 

作業員の機器への接触
による振動と推定 

 誤接触した継電器と同様に
単体で制御盤内に設置されて
おり誤接触の可能性のある継
電器に接触防止の注意喚起を

実施した。 

外部電源喪失事故の原因と対策（２／２） 
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所内電気関係設備の被害状況
と安全設備への影響について 

平成２３年１１月８日 
原子力安全・保安院 

参考資料３ 
（第２回意見聴取会資料２－１抜粋） 
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（機能） 

 非常用D/Gは、外部送電線からの電源が喪失し、
非常用母線への電力供給が停止した場合に、自
動起動し、非常用母線に電力供給し、冷却系シス
テムの機能を維持する。 
 
（主な供給先） 

 炉心スプレイポンプ 

 残留熱除去ポンプ 

 各非常用P/C 

  

 

 

 

 

 

 

   非常用Ｄ/Ｇの例 

１．所内電源設備の機能（１）（交流電源） 
②非常用D/G 
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（機能） 
 高圧配電盤（M/C）は、主発電機または外部送
電線から供給された電力を、変圧器を介して
6.9kVで受電し、しゃ断器を介して、以下に示す
ような大型機器及びパワーセンター（P/C）に電
力を供給する。 
 また、非常用高圧配電盤は、非常用D/Gが接
続されており、主発電機及び外部送電線からの
電力が供給されなくなった時においても、非常用
D/Gによって電源供給を維持する。 
 
（主な供給先） 
＜常用母線＞         ＜非常用母線＞ 
復水ポンプ          炉心スプレイポンプ 
給水ポンプ          残留熱除去ポンプ 
循環水ポンプ        各非常用P/C 
各P/C   Ｍ／Ｃの例 

１．所内電源設備の機能（１）（交流電源） 
③高圧配電盤（M/C(メタクラ)） 
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（機能） 

 パワーセンター(P/C)は、 M/Cから受電した電力
を480Vまで降圧した後、しゃ断器を介して、以下に
示すような機器及びモーターコントロールセンター
(MCC)に、電力を供給する。 
 

 
（主な供給先） 

 ＜常用母線＞        ＜非常用母線＞ 

ＥＨＣ高圧油ポンプ      原子炉補機冷却水ポンプ 

相分離母線冷却送風機   タービン補機冷却水ポンプ 

主復水器真空ポンプ     各非常用ＭＣＣ  

主変圧器用冷却装置  

各ＭＣＣ 

 

 

 

 

 

  Ｐ／Ｃの例 

１．所内電源設備の機能（１）（交流電源） 
④パワーセンター（P/C） 
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（機能） 

 モーターコントロールセンター（MCC）は、P/Cから
受電した電力を、小型開閉器を介して、各種の電
動弁、小型ポンプ等に分配する。 
 

 

 

 

 

  ＭＣＣの例 

１．所内電源設備の機能（１）（交流電源） 
⑤モーターコントロールセンター（MCC） 
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（機能） 

○直流電源設備は、非常用のM/C、P/C、MCCを経由し
て接続された静止型整流装置（充電器）および蓄電池で
構 成 さ れ 、 各 種 制 御 装 置 お よ び 非 常 用 機 器
（RCIC,HPCI,IC）の各電動弁等に直流電源を供給する。 

○通常時は、非常用のMCCから充電器を介して直流の電
力が供給されるが、非常用交流電源の喪失等により充
電器が使用不能となった場合には、蓄電池から供給す
ることとなる。 

○また、全交流電源喪失時にも原子炉水位・圧力等の重
要な運転パラメータについては直流電源により継続的
に監視できるようにしている。 

○電圧階級は、250V、125V、24Vの3種類ある。 

（主な供給先） 

 250V タービン系非常用油ポンプ 

     RCIC、HPCI用電動弁 

 125V 中央制御室制御盤、現場制御盤、 

     各直流電動弁（含むIC）、各M/C,P/C遮断機操作用  

   24V 中性子モニタ、プロセス放射線モニタ、地震計 

（直流電源から給電される監視項目例） 

 原子炉の水位、圧力、 

 ドライウェルの圧力、温度、 

 サプレッションプールの水位、水温、 

 復水貯蔵タンク水位 

 

 

 

 
１２５Ｖ蓄電池室の例 

２５０Ｖ蓄電池室の例 

２．所内電源設備の機能（２）（直流電源設備） 
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平成２３年 １１月８日 
原子力安全・保安院 

 
所内電気関係設備の対応状況について 

 
 

参考資料４ 
（第２回意見聴取会資料２－２） 
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【緊急安全対策】 
○福島第一と同程度の地震・津波が襲来し、仮に全交流電源等を喪失したとしても、
電源車等の配備により、安定的に炉心等を冷却する対策、必要な浸水対策及び津
波の防御対策を講じる。 

 
【外部電源の信頼性確保対策】 
○地震により盛土が崩壊し送電鉄塔が倒壊し、また、主要変電所の地絡事故を発端
とした電力系統の停止により原子力施設への電力供給が停止した。これを踏まえ、
所内の非常用電源の多重化（非常用ＤＧの２台待機化）や外部電源の全号機接続
など電力系統の信頼性向上対策を講じる。 

所内電気関係設備に関する対応 
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電源確保に関する緊急安全対策（短期対策） 

電源車 

○計測制御系、中央制御室での監視機能の維持や弁の駆動のために必要な電源車を
配備 

○全交流電源等喪失対策に使用される機器について、津波の影響を及ぼさないよう浸
水対策を実施 

Ｍ
／
Ｃ
（
メ
タ
ク
ラ
） 

充
電
器 

津波の影響を受けないよう浸水対策を実施 
(点線の範囲の設備） 

AC440V 
（460,480V） 

AC6600V 
（6900V） 

 
DC125V 

(230,115V) 
 

事業者によ
り電源車の
接続箇所
は異なる。 

・監視計器用電源 
・ＲＣＩＣ等の弁起動 

Ｐ
／
Ｃ
（
パ
ワ
ー
セ
ン
タ
ー
） 

D
G
制
御
盤、 
仮
設
変
圧
器 
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電源確保に関する緊急安全対策の実施例（ＢＷＲの例） 

○緊急安全対策の実施により,プラントの監視に必要な電源を長時間供給することが可能 
○給電のために必要な燃料は発電所内に備蓄 

【緊急安全対策実施前】 【緊急安全対策実施後】 

  対策実施前  対策実施後 

電源供給可能時間 蓄電池 
（容量約８時間※単号機分） 

電源車 
（容量約７．２日（173時間））分※１～２号機  

緊急安全対策（電源）での追加措置 

「中国電力株式会社島根原子力発電所における緊急安全対策の実施状況に係る評価（平成２３年５月６日原
子力安全・保安院）」より抜粋 

 

蒸気の力で
駆動可能な
ポンプを使用 

②主蒸気逃がし安全弁から蒸気（熱）を格
納容器内に逃がす 

③ベント弁から蒸気を逃すことによる放熱
操作を繰り返す 

①燃料から発生する熱により蒸気発生 

④原子炉内の温度を安定的な状態へ移行 
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【緊急安全対策実施前】 【緊急安全対策実施後】 

「関西電力株式会社大飯発電所における緊急安全対策の実施状況に係る評価（平成２３年５月６日原子力安
全・保安院）」より抜粋 

 

電源確保に関する緊急安全対策の実施例（ＰＷＲの例） 

緊急安全対策（電源）での追加措置 

  対策実施前  対策実施後 

電源供給可能時間 蓄電池 
（容量約５時間※単号機分） 

電源車 
（容量約３１日分※１～４号機分）  

○緊急安全対策の実施により,プラントの監視に必要な電源を長時間供給することが可能 
○給電のために必要な燃料は発電所内に備蓄 

② ２次系の熱は、蒸気発生器への
給水と主蒸気逃がし弁からの放熱
により原子炉内の熱を除熱 

③主蒸気逃がし弁から外部へ放出 

①燃料から発生した熱は蒸気発生器を通
じて２次系に伝達 
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電源確保に関する緊急安全対策（中長期対策） 

タービン駆動補助 
給水ポンプ起動盤 

空冷式非常用発電機 

防潮堤 

○冷温停止を迅速化することにより、数日程度での冷温停止移行のため、空冷式の大容
量非常用発電機の設置など非常用電源を強化 

○原子炉の安全上全交流電源等喪失対策に使用される機器について、津波の影響を及
ぼさないよう建屋の水密化や防潮堤の設置などの浸水対策を実施。 

Ｍ
／
Ｃ
（
メ
タ
ク
ラ
） 

Ｃ
／
Ｃ
（コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン
タ
） 

充
電
器 

電
動
補
助
給
水
ポ
ン
プ 

ほ
う
酸
ポ
ン
プ 

充
て
ん
ポ
ン
プ 

原
子
炉
補
機
冷
却
水
ポ
ン
プ 

余
熱
除
去
系
ポ
ン
プ 

１
次
系
純
水
ポ
ン
プ 

浸水対策 
（左記点線の範囲） 

AC440V 

AC6600V 

非
常
用
高
圧
母
線 

Ｐ
／
Ｃ
（
パ
ワ
ー
セ
ン
タ
ー
） 

DC125V 

AC115V 
インバータ 監視計器 

AC440V 

使
用
済
燃
料
ピ
ッ
ト
ポ
ン
プ 

冷却系ポンプ 
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冷温停止を迅速化させる予備品の確保、 
原子炉の安全機能を動作させる大容量非常用電源の設置 

津波に対する防護措置 

海水ポンプ等予備品の確保 大容量非常用電源の設置 短期対策として既に実施した浸水対策 原子炉建屋等の水密化 防潮壁の設置 防潮堤の設置 

泊 
１号 
２号 
３号 

ＰＷＲ 

海水ポンプ電動機（平成24年
度上期中） 
代替海水ポンプ（平成24年度
上期中） 

移動発電機車2000ｋＶＡクラス
の追加配備（平成24年度中） 

タービン動補助給水ポンプ 
安全系蓄電池 
安全補機開閉器 
非常用ディーゼル発電機  等 

安全確保の上で重要な設備エ
リアの水密化等（平成25年度
中） 

建屋出入口周辺の防潮壁の設置
を検討（平成25年度中） 

 － 
 

（敷地高さ海抜＋10ｍ） 

東通 １号 ＢＷＲ 

海水ポンプ電動機（平成24年
度上期中） 
代替海水ポンプ（平成24年6月
中） 

DG2000ｋＶＡ4台（平成23年配
備済） 

RCIC 
直流電源設備 
非常用電源盤（ﾒﾀｸﾗ，ﾊﾟﾜｰｾﾝﾀｰ等） 
非常用ディーゼル発電機 
非常用補機冷却海水ポンプ  等 

建屋の扉の水密化等（平成25
年度中） 

海水除塵装置廻り等開口部に防
潮壁を設置（平成25年度中） 

敷地海側および側面に防潮堤を設
置（標高15ｍ，平成25年度中） 

女川 
１号 
２号 
３号 

ＢＷＲ 

海水ポンプ電動機（平成23年
度中） 
代替海水ポンプ（平成24年6月
中） 

DG5000ｋＶＡ3台（平成23年
度中） 

RCIC 

非常用電源盤（ﾒﾀｸﾗ，ﾊﾟﾜｰｾﾝﾀｰ等） 
直流電源設備  等 

建屋の扉の水密化等（3年程
度） 

海水ポンプ室廻り等に防潮壁を設
置（平成24年4月中） 

敷地海側に防潮堤を設置（標高
17m，平成24年4月中） 

柏崎刈
羽 

１号 
２号 
３号 
４号 
５号 
６号 
７号 

ＢＷＲ 
ＢＷＲ 
ＢＷＲ 
ＢＷＲ 
ＢＷＲ 
ＡＢＷＲ 
ＡＢＷＲ 

代替海水ポンプ（平成24年度
上期頃） 
代替熱交換器（平成24年度上
期頃） 

ガスタービン発電機車4500ｋＶ
Ａ2台（平成23年度下期頃） 

RCIC 
直流電源設備 
非常用配電盤 
補給水系ポンプ 等 

原子炉建屋等の水密扉化（平
成24年度下期頃） 

防潮壁の設置（平成24年度下期
頃） 

敷地海岸線に防潮堤を設置（高さ
15ｍ程度、平成25年度上期頃） 

浜岡 
３号 
４号 
５号 

ＢＷＲ 
ＢＷＲ 
ＡＢＷＲ 

【予備品】 
余熱除去系ポンプ・電動機（平
成24年12月） 
原子炉機器冷却系ポンプ・電
動機（平成24年12月） 
原子炉機器冷却海水系ポンプ
（平成24年12月） 
原子炉機器冷却海水系電動機 
（3,4号：配備済み） 
（5号：平成23年11月） 
 
【代替手段】 
・緊急時海水取水設備の設置
（平成24年12月） 
・代替海水ポンプ(平成24年12
月) 

ガスタービン発電機 
4000ｋＶＡ3台（平成24年12月） 

ＲＣＩＣ 
直流電源設備 
非常用メタクラ 
非常用ディーゼル発電機 
ＲＨＲポンプ  等 

原子炉建屋、海水熱交建屋の
防水扉の信頼性強化（平成24
年12月） 

海水ポンプエリアへの防水壁設置
(平成24年12月） 

敷地海岸線に防潮堤を設置（長さ
1.6ｋｍ程度、高さ18m、平成24年12
月） 

志賀 
１号 
２号 

ＢＷＲ 
ＡＢＷＲ 

原子炉補機冷却系ポンプ予備
電動機（平成23年度中） 
代替海水ポンプ（平成23年度
中） 

DG4000ｋＶＡ程度2台（平成
24年度中） 

RCIC  等 
*:その他原子炉の冷却に必要な設備
（直流電源設備、非常用ディーゼル発
電機など）は浸水対策を要しない場所
に設置済み。 

海水熱交換器建屋の扉の水密
化（平成24年度中） 

取水槽、放水槽廻りへの防潮壁の
設置（標高15ｍ、平成24年秋） 

敷地西側（海側）に防潮堤を構築
（標高15ｍ、平成24年秋） 

電源確保等に関する各社の緊急安全対策（中長期対策）実施状況（１／２） 
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電源確保等に関する各社の緊急安全対策（中長期対策）実施状況（２／２） 
  

冷温停止を迅速化させる予備品の確保、 
原子炉の安全機能を動作させる大容量非常用電源の設置 

津波に対する防護措置 

海水ポンプ等予備品の確保 大容量非常用電源の設置 短期対策として既に実施した浸水対策 原子炉建屋等の水密化 防潮壁の設置 防潮堤の設置 

美浜 
１号 
２号 
３号 

ＰＷＲ 

海水ポンプ電動機（平成24年3
月頃） 
仮設大容量ポンプ（平成23年12
月頃） 

DG1800ｋＶＡ5台（平成23年9月
設置済） 

タービン動補助給水ポンプ 
バッテリー 
安全系開閉器 
余熱除去ポンプ 
原子炉補機冷却水ポンプ  等 

水密扉への取替等による浸水対
策の強化（順次実施） 

海水ポンプエリアの防護壁（平成24
年3月頃） 
淡水タンク等廻り（平成25年3月頃） 

防潮堤を設置（平成24年3月頃） 

大飯 

１号 
２号 
３号 
４号 

ＰＷＲ 

海水ポンプ電動機（平成24年3
月頃） 
代替大容量ポンプ（平成23年12
月頃） 

DG1800ｋＶＡ8台（平成23年9月
配置済） 

タービン動補助給水ポンプ 
バッテリー 
安全系開閉器 
原子炉補機冷却水ポンプ  等 

水密扉への取替等による浸水対
策の強化（順次実施） 

海水ポンプエリアの防護壁（平成24
年3月頃） 
淡水タンク等廻り（平成25年3月頃） 

防波堤のかさ上げ（平成25年12月
頃） 

高浜 

１号 
２号 
３号 
４号 

ＰＷＲ 

海水ポンプ電動機（平成24年3
月頃） 
仮設大容量ポンプ（平成23年12
月頃） 

DG1800ｋＶＡ8台（平成23年9月
設置済） 

タービン動補助給水ポンプ 
バッテリー 
安全系開閉器 
原子炉補機冷却水ポンプ  等 

水密扉への取替等による浸水対
策の強化（順次実施） 

海水ポンプエリアの防護壁（平成24
年3月頃） 

防潮堤を設置（平成24年3月頃） 

島根 
１号 
２号 

ＢＷＲ 
海水ポンプ電動機（１号機；平
成23年内） 
(２号機は当初から確保済） 

ガスタービン発電機14000ｋＶＡ2
台（平成23年内） 

RCIC 
直流電源設備 
非常用電源盤（ﾒﾀｸﾗ，ﾛｰﾄﾞｾﾝﾀ等） 
非常用ディーゼル発電機 
復水輸送ポンプ  等 

建物の扉の水密化等（平成24年
度内） 

海水系ポンプエリアの防水壁（平成
23年度内） 
（1号機は平成23年7月末に設置済
み） 

防波壁の強化（2年程度） 

伊方 
１号 
２号 
３号 

ＰＷＲ 

海水ポンプ電動機（平成24年3
月末） 
代替海水ポンプ（1号機平成23
年11月、2号機平成24年3月、3
号機配備済） 

・大容量電源車：1825ｋVA 4台 
（1,2号機用：平成23年12月） 
（3号機用：平成23年12月。当面
は4500ｋVA：1台を配備済） 

タービン動補助給水ポンプ 
蓄電池 
（安全系、非安全系）開閉器 
非常用ディーゼル発電機 
海水ポンプ  等 

安全確保の上で重要な設備エリ
アの水密扉化等の防水対策（2
～3年程度） 

海水ポンプエリアの防水対策強化
（2～3年程度） 

 － 
 

 （敷地高さ海抜＋10ｍ） 

玄海 

１号 
２号 
３号 
４号 

ＰＷＲ 
海水ポンプ電動機（平成24年3
月頃） 
海水ポンプ（平成26年4月頃） 

ガスタービン発電機 
4000ｋＶＡ4台（平成24年3月頃） 

タービン動補助給水ポンプ 
蓄電池 
安全補機開閉器 
非常用ディーゼル発電機  等 

安全確保の上で重要な設備エリ
アの水密化等（平成26年4月頃） 

海水ポンプエリアの防水対策強化
（平成26年4月頃） 
タンク等の津波等に対する補強（平
成26年4月頃） 

 － 
 

 （敷地高さ海抜＋11ｍ） 

川内 
１号 
２号 

ＰＷＲ 
海水ポンプ電動機（平成24年3
月頃） 
海水ポンプ（平成26年4月頃） 

ガスタービン発電機 
4000ｋＶＡ2台（平成24年3月頃） 

タービン動補助給水ポンプ 
蓄電池 
安全補機開閉器 
非常用ディーゼル発電機  等 

安全確保の上で重要な設備エリ
アの水密化等（平成26年4月頃） 

海水ポンプエリアの防水対策強化
（平成26年4月頃） 
タンク等の津波等に対する補強（平
成26年4月頃） 

 － 
  （敷地高さ海抜＋13ｍ） 

敦賀 
１号 
２号 

ＢＷＲ 
ＰＷＲ 

海水ポンプ電動機（平成23年度
中） 
代替海水ポンプ（1.5年程度） 

DG1825kVA×4台（平成23年度
中） 

[1号] 
未完(長期停止中につき、燃料装荷前
までに実施) 
[2号] 
タービン動補助給水ポンプ 
蓄電池 
安全系開閉器 
非常用ディーゼル発電機 
ディーゼル消火ポンプ  等 

シールと水密扉の強化(1.5年程
度） 

海水ポンプ等への防護壁設置（1.5
年程度） 

詳細検討中 

東海第二 ＢＷＲ 
海水ポンプ電動機（1.5年程度） 
代替海水ポンプ（平成23年11月
末） 

DG1725kVA×3台（平成23年度
中） 

RCIC 
蓄電池 
非常用ディーゼル発電機 
ディーゼル消火ポンプ  等 

シールと水密扉の強化(1.5年程
度） 

海水ポンプ防護壁強化（1.5年程
度） 

敷地海岸線に防潮堤の設置を検
討中 

もんじゅ ＦＢＲ 

補機冷却海水ポンプ予備電動
機（平成25年3月末頃） 
補機冷却海水ポンプ代替ポン
プ（平成23年6月配備済、ポンプ
設置のための体制整備は平成
23年12月末頃予定） 

代替空冷電源設備の追加配備
（4000ｋＶＡクラスを予定) 

  
海水浸入経路の止水対策（順次
実施） 

海水ポンプ周りの防水壁の補強
（平成24年3月頃） 
 

                             － 
             （敷地高さ海抜＋21ｍ） 
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全号機への全送電回線の接続（号機間接続） ・利用できない回線への接続。これにより
全号機が全回線を利用可能。 

 外部電源信頼性の向上対策の例（玄海発電所） 

赤線：追設回線 

タイラインを追設 

①直接受電方法 ②間接受電方法 

（参考） 

全号機に全送電回路を接続するには、 
①接続していない回線から直接受電する方法（直接受電） 
②接続していない回線から隣接母線経由で間接受電する 
方法（間接受電） 
の２つの方法がある 
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対策前の状況 対策内容 

事業者 発電所 引き込み電源線 各号機の受電状況 必要な接続箇所 各号機の受電 備考 

北海道 泊 
①275kV×4回線 
②66kV×2回線 

(合計6回線) 

   ○ 1号：①+②(計6回線) 
   ○ 2号：①+②(計6回線) 
   × 3号：①(計4回線) 

3号←②(直接方式) 
○ 1号～３号 

：①+②(計6回線) 
 

処置完了時期：平成27年度上
期中に完了予定 

東北 

東通 
①500kV×2回線 
②66kV×1回線 

(合計3回線) 
○ 1号：①+②(計3回線) 対策不要 対策不要   

女川 
①275kV×4回線 
②66kV×1回線 

(合計5回線) 

○ 1号：①+②(計5回線) 
○ 2号：①+②(計5回線) 
○ 3号：①+②(計5回線) 

対策不要 対策不要   

東京 

福島第一 

①275kV×4回線 
②66kV×2回線 
③66kV×1回線 

(合計7回線) 
・500kV×2回線（送電専用） 

      × 1号：①＋③（計5回線） 
   × 2号：①＋③（計5回線） 
   × 3号：①＋③（計5回線） 
   × 4号：①＋③（計5回線） 
   × 5号：②（計2回線） 
   × 6号：②（計2回線） 

－ －   

福島第二 
①500kV×2回線 
②66kV×2回線 

(合計4回線) 

○ 1号：①+②(計4回線) 
○ 2号：①+②(計4回線) 
○ 3号：①+②(計4回線) 
○ 4号：①+②(計4回線) 

対策不要 対策不要 

柏崎刈羽 
①500kV×4回線 
②154kV×1回線 

(合計5回線) 

○１号：①+②(計５回線) 
○２号：①+②(計５回線) 
○３号：①+②(計５回線) 
○４号：①+②(計５回線) 
○５号：①+②(計５回線) 
○６号：①+②(計５回線) 
○７号：①+②(計５回線) 

対策不要 対策不要   

中部 浜岡 
①500kV×4回線 
②275kV×2回線 

(合計6回線) 

○ 3号：①+②(計6回線) 
○ 4号：①+②(計6回線) 

× 5号：①(計4回線) 
5号←②(間接方式) 

○ 3号～5号 
：①+②(計6回線) 

処置完了時期：平成24年12月
までに完了予定 

北陸 志賀 

①500kV×2回線 
②275kV×2回線 
③66kV×1回線 

(合計5回線) 

× 1号：②+③(計3回線) 
× 2号：①+②(計4回線) 

1号←①(間接方式) 
2号←③(直接方式) 

○1号～2号 
：①＋②+③(計5回

線) 

処置完了時期：2年程度で完
了予定 

 各社の外部電源接続状況（１／２） 

（凡例） 
○ 1号：①＋②（計6回
線）の意味線) 
（全ての引き込み電源線
が１号機に接続されてい
る） 
 
× 3号：①(計4回線)の意
味 
（３号機には①275kV×4
回線は接続されているが、
②66kV×2回線が接続さ
れていない） 
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 各社の外部電源接続状況（２／２） 
対策前の状況 対策内容 

事業者 発電所 引き込み電源線 各号機の受電状況 必要な接続箇所 各号機の受電 備考 

関西 

美浜 
①275kV×4回線 
②77kV×1回線 

(合計5回線) 

○ 1号：①+②(計5回線) 
○ 2号：①+②(計5回線) 
○ 3号：①+②(計5回線) 

対策不要 対策不要   

大飯 
①500kV×4回線 
②77kV×1回線 

(合計5回線) 

○ 1号：①+②(計5回線) 
○ 2号：①+②(計5回線) 

× 3号：①(計4回線) 
× 4号：①(計4回線) 

3号←②(直接方式) 
4号←②(直接方式) 

○ 1号～4号 
：①+②(計5回線) 

処置完了時期：3年程
度 

高浜 
①500kV×4回線 
②77kV×1回線 

(合計5回線) 

○ 1号：①+②(計5回線) 
○ 2号：①+②(計5回線) 
○ 3号：①+②(計5回線) 
○ 4号：①+②(計5回線) 

対策不要 対策不要   

中国 島根 

①500kV×2回線 
②220kV×2回線 
③66kV×1回線 

(合計5回線) 

× 1号：②+③(計3回線) 
× 2号：②+③(計3回線) 
× 3号：①+②(計4回線) 

1号←①(間接方式) 
2号←①(間接方式) 
3号←③(直接方式) 

○ 1号～3号 
：①＋②+③(計5回線) 

 

処置完了時期：平成24
年度内目途 

四国 伊方 

①500kV×2回線 
②187kV×4回線 
③66kV×1回線 
（合計7回線） 

× 1号：②+③（計5回線） 
× 2号：②+③（計5回線） 
× 3号：①+②（計6回線） 

1号←①（間接方式） 
2号←①（間接方式） 
3号←③（間接方式） 

○ 1号～3号 
：①＋②+③(計7回線) 

 

処置完了時期：平成25
年7月完了予定 

九州 

玄海 

①500kV×2回線 
②220kV×2回線 
③66kV×1回線 

(合計5回線) 

× 1号：②+③(計３回線) 
× 2号：②+③(計３回線) 
× 3号：①+②(計４回線) 
× 4号：①+②(計４回線) 

1号←①(間接方式) 
2号←①(間接方式) 
3号←③(間接方式) 
4号←③(間接方式) 

○ 1号～4号 
：①＋②+③(計5回線) 

 

処置完了時期：平成25
年度までに完了予定 

川内 
①500kV×2回線 
②220kV×1回線 

(合計3回線) 

○ 1号：①＋②(計3回線) 
○ 2号：①＋②(計3回線) 

対策不要 対策不要   

原電 

東海第二 
①275kV×2回線 
②154kV×1回線 

(合計3回線) 
○ ①+②(計3回線) 対策不要 対策不要   

敦賀 

①500kV×2回線 
②275kV×2回線 
③77kV×1回線 

(合計5回線) 

× 1号：②+③(計3回線) 
× 2号：①+②(計4回線) 

1号機←①(直接方式) 
2号機←③(直接方式) 

○ 1号～2号 
：①＋②+③(計5回線) 

 

処置完了時期： 
 1号機：平成24年度中
に完了予定 
 2号機：平成25年度中
に完了予定 

ＪＡＥＡ もんじゅ 
①275kVｘ2回線 
②77kVｘ1回線 
(合計3回線) 

○ ①+②(計3回線) 対策不要 対策不要   

注）直接方式；利用できない回線から直接受電する方法、間接方式；利用できない回線から受電している隣接母線経由で間接受電する方法  269



（参考資料） 

各社のディーゼル発電機、蓄電池設置場所（参考資料１） 

補機冷却用海水ポンプに係る津波対策（参考資料２） 
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 各社のディーゼル発電機、蓄電池設置場所（１／２） 

会社名 プラント名 DG台数 

設置場所（凡例：○非常用ＤＧ、●蓄電池）

非常用ＤＧ設置位置 蓄電池設置位置 
非常用電
源系統数 タービ

ン建屋 

制御建屋、中間
建屋、原子炉補

助建屋等 

原子炉
建屋 

その他 
（専用建
屋等） 

北海道 泊１号 非常用×2台     ○●   原子炉建屋1階 原子炉補助建屋3階 ２系統 
  泊２号 非常用×2台     ○●   原子炉建屋1階 原子炉補助建屋3階 ２系統 
  泊３号 非常用×2台     ● ○ ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機建屋1階 原子炉補助建屋1階 ２系統 

東北※ 女川１号 非常用×2台   ○●     制御建屋B3F 制御建屋地下3階 ２系統 

女川２号 非常用×2台、HPCS×1台   ● ○   原子炉建屋1階 制御建屋地下1階 ３系統 

女川３号 非常用×2台、HPCS×1台     ○●   原子炉建屋1階 原子炉建屋地下2階 ３系統 

  東通 非常用×2台、HPCS×1台     ○●   原子炉建屋B1階 原子炉建屋地下2階 ３系統 
東京 福島第一１号 非常用×2台 ○ ●     タービン建屋B1階 コントロール建屋地下1階 ２系統 

  福島第一２号 非常用×2台 ○ ○●     
タービン建屋B1階 

運用補助共用施設1階 
コントロール建屋地下1階等 

 
２系統 

  福島第一３号 非常用×2台 ○●       タービン建屋B1階 タービン建屋中1階 ２系統 

  福島第一４号 非常用×2台 ○ ○●     
タービン建屋B1階 

運用補助共用施設1階 
コントロール建屋地下1階等 

 
２系統 

  福島第一５号 非常用×2台 ○●       タービン建屋B1階 タービン建屋地下中1階 ２系統 

  福島第一６号 非常用×2台、HPCS×1台 ●    ○ ○ 
原子炉建屋B1階 

ディーゼル発電機建屋1階 
タービン建屋地下中1階等 ３系統 

  福島第二１号 非常用×2台、HPCS×1台   ● ○●   原子炉建屋B2階 
コントロール建屋1階 
原子炉建屋地下2階 

３系統 

  福島第二２号 非常用×2台、HPCS×1台   ● ○●   原子炉建屋B2階 
コントロール建屋1階 
原子炉建屋地下2階 

３系統 

  福島第二３号 非常用×2台、HPCS×1台   ● ○●   原子炉建屋B2階 
コントロール建屋1階 
原子炉建屋地下2階 

３系統 

  福島第二４号 非常用×2台、HPCS×1台   ● ○●   原子炉建屋B2階 
コントロール建屋1階 
原子炉建屋地下２階 

３系統 

  柏崎刈羽１号 非常用×2台、HPCS×1台   ○●     原子炉複合建屋B1階 原子炉複合建屋地下1階 ３系統 
  柏崎刈羽２号 非常用×2台、HPCS×1台     ○●   原子炉建屋B1階 原子炉建屋地下1階 ３系統 
  柏崎刈羽３号 非常用×2台、HPCS×1台     ○●   原子炉建屋B1階 原子炉建屋地下1階 ３系統 
  柏崎刈羽４号 非常用×2台、HPCS×1台     ○●   原子炉建屋B1階 原子炉建屋地下1階 ３系統 

  柏崎刈羽５号 非常用×2台、HPCS×1台     ○●   原子炉建屋1階 
原子炉建屋3階 
原子炉建屋2階 

３系統 

  柏崎刈羽６号 非常用×3台   ● ○   原子炉建屋1階 コントロール建屋地下1階 ３系統 
  柏崎刈羽７号 非常用×3台   ● ○   原子炉建屋1階 コントロール建屋地下1階 ３系統 

※レベルについては，今回の地震による地殻変動量（-約１ｍ：速報値）を考慮していない。 

参考資料１ 
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 各社のディーゼル発電機、蓄電池設置場所（２／２） 

会社名 プラント名 DG台数 

設置場所（凡例：○非常用ＤＧ、●蓄電池） 

非常用ＤＧ設置位置 蓄電池設置位置 
非常用電源

系統数 
タービン
建屋 

制御建屋、中間
建屋、原子炉補

助建屋 

原子炉
建屋 

その他 
（専用建
屋等） 

中部 浜岡３号 非常用×2台、HPCS×1台   ● ○   原子炉建屋1階 補助建屋2階 ３系統 
  浜岡４号 非常用×2台、HPCS×1台     ○●   原子炉建屋1階 原子炉建屋中地下1階 ３系統 
  浜岡５号 非常用×3台     ○●   原子炉建屋1階 原子炉建屋地下1階 ３系統 

北陸 志賀１号 非常用×2台、HPCS×1台     ○●   原子炉建屋1階 原子炉建屋1階 ３系統 
  志賀２号 非常用×3台     ○●   原子炉建屋2階 原子炉建屋地下1階 ３系統 

関西 美浜１号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 中間建屋中2階 ２系統 
  美浜２号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 中間建屋中2階 ２系統 
  美浜３号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 中間建屋2階 ２系統 
  高浜１号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 中間建屋2階 ２系統 
  高浜２号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 中間建屋2階 ２系統 
  高浜３号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 中間建屋1階 ２系統 
  高浜４号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 中間建屋1階 ２系統 
  大飯１号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 原子炉補助建屋2階 ２系統 
  大飯２号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 原子炉補助建屋2階 ２系統 
  大飯３号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 原子炉周辺建屋2階 ２系統 
  大飯４号 非常用×2台   ○●     制御建屋1階 原子炉周辺建屋2階 ２系統 

中国 島根１号 非常用×2台 ○ ●    タービン建物1階 制御室建物1階 ２系統 
  島根２号 非常用×2台、HPCS×1台   ●  ○ 原子炉建物B2階 廃棄物処理建物地下1中階 ３系統 

四国 伊方１号 非常用×2台   ○●     原子炉補助建家1階 原子炉補助建家地下1階 ２系統 
  伊方２号 非常用×2台   ○●     原子炉補助建家1階 原子炉補助建家地下1階 ２系統 
  伊方３号 非常用×2台   ○●     原子炉補助建屋1階 原子炉補助建屋1階 ２系統 

九州 川内１号 非常用×2台   ○●     原子炉補助建屋1階 制御建屋地下1中階 ２系統 
  川内２号 非常用×2台   ○●     原子炉補助建屋1階 制御建屋地下1中階 ２系統 
  玄海１号 非常用×2台   ○●     原子炉補助建屋1階 原子炉補助建屋地下1中階 ２系統 
  玄海２号 非常用×2台   ○●     原子炉補助建屋1階 原子炉補助建屋地下1中階 ２系統 

  玄海３号 非常用×2台   ○●   原子炉周辺建屋1階 
原子炉補助建屋地下1階 
原子炉周辺建屋地下2階 

２系統 

  玄海４号 非常用×2台   ○●   原子炉周辺建屋1階 
原子炉補助建屋地下1階 
原子炉周辺建屋地下2階 

２系統 

原電 敦賀１号 非常用×2台 ○●       タービン建屋1階 タービン建屋2階 ２系統 
  敦賀２号 非常用×2台   ○●     原子炉補助建屋1階 原子炉補助建屋1階 ２系統 
  東海第二 非常用×2台、HPCS×1台   ○●    原子炉複合建屋B1階 原子炉複合建屋1階 ３系統 

ＪＡＥＡ もんじゅ 非常用×3台   ●   ○ ディーゼル発電機建屋2階 原子炉補助建物３階 ３系統 
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 補機冷却用海水ポンプに係る津波対策（1/2） 

会社名 発電所 設置場所等 引き波対策 

北海道 
泊 

１号～３号 
建屋内に設置済 

手順書整備(1,2号）、 
設備対策（3号） 

東北 
女川 

１号～３号 
   海水ポンプエリアに防潮壁を設置予定 設備対策 

  東通 建屋内に設置済 設備対策 

東京 
福島第一 
１号～６号 

屋外に設置 手順書整備 

  
福島第二 
１号～４号 

建屋内に設置済 
設備対策、 
手順書整備) 

  
柏崎刈羽 
１号～７号 

建屋内に設置済 設備対策 

中部 
浜岡 

３号～５号 
 海水ポンプエリアに1.5mの防水壁を設置予定 設備対策 

北陸 
志賀 

１号～２号 
建屋内に設置済 手順書整備 

参考資料２ 

※引き波対策の事例 
 手順書整備・・・水位確認に基づくプラント及びプラント停止及び  
           ポンプ停止運用手順書 など 
 設備対策・・・非常用ポンプ長尺化、取水槽内に貯留槽設置 など 
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 補機冷却用海水ポンプに係る津波対策（2/2） 

会社名 発電所 設置場所等 引き波対策 

関西 
美浜 

１号～３号 

   海水ポンプエリアに防護壁を設置予定 
手順書整備 

   
高浜 

１号～４号 

  
大飯 

１号～４号 

中国 
島根 

１号～２号 
 海水ポンプエリアに高さ2mの防水壁を設置済 手順書整備 

四国 
伊方 

１号～３号 
 海水ポンプエリアに防潮壁等を設置予定 手順書整備 

九州 
川内 

１号～２号 
  海水ポンプエリアに防護壁を設置検討中 手順書整備 

  
玄海 

１号～４号 

原電 敦賀１号 
 海水ポンプエリアに防護壁を設置予定 設備対策 

  敦賀２号 

  東海第二 海水ポンプエリアに高さ2.8mの防護壁を設置済 設備対策 

ＪＡＥＡ もんじゅ 海水ポンプエリアに1.2mの防水壁を設置予定 
手順書整備、 
設備対策 
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ＢＷＲ原子炉冷却系統設備の概要 

平成２３年１１月２５日 
原子力安全・保安院 

参考資料５ 
（第３回意見聴取会資料２－１） 
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１．冷却設備の種類 

○原子炉を冷却するための設備には、次のようなものがある。 

 【主に非常時に使用する設備】 
①原子炉への冷却水を注水するもの（原子炉注水設備） 
②原子炉内の蒸気を取り出して気化熱を原子炉外に排出するもの（原子炉減圧設備） 
【主に通常のプラント停止時に使用する設備】 
③原子炉内の高温の冷却水を抽出して系外の冷媒と熱交換するもの（原子炉残留熱除去設備） 

○この他、冷却設備としては、復水器、原子炉格納容器冷却系、使用済燃料プール冷却系、補機冷

却系などがある。 

○さらに原子炉冷却系や原子炉格納容器冷却系などが機能喪失した場合に代替注水系等も準備さ

れている。 
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原子炉建屋 

使用済燃料 
プール 

原子炉圧力容器 

原子炉 
格納容器 

【注水系統】 

○定格運転時の原子炉圧力以上の高圧でも注水が
できる高圧系と、原子炉が減圧された後に大量の
冷却水を注入する低圧系がある。 

   作動には、交流電源を必要とするものがほとん
どであるが、蒸気によりタービンを駆動できる系統
（原子炉隔離時冷却系；福島第一１号機、敦賀１号
機以外 ）や駆動源を必要としない非常用復水器（
福島第一１号機、敦賀１号機）が設置されている。 

【要求される機能】 
○原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）への対応として

特に設置されている非常用炉心冷却系（ＥＣＣＳ）
と、起動停止を含めた通常運転に際して使用する
設備に大別される。 

○ＥＣＣＳは、 ＬＯＣＡに対して燃料の重大な損傷、燃

料を被覆する金属と水との反応を十分小さな量に
制限できるように構成される。 

○通常運転に際して使用する設備においても、原子
炉残留熱除去系等、非常時にも使用可能な設備
がある。 

２．原子炉注水設備の概要 

圧力抑制室 

非常用 
復水器 

ＭＡＲＫｰⅠ型原子炉 

高圧系、
低圧系 
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 高圧系とは、定格運転時の原子炉圧力（約7MPa） 
以上の高圧でも炉内に注水ができる系統であり、以
下の２つに大別される。 

【高圧注水系（ＨＰＣＩ）】 
 

○原子炉水位を適切に維持し、燃料の過熱を防止
する。 

○主に中小規模のLOCAの場合に、原子炉水の確 
  保を図り、一定期間原子炉の崩壊熱を除去する。 
 

 

 

【原子炉隔離時冷却系（ＲＣＩＣ）；福島第一１号、敦賀
１号以外）】 

○原子炉水位を適切に維持し、燃料の過熱を防止 

 する。 

○何らかの原因で復水・給水が停止した場合に、炉
水の確保を図り、一定期間原子炉の崩壊熱を除
去する。 

 

 
 

原子炉隔離時冷却系の概略系統図 
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気供給ライン

MOMO

３．高圧系の原子炉注水設備（１／２） 

（設備概要；福島第一１号機の例）１系統／１台、駆動源：主蒸気（計装電源：蓄電池）、
運転範囲；原子炉圧力78～9.8kg/cm2、水源（復水貯蔵タンク（ＣＳＴ）と圧力抑制室
（S/P）） 

（設備概要；福島第二１号機の例） １系統／１台、駆動源：主蒸気（計装電源：蓄電池）、
運転範囲（1.04～7.86MＰａ),水源（復水貯蔵タンク（ＣＳＴ）と圧力抑制室（S/P）） 

高圧注水系の概略系統図 

駆動蒸気 

冷却水 

復水貯蔵タンク 

             （ＪＮＥＳ資料に加筆） 
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 国内における建設初期のプラント（福島第一原子力
発電所１号機と敦賀発電所１号機）には、非常用復水
器（ＩＣ）が設置されている。 
 

【非常用復水器（ＩＣ）】 

○原子炉の圧力が上昇した場合に、原子炉の蒸気を 

 抽出し、ＩＣ内のコイルで胴側の保有水へ熱を伝達し 

 て蒸気を凝縮させ、凝縮した水を原子炉に戻すこと 

 で一定期間、原子炉の崩壊熱を除去する。 

３．高圧系の原子炉注水設備（２／２） 

伝熱管内部で
原子炉蒸気の
凝縮 

復水として重
力により原子
炉内に戻る。 

非常用復水器の概略系統構成図 

蒸気 

（設備概要；福島第一１号機の例） 
横型置Ｕ字管型、２系統、保有水量；約１００トン／基、   
 全長約12m,内径3m,材料（胴部：炭素鋼、伝熱管部：ステンレス鋼） 
 

             （ＪＮＥＳ資料に加筆） 
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 低圧系とは、高圧系により、原子炉が減圧された
後に注水流量を確保するための系統である。 

【炉心スプレイ系（CS）】 

 ○原子炉の圧力が急激に減少する大破断 
LOCA 時等には、復水貯蔵タンク水又は圧力抑

制プール水を炉心上部に取り付けられたノズル
から燃料集合体上にスプレーすることによって
炉心を冷却する。 

 

 

 

【残留熱除去系（ＲＨＲ）】 

 ○原子炉停止後の崩壊熱 を除去する停止時冷

却及び原子炉隔離時（復水・給水停止状態）の
崩壊熱と残留熱の除去並びにLOCA時の炉心冷

却（低圧炉心注水系の一部として機能）などを
行う。 

 

 

 

４．低圧系の原子炉注水設備（その１） 

残留熱除去系（低圧注水モード） 
の概略系統図 

（設備概要；福島第二１号機の例） 
２系統／２台、駆動源（所内交流電源、非常時（ＤＧ供給交流電源、制御電源；蓄電池）、
水源は圧力抑制室（S/P） 

【蓄圧注水系（ＰＷＲ） 】 

 ○加圧水型軽水炉（ＰＷＲ）においては、冷却材が喪失して、原子炉圧力が約
４０気圧以下となった時、蓄圧タンク内のほう酸水が自動的に一次冷却管を経
て炉心に注入し、冷却水量を保持する。 

（設備概要；福島第一１号機の例） 
２系統／４台、駆動源（所内交流電源、非常時（ＤＧ供給交流電源、制御電源は蓄電池）、
注入開始可能圧力約1.96MＰａ、水源は圧力抑制室（S/P）  

炉心スプレイ系の概略系統図 

熱交換器 

（東京電力公表資料より） 
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 高圧系の注水設備が使用できない場合に、燃料被
覆管の温度上昇を基準値以下（1200℃以下）に押さ
えるために、低圧系での注水が短時間で可能となるよ
うに主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）を開く設備（ＡＤＳ）で
ある。 
 

【自動減圧系（ＡＤＳ）】 

○ＬＯＣＡ時に、高圧系の原子炉注水設備の機能が十 

分発揮されず、原子炉水位を維持できない場合に 

作動。（ＨＰＣＩのバックアップ機能） 

○強制的にＳＲＶを開いて蒸気をＳ／Ｃへ逃がし炉内 

 圧力を迅速に減圧させ、低圧系の原子炉注水設備 

  による注水を可能にし、炉心の冷却を行う。 
 

 

５．原子炉減圧設備 

自動減圧系の概略系統図 

（設備概要；福島第一３号機の例） 
 ６弁、作動圧力（7.44～7.58MPa）、  駆動源（電磁弁電源；蓄電池、弁本体駆動源；N2
ガス、論理電源；蓄電池） 

（東京電力公表資料より抜粋） 

Ｎ2ガス供給 

ＡＤＳ信号 

ＡＤＳ信号 

 信号 

 アキュムレータ 

ＳＲＶ 

ＡＤＳ 

             （ＪＮＥＳ資料に加筆） 

電磁弁 
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 原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）後に、圧力抑制室
（Ｓ／Ｐ）内のプール水を格納容器内にスプレイするこ
とにより、格納容器内の温度、圧力を低減し、格納容
器内に浮遊している放射性物質が漏洩するのを抑え
る系統である。 
 

【原子炉格納容器スプレイ系】 

 ○ 格納容器内の蒸気凝縮、非凝縮性ガスの冷却、 
よう素ガスの除去を行う。 
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原子炉格納容器冷却系の概略系統図 

６．原子炉格納容器冷却系 

（設備概要；福島第一３号機の例） 
残留熱除去系モードの１つ、２系統／４台、駆動源（所内交流電源、非常時（ＤＧ供給交
流電源（制御電源は蓄電池））、水源はS/Ｐ。 
 

             （ＪＮＥＳ資料に加筆） 
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 原子炉建屋内に設置された熱交換器、ポンプ、
モータ等の機器（これらの設備を補機という。）から発
生する熱及び原子炉停止時の崩壊熱を原子炉補機
冷却水系（ＲＣＷ；淡水系）より除去し、原子炉補機冷
却海水系（ＲＳＷ：海水系）を通じて、熱を海に放出す
る系統である。 
 

【原子炉補機冷却系】 

○ポンプ、熱交換機は予備機をもつ設計（Ａ系、Ｂ系 
 等）とし、常用系機器と非常用機器を分離し、緊急 

 遮断弁によって非常用機器を優先して確保するこ 

 とができるように設計されている。 
 

 

 

 

原子炉補機冷却系※ 

７．原子炉補機冷却系 

※一部のプラントは、海水による直接冷却 

           主要負荷 

非常用機器 RHR熱交換器、RHRポンプ、非常用DG、燃料プー
ル冷却系ポンプなど 

常用補器 CRDポンプ、再循環ポンプ、タービン補機など 

             （ＪＮＥＳ資料に加筆） 
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   非常用炉心冷却系による原子炉への注水が十
分でなく，原子炉の水位が低下し、炉心が大きく損傷
するおそれのある緊急時には、補給水系，消火水系
等を使用して原子炉へ注水する。 
アクシデントマネジメント（AM）の一環として整備され
ている。 
 
【復水補給水系（ＭＵＷＣ）】 
○通常時は、復水器の水位制御等のための水の補

給系統（復水器移送ポンプ）を用いて、復水貯蔵タ
ンク水等（原子炉水の浄化に使用するフィルター
の洗浄などに使用するプラント運用水）を注入する
系統である。 

 
 
 

 

【消火水系（ＦＰ）】 

○一般の建築物と同様、消防関係法規に従い設置
されている系統である。 

 

 代替注水系の機器配置と概略系統図 
           （ＭＡＲＫ－２型の例） 

８．代替冷却注水系（ＡＭ設備；ＭＵＷＣ、ＦＰ） 

（設備概要；福島第一１号機の例） 
１系統／２台、原子炉圧力0.69MPa以下で作動,駆動源（所内交流電源、非常時；ＤＧ供
給交流電源） 

（設備概要；福島第一１号機の例） 
１系統／１台、原子炉圧力0.69MPa以下で作動、駆動源（モータ駆動（制御電源含む）；
所内交流電源、ディーゼル駆動（軽油）、制御電源：ディーゼル専用蓄電池） 

ＦＰ 

ＭＵＷＣ 

          （ＪＮＥＳ資料に加筆） 
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  非常用炉心冷却系などによる原子炉への注水が
十分でなく，原子炉の水位が低下する場合に原子炉
へ注水する系統。 
 
【ほう酸水注入系（ＳＬＣ）】 
○万一制御棒が挿入できなくて原子炉を冷温停止で

きないという状態になった場合に，中性子吸収材
であるほう素を注入することによって，原子炉を停
止させる機能を有している。 

○ほう酸注入ポンプを使用して注水を行う。 
 

【消防車等】 

○消防車等のポンプを使用して、海水等を炉内に注
水する系統である。 

○原子炉建屋外に設置された連結送水管口に消防
ポンプ車のホースを接続し、復水移送系～低圧注
水系等の系統を利用して注水を行う。 

 

 

 

 

９．代替冷却注水系（ＳＬＣ、消防車等） 

ほう
酸タ
ンク 

ほう酸水注水系の概略系統図 

消防車を使用した注水の概略系統図 

ホウ酸
水注
入系 

          （ＪＮＥＳ資料に加筆） 
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１０．主要な弁（ＳＲV、ＡＯV、MOＶ、ラプチャーディスク） 

【主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）】 

○原子炉格納容器内の主蒸気管に設置され、原
子炉の圧力が最高使用圧力 の1.1倍を超えない

ようにする機能と事故時の自動減圧機能をあわ
せて有する弁。バネ式（アクチュエータ付）で、ア
クチュエータにより逃がし弁 として作動させるこ
ともできるバネ式安全弁である。 

 

【空気作動弁（ＡＯＶ）】 

 ○圧縮空気により作動する弁。 
 

【電動作動弁（ＭＯＶ）】 

 ○電気（交流又は直流）により作動する弁。 
 

【ラプチャーディスク】 

 ○圧力抑制室内等の蒸気を外部に放出させるた
めの配管に設置された弁（ラプチャ－ディスク）
であり、所定の圧力により破れる構造となってい
る。 当該弁を作動させるためにはラプチャ－デ
ィスクの手前の隔離弁を開操作する必要がある
。 

 

 

 

主蒸気逃がし安全弁の概略図 
電動作動弁 

空気作動弁 

ラプチャーディスク 

各隔離弁の概要 
           （中部電力公表資料より） 

（中国電力公表資料より） 
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原子炉内圧力 
(MPa) 

高圧注水系（HPCS） 
（約8.0～1.0MPa) 

8 
 
7 
 
6 
 
5 
 
4 
 
3 
 
2 
 
1 
 
0 

冷却系統設備
（ECCS,AM設備） 
（作動範囲等） 

減圧弁等設備 
（作動設定値） 

冷却系統設備 
（常用系） 

（作動範囲等） 

低圧注水系 
（LPCS；2.03MPa以下) 
（LPCI；1.55MPa以下) 
（MUWC；0.62MPa以下) 
（FP； 0.62MPa以下) 

非常用復水器系（ＩＣ） 
（約7.0MPaで作動可能、約
6.0MPaで停止（※敦賀1号の
例) 

主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ） 
（安全弁機能;約8.30MPa一例) 
（逃がし弁機能；例約7.64MPa一例) 

格納容器ベント（ラプチャーディス
ク作動圧力） 
（約0.53MPa(※福島第一２号の例)） 

通常運転圧力（ 約7MPa） 

（参考）ＢＷＲにおける原子炉冷却設備等の作動範囲 

残留熱除去系（ＲＨＲ） 
（※原子炉停止時冷却モード） 
（約１.0MPa以下） 

原子炉隔離時冷却系
（ＲＣＩＣ） 
（約7.86～1.04MPa) 

（表中の数値は※を除き福島第二１号機の値） 
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平成２３年 １１月２５日 
原子力安全・保安院 

 
原子炉冷却系統設備の対応状況について 

 

参考資料６ 
（第３回意見聴取会参考資料１） 
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【緊急安全対策（平成２３年３月３０日指示）】 
○福島第一と同程度の地震・津波が襲来し、仮に全交流電源等を喪失したとしても、
電源車やポンプ車等の配備により、安定的に炉心等を冷却する対策、必要な浸水
対策及び津波の防御対策を講じることを指示。 

 
○全交流電源等喪失時における緊急事態対応計画については、原子炉停止後の崩 

壊熱を除去し冷却するために必要な水量を適切に解析評価し、この評価に基づい
て、一定時間内にポンプ車や電源車等により給水及び電源供給が行われること
が適切に手順書に記載され、訓練がなされていること、これらにより燃料が損傷す
ることなく原子炉を高温停止状態に維持できることを確認した。 

 
○さらに原子炉を安定的に冷却する状態を維持して、長期間の冷却を維持すること

により、または、仮設ポンプの設置や海水ポンプ等の復旧により、冷温停止状態
に繋げることができることを確認した。 

 
○緊急時における危険回避についての権限は、保安規定及び手順書で発電所長が
行使することが明確に定められている。ベント、注水（海水を含む）についても発電
所長が決定することにより実施できることが定められている。これにより、緊急時に
おいて迅速に対応できることを確認した。 

 

原子炉冷却系統の信頼性向上に関する対応 
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（１）緊急安全対策実施前（全交流電源喪失時の崩壊熱の除熱方法；ＢＷＲ） 

タービン 

復水器 

放水路へ 
冷却水 
（海水） 

平成２３年５月２日緊急安全対策実施状況報告書 
（中国電力島根原子力発電所）に一部加筆 

原子炉隔離時冷却系 
による除熱 

①原子炉隔離時除去系による
注水、主蒸気逃がし安全弁によ
る減圧 

②格納容器ベント系統を 
通じて大気に放出 

：ＲＣＩＣによる冷却系統、      ：格納容器ベント系統       
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タービン 

復水器 

放水路へ 
冷却水 
（海水） 

410kW × 2台 

平成２３年５月２日緊急安全対策実施状況報告書 
（中国電力島根原子力発電所）に一部加筆 

【電源設備の強化】 
対策蓄電池に加え、ＲＣＩＣポンプの制御、
プラント状態の監視等に必要な電源の供
給のため、高圧電源車を配備 

【冷却水源の確保】】 
他の水源について確保する
とともに、ポンプ、注水用
ホース等を配備 

（２）緊急安全対策実施後（全交流電源喪失時の崩壊熱の除熱方法；ＢＷＲ） 

福島第一発電所事故においては、電源及び冷却水源の枯渇により、高温停止状態、燃
料プール水温を維持できなかったことから、緊急安全対策として電源設備の強化及び冷
却水源の確保等を指示。 

：ＲＣＩＣによる冷却系統、 ：冷却水源供給系統 ：格納容器ベント系統 

【その他】 
・緊急時対応訓練等の実施 
・ベント、海水注入権限の明確化 
・保安規定の変更 
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平成２３年４月２６日緊急安全対策実施状況報告書 
（九州電力玄海原子力発電所）より抜粋 

②タービン動補助給水ポンプに
よる注水、主蒸気逃がし弁によ
る放出 
※冷却水源は復水タンク及び２
次系純水タンク 

①蒸気発生器を通じて、１次
系から２次系に熱を伝達 

（３）緊急安全対策実施前（全交流電源喪失時の崩壊熱の除熱方法；ＰＷＲ） 

：タービン動補助給水ポンプによる冷却系統 
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ほう酸タンク 

平成２３年４月２６日緊急安全対策実施状況報告書 
（玄海原子力発電所）より抜粋 

（４）緊急安全対策実施後（全交流電源喪失時の崩壊熱の除熱方法；ＰＷＲ） 

福島第一発電所事故においては、電源及び冷却水源の枯渇により、高温停止状態、燃
料プール水温を維持できなかったことから、緊急安全対策として電源設備の強化及び冷
却水源の確保等を指示。 

【電源設備の強化】 
対策蓄電池に加え、タービン動補助給水
ポンプの制御、プラント状態の監視等に
必要な電源の供給のため、高圧電源車
を配備 

【冷却水源の確保】】 
他の水源について確保する
とともに、ポンプ、注水用
ホース等を配備 

【その他】 
・緊急時対応訓練等の実施 
・海水注入権限の明確化 
・保安規定の変更 

：タービン動補助給水ポンプによる冷却系統 ：冷却水源供給系統 
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（参考）冷温停止状態への移行（ＢＷＲ） 

約８ＭＰａ 
（約294℃） 

原
子
炉
圧
力 

時間 

原子炉補機海水ポンプ復旧 
（～長期間） 

（冷温停止） 

冷温停止に向けた操作 

原子炉格納容器ベント 
による除熱 

残留熱除去系（原子炉
停止時冷却モード）によ
る冷却 

原子炉停止後 
約１．５日 

全交流電源喪失発生 

主蒸気逃し安全弁による 
原子炉圧力のサイクリング 

原子炉格納容器最高使用
圧力にてベント開始 

①原子炉隔離時冷却系による注水を代替
注水に切り替えるため，主蒸気逃し安全
弁による急速減圧開始 

②代替注水：復水輸送ポンプ，消火ポン
プまたは可搬式消防ポンプによる注水 

③残留熱除去系による冷却 

平成２３年５月２日緊急安全対策実施状況報告書 
（中国電力島根原子力発電所）より抜粋 

交流電源復旧 
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（参考）冷温停止状態への移行（ＰＷＲ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全交流電源 
喪失事象発生 

タービン動補助給水ポンプを
用いて２次系冷却開始 

蓄圧タンク作動 
→ほう酸水 

注入開始 

タービン動補助給水ポンプを
用いて0.7MPaに向けて冷却を
再開 

(約208℃) 

(約半日) 

(約170℃) 

(約１日) 

(約159℃) 
(低温停止) 

①ほう酸ポンプによる
ほう素濃縮（約半日
以内） 

②仮設ポンプを用いてＳＧ
２次側に淡水または海水
を給排水 

③１次冷却材系統を冷却 

(約307℃) 
15.4MPa 

4.4MPa 

1.7MPa 

0.7MPa 

0.5MPa 

主蒸気逃がし弁、タービン動補助給水ポンプによる冷却 
（～0.2MPaまで） 

主蒸気管ドレンライン等、
仮設ポンプによる冷却 

時間 

１
次
冷
却
材
圧
力 

低温停止に向けた操作 

（玄海３、４号の例） 

(約134℃) 
0.2MPa 

冷却を停止し、窒素混入防止のため
蓄圧タンク出口電動弁閉止 

平成２３年４月２６日緊急安全対策実施状況報告書 
（玄海原子力発電所）より抜粋 

交流電源復旧 
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（参考資料） 

原子炉及び使用済燃料プールに係る冷却用ポンプ、水源確保 
等の状況              （参考資料１） 

補機冷却用海水ポンプに係る津波対策 （参考資料２） 
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参考資料１ 原子炉及び使用済燃料プールに係る冷却用ポンプ、水源確保等の状況（１／６） 

  

原子炉及び使用済燃料プールの冷却 

  ポンプ等   
水源確保 

必要能力 確保能力 保管場所等 

北海道 泊 

<ポンプ> 
1号：約20m

3
/h 

2号：約20m
3
/h 

3号：約32m
3
/h 

 
 
 
<ホース> 
総延長約2,360m 

<ポンプ> 
1号：可搬式ポンプ30m

3
/h×2台 

2号：可搬式ポンプ30m
3
/h×2台 

3号：可搬式ポンプ30m
3
/h×4台 

1～3号共用：可搬式ポンプ
45m

3
/h×3台、180m

3
/h×1台、

30m
3
/h×6台、消防車48m

3
/h×2台 

 
<ホース> 
2,710m(20m×136本 相当) 

<保管場所> 
構内高台（TP31m,33m） 
消防車車庫(TP10m) 
※大津波警報発令時には、
常駐の自衛消防隊員により
構内高台（TP31m）へ一時退
避 
 
<要求時間> 
10時間以内 
<訓練確認時間> 
3時間程度 

<淡水タンク> 
1号：825t(3基合計) 
2号：825ｔ(3基合計) 
3号：1,310ｔ(2基合計) 
1～3号共用：
27,960t(16基合計) 
 
<海水> 
取水口 

東北 

東通 

<ポンプ> 
約40m

3
/h 

 
<ホース> 
総延長約1,500m 

<ポンプ> 
消防車120ｍ

3
/h×2台 

 
<ホース> 
1,600ｍ(20m×80本） 

<保管場所> 
消防車庫(TP13m) 
※大津波警報発令時には、
常駐の自衛消防隊員により
固体廃棄物貯蔵所駐車場
（TP18m）へ一時退避 
<要求時間> 
8時間以内 
<訓練確認時間> 
約1.5時間 

<淡水タンク> 
3,166t(12基合計) 
 
<河川水> 
日量2,300t 
 
<海水> 
取水口 

女川 

<ポンプ> 
1号：約20m3/h 
２号：約30m3/h 
３号：約30m3/h 
 
<ホース> 
総延長約1800ｍ 
 

<ポンプ> 
消防車120ｍ3/h×2台 
 
<ホース> 
約2,000ｍ(20m×100本） 
 

<保管場所> 
消防車庫(O.P.＋25m) 
 
<要求時間> 
8時間以内 
 
<訓練確認時間> 
約1.5時間 

<淡水タンク> 
1号：2900ｔ以上 
２号：3000t以上 
３号：3000ｔ以上 
 
<海水> 
取水口 
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原子炉及び使用済燃料プールに係る冷却用ポンプ、水源確保等の状況（２／６） 

  
原子炉及び使用済燃料プールの冷却 

  ポンプ等   
水源確保 

必要能力 確保能力 保管場所等 

東京 

福島第二 

＜ポンプ＞ 
1～4号共用：約30m

3
/h 

 
＜ホース＞ 
総延長約500m 
（1号に接続） 

＜ポンプ＞ 
120m

3
/h×3台（消防車） 

＜ホース＞ 
2,000ｍ(20m×100本） 

＜保管場所＞ 
高台駐車場 
（O.P. 18.5m） 
（O.P. 47m） 
＜要求時間＞ 
10時間以内 
＜訓練確認時間＞ 
約1時間 

＜淡水タンク＞ 
1号：509ｔ 
2号：430ｔ 
3号：509ｔ 
4号：466ｔ 
1～4号共用：7,180ｔ
(4基合計） 
＜海水＞ 
取水口 

柏崎 
刈羽 

<ポンプ>（注） 
（運転中プラント） 
1号：約30m

3
/h、5号：約30m

3
/h、6号：約

40m
3
/h、7号：約40m

3
/h 

（停止中プラント） 
2号：約1m

3
/h、3号：約1m

3
/h、4号：約1m

3
/h 

 
<ホース> 
総延長1970m 

<ポンプ> 
1,2号：消防車約60m

3
/h×1台 

3号：消防車約60m
3
/h×1台 

4号：消防車約60m
3
/h×1台 

5,6号：消防車約120m
3
/h×1台 

7号：消防車約50m
3
/h×1台 

 
 
 
 
<ホース> 
2,080m（20m×104本） 

<保管場所> 
高台駐車場（TP35m） 
 
<要求時間> 
8時間以内 
<訓練確認時間> 
約2時間 

<淡水タンク> 
1号：1,575t×1基 
2号,3号，4号：
415t×1基 
5号：1,550t×1基 
6号：1,050t×1基 
7号：1,050t×1基 
1～7号共用：
12,500t(8基合計) 
<海水> 
取水口 

（注）長期停止中である柏崎刈羽原子力発電所２、３、４号機については、使用済み燃料貯蔵プールの冷却が可能であること等について確認した。 

中部 浜岡 

<ポンプ> 
１号：0 ｍ

3
/ｈ

※１,２
、2号：0.3ｍ

3
/h

※1
、 

3号：40ｍ
3
/ｈ、4号：40ｍ

3
/ｈ、5号：45ｍ

3
/ｈ 

※1廃止措置中のため使用済燃料貯蔵プール
冷却のみ 
※2使用済燃料貯蔵プールに使用済み燃料が
1体しかないため、給水不要 
<ホース> 
総延長約1,420m  

<ポンプ> 
1,2号：可搬式ポンプ67.8 m

3
/h×2

台、3号：可搬式ポンプ52.8 
m

3
/h×2台、4号：可搬式ポンプ

52.8 m
3
/h×2台、5号：可搬式ポン

プ52.8 m
3
/h×2台 

<ホース> 
約1,440m(20m×72本） 

<保管場所> 
開閉所（TP25m） 
 
<要求時間> 
約1.3日以内 
<訓練確認時間> 
約2時間 

<淡水タンク> 
1号：118t（2基合計） 
2号：488t（3基合計） 
3号：1,960t（2基合計） 
4号：1,597t（2基合計） 
3,4号共用：3,450t（2基合計） 
5号：1,592t（2基合計） 
<海水> 
2号海水連けいポンプピット 
3・4・5号機の取水槽 
<河川水> 
新野川 
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原子炉及び使用済燃料プールに係る冷却用ポンプ、水源確保等の状況（３／６） 

  

原子炉及び使用済燃料プールの冷却 

  ポンプ等   
水源確保 

必要能力 確保能力 保管場所等 

北陸 志賀 

<ポンプ> 
1号機：16ｍ

3
/h 

2号機：40ｍ
3
/h 

 
 
<ホース> 
総延長700m 

<ポンプ車等> 
1,2号共用：消防車84ｍ

3
/h×1台 

       消防車 60ｍ
3
/h×1台 

       可搬式ポンプ 60ｍ
3
/h×1台 

 
<ホース> 
1,000m（20m×50本） 

<保管場所> 
ポンプ車等：消防車庫、事務本
館横車庫（TP11m） 
ホース：資機材庫（TP64m）、ポ
ンプ車積載（TP11m） 
※大津波警報発令時には、常
駐の自衛消防隊員により
TP30mの高台へ一時退避 
 
<要求時間> 
約1日以内 
<訓練確認時間> 
約2時間 

<淡水タンク> 
1号：972ｔ×１基 
2号：1,193ｔ×1基 
1,2号共用：1,243ｔ(4基合
計) 
 
<ダム水> 
36万t 
 
<海水> 
2号放水槽 

関西 

美浜 

<ポンプ> 
1号：約13m

3
/ｈ 

2号：約18m
3
/ｈ 

3号：約17m
3
/ｈ 

 
<ホース> 
総延長約3,090m 

<ポンプ> 
1号：可搬式ポンプ36m

3
/h×3台、52.8m

3
/h×1台 

2号：可搬式ポンプ36m
3
/h×6台、52.8m

3
/h×1台 

1,2号：可搬式ポンプ52.8m
3
/h×1台 

3号：可搬式ポンプ36m
3
/h×3台、52.8m

3
/h×4台 

 
<ホース> 
3,640m(20m×182本) 

<保管場所> 
ホース、ポンプ：3号機横32m高
台(TP32.0m） 
 
<要求時間> 
5時間以内 
<訓練確認時間> 
約80分 

＜淡水タンク＞ 
1号：312t（2基合計) 
2号：384t（2基合計) 
3号：4,330t（7基合計） 
1～3号共用3,660ｔ（5基合
計） 
＜海水＞ 
1,2号機：1,2号機放水口 
3号機：3号機放水路ﾋﾟｯﾄ、
3号機取水口 

大飯 

<ポンプ> 
1号：19.88m

3
/ｈ 

2号：19.88m
3
/ｈ 

3号：19.44m
3
/ｈ 

4号：19.44m
3
/ｈ 

 
<ホース> 
総延長約4,860m 

<ポンプ> 
1号：可搬式ポンプ46m

3
/h×3台 

2号：可搬式ポンプ46m
3
/h×3台 

1,2号：可搬式ポンプ48m
3
/h×3台 

3号：可搬式ポンプ36m
3
/h×4台、48m

3
/h×4台 

4号：可搬式ポンプ36m
3
/h×4台、48m

3
/h×4台 

 
<ホース> 
5,720m(20m×286本) 

<保管場所> 
ホース、ポンプ：吉見トンネル内
（TP62.8m） 
 
<要求時間> 
5時間以内 
<訓練確認時間> 
約70分 

＜淡水タンク＞ 
1号：1,090t（2基合計） 
2号：1,207t（2基合計） 
3号：730t×1基 
4号：730t×1基 
1号、2号、3号、4号共用：
36,726t（10基合計） 
＜海水＞ 
1,2号機取水路 
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原子炉及び使用済燃料プールに係る冷却用ポンプ、水源確保等の状況（４／６） 

  

原子炉及び使用済燃料プールの冷却 

  ポンプ等   
水源確保 

必要能力 確保能力 保管場所等 

関西 高浜 

<ポンプ> 
1号：約17m

3
/ｈ 

2号：約17m
3
/ｈ 

3号：17.33m
3
/ｈ 

4号：17.33m
3
/ｈ 

 
<ホース> 
総延長約7,040m 

<ポンプ> 
1号：可搬式ポンプ46m

3
/h×4台、48m

3
/h×5台 

2号：可搬式ポンプ46m
3
/h×6台、48m

3
/h×5台 

3号：可搬式ポンプ46m
3
/h×9台、48m

3
/h×9台 

4号：可搬式ポンプ46m
3
/h×7台、48m

3
/h×7台 

 
<ホース> 
8,280m(20m×414本) 

<保管場所> 
ポンプ：蒸気発生器保管庫付近高台
(TP32m） 
ホース：ﾋﾞｼﾞﾀｰｽﾞﾊｳｽ付近高台（TP28.0m)、
使用済燃料ピットエリア(TP32m) 
 
<要求時間> 
5時間以内 
<訓練確認時間> 
約70分 

＜淡水タンク＞ 
1号：680ｔ（2基合計） 
2号：680t（2基合計） 
3号：660t（2基合計） 
4号：660t（2基合計） 
1号、2号、3号、4号共用：
26,160t（12基合計） 
＜海水＞ 
1号機：1,2号機取水路、放
水路 
2号機：1,2号機放水路 
3号機：3,4号機取水路、1,2
号機放水口 
4号機：1,2号機放水路、放
水口 

中国 島根 

<ポンプ> 
1号機：約13m

3
/h 

2号機：約22m
3
/h 

 
 
<ホース> 
総延長約1,000m 

＜ポンプ＞ 
消防車142.8m

3
/h×1台、92.4m

3
/h×1台 

可搬式ポンプ76.8m
3
/h×1台、72.6m

3
/h×1台、

60m
3
/h×24台、 

         92.4m
3
/h×13台 

 
＜ホース＞ 
4,580m（20m×229本） 

<設置場所> 
消防車庫（TP8.5m）および資機材置場
（TP15m） 
※津波警報発令時には、常駐の自衛消
防隊員によりTP15mへ一時退避 
 
<要求時間> 
約4日 
<訓練確認時間> 
約30分 

<淡水タンク> 
1号：1,600t×1基 
2号：1,400t×1基 
   1,500t×1基 
1号,2号共用：5,792t(4基合
計） 
1号,2号共用貯水槽：
18,000t（4基合計） 
<海水> 
輪谷湾内 

四国 伊方 

<ポンプ> 
1号：約21m

3
/h 

2号：約21m
3
/h 

3号：約34m
3
/h 

 
<ホース> 
総延長約1,960m 

<ポンプ> 
消防車84m

3
/h×2台、可搬式ポンプ73.2m

3
/h×2

台 
 
<ホース> 
約4,000m（20m×200本） 

<保管場所> 
タンクヤード（TP32m） 
 
<要求時間> 
1,2号約5時間以内／3号約9時間以内 
<訓練確認時間> 
約1時間 

<淡水タンク> 
1号：1,505t(2基) 
2号：1,505t(2基) 
1,2号共用：12,400t(3基) 
3号：8,410ｔ(4基) 
 
<海水> 
1,2号放水口 
3号海水ピット 
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原子炉及び使用済燃料プールに係る冷却用ポンプ、水源確保等の状況（５／６） 

  
原子炉及び使用済燃料プールの冷却 

  ポンプ等   
水源確保 

必要能力 確保能力 保管場所等 

九州 玄海 

<ポンプ> 
1号：約13m

3
/h 

2号：約13m
3
/h 

3号：約31m
3
/h 

4号：約28m
3
/h 

 
<ホース> 
総延長：約4,920m 

<ポンプ> 
可搬式ポンプ 
1号：48.0m

3
/h×1台 

      30.0m
3
/h×1台 

   46.8m
3
/h×1台 

    4.8m
3
/h×1台 

2号：48.0m
3
/h×1台 

      30.0m
3
/h×1台 

   46.8m
3
/h×1台 

    4.8m
3
/h×1台 

3号：48.0m
3
/h×1台 

   46.8m
3
/h×1台 

   30.0m
3
/h×1台 

4号：30.0m
3
/h×1台 

   46.8m
3
/h×1台 

   18.0m
3
/h×1台 

 
<ホース> 
約7,500m(20m相当×375本) 

<保管場所> 
仮設ポンプ、ホース等：構内
の高台（TP24.6m） 
 
(1,2号) 
<要求時間> 
約5時間以内 
<訓練確認時間> 
約60分 
(3,4号) 
<要求時間> 
約6時間以内 
<訓練確認時間> 
約50分 

<淡水タンク> 
1号：305t×1基 
2号：305t×1基 
3号：690t×1基 
4号：690t×1基 
1,2号共用：830t×2基、1,400t×2基 
3,4号共用：1,430t×2基、6,500t×2基 
<ほう酸水タンク> 
1号：860t×1基 
2号：860t×1基 
1,2号共用：280t×1基 
 
<河川水> 
八田浦貯水池（保有水量約13万ｔ） 
 
<海水> 
1号：1号取水ピット 
2号：1号取水ピット 
3号：3号取水ピット 
4号：4号放水ピット 

九州 川内 

<ポンプ> 
1号：約25m

3
/h 

2号：約25m
3
/h 

 
<ホース> 
総延長約2,000m 

<ポンプ> 
可搬式ポンプ 
1号：30.0m

3
/h×2台 

    7.8m
3
/h×1台 

2号：30.0m
3
/h×2台 

    7.8m
3
/h×1台 

 
<ホース> 
約4,300m(20m相当×215本) 

<保管場所> 
仮設ポンプ、ホース等：構内
の高台（TP27.0m） 
 
<要求時間> 
約6時間以内 
<訓練確認時間> 
約80分 

<淡水タンク> 
1号：520t×1基 
2号：520t×1基 
1,2号共用：930t×2基、2,100t×2基 
<ほう酸水タンク> 
1号：1,470t×1基 
2号：1,470t×1基 
1,2号共用：1,040t×1基 
 
<河川水> 
みやま池（保有水量約34万ｔ） 
 
<海水> 
1号：1号取水ピット 
2号：2号取水ピット 
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原子炉及び使用済燃料プールの冷却 

  ポンプ等   
水源確保 

必要能力 確保能力 保管場所等 

日本原電 

敦賀 

<ポンプ> 
1号：20.7m

3
/h 

2号：50.8m
3
/h 

 
 
<ホース> 
1号：総延長480m 
2号：総延長520m 

<ポンプ> 
1号：可搬式ポンプ67.8m

3
/h x 2 

2号：消防車120m
3
/h x 2 

   可搬式ポンプ67.8m
3
/h x 2 

 
<ホース> 
1号機：480m（20m×24本） 
2号機：520m（20m×26本） 

<保管場所> 
高台（約TP20m） 
消防車庫（TP3m） 
※大津波警報発令時には、常
駐の自衛消防隊員により
TP20mの高台へ一時退避 
 
(1号機) 
<要求時間> 
2.2日以内 
<訓練確認時間> 
約33分 
(2号機) 
<要求時間> 
1.1日以内 
<訓練確認時間> 
約35分 

<淡水タンク> 
1号：1,977t（5基合
計） 
2号：7,467t（8基合
計） 
 
<海水> 
1,2号：1号取水口 

東海第二 

<ポンプ> 
36.3m

3
/h 

 
 
<ホース> 
総延長442m 

<ポンプ> 
消防車168m

3
/h×2台、可搬式ポンプ

60m
3
/h×1台 

 
<ホース> 
480m(24本) 

<保管場所> 
TP8.2m 
※大津波警報発令時には、常
駐の自衛消防隊員により
TP21mの高台へ一時退避 
 
<要求時間> 
1.9日以内 
<訓練確認時間> 
約2時間 

<淡水タンク> 
2,750ｔ（5基合計） 
 
<海水> 
取水口 

原子炉及び使用済燃料プールに係る冷却用ポンプ、水源確保等の状況（６／６） 
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 補機冷却用海水ポンプに係る津波対策（1/2） 

会社名 発電所 設置場所等 引き波対策 

北海道 
泊 

１号～３号 
建屋内に設置済 

手順書整備(1,2号）、 
設備対策（3号） 

東北 
女川 

１号～３号 
   海水ポンプエリアに防潮壁を設置予定 設備対策 

  東通 建屋内に設置済 設備対策 

東京 
福島第一 
１号～６号 

屋外に設置 手順書整備 

  
福島第二 
１号～４号 

建屋内に設置済 
設備対策、 
手順書整備) 

  
柏崎刈羽 
１号～７号 

建屋内に設置済 設備対策 

中部 
浜岡 

３号～５号 
 海水ポンプエリアに1.5mの防水壁を設置予定 設備対策 

北陸 
志賀 

１号～２号 
建屋内に設置済 手順書整備 

参考資料２ 

※引き波対策の事例 
 手順書整備・・・水位確認に基づくプラント及びプラント停止及び  
           ポンプ停止運用手順書 など 
 設備対策・・・非常用ポンプ長尺化、取水槽内に貯留槽設置 など 

303



 補機冷却用海水ポンプに係る津波対策（2/2） 

会社名 発電所 設置場所等 引き波対策 

関西 
美浜 

１号～３号 

   海水ポンプエリアに防護壁を設置予定 
手順書整備 

   
高浜 

１号～４号 

  
大飯 

１号～４号 

中国 
島根 

１号～２号 
 海水ポンプエリアに高さ2mの防水壁を設置済 手順書整備 

四国 
伊方 

１号～３号 
 海水ポンプエリアに防潮壁等を設置予定 手順書整備 

九州 
川内 

１号～２号 
  海水ポンプエリアに防護壁を設置検討中 手順書整備 

  
玄海 

１号～４号 

原電 敦賀１号 
 海水ポンプエリアに防護壁を設置予定 設備対策 

  敦賀２号 

  東海第二 海水ポンプエリアに高さ2.8mの防護壁を設置済 設備対策 

ＪＡＥＡ もんじゅ 海水ポンプエリアに1.2mの防水壁を設置予定 
手順書整備、 
設備対策 
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各発電所の炉心冷却系及び関連弁等の一覧
（ＢＷＲ、ＰＷＲ） 

平成２３年１１月２５日 
原子力安全・保安院 

参考資料７ 
（第３回意見聴取会参考資料２） 
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閉込機能に関する設備の概要 
（ＢＷＲ） 

平成２３年１２月２７日 
原子力安全・保安院 

参考資料８ 
（第５回意見聴取会資料２） 
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１．閉じ込め機能に関する設備 

○原子炉格納容器は、冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ） 
 等が発生した場合に、放射性物質などが外部へ 
 漏れるのを防止することを目的としている。 
 
○圧力抑制室内の貯留水は、配管からの漏えい

による蒸気を凝縮させて格納容器内の圧力上
昇を抑制するために用いられるほか、原子炉水
位の低下を補うため非常用炉心冷却系の水源
としても用いられる。 

 
○主に以下の機器から構成される。 

【ドライウエル（D/W）】 
・配管破断時等の放射性物質を閉じ込める。 

【圧力抑制室（S/C）】 
（注）MarkⅠ型 
 ・事故時に蒸気を凝縮して水に戻すことにより、 
  格納容器内圧の過度の上昇を抑制する。 
 ・ D/WとS/Cは下記のベント管でつながっており、 
  基本的に同じ圧力となる。 
【ベント管】 
・圧力が高まったD/Wの雰囲気をS/C に導く。 
【真空破壊装置】 
・ S/CからD/Wの逆圧を解消し格納容器の健全 
 性を維持する。 
 
 

１－１．原子炉格納容器（ＢＷＲ： MarkⅠタイプ） 

 

 

 

 

 

【ドライウエル（D/W）】 

【真空破壊装置】 

【圧力抑制室（S/C）】 

  （原子炉圧力容器） 

【ベント管】 

  （主蒸気逃がし弁） 

  コンクリート 
  水 

 約２０ｍ 

 約３４ｍ 

（注）寸法は福島第一２～４号機の例 
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〈国内ＢＷＲの仕様〉 

プラント名 タイプ 格納容器 出力（MW) 
福島第二 -1 BWR-5 Mark-Ⅱ 1100 
〃-2,3,4 BWR-5 Mark-Ⅱ改 1100 

柏崎刈羽－1 BWR-5 Mark-Ⅱ 1100 
〃-2,3,4,5 BWR-5 Mark-Ⅱ改 1100 
〃-6,7 ABWR RCCV 1350 
女川 -1 BWR-4 Mark-Ⅰ 524 
〃-2,3 BWR-5 Mark-Ⅰ改 825 
東通 -1 BWR-5 Mark-Ⅰ改 1100 
東海-2 BWR-5  Mark-Ⅱ 1100 
浜岡 -1 BWR-4 Mark-Ⅰ 540 
〃-2 BWR-4 Mark-Ⅰ 840 
〃-3 BWR-5 Mark-Ⅰ改 1100 
〃-4 BWR-5 Mark-Ⅰ改 1137 
〃-5 ABWR RCCV 1380 

志賀-1 BWR-5 Mark-Ⅰ改 540 
〃-2 ABWR RCCV 1358 

敦賀-1 BWR-2  Mark-Ⅰ 357 
島根-1 BWR-3  Mark-Ⅰ 460 
〃-2 BWR-5  Mark-Ⅰ改 820 

１．閉じ込め機能に関する設備 

  １号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 
 出力  460                             784   1100 
  型式 BWR3 BWR4 BWR4 BWR4 BWR4 BWR5 
  格納容器 Mark-Ⅰ Mark-Ⅰ Mark-Ⅰ Mark-Ⅰ Mark-Ⅰ Mark-Ⅱ 
 D/W空間容積 m3 約3300 約4240 約4240 約4240 約4240 約5700 
 S/C空間容積 m3 約2800 約3160 約3160 約3160 約3160 約4100 
 プール水量 t 約1750 約2980 約2980 約2980 約2980 約3200 
 燃料集合体数 400体 548体 764体 

《福島第一原子力発電所》 

《その他の発電所》 
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自立型鋼製耐圧容器 

 ◎圧力抑制室（S/C）に 約 4000m3   

の冷却水を保有 

 ◎原子炉周辺配管破断を考慮し、
放出蒸気をS/Cで凝縮し減圧する   
ことで、格納容器内の圧力上昇を
抑制、放出 蒸気を閉じ込める 

  

PCV（MarkⅡタイプ） RCCV（ABWR） 

鉄筋コンクリート＋鋼鉄ライナー内張り容器 

 ◎圧力抑制室（S/C）に約3400m3の冷却水  

   を保有 

 ◎原子炉周辺配管破断を考慮し、放出蒸気
をS/Cで凝縮 し減圧することで、格納容器
内の圧力上昇を抑制、放出 蒸気を閉じ込
める 

（出典）JNES提供資料 

〈その他の型式〉 

 ※ MarkⅠ改,MarkⅡ改とは国内標準化計画で日本独自の工夫

（点検スペースの確保等）を加えられた格納容器のこと。 

１．閉じ込め機能に関する設備 
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【格納容器スプレイ冷却系の機能】 

 原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）時に使用される安
全設備の一つ。 

 原子炉格納容器内の一次冷却材（蒸気）による圧力
上昇及び温度上昇を、圧力抑制室（S/C）の冷却水を
原子炉格納容器内のドライウェル（D/W）及びS/C内に

スプレイし減圧を促進させ、最高使用圧力及び最高
使用温度を超えるのを防ぐための系統である。 

 原子炉格納容器内に放出された気相中のヨウ素を
除去する効果もある。 D/W内にスプレイされた水はベ
ント管を通ってS/Cに戻り、 S/C内にスプレイされた水と

ともに、残留熱除去系の熱交換器で冷却された後、再
びスプレイされる。 

格納容器スプレイ冷却系の概略図 

（出典）JNES提供資料に加筆 

１－２．格納容器冷却系 

 

 

 

 

 

格納容器冷却系（ＣＣ） 

原子炉格納容器 

原子炉再循環 
ポンプ 

主蒸気隔離弁 

原子炉再循環 
ポンプ 

Ｂ系 

Ｄ系 

Ａ系 

Ｃ系 

原子炉 
圧力容器 

制御棒 

炉心 

格納容器冷却系 
（ＣＣ） 

①へ 

ドライウェル 
（Ｄ／Ｗ） 

圧力抑制室 
（Ｓ／Ｃ） 

１．閉じ込め機能に関する設備 
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【非常用ガス処理系の機能】 
 格納容器から原子炉建物に放射性物質が漏洩した
場合に，放射性物質が直接大気へ放出されることを
防止するため，自動起動することで通常の換気系か
ら切り替わり，高性能の活性炭フィルター等によって
放射性物質を除去して排気筒から放出する 

【可燃ガス濃度制御系の機能】 

 冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）等の発生時において、ジ

ルコニウム－水反応、水の放射線分解により発生し

た水素及び酸素を可燃性限界以下に維持することに

より、事故時の原子炉格納容器の健全性を確保する。 

 水素濃度＜４％ 酸素濃度＜５％ 

【不活性ガス系の機能】 

 ＬＯＣＡ時に発生した水素及び酸素を可燃限界以下

に抑制するために、不活性の窒素ガスを原子炉格納

容器内の注入し、発生した水素及び酸素を含む気体

を不活性化（H2とO2の濃度を下げる）する。 

不活性ガス系（ＡＣ）の概略図 

可燃ガス濃度制御系（ＦＣＳ）の概略図 

（出典）北陸電力ＨＰ資料、JNES提供資料に加筆 

１－３．格納容器内ガス処理系 

非常用ガス処理系（ＳＧＴＳ）の概略図 

１．閉じ込め機能に関する設備 

フィルタ 
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【代替PCVスプレイ設備】 

 格納容器の破損の影響を緩和するために、 
復水補給水系及び消火系を利用して、格納容
器を冷却する。 
 
 
【格納容器耐圧強化ベント設備の機能】 
 耐圧性を強化した格納容器ベント配管を設置するこ
とにより、格納容器過圧防止としての減圧操作の適用
範囲を広げ、格納容器からの除熱機能を向上。 
 ※ラプチャーディスクの破壊設定圧力：   
          格納容器最高使用圧力×約１倍 

 

 
 

 
 
  
 

１－４．格納容器に係るアクシデントマネジメント設備 

ＲＨＲ　
ポンプ

ＲＨＲ　
熱交換器

復水貯蔵
タンク

ろ過水
タンク

消火　
ポンプ

ＭＵＷＣ
ポンプ

ＲＨＲ　
ポンプ

ＲＨＲ　
熱交換器

復水貯蔵
タンク

ろ過水
タンク

消火　
ポンプ

ＭＵＷＣ
ポンプ

復水貯蔵
タンク

ろ過水
タンク

消火　
ポンプ

ＭＵＷＣ
ポンプ

代替PCVスプレイ設備 

（注）概略図であり、ベント開始時の弁の状態を模式的に表している。 

排気筒

原子炉
換気系

換気

ファン

ラプチャー
ディスク

非常用ガス
処理系

換気

ファン

フィルタ

排気筒

原子炉
換気系

換気

ファン

ラプチャー
ディスク

非常用ガス
処理系

換気

ファン

フィルタ

格納容器耐圧強化ベント設備 

建
屋
排
気 

１．閉じ込め機能に関する設備 

（出典）JNES提供資料に加筆 425



格納容器内圧力などのプラントパラメータ
を踏まえた事象進展に関する検討 

 

平成２３年１２月２７日 
原子力安全・保安院 

参考資料９ 
（第５回意見聴取会資料３抜粋） 
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○福島第一・福島第二（３号機を除く）では残留熱除去機能が喪失。原子炉内の燃料の崩壊熱により、福島第一１，２，３号機・福島第二１，

２，４号機で格納容器内に熱がこもり、圧力抑制機能喪失の状態になった。 

○ただし、福島第一５，６号機・福島第二１，２，４号機は、注水機能が確保できたため、残留熱除去設備の復旧により炉心損傷を起こすこ

となく冷温停止に移行できた。 

○福島第二３号機、女川２号機、東海第二は一部の設備で被害があったものの、残留熱除去の系統が１系統以上確保されていたため、

冷温停止に移行できた。 

福島第一 福島第二 女川 東海第二 状況 

残留熱除去
系・補機冷却

系 
【CCS, CCSW, 
HPCSC, HPCSS, 
HPCW, HPSW, 

HPCS DGS, RHR, 
RHRC, RHRS, 
EECW,ECW, 
ECWS, RCW, 

RSW】 
（設置位置） 

1号CCS   ：△ 
1号CCSW  ：× 
2,3号RHR ：△ 
2,3号RHRS：× 
4号RHR   ：－(A,C),△(B,D) 
4号RHRS  ：－(A,C),×(B,D) 
5,6号RHR ：△ 
5,6号RHRS：×  

1号HPCSC  ：△ 
1号HPCSS  ：△ 
2号HPCSC  ：× 
2号HPCSS  ：○ 
3,4号HPCSC：◎ 
3,4号HPCSS：◎ 
 
1号EECW  ：× 
2号EECW  ：×(A),△(B) 
3号EECW  ：×(A),◎(B) 
4号EECW  ：×(A),△(B) 

1号RHR ：△ 
1号RHRC ：× 
1号RHRS ：△ 
2号RHR ：△ 
2号RHRC ：△ 
2号RHRS ：×(A,C,D),△(B) 
3号RHR  ：△(A),◎(B),○(C) 
3号RHRC ：×(A,C),◎(B,D) 
3号RHRS ：△(A,C),◎(B,D) 
4号RHR  ：△ 
4号RHRC ：× 
4号RHRS ：×(A,B,C),△(D) 
 

2号HPCW：× 
3号HPCW：○ 
2号HPSW：△ 
3号HPSW：○ 
 
1号ECW ：◎(A,B),○(C,D) 
1号ECWS：◎(A,B),○(C,D) 
1号RHR ：△(A,C),◎(B,D) 
1号RHRS：◎ 
2号RHR ：○(A),△(B,C) 
2号RCW ：◎(A,C),×(B,D) 
2号RSW ：◎(A,C),×(B,D) 
3号RHR ：◎(A,B),○(C) 
3号RCW ：◎ 
3号RSW ：◎ 

HPCS DGS：◎ 
 
RHR ：△(A),◎(B),○(C) 
RHRS：△(A,C),◎(B,D) 

・福島第一1号機CCS及び2～6号機RHRは
電源喪失及び海水系喪失により機能
喪失。 

 
・福島第二はRHR以外がHx/Bに設置され

ており、3号RHR(B)系を除き機能喪失。
ただし、一部の部位は使用可能な状
態であり、モーター交換や仮設の電
源構成等により機能確保。 

 
・女川は一部機能喪失したものの、少

なくとも１系統の機能は維持。 
 
・東海第二はRHR(A)系以外が機能を維

持。 

1号CCS    ：R/B地下 
1号CCSW   ：屋外 
2～6号RHR ：R/B地下 
2～6号RHRS：屋外 

1号HPCSC   ：Hx/B１階 
2号HPCSC   ：Hx/B１階 
3,4号HPCSC ：Hx/B１階 
1～4号HPCSS：Hx/B１階 
 
1号EECW    ：Hx/B１階 
2号EECW    ：Hx/B１階(A) 
             Hx/B２階(B) 
3号EECW    ：Hx/B１階 
4号EECW    ：Hx/B１階(A) 
             Hx/B２階(B) 

1～4号RHR：R/B地下 
 
1号RHRC  ：Hx/B１階 
1号RHRS  ：Hx/B１階 
2号RHRC  ：Hx/B２階 
2号RHRS  ：Hx/B１階 
3号RHRC  ：Hx/B１階 
3号RHRS  ：Hx/B１階 
4号RHRC  ：Hx/B１階 
4号RHRS  ：Hx/B１階 
 

2号HPCW：R/B地下 
3号HPCW：Hx/B地下 
2号HPSW：屋外 
3号HPSW：Hx/B地下 
 
1号ECW ：R/B地下 
1号ECWS：屋外 
1号RHR ：R/B地下 
1号RHRS：屋外 
2号RHR ：R/B地下 
2号RCW ：R/B地下 
2号RSW ：屋外 
3号RHR ：R/B地下 
3号RCW ：Hx/B地下 
3号RSW ：Hx/B地下 

HPCS DGS：屋外 
 
RHR     ：R/B地下 
RHRS    ：屋外 

×：機器本体の機能喪失又は待機除外。△：電源喪失、海水系喪失等関連機器の影響による機能喪失。－：定検停止中。○：待機。◎：運転。 
CCS：格納容器冷却系、CCSW：格納容器冷却海水系、HPCSC：高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ系ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備冷却系、HPCSS：高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ系ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備海水系冷却系、HPCW：高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ補機冷却水系、HPSW：高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ補機冷
却海水系、HPCS DGS：高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ系ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機海水系、RHR：残留熱除去系、RHRC：残留熱除去補機冷却系、RHRS：残留熱除去機器冷却海水系、残留熱除去海水系、又は残留熱除去系海水系、EECW：非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設
備冷却系、ECW： 非常用補機冷却水系、ECWS：非常用補機冷却海水系、RCW：原子炉補機冷却水系、RSW：原子炉補機冷却海水系、MUWC：復水補給水系、CRD：制御棒駆動機構又は制御棒駆動水圧系、SLC：ほう酸水注入系 
R/B：原子炉建屋、 T/B：ﾀｰﾋﾞﾝ建屋、Hx/B：海水熱交換器建屋                                                                    ※本表の内容は今後の現場確認等の調査により変更される可能性あり。 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）、 
    福島第二原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年８月１２日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）、 
    その他聞き取り情報等を含む 

（参考）格納容器の閉込機能に関する被害状況（その１） 
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×：機器本体の機能喪失又は待機除外。△：電源喪失、海水系喪失等関連機器の影響による機能喪失。－：定検停止中。○：待機。◎：運転。 
MUWC：復水補給水系、CRD：制御棒駆動機構又は制御棒駆動水圧系、SLC：ほう酸水注入系、SGTS：非常用ガス処理系、FCS：可燃ガス濃度制御系又は可燃性ガス濃度制御系、AC：不活性ガス系又は原子炉格納容器調気系 
R/B：原子炉建屋、 T/B：ﾀｰﾋﾞﾝ建屋、C/B：コントロール建屋、Hx/B：海水熱交換器建屋                                                      ※本表の内容は今後の現場確認等の調査により変更される可能性あり。 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）、 
    福島第二原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年８月１２日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)）、その他聞き取り情報等を含む 

（参考）格納容器の閉込機能に関する被害状況（その２） 
福島第一 福島第二 女川 東海第二 状況 

代替冷却 
注水系 

【MUWC,CRD,SL
C】 

（設置位置） 

1～5号MUWC：△ 
6号MUWC   ：◎ 
1～3号CRD ：△ 
4号CRD    ：－ 
5,6号CRD  ：△ 
1～3号SLC ：△ 
4～6号SLC ：－ 

1号MUWC ：◎(A,C),○(B)（地震後） 
        →△(A,C),◎(B)（津波襲来後） 
2号MUWC ：◎(A),○(B)  
3号MUWC ：◎(A),○(B,C)（地震後） 
        →◎（津波襲来後） 
4号MUWC ：○(A,C),◎(B)（地震後） 
        →○(A,B),◎(C)（津波襲来後） 
1号CRD   ：△(A),○(B) 
2～4号CRD：◎(A),○(B) 
1号SLC   ：△(A),○(B) 
2～4号SLC：◎(A),○(B) 

1号MUWC  ：○(A),◎(B) 
2,3号MUWC：◎(A,B),○(C) 
1号CRD   ：△ 
2号CRD   ：◎(A),△(B) 
3号CRD   ：◎(A),○(B) 
1～3号SLC：○ 

MUWC：◎ 
CRD ：△(A) ,○(B) 
SLC ：△(A) ,○(B) 

・福島第一は6号機のMUWCを除き機能喪
失。 

 
・福島第二、女川、東海第二は、一部で

津波後の電源喪失又は海水系喪失によ
り機能喪失したものの、代替注水が可
能な状態。 1～6号MUWC：T/B地下 

1～6号CRD ：R/B地下 
1～5号SLC ：R/B４階 
6号SLC    ：R/B５階 

1～4号MUWC：T/B地下 
1～4号CRD ：R/B地下 
1～4号SLC ：R/B５階 

1号MUWC  ：T/B地下 
2,3号MUWC：R/B地下 
1～3号CRD：R/B地下 
1号SLC   ：R/B４階 
2,3号SLC ：R/B２階 

MUWC：T/B地下 
CRD ：R/B地下 
SLC ：R/B５階 

非常用ガス
処理系

【SGTS】 
(設置位置) 

1～4号SGTS：◎（地震後） 
     →△（津波襲来後） 
5号SGTS  ：◎（地震後） 
     →△（津波襲来後） 
6号SGTS   ：◎（地震後） 
     →△(A),◎(B)（津波襲来後） 

1号SGTS：◎（地震後） 
      →△(A),◎(B)（津波襲来後） 
2～4号SGTS：◎ 

1号SGTS：◎ 
2号SGTS：○ 
3号SGTS：○ 
   

SGTS：◎（地震後） 
    →△(A),◎(B)（津波襲来後） 
     

・福島第一は津波による電源喪失のため
6号機B系を除き機能喪失。3/13に5号
機A系復旧。 

 
・福島第二1号機A系は津波による電源喪

失のため機能喪失。 
 
・女川3号機は津波後に一時的に運転。 
 
・東海第二A系は津波によるDG海水ポン

プ電動機被水のため機能喪失し、3/14
に復旧。 

1～5号SGTS：T/B２階 
6号SGTS：C/B２階 

1号SGTS：A/B１階 
2～4号SGTS：A/B１階 

1～3号SGTS：R/B２階 SGTS：R/B５階 

可燃ガス濃
度制御系
【FCS】 

(設置位置) 

1～3号FCS：○（地震後） 
     →△（津波襲来後） 
4～6号FCS：－ 

1号FCS：○（地震後） 
   →△(A),○(B)（津波襲来後） 
2～4号FCS：○ 

1～3号FCS：○ 
FCS：○（地震後） 
   →△(A),○(B)（津波襲来後）  

・福島第一1～3号機は津波による電源喪
失及び海水系喪失のため機能喪失。 

 
・福島第二1号機A系は津波による電源喪

失のため機能喪失。 
 
・東海第二はA系津波によるDG海水ポン

プ電動機被水のため機能喪失し、3/14
に復旧。 

1号FCS(A)：R/B４階 
1号FCS(B)：R/B１階 
2,3号FCS(A)：R/B２階 
2,3号FCS(B)：R/B３階 
4号FCS  ：R/B３階 
5号FCS(A)：R/B２階 
5号FCS(B)：R/B３階 
6号FCS(A)：R/B５階 
6号FCS(B)：R/B３階 

1号FCS：R/B２階 
2～4号FCS：R/B２階 

1号FCS：R/B４階 
2,3号FSC：R/B２階 

FCS：R/B３階 

不活性ガス
系【AC】 
(設置位置) 

1～3号AC：○（地震後） 
    →△（津波襲来後） 
4～6号AC：－ 

1～4号AC：○ 1～3号AC：○ AC：○ 
・福島第一1～3号機は津波による電源喪

失のため機能喪失。 
1～3号AC：R/B 
4～6号AC：R/B 

1～4号AC：R/B 1～3号AC：R/B AC：R/B 
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水素爆発に関する状況 

平成２３年１月２０日 
原子力安全・保安院 

参考資料１０ 
（第６回意見聴取会資料３抜粋） 
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（参考）ブローアウトパネルについて（その２） 
  

建屋における
設置枚数 

１枚あたりのパネルの大きさ 作動圧力 作動方法 固定具の仕様 パネルの設置箇所数 

東通 ０枚 ― ― ― ― ― 

女川１ ２枚 約２.０ｍ×１.３ｍ ４３５kg/㎡ 
所定の圧力が作用するとパネルを固定し
ている金物が塑性変形を起こし動作する。 

炭素鋼 
２箇所に設置 

（1箇所に１枚で設置） 

女川２、３ ０枚 ― ― ― ― ― 
福島第一１ １枚 約４.１ｍ×６.３ｍ ３５２kg／㎡ 

所定の圧力が作用するとパネルを固定し
ている金物が塑性変形を起こし動作する。 

炭素鋼 1箇所に設置 
福島第一２ １枚 約４.３ｍ×６.０ｍ ３５２kg／㎡ 炭素鋼 1箇所に設置 
福島第一３ １枚 約６.３ｍ×５.９ｍ ３４２kg／㎡ 炭素鋼 1箇所に設置 
福島第一４ １枚 約６.３ｍ×５.９ｍ ３４２kg／㎡ 炭素鋼 1箇所に設置 
福島第一５ １枚 約６.３ｍ×５.９ｍ ３４２kg／㎡ 炭素鋼 1箇所に設置 

福島第一６ ８枚 
約５.５ｍ×２.８ｍ 
約３.７ｍ×４.２ｍ 

３４２kg／㎡ ステンレス鋼 8箇所に設置 

福島第二１ ４枚 約４.６ｍ×３.５ｍ ３５２kg／㎡ 炭素鋼 4箇所に設置 

福島第二２ ４枚 約４.０ｍ×４.０ｍ ３５０kg／㎡ ステンレス鋼 4箇所に設置 

福島第二３ ４枚 約２.８ｍ×６.２ｍ ３００kg／㎡ 炭素鋼 4箇所に設置 

福島第二４ ４枚 約４.０ｍ×４.０ｍ ３５０kg／㎡ ステンレス鋼 4箇所に設置 

柏崎刈羽１ ４枚 約４.２ｍ×４.１ｍ ３９０kg／㎡ 炭素鋼 4箇所に設置 

柏崎刈羽２ ４枚 約４.２ｍ×４.１ｍ ５００kg／㎡ 炭素鋼 4箇所に設置 

柏崎刈羽３ ４枚 約４.２ｍ×４.１ｍ ２１０kg／㎡ 炭素鋼 4箇所に設置 

柏崎刈羽４ ４枚 約４.１ｍ×４.１ｍ ３５０kg／㎡ ステンレス鋼 4箇所に設置 

柏崎刈羽５ ４枚 約４.１ｍ×４.１ｍ ３５０kg／㎡ ステンレス鋼 4箇所に設置 

柏崎刈羽６ ８枚 約２.９ｍ×２.７ｍ ３６０kg／㎡ 炭素鋼 
4箇所に設置 

（1箇所に2枚連結で設置） 

柏崎刈羽７ ４枚 約４.１ｍ×４.３ｍ ３５０kg／㎡ ステンレス鋼 4箇所に設置 

浜岡３,４ ０枚 ― ― ― ― ― 

浜岡５ ４枚 約２.５ｍ×約２ｍ ３．２４kPa(３３０kg/㎡) 
所定の圧力が作用するとパネルを固定し
ている金物が塑性変形を起こし動作する。 

炭素鋼 
２箇所に設置 

（1箇所に2枚連結で設置） 

志賀１ ２枚 約２.４ｍ×約２.４ｍ ３５０kg／㎡ 所定の圧力が作用するとパネルを固定し
ているクリップが塑性変形を起こし動作
する。 

ステンレス鋼 
２箇所に設置 

（1箇所に1枚で設置） 

志賀２ ４枚 約４.０ｍ×約４.２ｍ ３５０kg／㎡ ステンレス鋼 
４箇所に設置 

（1箇所に1枚で設置） 

島根１ 1枚 約６.８ｍ×３.６ｍ 
作動しないようボルトで
固定している。 

ブローアウトパネルを使う必要がないこと
から，ボルトで固定している。 

ステンレス鋼 １箇所に設置 

島根２ 3枚 約３.７ｍ×３.７ｍ ３５０kg/㎡（３．４３kPa） 所定の圧力が作用するとパネルを固定し
ている金物が塑性変形を起こし動作する。 
 

ステンレス鋼 
３箇所に設置 

（1箇所に1枚設置） 

東海第二 ８枚 約４ｍ×４ｍ 
約７１３kg/㎡ 
（約６．９９kPa） 

炭素鋼 
８箇所に設置 

（1箇所に1枚で設置） 

敦賀１ 0枚 ― ― ― ― ― 
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（参考２）シビアアクシデント対策（水素爆発対策）について 

  ＢＷＲの例   ＰＷＲの例 

 保安院から事業者に対して水素爆発を防止するために、水素が建屋に滞留することを防ぐための措置を講
ずるよう求めたところ（平成２３年６月７日）であり、事業者から報告された取組例は以下のとおり。  
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福島第一原子力発電所3号機の原子炉建屋 

水素爆発に係る評価 

平成２４年２月１日 

独立行政法人 原子力安全基盤機構 

原子力システム安全部 

参考資料１１ 
（第６回意見聴取会資料５） 
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原子炉建屋内水素混合挙動解析 - 解析モデル 

PCVフランジ等からの原子炉建屋
上部への漏えいモデル 

S/C室、ドライウェル貫通部等からの
原子炉建屋下部への漏えいモデル 

  外壁厚み 
(mm) 

5F 400 

4F 500 

3F 900 

2F 1100 

1F 1500 

水素ガス放出箇所 
（原子炉建屋下部） 

水素ガス放出箇所 
（ドライウェル頂部） 

 
概要：事故進展解析結果を基に原子炉建屋内の水素混合挙動解析を行い水

素爆発の可能性を評価 
 
解析方法：フランジや貫通部等の代表的な原子炉建屋への漏えい箇所を想

定し、水素混合挙動から水素爆発の可能性を評価する 

【各フロアの外壁厚み（1F3） 】 

使用解析コード：FLUENTコード、初期条件：圧力；大気圧、温度；室温 
解析モデル：約８万メッシュモデル 
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原子炉建屋最上階への 
ＰＣＶ上部漏えい 

原子炉建屋内水素混合挙動解析（３号機）(1/2) 

MELCOR解析結果（水素約1000kgが発生）
を基に、原子炉建屋下部（１階）及び上部
（５階）への水素1000kgの漏えいを想定 

原子炉建屋１階への 
ＰＣＶ漏えい 

PCV（D/W貫通部、
S/C室等）から漏

えいした水素ガス
は自然対流により
原子炉建屋全体
にほぼ均一に分
布 

原子炉建屋内の流動状況（上部への漏えい） 

0

200

400

600

800

1000

1200

0 24 48 72 96 120 144

水
素

発
生

量
 (
kg

)

1F3

経過時間 (h)

実時刻

水素発生量
PCV外部
漏えい量

① ②
③

⑤～⑨

⑩ ⑭⑪⑫ ⑬④

3/12              3/13             3/14             3/15             3/16             3/17           3/18

３号機のMELCOR解析結果 

ジルコニウム・水反応による水素発生量と漏えい量 
（解析ではベント放出を想定） 

[m/s] 

PCV上部（フラン

ジ等）から漏えい
した水素は自然対
流により原子炉建
屋最上階（5階）で
均一に分布 

原子炉建屋内の水素濃度分布（下部への漏えい） 

原子炉建屋１階への漏えいを想定した場合
には建屋全体にほぼ均一に分布する一方、
５階への漏えいを想定した場合には建屋最
上階で均一に分布 

[vol%] 
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原子炉建屋内水素混合挙動解析（３号機）(2/2) 

○原子炉建屋内水素濃度分布の解析結果によると、上部への漏えいを想定した場合に
は、最上階（５階）の水素濃度は約30％に達する一方で、下部への漏えいを想定した
場合も建屋全体に高濃度の水素（約16～17％）が蓄積する。 

○いずれのケースも水素濃度が15％を超えており爆轟の発生を示唆している。 

最上階（5階）

の水素濃度は
約30%に達し、

水素爆轟を示
唆 

原子炉建屋内水素濃度分布 
（上部への漏えい） 

原子炉建屋内水素濃度分布 
（下部への漏えい） 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

0 1 2 3 4 5 6 7 8

経過時間　hour

平
均

水
素

モ
ル

分
率

5F

4F

3F

2F

1F16.5%(1F)

経過時間（ｈ） 

漏えいした水
素ガスは原子
炉建屋全体に
蓄積し高濃度
化（16%～17%） 
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原子炉建屋爆轟解析 - 解析モデル 

爆轟解析モデル（4階フロア） 

4階フロア 

3階フロア 

 
概要：原子炉建屋内の水素混合挙動解析結果に基づき水素爆轟解析を実施

する。また、実機の原子炉建屋破損状況、爆発の規模と比較して水素

漏えい量及び漏えい箇所を評価し、漏えい仮定の妥当性を確認する。 

解析条件： 

   解析コード：AUTODYN 

   解析範囲：原子炉建屋及び周辺 

   境界条件：FLUENT解析結果（混合ガス分布） 
 

爆轟解析モデル（3階フロア） 
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[m/s] 

原子炉建屋爆轟解析 - ３号機の水素爆轟解析 (1/5)  

PCVから原子炉建屋１階フロアに1,000kgの水素漏えいを仮定した場合 

原子炉建屋上部を中心に大規模破損 
・上方向きの飛散初速は30～70m/s 
・水平方向の飛散初速は約10ｍ/s 

建屋天井、5階壁面の速度ベクトル図(300ms)  
圧力分布図 (300ms)  

原子炉建屋上部だけでなく、4階及び5階
の床や周辺建屋上部が破損 
※なお、原子炉建屋上部ほど壁厚が薄いこと及び着火源から

遠方ほど負荷が増大するため主に上層階の床や壁が破損
する結果となる。 

（西） （東） 

着火点 

★ 

[kPas] 
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原子炉建屋爆轟解析 - ３号機の水素爆轟解析(2/5)  

原子炉建屋上部を中心に大規模破損 
・上方向きの飛散初速は50～90m/s 
・水平方向の飛散初速は約20ｍ/s 

原子炉建屋上部だけでなく、4階及び5階
の床が破損。４階の床は下向きに破損 

原子炉建屋5階フロアに1,000kgの水素漏えいを仮定した場合 

建屋天井、5階壁面の速度ベクトル図(300ms)  圧力分布図 (300ms)  

（西） （東） 
★ 

着火点 

[kPas] 
[m/s] 
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10秒 

【ガレキの飛散挙動】 
最高到達時間：約7秒 

到達高さ：約 250 m 
 

    爆発時の初速 

    70m/s以上を示唆 

 

原子炉建屋爆轟解析 - １F3の水素爆轟解析(3/5)  

実際の3号機の爆発現象から推定される飛散速
度はいずれの結果とも整合的 

（注）スタック高さ120m 

7秒 風向き 

ガレキ 

ガレキ 

1
2
0
m

 

原子炉建屋上方向
の破損と原子炉建
北面の左横方向へ
の複数箇所の破損
を示唆 

１秒 

6秒 

0秒 

複数箇所の破損 

福島中央テレビ  
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○3号機北側では原子炉建屋外壁は３階層以上が破損するとともに、地上2階建ての隣
接建屋の2階も損傷している。これは、周辺建屋上部等が損壊するとした原子炉建屋
下部からの漏えいを仮定した場合の爆轟解析の結果により整合的であると考えられる。 

原子炉建屋爆轟解析 - ３号機の水素爆轟解析(5/5)  
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まとめ 

• 評価結果 
– 福島第一原子力発電所3号機の原子炉建屋内の水素混合及び

爆轟解析を行い水素爆発の規模を評価。 
– ＭＥＬＣＯＲの解析結果によると、3号機では、凡そ1,000kgの水

素が原子炉建屋に漏えいし水素爆発が発生したことを示唆。 
– ３号機における原子炉建屋の爆轟解析の結果と、実際の周辺建

屋の損壊状況を比較すると、原子炉建屋下部へ機器ハッチや他
の貫通部等から漏えいした可能性が考えられる。 

– しかしながら、３号機原子炉建屋内部は上層部ほど汚染している
こととの整合性も含め、建屋上部及び下部の双方への漏えいに
ついてより詳細な分析が必要。 

– 今後、漏えい箇所及び漏えい量を特定するために、さらに調査及
び解析を進める必要がある。 
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通信・計測制御・使用済燃料貯蔵 
設備の概要 

平成２４年１月２０日 
原子力安全・保安院 

参考資料１２ 
（第６回意見聴取会参考資料１） 
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（通信設備） 

 原子炉施設には適切な警報計及び通
信連絡設備を備え、事故時に原子力発電
所内に居るすべての人に対し的確に指示
ができるとともに、原子力発電所と所外必
要箇所との通信連絡設備は、多重性又は
多様性を備えた設計であることが要求さ
れている。 

○所内の通信設備（例） 

 ・ぺージング、ＰＨＳ 

 ・簡易通話装置 

 ・トランシーバ 
 

○所外の通信設備（例） 

 ・衛星携帯電話 

 ・保安通信設備 

  

  
 

〈通信設備について〉 

出典：島根原子力発電所におけるシビアアクシデントへの対応に関する措置の実施状況報告           
                        （平成23年6月14日中国電力株式会社） 
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（計装設備） 
 原子炉圧力容器計装系は、原子炉圧力
容器各部の温度分布、原子炉冷却材の
炉心入口及び出口温度、水位、炉心流量
及び炉心差圧、原子炉容器内の圧力等
を計測、監視することにより、原子炉出力
を制御する。 
 原子炉水位の信号は、通常運転時の原
子炉水位制御用信号、異常時のスクラム
信号、事故時の非常用炉心冷却系の起
動信号、事故時の炉心損傷防止のため
のＡＭ設備の起動信号として用いられる。 
原子炉圧力は、４個の計装ノズルに独立
して接続された凝縮器に接続された圧力
変換器から信号が送られる。 
 炉心流量は、ジェットポンプの差圧を検
出して測定する。 

〈計装設備について：通常時（水位、温度、圧力）〉 

水位／圧力計の測定原理 

出典：東京電力(株)公表資料 
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（計装設備） 
 格納容器雰囲気モニタ（ＣＡＭＳ：
Containment Atmospheric Monitoring 
System）は、通常運転時及び原子炉冷却

材喪失事故（ＬＯＣＡ）時の原子炉格納容
器内雰囲気の水素濃度、酸素濃度を測
定するもので、放射線レベルの測定も行
う。 
 測定レンジは、水素が０～１００vol％、
酸素が０～３０vol％で、電源は非常用電
源より供給される。 
 また、同じ機能を有する独立した２系統
（Ａ系統、Ｂ系統）がある。 

〈計装設備について：格納容器雰囲気モニタ（ＣＡＭＳ）〉 

出典：東北電力HP資料に加筆 

放射線検出器 放射線検出器 
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（計装設備） 
 放射線を定期的に又は連続的に監視・
測定することをモニタリングといい、原子
力発電所等の周辺でモニタリングを行う
ために設置された装置をモニタリングポス
トといって、空気中の放射線を２４時間連
続で監視している。 
 環境の放射線量率の測定は、通常ガン
マ線を対象に行われ、検出器としてガン
マ線に感度のよい、蛍光作用を利用した
シンチレーション検出器や、電離作用を利
用した電離箱式検出器がよく用いられる
が、一部の地域では中性子線の検出もで
きるようになっている。 
  

〈計装設備について：モニタリングポスト〉 

モニタリングポスト 

出典：東京電力HPより 
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（使用済燃料貯蔵プール） 

 使用済燃料を貯蔵、保管するための水

槽（プール）を、ＢＷＲでは「使用済燃料貯

蔵プール」といい、原子炉格納容器の上

に位置している。 

 使用済燃料は、核分裂生成物の崩壊に

より放射線と熱を発生するので、放射線

の遮蔽と燃料体の冷却のため、十分な水

深のプールは常に水張りされ、プール水

は循環して冷却されるとともに浄化される

ようになっている。 

 ここには、使用済燃料だけでなく、炉心

から取り出した後に再装荷する燃料や、

新規に装荷する燃料等も一時的に保管さ

れる。 
  

使用済燃料貯蔵プール 

〈燃料貯蔵設備について：ＢＷＲ（燃料プール）〉 

出典：JNESＨＰより 
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（共用プール） 

 共用プールとは、原子炉建屋内にある

使用済燃料貯蔵プールとは別に、複数の

プラントの使用済燃料を保管しておく施設。 

 東京電力福島第一原子力発電所に設

置された共用プールは、４号機の西約５０

ｍの建物内にあり、縦２９ｍ、横１２ｍ、深

さ１１ｍで、使用済燃料を６８４０本収容可

能。 
 
  

使用済燃料共用プール 

〈燃料貯蔵設備について：ＢＷＲ（共用プール）〉 

出典：東京電力HPより 
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（乾式キャスク貯蔵施設） 
 使用済燃料は、発電所内の使用済燃料
貯蔵プールに一定期間貯蔵されるが、そ
の後、再処理のために移送するまで保管
する方法の一つとして「乾式キャスク貯蔵
施設」がある。 
 「乾式貯蔵キャスク」とは、使用済燃料
の収納時にその内部を乾燥させ、使用済
燃料を不活性ガスとともに封入して貯蔵
する容器で、キャスク本体に二重構造の
蓋部、バスケット等で構成される。 
  「乾式キャスク貯蔵施設」は、乾式キャ

スクの表面からの放熱を空気の自然対流
により除熱し、キャスクが放射線の遮蔽機
能を確保していることを建屋内の放射線
モニタで監視し、さらにキャスクの周囲を
コンクリート製の建物で取り囲んで遮蔽し
ている等、安全性が高く、海外でも数多く
の実績がある。 

乾式キャスク貯蔵施設 

〈燃料貯蔵設備について：ＢＷＲ（乾式キャスク貯蔵施設）〉 

出典：日本原子力発電ＨＰより 
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（使用済燃料ピット） 
 使用済燃料を貯蔵、保管するための水
槽を、ＰＷＲでは「使用済燃料ピット」とい
う。機能と用途は、ＢＷＲの「使用済燃料
貯蔵プール」と同じ。 
 ＰＷＲでは原子炉格納容器の横に位置
している。 

〈燃料貯蔵設備について：ＰＷＲ（使用済燃料ピット）〉 

使用済燃料ピット 

出典：JNESＨＰより 
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各事業者の通信・コミュニケーション、
計測制御、使用済燃料貯蔵設備概要 

平成２４年１月２０日 
原子力安全・保安院 

参考資料１３ 
（第６回意見聴取会参考資料２） 
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通信・コミュニケーション設備 
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○各事業者とも平成１９年７月に発生した新潟県中越沖地震による柏崎刈羽原子力発電所の被災状況を踏まえ、耐震性向上対策の一 
 環として免震構造の事務棟を建設する動きがある。 
○構内の通信手段の確保については、緊急時において、発電所構内作業の円滑化を図るため、全ての交流電源が喪失したときにおけ
る確実な発電所構内の通信手段を確保するための措置が講じられている。 

１．通信・コミュニケーション設備（１／３） 

  
免震構造の事務棟               発電所構内の通信手段確保 

    
     規模地震時における緊急対策所の確保 通常通信手段の確保・信頼性向上 代替通信手段の確保 

北海道 泊 

<免震棟の設置> 
 検討中 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数   
 時間以上使用可能 
 ・その後、電源車（緊急安全対策により 
 既設）等による電源を確保 

＜代替通信手段＞ 
 ・トランシーバ、衛星電話、有 
 線仮設電話（乾電池駆動）配  
 備済み 

東北 

東通 

<免震棟の設置> 
 検討中 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数 
 時間以上使用可能 
 ・その後、PHS設備を大容量電源装置   
 等（緊急安全対策により既設）により電 
 源を確保 

＜代替通信手段＞ 
 衛星電話、移動無線配備済   
 み 

女川 

<免震棟の設置> 
 ・地上8階の事務新館（免震構造）を新設    
 （平成23年10月竣工，11月運用開始） 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数   
 時間以上使用可能 
 ・その後、電源車（緊急安全対策により 
 既設）により電源を確保 

＜代替通信手段＞ 
 衛星電話、移動無線配備済   
 み 

東京 

 
 福島第一 

 

<免震棟の設置> 
 ・地上2階の免震棟有り 
 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数 
 時間以上使用可能 

＜代替通信手段＞ 
 ・衛星電話、移動無線を配備
済み 
 

福島第二 

<免震棟の設置> 
 ・地上3階の免震棟有り 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数 
 時間以上使用可能 
 ・その後、電源車（緊急安全対策により 
 既設）等による電源を確保 柏崎 

刈羽 

<免震棟の設置> 
 ・地上2階の免震棟有り 
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免震棟               発電所構内の通信手段確保 

    
     大規模地震時における緊急対策所の確保 通常通信手段の確保・信頼性向上 代替通信手段の確保 

中部 浜岡 

<免震棟の設置> 
 ・地上4階の免震棟を設置済み 

＜構内PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も、災害対策用発電機（緊急  
 安全対策により既設）等により電源を確保 
 
＜中長期対策＞ 
 ・津波による浸水を考慮し、PHS交換機を高所に 
 移設(平成23年度末完了予定) 

＜代替通信手段＞ 
 ・トランシーバ、無線、衛星電話を配備  
 済み 
 

北陸 志賀 

<免震棟の設置> 
 ・地上3階の免震棟を建設予定（平成25 
 年度中に完成予定） 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数時間以上使  
 用可能 
 ・その後、電源車（緊急安全対策により既設）等に  
 よる電源を確保 

＜代替通信手段＞ 
 ・陸上無線機、衛星電話を配備済み 

関西 

美浜 

<免震事務棟の設置> 
 ・平成28年度中に設置予定 
 ・設置場所、施設規模は検討中 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数時間以上使  
 用可能 
 
＜中長期対策＞ 
 ・津波による浸水を考慮して、内線電話用交換機 
 及び電源を高所へ移設（平成28年度頃完了予定） 

＜代替通信手段＞ 
 ・トランシーバ、携行型通話装置（乾電  
 池式）、衛星携帯電話、緊急時衛星通   
 報システム設置済み 
 ・衛星可搬局設置予定（Ｈ24年度） 

大飯 

<免震事務棟の設置> 
 ・平成28年度中に設置予定 
 ・設置場所、施設規模は検討中 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数時間以上使 
 用可能 
 
＜中長期対策＞ 
 ・津波による浸水を考慮して、内線電話用交換機 
 及び電源を高所へ移設（平成28年度頃完了予定） 

＜代替通信手段＞ 
 ・トランシーバ、携行型通話装置（乾電  
 池式）、衛星携帯電話、緊急時衛星通  
 報システム設置済み 
 ・衛星可搬局設置予定（Ｈ24年度） 

高浜 

<免震事務棟の設置> 
 ・平成28年度中に設置予定 
 ・設置場所、施設規模は検討中 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数時間以上使 
 用可能 
 
＜中長期対策＞ 
 ・津波による浸水を考慮して、内線電話用交換機  
 及び電源を高所へ移設（平成28年度頃完了予定） 

＜代替通信手段＞ 
 ・トランシーバ、携行型通話装置（乾電  
 池式）、衛星携帯電話、緊急時衛星通 
 報システム設置済み 
 ・衛星可搬局設置予定（Ｈ24年度） 

１．通信・コミュニケーション設備（２／３） 
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免震棟                     発電所構内の通信手段確保 

    
     大規模地震時における緊急対策所の確保 通常通信手段の確保・信頼性向上 代替通信手段の確保 

中国 島根 

<免震棟の設置> 
 ・地上3階程度の免震棟を建設予定（平成26  
    年度完成予定） 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数時間以上使  
 用可能 
 ・電源車（緊急安全対策により既設）による電源を  
 確保 

＜代替通信手段＞ 
 ・衛星電話、トランシーバ、有線簡易通話 
 装置（乾電池駆動）配備済み 

四国 伊方 

<免震棟の設置> 
 地上7階の免震棟を設置済（平成23年12月） 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・内線電話（構内PHS，固定電話）の一部は全交流 
 電源喪失時も蓄電池により数時間以上使用可能 
＜中長期対策＞ 
 ・津波による浸水を考慮して、内線電話（構内PHS，  
 固定電話）の交換機等を新設した新事務所ビル 
 （免震ビル）4階などの高所に移設（Ｈ24年度末完了 
 予定） 

＜代替通信手段＞ 
 ・トランシーバ、インターホン、ノーベルホ 
 ン配備済み 

九州 

玄海 

<免震棟の設置> 
 検討中 

＜ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池設備等により数時間 
 以上使用可能。 
 ・その後、電源車（緊急安全対策により既設）による  
 電源を確保 

＜代替通信手段＞ 
 ・携帯型有線通話装置（乾電池式）を配 
 備済み 

川内 

<免震棟の設置> 
 検討中 

＜ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池設備等により数時間 
 以上使用可能。 
 ・その後、電源車（緊急安全対策により既設）による  
 電源を確保 

＜代替通信手段＞ 
 ・携帯型有線通話装置（乾電池式）を配  
 備済み 

日本原電 

敦賀 

<免震棟の設置> 
 ・地上3階の免震棟を建設（平成23年度完成） 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数時間使用可 
 能 
＜中長期対策＞ 
 ・津波による浸水を考慮して，構内PHS交換機を高  
 所等に移設する。（平成23年12月完了） 

＜代替通信手段＞ 
 ・トランシーバ，衛星電話を配備済み 
 ・乾電池駆動の簡易通話装置を配備済み（平 
 成23年6月完了） 

東海第
二 

<免震棟の設置> 
 ・地上3階の免震棟を建設（平成22年度完成） 

＜PHS、ページング設備＞ 
 ・全交流電源喪失時も蓄電池により数時間使用可能 
 ・ページング装置については，その後、電源車（緊急安全  
   対策により既設）等による電源を確保 
＜中長期対策＞ 
   ・津波による浸水を考慮して，構内PHS交換機を高所等に    
    移設する。（平成24年5月頃完了予定） 

＜代替通信手段＞ 
 ・トランシーバ，衛星電話を配備済み 
 ・乾電池駆動の簡易通話装置を配備済み 

１．通信・コミュニケーション設備（３／３） 
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 計測制御設備の概要 
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２．計測制御設備の概要（１／１６） 

○計測制御設備については、ＳＢＯ時には緊急安全対策において整備した電源車及び空冷式の非常用発電装置により給  
  電を行うことにより一部の設備について監視を可能としている。（福島第一を除く） 

計装設備 
  

温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 
（参考） 

格納容器内の状態監視   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

北海道 泊 

  
 【1，2号機】 
 《炉内温度計》 
 測定レンジ；40～1300℃；炉心出口に13カ所（SBO時の給電：否）      
 《容器温度計》 
 なし 
 《事故時炉内水位計》 
 原子炉容器水位計；0～100%(原子炉容器下端～上端）：1系統（SBO時の給電：可）                                          
 《事故時炉内圧力計》 
 1次冷却材圧力計：0～21MPa；2系統（SBO時の給電：可） 
 《格納容器雰囲気モニタ》 
 格納容器高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ(低ﾚﾝｼﾞ)；測定ﾚﾝｼﾞ：10

2
～10

7
μSv/h；2系統 

 格納容器高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ(高ﾚﾝｼﾞ)；測定ﾚﾝｼﾞ：10
3
～10

8
mSv/h；2系統 

 （SBO時の給電：可）                                         
 《エリアモニタ》 
  原子炉建屋、原子炉補助建屋、廃棄物処理建屋に設置（SBO時の給電：可） 
 【３号機】 
 《炉内温度計》 
 測定レンジ；40～1300℃；炉心出口に39カ所（SBO時の給電：否）      
 《容器温度計》 
 なし 
 《事故時炉内水位計》 
 原子炉容器水位計；0～100%(原子炉容器下端～上端）：1系統（SBO時の給電：否）                                        
 《事故時炉内圧力計》 
 1次冷却材圧力計：0～21MPa；2系統（SBO時の給電：可） 
 《格納容器雰囲気モニタ》 
 格納容器高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ(低ﾚﾝｼﾞ)；測定ﾚﾝｼﾞ：10

2
～10

7
μSv/h；2系統 

 格納容器高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ(高ﾚﾝｼﾞ)；測定ﾚﾝｼﾞ：10
3
～10

8
mSv/h；2系統 

  （SBO時の給電：可）                                      
 《エリアモニタ》 
 原子炉建屋、原子炉補助建屋に設置（SBO時の給電：否） 
 【共用】 
 《モニタリングポスト》 
  モニタリングポスト７箇所、モニタリングステーション１箇所  （SBO時の給電：否） 
  ※SBO時は可搬式モニタリングポスト等により測定                      

 
 <監視装置> 
 ＩＴＶカメラを設置済み。 
 1号機 エリア監視用 3台 
     機器監視用 10台 
 2号機 エリア監視用 3台 
     機器監視用 8台 
 3号機 エリア監視用 4台 
     機器監視用 11台 
 （SBO時の給電：否） 

457



２．計測制御設備の概要（２／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

（参考） 
格納容器内の状態監視   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

東北 東通 

 
 《炉内温度計》 
 冷却材温度（ＰＬＲ入口，ＣＵＷ入口）5カ所：0～300℃ 
 （非常用交流電源［SBO時も大容量電源装置等より給電可］） 
 《原子炉圧力容器温度計》 
 熱電対：28箇所：0～300℃ 
 （非常用交流電源［SBO時も大容量電源装置等より給電可］） 
 《事故時原子炉水位計》 
 燃料域：-3800～+1300mm（2系統） 
 （直流電源［SBO時も給電可］） 
 《事故時原子炉圧力計》  
 広帯域：0～10MPa（2系統） 
 （直流電源［SBO時も給電可］） 
 《格納容器雰囲気モニタ：ＣＡＭＳ》  
 測定レンジ：10～10

8
mSv/h（2系統：4箇所測定） 

 （非常用交流電源［SBO時も大容量電源装置等より給電可］） 
 《モニタリングポスト》  
 8箇所 （非常用交流電源［SBO時も大容量電源装置等より給電可］） 
 
 《事故時原子炉格納容器温度計》 
 測定レンジ：0～300℃（1系統：11箇所測定） 
 （直流電源［SBO時も給電可］） 
 《事故時原子炉格納容器圧力計》 
 広帯域：0～1MPa[abs]（1系統） 
 （直流電源［SBO時も給電可］） 
 《Ｓ／Ｃ雰囲気温度》 
 測定レンジ：0～200℃（１系統：４箇所測定） 
 （非常用交流電源［ＳＢＯ時も大容量電源装置等より給電可］） 
 《Ｓ／Ｃ圧力》  
 ０～１MPa〔abs〕（１系統） 
 （直流電源［ＳＢＯ時も給電可］） 
 《エリア放射線モニタ》 
 原子炉建屋、タービン建屋、サービス建屋（非常用交流電源［ＳＢＯ時も大容量電源装置等より給電可］） 

 
 <監視装置> 
 ITVカメラなし 
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２．計測制御設備の概要（３／１６） 

計装設備 
  

温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

 
（参考） 

格納容器内の状態監視 
 

  

    スペック・電源 
 

遠隔監視設備 
 

東北 女川 

 【１号機】 
 《炉内温度計》 
 冷却材温度（ＰＬＲ入口，ＣＵＷ入口）7カ所：0～300℃（非常用交流電源［SBO時の給電否

※
］） 

 《原子炉圧力容器温度計》熱電対：40箇所：0～300℃（非常用交流電源［SBO時の給電否
※

］） 
 《事故時炉内水位計》 
 燃料域：-3,800～+5,000mm（2系統）（直流電源［SBO時も給電可］） 
 《事故時炉内圧力計》 
 広帯域：0～10MPa（5系統）（直流電源［SBO時も給電可］） 
 《格納容器雰囲気モニタ：ＣＡＭＳ》 
 測定レンジ：10～10

8
mSv/h：2系統（非常用交流電源［SBO時の給電否

※
］） 

 《モニタリングポスト》 6箇所 （非常用交流電源［SBO時の給電否
※

］） 
 ※現在設置中の大容量電源装置の運用開始により給電可 
 《原子炉格納容器温度計》 
 測定レンジ：０～３００℃（１１箇所）（直流電源［SBO時も給電可］） 
 《事故時格納容器圧力計》 
 広帯域：０～１ＭＰａ［abs］（１系統）（直流電源［SBO時も給電可］） 
 《Ｓ／Ｃ雰囲気温度》測定レンジ：０～２００℃：４系統（非常用交流電源［SBO時の給電否※］） 
 《Ｓ／Ｃ圧力》測定レンジ：０～１ＭＰａ：１系統（非常用交流電源［SBO時の給電否※］） 
 《エリアモニタ》原子炉建屋、タービン建屋、廃棄物処理建屋、制御建屋（非常用交流電源［SBO         
 の給電否※］） 

 
 <監視装置> 
 ITVカメラなし 

 【２・３号機】 
 《炉内温度計》 
 冷却材温度（ＰＬＲ入口，ＣＵＷ入口）5カ所：0～300℃（非常用交流電源［SBO時の給電否

※
］） 

 《原子炉圧力容器温度計》熱電対：28箇所：0～300℃（非常用交流電源［SBO時の給電否
※

］） 
 《事故時炉内水位計》燃料域：-3,800～+1,300mm（2系統）（直流電源［SBO時も給電可］） 
 《事故時炉内圧力計》広帯域：0～10MPa（10系統）（直流電源［SBO時も給電可］） 
 《格納容器雰囲気モニタ：ＣＡＭＳ》測定レンジ：10～10

8
mSv/h（2系統）（非常用交流電源［SBO   

 時の給電否
※

］） 
 ※現在設置中の大容量電源装置の運用開始により給電可 
 
 《原子炉格納容器温度計》測定レンジ：０～３００℃（１系統：１１箇所）（直流電源［SBO時も給電 
  可］） 
 《事故時格納容器圧力計》広帯域：０～１ＭＰａ［abs］（１系統）（直流電源［SBO時も給電可］） 
 《Ｓ／Ｃ雰囲気温度》測定レンジ：０～２００℃：４系統（非常用交流電源［SBO時の給電否※］） 
 《Ｓ／Ｃ圧力》測定レンジ：０～１ＭＰａ：１系統（非常用交流電源［SBO時の給電否※］） 
 《エリアモニタ》 
 ２号機 原子炉建屋、タービン建屋、制御建屋（非常用交流電源［SBO時の給電否※］） 
 ３号機 原子炉建屋、タービン建屋、サービス建屋、制御建屋（非常用交流電源［SBO時の給電  
 否※］） 
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２．計測制御設備の概要（４／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無 

  

    スペック・電源 遠隔監視設備 

東京 福島第一 

 

 ≪原子炉温度計≫・12～24箇所（号機による） ・0～300℃ （SBO時の給電：否） 
 ≪原子炉格納容器温度計≫・15～23箇所（号機による）・0～200℃ 
 （SBO時の給電）（主盤計器）否：１～６号機 （ＡＭ用）可：２／３／５／６号機 
 ≪原子炉水位計（燃料域）≫・2系統・-3000～5000mm（1号機）、-3700～5000mm（2/3/5号機）、-2500～5000mm（4号機） 
                                      -3800～1300mm（6号機） 
 （SBO時の給電：否：１号機、可：２～６号機） 
 ≪原子炉圧力計≫・2系統・0～9MPa（1号機）、0～8.336MPa（2/5号機）, 0～9.807MPa（3号機）, 0～10MPa（4号機）,  
                            0～11MPa（6号機） 
   （SBO時の給電：可） 
  ≪原子炉格納容器圧力計（AM用）≫・1系統・0～1Mpa abs 
   （SBO時の給電：否：１，４号機、可：２，３，５，６号機） 
 ≪サプレッションプール圧力計（AM用）≫・１系統・0～0.981MPa［abs］（1号機）,0～1MPa［abs］（2/3/5/6号機） 
                                                        0～1000kPa［abs］（4号機） 
  （SBO時の給電：否：１，４号機、可：２，３，５，６号機） 
  ≪サプレッションプール水位計（AM用）≫・1系統 ・-1～5m（1号機）, -1.5～4.8m（2/3/5号機）, -1.5～5m（4号機） 
                                                        -0.5～8.5m（6号機） 
   （SBO時の給電：否：１，４号機、可：２，３，５，６号機） 
 《サプレッションプール温度計》・２系統・0～150℃ 
  （SBO時の給電：否） 
  ≪格納容器雰囲気モニタ≫・2系統 ・10-2～105Sv/h 
  （SBO時の給電：否） 
 ≪エリア放射線モニタ≫・測定範囲は場所による。 
  （SBO時の給電：否） 
 ≪モニタリングポスト≫・8箇所,10～10４nGy/h（低線量用）,10～10８ｎGy/h（高線量用） 
    （SBO時の給電：可） 

 
 〈監視装置〉 
 ・ITVカメラなし 
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２．計測制御設備の概要（５／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

東京 福島第二 

 
 ≪原子炉温度計≫・12～13箇所（号機による）・0～300℃ 
  （SBO時の給電：否） 
 ≪原子炉格納容器温度計≫・21～22箇所（号機による） ・0～200℃ 
  （SBO時の給電：否） 
 ≪原子炉水位計（燃料域）≫・2系統・-3800～1300mm 
  （SBO時の給電：可） 
 ≪原子炉圧力計≫・2系統・0～10MPa 
  （SBO時の給電：可） 
 ≪原子炉格納容器圧力計（AM用）≫・1系統・0～1000kPa 
  （SBO時の給電：号機により可） 
 ≪サプレッションプール水位計（AM用）≫・1系統・-160～780cm（号機による） 
  （SBO時の給電：号機により可） 
 ≪格納容器雰囲気モニタ≫・2系統（D/W：２、S/P：２）・10

-2
～10

5
Sv/h 

   （SBO時の給電：否） 
 ≪モニタリングポスト≫・7箇所・10～10

４
nGy/h（低線量用）,10～10

８
ｎGy/h（高線量用） 

   （SBO時の給電：可） 
  ≪エリアモニタ≫原子炉建物、タービン建物、制御室建物、廃棄物処理建物 
  （SBO時の給電：否） 
 

 
 〈監視装置〉 
 ・ITVカメラ２台あり（ＰＬＲポンプメカシー  
 ルパージ水流量変動（メカリーク）監視 
 用として１号機のみあり）。 
 （SBＯ時の給電：否） 
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２．計測制御設備の概要（６／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

東京 
柏崎 
刈羽 

 
 ≪原子炉温度計≫ ・12～15箇所（号機による） ・0～300℃ 
 （SBO時の給電：否） 
 ≪原子炉格納容器温度計≫ ・17～22箇所（号機による） ・0～200℃ 
 （SBO時の給電：否） 
 ≪原子炉水位計（燃料域）≫ ・2系統・-3800～1300mm（1～5号機） 
                    ・-4000～1300mm（6・7号機） 
  （SBO時の給電：可） 
 ≪原子炉圧力計≫・2系統 ・0～10MPa 
  （SBO時の給電：可） 
 ≪原子炉格納容器圧力計（AM用）≫・1系統・0～1000kPa 
  （SBO時の給電：号機により可） 
 ≪サプレッションプール水位計（AM用）≫・1系統・-160～550cm（号機による） 
  （SBO時の給電：号機により可） 
 ≪格納容器雰囲気モニタ≫・2系統（D/W：２、S/P：２） ・10

-2
～10

5
Sv/h 

 （SBO時の給電：否） 
 ≪モニタリングポスト≫・7箇所 ・0～10

４
nGy/h（低線量用） 0～10

８
ｎGy/h（高線量用） 

  （SBO時の給電：可） 
 ≪エリアモニタ≫原子炉建物、タービン建物、制御室建物、廃棄物処理建物 
  （SBO時の給電：K6以外可） 

 
 〈監視装置〉 
 ・ＩＴＶカメラなし。 
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２．計測制御設備の概要（７／１６） 

計装設備 
  

温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 
 

（参考） 
格納容器内の状態監視 

  

    スペック・電源 
 

遠隔監視設備 

中部 浜岡 

  
 【１，２号】 
  《エリアモニタ》＜1号＞原子炉建屋、タービン建屋、廃棄物処理建屋、復水ろ過脱塩装置建屋、  
  希ガス建屋に設置。(ＳＢＯ時、原子炉建屋、廃棄物処理建屋、希ガス各建屋の一部給電可(バッテリー   
  による）) ＜２号＞原子炉建屋、タービン建屋、廃棄物処理建屋に設置。(ＳＢＯ時、原子炉建屋、廃  
  棄物処理建屋の一部給電可（バッテリによる）) 

 
 <監視装置> 
 格納容器内に以下のＩＴＶ設置済み 
 
 3号機：5台（SBO時の給電：否） 
 ・PLRﾒｶﾘｰｸ漏えい監視：4台 
 ・MSIV動作・漏えい監視：1台 
 
 4号機：7台（SBO時の給電：否） 
 ・PLRﾒｶﾘｰｸ漏えい監視：6台 
 ・MSIV動作・漏えい監視：1台 
 
 5号機：3台（SBO時の給電：否） 
 ・D/W機器漏えい監視(D/Wｻﾝﾌﾟ)： 
 1台 
 ・MSIV動作・漏えい監視：2台 

  
 【３，４号】 
  《炉内温度計》 
 ・熱電対 ＰＬＲ入口：２箇所：0～300℃(ＳＢＯ時給電可) 
       ＲＰＶボトム：１箇所：0～300℃(ＳＢＯ時給電否) 
 ・ＲＴＤ ＰＬＲ入口：２箇所：200～300℃(ＳＢＯ時給電否) 
 《容器温度計》 ・熱電対 １４箇所：0～300℃(ＳＢＯ時給電否) 
 《Ｄ／Ｗ内温度計》 ・熱電対 14箇所：0～200℃(ＳＢＯ時給電否) 
 《S/C水温計》 ・熱電対 32箇所：0～150℃(ＳＢＯ時給電否) 
 《事故時炉内水位計》・原子炉水位燃料域(A)(B)：-3800～1300mm;2系統(ＳＢＯ時給電可(1系統のみ  
 供給)) 
 《事故時炉内圧力計》・原子炉圧力広帯域：0～12MPa;2系統(ＳＢＯ時給電可(1   
 系統のみ供給)) 
 《D/W圧力》 広帯域：0～1MPa［abs］;1系統(ＳＢＯ時給電可) 
 《S/C圧力》0～1MPa［abs］;1系統(ＳＢＯ時給電可) 
 《格納容器雰囲気モニタ：ＣＡＭＳ》D/W CAMSγ線線量率(A)(B)：1×10^-2～1×10^5Sv/h;2系統(ＳＢ 
 Ｏ時給電可(1系統のみ供給)) 
 《エリアモニタ》原子炉建屋、タービン建屋、補助建屋に設置。(３号機：ＳＢＯ時、原子炉建屋の一部給電  
 可（バッテリによる）、４号機：ＳＢＯ時給電可（バッテリによる）) 
 【５号】 
 《炉内温度計》・ＲＴＤ ＲＰＶボトム：２箇所：0～300℃(ＳＢＯ時給電可)（ＲＰＶﾎﾞﾄﾑ） 
 《容器温度計》・熱電対 １５個所：0～300℃(ＳＢＯ時給電否) 
 《Ｄ／Ｗ内温度》・熱電対 10箇所：0～300℃(ＳＢＯ時給電否) 
          ・熱電対 17箇所：0～200℃(ＳＢＯ時給電否) 
          ・熱電対 4箇所：0～150℃(ＳＢＯ時給電否) 
 《Ｓ／Ｃ水温》 ・熱電対 48箇所：0～150℃(ＳＢＯ時給電可(1系統(１２箇所）のみ供給)) 
 《事故時炉内水位計》・原子炉水位燃料域(A)(B)：-4000～1300mm;2系統(ＳＢＯ時給電可(1系統のみ供   
 給)) 
 《事故時炉内圧力計》・原子炉圧力広帯域：0～10MPa;2系統(ＳＢＯ時給電可(1系統のみ供給) 
 《D/W圧力》広帯域：0～500kPa［abs］;2系統(ＳＢＯ時給電否) 
 《S/C圧力》0～1MPa［abs］;1系統(ＳＢＯ時給電可) 
 《格納容器雰囲気モニタ：ＣＡＭＳ》・D/W放射線ﾚﾍﾞﾙ(A)(B)：1×10^-2～1×10^5Sv/h;2系統(ＳＢＯ時給   
 電否)・S/C放射線ﾚﾍﾞﾙ(A)(B)：1×10^-2～1×10^5Sv/h;2系統(ＳＢＯ時給電否) 
 《エリアモニタ》原子炉建屋、タービン建屋、補助建屋に設置。(ＳＢＯ時給電可（バッテリによる）) 
 【共用】 
 《モニタリングポスト》・７箇所(ＳＢＯ時給電可<無停電電源装置 約10時間供給可>） 
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２．計測制御設備の概要（８／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無 

  

    スペック・電源 遠隔監視設備 

北陸 志賀 

 
 ＜炉内温度計＞ 
 ・1号：冷却材温度(PLR入口,CUW入口)：3系統：0～300℃(SBO時給電：可（2系統）（電源車）） 
 ･2号：冷却材温度(CUW入口)：2系統：0～300℃(SBO時給電：否） 
 ＜容器温度計＞ 
 ・1号：熱電対：11系統：0～300℃(SBO時給電：可（電源車）） 
 ･2号：熱電対：15系統：0～300℃(SBO時給電：可（電源車）） 
 ＜事故時炉内水位計＞ 
 ･1号：燃料域水位：-8000～-3000mm：2系統（SBO時給電：可（蓄電池，電源車）） 
 ･2号：燃料域水位：-4000～ 1300mm：2系統（SBO時給電：可（蓄電池，電源車）） 
 ＜事故時炉内圧力計＞ 
 ･1号：0～10MPa：3系統（SBO時給電：可（蓄電池，電源車）） 
 ･2号：0～10MPa：5系統（SBO時給電：可（3系統）（蓄電池，電源車）） 
 ＜格納容器雰囲気放射線モニタ＞ 
 ･1号：測定レンジ10-2～105 Sv/h：2系統（SBO時給電：可（1系統）（電源車）） 
 ･2号：測定レンジ10-2～105 Sv/h：2系統（SBO時給電：可（電源車）） 
 ＜モニタリングポスト＞ 
 低レンジ，高レンジ：各７系統：低レンジ：10-2～105 μGｙ/h，高レンジ：10-2～105 μGｙ/h 
 （SBO時給電：否（SBO時はモニタリングカーで測定可）） 
 ＜エリア放射線モニタ＞ 
 原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋（SBO時給電：可(原子炉建屋(一部)，タービン建屋(一   
 部)）（蓄電池，電源車），否（廃棄物処理建屋）） 
 ＜格納容器温度計＞ 
 ・1号：D/W温度： 0～200℃：45系統（SBO時給電：可（5系統）（電源車））  S/C温度(水温)：  0～150℃：  
  13系統（SBO時給電：可（蓄電池，電源車）） 
 ・2号：D/W温度： 0～200，0～300℃：54系統（SBO時給電：可（12系統）（電源車））  S/C温度(水温)： 
   0～150℃：48系統（SBO時給電：可（蓄電池，電源車）） 
 ＜格納容器圧力計＞ 
 ・1号：D/W圧力： 0～ 600kPa ａｂs：2系統（SBO時給電：可（蓄電池，電源車）） S/C圧力： 0～ 600kPa   
  ａｂs：2系統（SBO時給電：可（蓄電池，電源車）） 
 ・2号：D/W圧力： -100～ 400kPa：2系統（SBO時給電：可（蓄電池，電源車）） S/C圧力： -100～  
    400kPa：2系統（SBO時給電：可（蓄電池，電源車）） 

 
 ＜監視装置＞ 
 ・2号機にＩＴＶカメラ（主蒸  
 気隔離弁，原子炉冷却材  
 再循環ポンプ監視用）を3  
 台設置済み。（SBO時の給 
 電：否） 
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２．計測制御設備の概要（９／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無 

  

    スペック・電源 遠隔監視設備 

関西 美浜 

 
 《炉内温度計》 
 測定レンジ：40～1300℃ 
 SBO時の給電可否：否 
 炉心出口に13カ所 
 《容器温度計》 
 なし 
 《原子炉水位計》 
 測定レンジ；原子炉容器～上部炉心板(6点) 
 SBO時の給電可否：可（蓄電池、非常用空冷発電装置） 
 チャンネル数： 1ch 
 《１次系冷却材圧力計》 
 測定レンジ：0～20.6MＰａ 
 SBO時の給電可否：可（蓄電池、非常用空冷発電装置） 
 チャンネル数： 2ch 
 《格納容器内高レンジエリアモニタ》 
 測定レンジ：10

3
～10

8
ｍSv/h 

 SBO時の給電可否：可（蓄電池、非常用空冷発電装置） 
 チャンネル数： 2ch 
 《モニタリングポスト》 
 ６箇所（SBO時の給電可否：可） 

 
 ＜監視装置＞ 
 ・機器の状態確認用のITVカメラを3.11  
  以前より設置済み。 
 1号機：16台、2号機：16台 
 3号機：16台 
 （SBO時の給電：否） 
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２．計測制御設備の概要（１０／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

関西 大飯 

 
 《炉内温度計》 
 測定レンジ：40～1300℃ 
 SBO時の給電可否：否 
 炉心出口に13カ所（1,2号機） 
 炉心出口に50カ所（3,4号機） 
 《容器温度計》 
 なし 
 《原子炉水位計》 
 測定レンジ；原子炉容器～上部炉心板(6点) 
 SBO時の給電可否：可（蓄電池、非常用空冷発電装置）（１、２号機）、否（３、４号機） 
 チャンネル数： 1ch 
 《１次系冷却材圧力計》 
 測定レンジ：0～20.6MＰａ 
 SBO時の給電可否：可（蓄電池、非常用空冷発電装置） 
 チャンネル数： 2ch 
 《格納容器内高レンジエリアモニタ》 
 測定レンジ：10

3
～10

8
ｍSv/h 

 SBO時の給電可否：可（蓄電池、非常用空冷発電装置） 
 チャンネル数： 2ch 
 《モニタリングポスト》 
 ６箇所（SBO時の給電可否：可） 

 
 ＜監視装置＞ 
 ・機器の状態確認用のITVカメ  
 ラを3.11以前より設置済み。 
 1号機：25台、2号機：25台 
 3号機：19台、4号機：19台 
 （SBO時の給電：否） 
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２．計測制御設備の概要（１１／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

関西 高浜 

 
 《炉内温度計》 
 測定レンジ：40～1300℃ 
 SBO時の給電可否：否 
 炉心出口に13カ所（1,2号機） 
 炉心出口に39カ所（3,4号機） 
 《容器温度計》 
 なし 
 《原子炉水位計》 
 測定レンジ；原子炉容器～上部炉心板(6点)（１、２号機）、0～100%（３、４号機） 
 SBO時の給電可否：可（蓄電池、非常用空冷発電装置） 
 チャンネル数： 1ch 
 《１次系冷却材圧力計》 
 測定レンジ：0～20.6MＰａ 
 SBO時の給電可否：可（蓄電池、非常用空冷発電装置） 
 チャンネル数： 2ch 
 《格納容器内高レンジエリアモニタ》 
 測定レンジ：10

3
～10

8
ｍSv/h 

 SBO時の給電可否：可（蓄電池、非常用空冷発電装置） 
 チャンネル数： 2ch 
 《モニタリングポスト》 
 ６箇所（SBO時の給電可否：可） 

 
 ＜監視装置＞ 
 ・機器の状態確認用のI   
 TVカメラを3.11以前より  
 設置済み。 
 1号機：20台、2号機：20台 
 3号機：27台、4号機：27台 
 （SBO時の給電：否） 
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２．計測制御設備の概要（１２／１６） 

計装設備 
  

温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 
格納容器内の状態監視 

設備の有無   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

中国 島根 

《炉内温度計》 
炉心出口に熱電対５カ所：０～３００℃（SBO時の給電可） 
炉心入口に熱電対５カ所：０～３００℃（SBO時の給電可） 
                  ０～２５０℃〔一部〕（SBO時の給電可） 
《容器温度計》 
熱電対：２６箇所：０～３００℃（SBO時の給電可） 
           -１５０～１５０℃（一部）（SBO時の給電可） 
《事故時炉内水位計》 
燃料域水位計；指示計-８５０～１５０ｃm：２系統（SBO時の給電可） 
          記録計-８５０～１５０ｃm：２系統（SBO時の給電可） 
《事故時炉内圧力計》 
事故時圧力計：指示計０～１０ＭＰａ：１系統（SBO時の給電可） 
事故時圧力計：記録計０～１０ＭＰａ：１系統（SBO時の給電可） 
《格納容器雰囲気モニタ：ＣＡＭＳ》 
測定レンジ：０．０１～１０００００Ｓv/h；２系統（１系統あたりＤ／Ｗ，Ｓ／Ｃ）（SBO時の給電可） 
《モニタリングポスト》６箇所（SBO時の給電可） 
《原子炉格納容器温度計》 
熱電対：２８箇所(D/W：２４箇所，S/C：４箇所)：記録計０～２００℃（SBO時の給電可） 
           指示計０～２００℃（SBO時の給電可） 
《原子炉格納容器圧力計》 
圧力計：指示計０～５００ｋＰａ：２系統（SBO時の給電可） 
圧力計：記録計０～５００ｋＰａ：１系統（SBO時の給電可） 
《エリアモニタ》原子炉建物，タービン建物，制御室建物，廃棄物処理建物（SBO時の給電可） 
[補足説明]・《容温度計》の箇所数は，記録計へ入力・監視している数で，予備は含まない 

 
 <監視装置> 
  ＩＴＶカメラなし 

中国 島根 

《炉内温度計》 
炉心出口に熱電対または測温抵抗体８カ所：０～３００℃（SBO時の給電可） 
炉心入口に熱電対または測温抵抗体７カ所：０～３００℃（SBO時の給電可） 
                                            ０～２５０℃（SBO時の給電可） 
《容器温度計》熱電対：１７箇所：０～３００℃（SBO時の給電可） 
《事故時炉内水位計》燃料域水位計；記録計-４００～１５０ｃm：２系統（SBO時の給電可） 
《事故時炉内圧力計》 
事故時圧力計：指示計０～８．５ＭＰａ：１系統（SBO時の給電可） 
                  ：記録計０～１０ＭＰａ：２系統（SBO時の給電可） 
《格納容器雰囲気モニタ：ＣＡＭＳ》 
測定レンジ：０．０１～１０００００Ｓv/h；２系統（１系統あたりＤ／Ｗ，Ｓ／Ｃ）（SBO時の給電可） 
《モニタリングポスト》１，２号共用 
《原子炉格納容器温度計》 
熱電対：４６箇所（D/W：３０箇所，S/C：１６箇所）：記録計０～２００℃（SBO時の給電可） 
           指示計０～２００℃（SBO時の給電可） 
《原子炉格納容器圧力計》圧力計：記録計０～６００ｋＰａ[abs]：２系統（SBO時の給電可） 
《エリアモニタ》原子炉建物，タービン建物，制御室建物，廃棄物処理建物（SBO時の給電可） 
[補足説明]・《容器温度計》の箇所数は，記録計へ入力・監視している数で，予備は含まない 
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２．計測制御設備の概要（１３／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

四国 伊方 

  
 《炉内温度計》 
 １／２号：各号機２６箇所：４０～１３００℃ 
 （SBO時の給電可） 
 ３号：３９箇所：４０～１３００℃ 
 （SBO時の給電可） 
 《容器温度計》 
 なし 
 《事故時炉内水位計》 
 原子炉水位計 
 １／２号：各号機１チャンネル：原子炉容器下端～上端 
 （SBO時の給電可） 
 ３号：１チャンネル：原子炉容器下端～上端（SBO時の給電可） 
 《事故時炉内圧力計》 
 １次冷却材圧力計 
  各号機２チャンネル：（0～21MPa） 
 （SBO時の給電可） 
 《格納容器雰囲気モニタ：ＣＡＭＳ》 
 原子炉格納容器内高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ 
  低レンジ：10

2
～10

7
μSv/h；各号機２チャンネル 

  高レンジ：10
3
～10

8
mSv/h；各号機２チャンネル 

  （SBO時の給電可） 
 《モニタリングポスト》 
 ・モニタリングステーション（1箇所） 
 ・モニタリングポスト（４箇所） 
  （SBO時の給電否） 
  （平成24年度上期UPS設置予定） 
 ※SBO時は可搬式モニタリングポスト等により測定 
 《エリアモニタ》 
 各号機原子炉建家（屋）、原子炉補助建家（屋）に設置（SBO時の給電可） 

  
 ＜監視装置＞ 
 ・機器の状態等確認用のＩＴＶカメラを3.11以  
  前より設置済み。 
  1号機：28台 
  2号機：16台 
  3号機：22台 
 （SBO時の給電：否） 
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２．計測制御設備の概要（１４／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

九州 玄海 

 《炉内温度計》 
 １次冷却材温度計（広域） 
 １／２号： 
  炉心出口、炉心入口に各２カ所づつ：０～３５０℃ 
  （SBO時の給電可） 
 ３／４号： 
  炉心出口、炉心入口に各４カ所づつ：０～４００℃ 
  （SBO時の給電可） 
 《容器温度計》 
  なし 
 《事故時炉内水位計》 
 原子炉水位計 
 各号機１チャンネル：原子炉容器 
 ０％～１００％ 
 （SBO時の給電可） 
 《事故時炉内圧力計》 
 １次冷却材圧力計 
 各号機２チャンネル：０～２１MPa 
 （SBO時の給電可） 
 《格納容器雰囲気モニタ》 
 原子炉格納容器内高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ 
 低レンジ：10

2
～10

7
μSv/h：各号機２チャンネル 

 高レンジ：10
3
～10

8
mSv/h：各号機２チャンネル 

 （SBO時の給電可） 
 《モニタリングポスト》 
 モニタリングステーション１箇所、モニタリングポスト２箇所 
 低レンジ：10

1
～10

5
nＧy/h 

 高レンジ：10
2
～10

8
nＧy/h 

 （SBO時の給電可） 
 《エリアモニタ》 
 １／２号： 
 原子炉格納容器、原子炉補助建屋(SBO時の給電可) 
 ３／４号： 
 原子炉格納容器、原子炉補助建屋、原子炉周辺建屋(SBO時の給電可) 

 
 ＜監視装置＞ 
  ・機器の状態確認用のITVカメラを3.11以前より設 
   置済。 
  1号機：19台、2号機：21台、3号機：30台、4号機：30   
  台 
  （SBO時の給電：否） 
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２．計測制御設備の概要 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

九州 川内 

  
 《炉内温度計》 
 １次冷却材温度計（広域） 
  炉心出口、炉心入口に各３カ所づつ：０～４００℃ 
 （SBO時の給電可） 
 《容器温度計》 
 なし 
 《事故時炉内水位計》 
 原子炉水位計 
 各号機１チャンネル：原子炉容器 
   ０％～１００％ 
 （ＳＢＯ時の給電可） 
 《事故時炉内圧力計》 
 １次冷却材圧力計 
  各号機２チャンネル：０～２１MPa 
  （SBO時の給電可） 
 《格納容器雰囲気モニタ》 
 格納容器内高レンジエリアモニタ 
  低レンジ：10

2
～10

7
μSv/h 

   各号機２チャンネル 
  高レンジ：10

3
～10

8
ｍSv/h 

   各号機２チャンネル 
 （SBO時の給電可） 
 《モニタリングポスト》 
 モニタリングステーション２箇所、モニタリングポスト３箇所 
  低線量：10

1
～10

5
nＧy/h 

  高線量：10
4
～10

8
nＧy/h 

 （SBO時の給電を検討中） 
 ※SBO時は可搬型モニタリングポスト等により測定可能 
 《エリアモニタ》 
 原子炉格納容器、原子炉補助建屋、燃料取扱建屋、制御建屋(SB0時の給電可) 

 
 ＜監視装置＞ 
 ・機器の状態確認用のITVカメラを  
  3.11以前より設置済。 
  1号機：25台、2号機：25台 
  （SBO時の給電：否） 
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２．計測制御設備の概要（１５／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無   

    スペック・電源   遠隔監視設備 

日本原電 

敦賀１ 

 《炉内温度計》 
 ＰＬＲポンプ入口に各１ヶ所づつ（計３本）：0 ～ 300℃（SBO時の給電可（電源車）） 
 《容器温度計》 
 熱電対：１５箇所：0 ～ 300℃（SBO時の給電可（電源車）） 
 《事故時炉内水位計》 
 燃料域水位計；-3800 ～ 4500mm:２系統（SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 
 《事故時炉内圧力計》 
 事故時圧力計：0 ～ 9.807MPa；２系統（SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 
 《格納容器雰囲気モニタ：ＣＡＭＳ》 
 測定レンジ：10

-2
～10

5
Sv/h；２系統（計４台）（SBO時の給電可（電源車）） 

 《D/W温度計》 
 熱電対：２７箇所：0 ～ 200℃（SBO時の給電可（電源車）） 
 《D/W圧力計》 
 測定レンジ：0 ～ 10kg/cm

2
[abs]；２系統（SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 

 《S/C温度計》 
 熱電対：１２箇所：0 ～ 200℃（SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 
 《S/C圧力計》 
 測定レンジ：0 ～ 10kg/cm

2
[abs]；１系統（SBO時の給電可（電源車）） 

 《エリアモニタ設置建屋》 
 サービス建屋，原子炉建屋，タービン建屋，廃棄物処理建屋，新廃棄物処理建屋（SBO時の給電可（電源車）） 
 《モニタリングポスト中央監視》 
 ３箇所：低レンジ10～104nGy/h，高レンジ103～108nGy/h；（SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 

 
 〈監視装置〉 
 ・ＩＴＶカメラを5台設置済み。 
 （SBO時給電：否） 
 設置目的： 
 ①PLRポンプメカシール監視用3  
 台 
 ②ペデスタル内監視用1台 
 ③ＭＳＩＶ状態確認用1台 

敦賀２ 

 
 《炉内温度計》 
 炉心出口、炉心入口に各１ヶ所づつ（計８本）：0 ～ 400℃（SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 
 《容器温度計》なし 
 《事故時炉内水位計》 
 原子炉水位計；0 ～ 100％:１系統（SBO時の給電可（電源車）） 
 《事故時炉内圧力計》 
 事故時圧力計：（0 ～ 20.6MPa）；２系統（SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 
 《格納容器エリアモニタ》 
 測定レンジ：10

-1
～10

4
mSv/h，10

3
～10

8
mSv/h；各２系統（計４台）（SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 

 《エリアモニタ設置建屋》 
 原子炉建屋，原子炉補助建屋，燃料取扱棟，アスファルト固化建屋，雑固体処理建屋（SBO時の給電可（電源  
 車）） 
 《モニタリングポスト中央監視》 
 ３箇所：低レンジ10～10

4
nGy/h，高レンジ10

3
～10

8
nGy/h；（SBO時の給電可（電源車）） 

 【共通】 
 《モニタリングポスト局舎》 
 ３箇所（局舎用電源（２号機常用系）、SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 

 
 〈監視装置〉 
 ・ＩＴＶカメラを31台設置済み。 
 （SBO時給電：否） 
 設置目的： 
 ①RCPモータ油面計監視用4台 
 ②RCPメカシール監視用4台 
 ③各エリア監視用23台 
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２．計測制御設備の概要（１６／１６） 

計装設備 

  
温度、水位、圧力、放射線（ＣＡＭＳ）、モニタリングポストについて 

格納容器内の状態監視 
設備の有無   

    スペック・電源 遠隔監視設備 

日本原電 東海第二 

 
 《炉内温度計》 
 PLRポンプ入口に各1系統(計2系統) 
 測定レンジ：0℃ ～ 300℃ 
 (SBO時の給電可 （電源車）） 
 《容器温度計》 
 測定レンジ：0℃ ～ 300℃ 
 熱電対：12箇所 
 (SBO時の給電可 （電源車）） 
 《事故時炉内水位計》 
 燃料域水位計： 
 測定レンジ：-3800mm ～ +1300mm ：2系統 
 （SBO時の給電可（電源車）） 
 《事故時炉内圧力計》 
 事故後圧力監視計： 
 測定レンジ：0 ～ 10.5MPa 
 （SBO時の給電可 （電源車）） 
 《格納容器雰囲気モニタ：CAMS》 
 測定レンジ：0 ～ 10×E8 ｍSv/h：2系統 
 （SBO時の給電可 （電源車）） 
 《D/W温度計》 
 測定レンジ：0 ～ 150℃ 
 （SBO時の給電可 （電源車）） 
 《D/W圧力計》 
 測定レンジ：0 ～ 500kPa abs 
 （SBO時の給電可 （電源車）） 
 《S/P温度計》 
 測定レンジ：0 ～ 100℃ 
 （SBO時の給電可 （電源車）） 
 《S/P圧力計》 
 測定レンジ：0 ～ 500kPa abs 
 （SBO時の給電可 （電源車）） 
 《エリアモニタ設置建屋》 
 原子炉建屋，タービン建屋，複合建屋，廃棄物処理建屋，廃棄物処理建屋増強設備，ドライキャスク建屋，ドラムヤードA棟   
 （SBO時の給電可（電源車）） 
 ドラムヤードB棟（SBO時の給電：否） 
 《モニタリングポスト》 
 5箇所 
 測定レンジ：低レンジ10 ～ 10×E5 nGy/h，高域レンジ10×E-8 Gy/h ～ 10×E-1 Gy/h 
 （SBO時の給電可（蓄電池）＋（電源車）） 

 
 〈監視装置〉 
 ・ITVカメラを2台設置済み。 
  （SBO時給電：否） 
 設置目的： 
 PLRポンプメカリーク監視用2台 
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    使用済燃料貯蔵施設 

  
設置場所 使用済燃料体保管状況 冷却ポンプ、電源 緊急安全対策によるＳＢＯ時の冷却手段 

  

    位置 体数 性能 仮設ポンプ及びホース接続による冷却 

北海道 泊 

  
 <使用済燃料ピット> 
 1号機 
 原子炉建屋4階（TP. 31.3m） 
 2号機 
 原子炉建屋4階（TP. 31.3m） 
 3号機 
 原子炉建屋4階（TP. 33.1m） 

  
 ＜使用済燃料ピット＞ 
  1号機：409体 
  2号機：476体 
  3号機：96体 

 
 １号機～３号機 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 容量 280㎥／ｈ、揚程 65m 
 運転用：非常用電源、 非常用ＤＧ（440Ｖ） 
 操作回路用：直流電源（125Ｖ） 
 
 
 
  

<ポンプ> 
 1号：可搬式ポンプ30m3/h×2台  
 2号：可搬式ポンプ30m3/h×2台 
 3号：可搬式ポンプ30m3/h×4台 
 1～3号共用：可搬式ポンプ45m3/h×3  
 台、180m3/h×1台、30m3/h×6台、消 
 防車48m3/h×2台 
 <ホース> 
 2,710m(20m×136本 相当) 

東北 東通 

  
 <使用済燃料プール> 
 原子炉建屋3階（約TP. 20m） 

  
 <使用済燃料プール> 
  600体 

 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機（6.9ｋＶ） 
 計測制御電源：所内交流電源系，非常用ディーゼル 
 発電機（6.9ｋＶ） 
 
 
  

 
 <ポンプ> 
 消防車120ｍ3/h×2台 
 <ホース> 
 1,600ｍ(20m×80本） 
  
 燃料プール冷却浄化系ポンプ（電源車  
 からの給電 

東北 女川 

  
 <燃料プール> 
 1号機：原子炉建屋5階（OP. 44.7m） 
 2号機：原子炉建屋3階（OP. 33.2m） 
 3号機：原子炉建屋3階（OP. 33.2m） 

  
  <燃料プール> 
  1号機：453体 
  2号機：1823体 
  3号機：1266体 

 １号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機（6.9ｋＶ） 
 ２号機、３号機 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機（6.9ｋＶ） 
 計測制御電源：所内交流電源系，非常用ディーゼル   
 発電機（6.9ｋＶ） 
 
 
  

  
 ＜ポンプ＞ 
 １２０ｍ3／h×２台（消防車） 
 ＜ホース＞ 
 約２０００ｍ(２０m×１００本） 
  
 燃料プール冷却浄化系ポンプ（電源車  
 からの給電） 

○各事業者とも使用済燃料貯蔵施設について、ＳＢＯ時には緊急安全対策において整備した仮設ポンプ及びホースにて冷却水を供給す 
 る対策を実施している。なお、一部の事業者においては電源車等により冷却ポンプの稼働が可能となっている。 

３．使用済燃料貯蔵施設の概要（１／５） 

475



３．使用済燃料貯蔵施設の概要（２／５） 

    使用済燃料貯蔵施設 

  
設置場所 使用済燃料体保管状況 冷却ポンプ、電源 

緊急安全対策等によるＳＢＯ時
の冷却手段   

    位置 体数 性能 仮設ポンプ及びホース接続 

東京 

福島第一 

 <燃料プール> 
 1号機 
 原子炉建屋5階（O.P. 38.905m） 
 2号機 
 原子炉建屋5階（O.P. 39.92m） 
 3号機 
 原子炉建屋5階（O.P. 39.92m） 
 4号機 
 原子炉建屋5階（O.P. 39.92m） 
 5号機 
 原子炉建屋5階（O.P. 42.92m） 
 6号機 
 原子炉建屋6階（O.P. 51.50m） 
 〈共用プール〉 
 運用補助共用施設3階（O.P. 20.20m） 
 〈ドライキャスク〉 
 使用済燃料輸送容器保管設備1階  
 （O.P. 4.65m） 

 
〈燃料プール（平成２２年１２月末時点）〉 
 １号：２９２体 
 ２号：５８７体 
 ３号：５１４体 
 ４号：１３３１体 
 ５号：９４６体 
 ６号：８７６体 
 〈共用プール（平成２３年３月１１日時点）〉 
 ６３７５体 
 〈ドライキャスク（平成２３年３月１１日時  
 点）〉 
 ４０８体 

 〈燃料プール〉 
 １号機～５号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機 
 論理電源：計装用電源（120V）通常電源：所内交流電 
 源系 
 ６号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機 
 計測制御電源：所内交流電源系，非常用ディーゼル  
 発電機  
 〈共用プール〉 
 水冷 
 １系統／２台 
 通常：所内交流電源 
 〈ドライキャスク〉 
 空冷 
  

対策対象外 

福島第二 

 <燃料プール> 
 1号機 
 原子炉建屋6階（O.P. 50.5m） 
 2号機 
 原子炉建屋6階（O.P. 50.5m） 
 3号機 
 原子炉建屋6階（O.P. 50.5m） 
 4号機 
 原子炉建屋6階（O.P. 50.5m） 

 〈燃料プール〉 
  1号機：1570体 
  2号機：1638体 
  3号機：1596体 
  4号機：1672体 

 １号機～４号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機（6.9ｋＶ） 
 計測制御電源：所内交流電源系，非常用ディーゼル 
 発電機（6.9ｋＶ） 
 
 
  

＜ポンプ＞ 
 120m3/h×3台（消防車） 
＜ホース＞ 
 2,000ｍ(20m×100本） 
  
 残留熱除去系ポンプによるＳＦＰ冷却 電源  

 供給元はガスタービン発電機車      

柏崎 
刈羽 

<燃料プール> 
 1号機 
 原子炉複合建屋3階（TP. 18.0m） 
 2号機 
 原子炉建屋3階（TP. 18.0m） 
 3号機 
 原子炉建屋3階（TP. 18.0m） 
 4号機 
 原子炉建屋3階（TP. 18.0m） 
 5号機 
 原子炉建屋4階（TP. 33.0m） 
 6号機 
 原子炉建屋4階（TP. 31.7m） 
 7号機 
 原子炉建屋4階（TP. 31.7m） 

  
 <燃料プール> 
  1号機：1987体 
  2号機：2523体 
  3号機：1695体 
  4号機：2424体 
  5号機：1754体 
  6号機：2150体 
  7号機：2527体 

１号機～３号機、５号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機（480Ｖ） 
 計測制御電源：所内交流電源系，非常用ディーゼル   
 発電機（480Ｖ） 
４号機、６号機、７号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機（6.9ｋＶ） 
 計測制御電源：所内交流電源系，非常用ディーゼル   
 発電機（6.9ｋＶ） 
 
  

<ポンプ> 
 1,2号：消防車約60m3/h×1台 
 3号：消防車約60m3/h×1台 
 4号：消防車約60m3/h×1台 
 5,6号：消防車約120m3/h×1台 
 7号：消防車約50m3/h×1台 
<ホース> 
 2,080m（20m×104本） 
 
・Ｋ１～Ｋ７：ＭＵＷＣ（復水補給水系）ポンプ  
 または 
・Ｋ１：ＦＰＭＵＷ（燃料プール補給水系）ポンプ 
・Ｋ２～Ｋ５：ＭＵＷＦ（燃料プール補給水系）ポンプ 
・Ｋ６，Ｋ７：ＳＰＣＵ（圧力抑制室プール水浄化系）ポ 
ンプ 
 電源供給元はガスタービン発電機車または電源  
 車 
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３．使用済燃料貯蔵施設の概要（３／５） 

    使用済燃料貯蔵施設 

  
設置場所 使用済燃料体保管状況 冷却ポンプ、電源 

緊急安全対策によるＳＢＯ時の冷却
手段   

    位置 体数 性能 仮設ポンプ及びホース接続 

中部 浜岡 

 
 <燃料プール> 
 1号：原子炉建屋5階(T.P.35.7m） 
 2号：原子炉建屋5階(T.P. 35.7m） 
 3号：原子炉建屋4階(T.P. 33.8m） 
 4号：原子炉建屋4階(T.P. 33.8m） 
 5号：原子炉建屋5階(T.P. 34.9m） 
 

  
  1号：1本 
 2号：1164本 
 3号：2110本 
 4号：1977本 
 5号：1373本 

３号機～５号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機 
 （6.9ｋＶ） 
 計測制御電源：所内交流電源系，非常 
 用ディーゼル発電機（6.9ｋＶ） 
 
  

<ポンプ> 
1,2号：可搬式ポンプ67.8 m3/h×2
台 
3号：可搬式ポンプ52.8 m3/h×2台 
4号：可搬式ポンプ52.8 m3/h×2台 
5号：可搬式ポンプ52.8 m3/h×2台 
<ホース> 
約1,440m(20m×72本） 

北陸 志賀 

 
 <燃料プール> 
 1号原子炉建屋4階（TP. 37.6m） 
 2号原子炉建屋5階（TP. 40.7m） 

  
  <燃料プール> 
  1号：736体 
  2号：268体 

１号機、２号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機 
 （460Ｖ） 
 計測制御電源：所内交流電源系，非常用 
 ディーゼル発電機（460ｋＶ） 
  

<ポンプ車等> 
1,2号共用：消防車84ｍ3/h×1台 
       消防車 60ｍ3/h×1台 
       可搬式ポンプ  
       60ｍ3/h×1台 
<ホース> 
1,000m（20m×50本） 

関西 美浜 

 
 <使用済燃料ピット オペフロ> 
 1号機：EL 10.1m 
 2号機：EL 10.1m 
 3号機：EL 32.3m 

  
  <使用済燃料ピット> 
   1号機：102体 
   2号機：319体 
   3号機：522体 

１号機、２号機 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 運転用：非常用電源、 非常用ＤＧ（440Ｖ） 
 操作回路用：非常用電源（440Ｖ／110Ｖ） 
３号機 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 運転用：非常用電源、 非常用ＤＧ（440Ｖ） 
 操作回路用：非常用電源（125Ｖ） 
  

<ポンプ> 
1号：可搬式ポンプ36m3/h×3台、
52.8m3/h×1台 
2号：可搬式ポンプ36m3/h×6台、
52.8m3/h×1台 
1,2号：可搬式ポンプ52.8m3/h×1台 
3号：可搬式ポンプ36m3/h×3台、
52.8m3/h×4台 
 
<ホース> 
3,640m(20m×182本) 
 
 使用済み燃料ピット冷却系 
 （電源車からの給電） 
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３．使用済燃料貯蔵施設の概要（４／５） 

    使用済燃料貯蔵施設 

  
設置場所 使用済燃料体保管状況 冷却ポンプ、電源 

緊急安全対策によるＳＢＯ時の冷却
手段   

    位置 体数 性能 仮設ポンプ及びホース接続 

関西 大飯 

 
 <使用済燃料ピット オペフロ> 
 1/2号機：EL 31.6m 
 3号機：EL 33.6m 
 4号機：EL 33.6m 

  
   <使用済燃料ピット> 
   1/2号機：341体 
       3号機：1434体 
       4号機：1371体 
   

１号機,２号機(共用） 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 運転用：非常用電源、 非常用ＤＧ（460Ｖ） 
 操作回路用：非常用電源（129Ｖ） 
３号機 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 駆動用：非常用電源（440Ｖ） 
  操作回路用：計装用電源（115Ｖ)／ 電源 
 (110Ｖ) 

<ポンプ> 
1号：可搬式ポンプ46m3/h×3台 
2号：可搬式ポンプ46m3/h×3台 
1,2号：可搬式ポンプ48m3/h×3台 
3号：可搬式ポンプ36m3/h×4台、
48m3/h×4台 
4号：可搬式ポンプ36m3/h×4台、
48m3/h×4台 
<ホース> 
5,720m(20m×286本) 
 使用済み燃料ピット冷却系 （電源車からの給電） 

 

関西 高浜 

 
 <使用済燃料ピット オペフロ> 
 1号機：EL 32.3m 
 2号機：EL 32.3m 
 3号機：EL 32.8m 
 4号機：EL 32.8m 

  
    <使用済燃料ピット> 
    1号機：236体 
    2号機：257体 
    3号機：1025体 
    4号機：1403体 
 

１号機,２号機 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 運転用：非常用電源、 非常用ＤＧ（460Ｖ） 
 操作回路用：非常用電源（129Ｖ） 
３号機,４号機 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 起動論理回路用：計装用電源（115Ｖ） 
 駆動用：非常用電源（6.9KＶ） 
 操作回路用：直流電源（129Ｖ） 
 

<ポンプ> 
1号：可搬式ポンプ46m3/h×4台、
48m3/h×5台 
2号：可搬式ポンプ46m3/h×6台、
48m3/h×5台 
3号：可搬式ポンプ46m3/h×9台、
48m3/h×9台 
4号：可搬式ポンプ46m3/h×7台、
48m3/h×7台 
<ホース> 
8,280m(20m×414本) 
 使用済み燃料ピット冷却系 （電源車からの給電） 

 

中国 島根 

 <燃料プール> 
 1号：原子炉建屋5階（TP. 44m） 
 2号：原子炉建屋4階（TP. 42.8m） 

  
   <燃料プール> 
    １号機：722体 
  ２号機：1956体 

１号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 計測制御電源：所内交流電源系 
２号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機 
 計装制御用：蓄電池（１１５Ｖ） 

＜ポンプ＞ 
消防車142.8m3/h×1台、
92.4m3/h×1台 
可搬式ポンプ76.8m3/h×2台、
72.6m3/h×1台、60m3/h×5台 
＜ホース＞ 
1,980m（20m×99本） 

四国 伊方 

 <燃料ピット> 
 ・1，2号：原子炉補助建家5階EL.   
 32.2ｍ 
 ・3号：原子炉建屋4階EL. 32.3ｍ 

   
  〈燃料プール〉 
  1号：144体 
  2号：209体 
  3号：1055体 

１号機～３号機 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 運転用：非常用電源、 非常用ＤＧ（440Ｖ） 
 操作回路用：非常用電源（125Ｖ） 
 

<ポンプ> 
消防車84m3/h×2台、可搬式ポンプ
73.2m3/h×2台 
<ホース> 
3,200m（20m×160本） 
使用済燃料ピットポンプ；電源車からの給電あり 
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３．使用済燃料貯蔵施設の概要（５／５） 

    使用済燃料貯蔵施設 
  

設置場所 使用済燃料体保管状況 冷却ポンプ、電源 
緊急安全対策によるＳＢＯ時の冷却手

段   
    位置 体数 性能 仮設ポンプ及びホース接続 

九州 玄海 

 
 <使用済燃料ピット> 
 1号 原子炉補助建屋1階（TP. 11.3m） 
 2号 原子炉補助建屋1階（TP. 11.3m） 
 3号 燃料取扱棟1階（TP. 11.3m） 
 4号 燃料取扱棟1階（TP. 11.3m） 

  
   1号：240体 
  2号：161体 
  3号：578体 
  4号：1036体 

１号機～４号機 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 揚程 40m 
 運転用：非常用電源、 非常用ＤＧ（440Ｖ） 
 操作回路用：非常用電源（125Ｖ） 
 

<ポンプ> 
可搬式ポンプ 
1号：30.0m3/h×1台、46.8m3/h×1台 
    4.8m3/h×1台 
2号：30.0m3/h×1台、46.8m3/h×1台 
    4.8m3/h×1台 
3号：48.0m3/h×1台、46.8m3/h×1台 
   30.0m3/h×1台 
4号：30.0m3/h×1台、46.8m3/h×1台 
   18.0m3/h×1台 

<ホース> 
約7,500m(20m相当×375本) 

九州 川内 

 
 <使用済燃料ピット> 
 1号 燃料取扱建屋1階（TP. 13.3m） 
 2号 燃料取扱建屋1階（TP. 13.3m） 

  
   1号：1128体 
   2号：818体 

１号機,２号機 
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 運転用：非常用電源、 非常用ＤＧ（440Ｖ） 
  操作回路用：直流電源（129Ｖ） 
   

<ポンプ> 
可搬式ポンプ 
1号：30.0m3/h×2台、7.8m3/h×1台 
2号：30.0m3/h×2台、7.8m3/h×1台 
<ホース> 
約2,900m(20m相当×145本) 

日本原電 

敦賀 

 
１号機 
 <燃料プール> 
 ・原子炉建屋5階（TP. 31m） 
２号機 
 <燃料プール：共用> 
 ・燃料取扱棟1階（TP. 7m） 

  
  〈1号機燃料プール〉 
  1号：398体 
 〈2号機燃料プール：共用〉 
   1号：358体 
   2号：1287体 

１号機 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機 
 論理電源：計装用電源（120V） 
２号機  
 ２系統／２台（使用済燃料ピットポンプ） 
 運転用：非常用電源、 非常用ＤＧ（440Ｖ） 
  操作回路用：直流電源（129Ｖ）   

<ポンプ> 
1号：可搬式ポンプ67.8m3/h x 2 
2号：消防車120m3/h x 2 
   可搬式ポンプ67.8m3/h x 2 
<ホース> 
1号機：480m（20m×24本） 
2号機：520m（20m×26本） 

東海第
二 

 
 <燃料プール> 
 ・原子炉建屋6階（TP. 46.5m） 
 
 <ドライキャスク> 
 ・ドライキャスク保管庫（TP. 8.3m） 

＾ 
 <燃料プール> 
   2014体 
 
 <ドライキャスク> 
  915体 

〈燃料プール〉 
 １系統／２台 
 通常電源：所内交流電源系 
 非常用電源：非常用ディーゼル発電機（6.9  
 ｋＶ） 
 計測制御電源：所内交流電源系，非常用 
 ディーゼル発 
 電機（6.9ｋＶ） 
〈ドライキャスク〉 
・空冷 
 通常：所内交流電源 
 非常用：非常用ディーゼル発電機 
 計装用電源：（上記同様） 
 SBO時の給電可（蓄電池＋電源車） 

<ポンプ> 
消防車168m3/h×2台、可搬式ポンプ
60m3/h×1台 
<ホース> 
480m(24本) 
 
燃料プール冷却ポンプ（電源車から 
の給電あり） 
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平成２３年１２月９日 
原子力安全・保安院 

 
 

平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震 
による原子力発電所への影響検討について 

（建築物・構造、機器・配管系の地震応答解析結果） 
（東京電力（株）福島第一、第二原子力発電所） 

    
  

参考資料１４ 
（第４回意見聴取会参考資料２－１） 
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１．原子力安全・保安院の指示及び東京電力からの報告書の受領 

原子力安全・保安院としての指示事項 
 
○東京電力に対し、東北地方太平洋沖地震の揺れが福島第一原子力発電所及び福島第二
原子力発電所の原子炉建屋、耐震安全上重要な機器・配管系等に与えた影響に関して検討
を指示。（「平成23年東北地方太平洋沖地震における福島第一原子力発電所及び福島第二
原子力発電所の地震観測記録の分析結果を踏まえた対応について（指示）」（平成23・05・16
原院第６号 平成23年5月18日）） 

東北地方太平洋沖地震時の地震応答解析結果に関する報告書を東京電力より受領 
・福島第一原子力発電所２号機及び４号機の原子炉建屋及び原子炉格納容器、原子炉圧力容器等                        
                                                 （平成２３年６月１7日） 
・福島第一原子力発電所１号機及び３号機の原子炉建屋及び原子炉格納容器、原子炉圧力容器等 
                                                   （平成２３年７月２８日） 
・福島第一原子力発電所５号機及び６号機、福島第二原子力発電所全号機の原子炉建屋及び        
 原子炉格納容器、原子炉圧力容器等                         （平成２３年８月１７日） 
 
○上記報告書において、東京電力は各号機の原子炉建屋基礎版上で取得された地震観測  
記録に基づく検討を実施し、原子炉建屋及び原子炉建屋に付随する特に重要な機器・配管系
が地震時及び地震直後に安全機能を保持できる状態にあったと推定したとしている。 
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２．原子炉建屋基礎版上における地震観測記録について 

○本日のご説明では、東京電力から報告のあった建屋のうち、基礎版上の観測記録の最大加 
 速度が、基準地震動Ssによる基礎版上の最大応答加速度を上回っている福島第一原子力 
 発電所２号機，３号機及び５号機の解析結果※のうち最大の記録が得られた２号機を中心に  
 ご説明する。なお、その他号機（福島第二含む）の基礎版上の観測記録の最大加速度につ 
 いては、基準地震動Ssによる基礎版上の最大応答加速度を下回っている。 
 

  
観測記録の最大加速度 (Gal) 

基準地震動Ssによる 
基礎版上の 

最大応答加速度(Gal) 

南北 東西 鉛直 Ss-1 Ss-2 Ss-3 

１号機 460 447 258 487 489 412 
２号機 348 550 302 441 438 420 
３号機 322 507 231 449 441 429 
４号機 281 319 200 447 445 422 
５号機 311 548 256 452 452 427 

６号機 298 444 244 445 448 415 

福島第一発電所原子炉建屋基礎版上における観測記録 

：観測記録の最大加速度が基準地震動Ssによる           
  最大応答加速度を上回った部分 

※9月29日第１回建築物・構造意見聴取会において2号機、3号機及び５号機の解析結果は報告済み 
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３．１ 地震による原子炉建屋の影響評価の方針 

○原子炉建屋の影響評価にあたっては、基礎版上で取得された観測記録に基づいた地震応  
 答解析を実施する。地震応答解析で用いるモデルは、『「発電用原子炉施設に関する耐震設 
 計審査指針」の改訂に伴う耐震安全性評価』（以下、バックチェックという）で採用したモデル 
 を基本とする。 
○地震応答解析の結果求まる最大応答値をせん断スケルトン曲線上にプロットし、地震時の  
 原子炉建屋の応力・変形状態を把握する。 
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３．２ 福島第一原子力発電所２号機原子炉建屋の影響評価（１） 

○解析に用いる記録が取得された地震計位置及び取得された観測記録の波形を以下に示す。 
 注）観測記録については、記録開始から141秒で記録が終了している。 
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３．２ 福島第一原子力発電所２号機原子炉建屋の影響評価（２） 

○２号機原子炉建屋の地震応答解析モデルの設定にあたっては、バックチェックで用いたモデ 
 ルを基本としている。また、解析に用いる地盤定数については、地震時のせん断ひずみレベ 
 ルを考慮して設定している。地震応答解析モデルを以下に示す。 

（a）水平方向 （b）鉛直方向 
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３．２ 福島第一原子力発電所２号機原子炉建屋の影響評価（３） 

○地震応答解析により求められた水平方向の最大応答加速度分布及び観測記録を以下に示す。 

（a）南北方向 
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３．２ 福島第一原子力発電所２号機原子炉建屋の影響評価（4） 

○地震応答解析により求められた鉛直方向の最大応答加速度分布及び観測記録を以下に示す。 
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３．２ 福島第一原子力発電所２号機原子炉建屋の影響評価（５） 
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＜原子炉建屋の検討結果＞ 
  耐震壁のせん断ひずみは、最大で0.43×10-3(東西方向、５階)であり、東西方向の５
階を除く全ての耐震壁では、第一折れ点以下の応力・変形状態となっている。 

原子炉建屋が地震時及び地震直後に安全機能を保持できる状態にあったと推定した。 

（a）南北方向 （b）東西方向 

○地震応答解析により求められた最大応答値のせん断スケルトン曲線上へのプロットを以下に示す。 
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○福島第一原子力発電所２号機の原子炉建屋について、今回の地震により受けた影
響を地震応答解析により検討した結果、地震時及び地震直後において安全機能を保
持できる状態にあったと推定した。３号機、５号機の詳細な検討内容については、本
資料の中では省略しているが、地震応答解析を実施し、地震時及び地震直後におい
て安全機能を保持できる状態にあったと推定した。 

 
○福島第一原子力発電所１号機、４号機、６号機については、基礎盤上での地震観測
記録の最大加速度が、基準地震動Ssによる基礎版上の最大応答加速度を下回って
いる。詳細な検討内容については、本資料の中では省略しているが、地震応答解析
を実施し、地震時及び地震直後において安全機能を保持できる状態にあったと推定
した。 

 
○なお、福島第二原子力発電所１～４号機については、本資料での説明は省略してい
るが、全体的に福島第一原子力発電所で観測された記録よりも小さく、全ての号機で
基礎盤上での地震観測記録の最大加速度が、基準地震動Ssによる基礎版上の最大
応答加速度を下回っている。また、地震応答解析の結果、全ての耐震壁で応答は弾
性範囲におさまっており、原子炉建屋が地震時及び地震直後に安全機能を保持でき
る状態にあったと推定した。 

３．３ 原子炉建屋の影響評価まとめ 
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４．地震による原子炉建屋に付随する 

  耐震安全上重要な機器・配管系の影響評価 
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解析モデル 

水
平
方
向
解
析 

鉛
直
方
向
解
析 

 ４．１ 影響評価の概要 

【原子炉建屋に付随する耐震安全上重要な機器・配管系】 

設備の計算値が 
機能維持の許容値内で
あることを確認する。 

基礎版上の地震観測記録を入力 

地震応答解析か
ら得られる各部の
地震荷重と基準
地震動Ｓｓによる
地震荷重を比較
する。 

Ｓｓによる地震荷重を超える場合 

各設備の耐震性評価を実施し、計算
値を算定 

※原子力発電所耐震設計技術指針 
  JEAG4601-1984 

解説：設備の機能維持 
    に係る許容値 

地震によって設備に発生する応力
が、設計強さに余裕がある範囲に
留まり、設備の機能維持に影響が
無いことを担保できる許容値 

限界に対して 
余裕 

弾性と仮定して算定した応力 

終局点 

ひずみ 

降伏強さ 

機能維持の許容値 

設計強さ 応力 

原子炉建屋 

原子炉格納容器 

原子炉圧力容器 

原子炉遮へい壁 

原子炉本体基礎 

福島第一原子力発電所 第１号機の例 

（第一段階） 

（第二段階） 

配管モデル 
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 ４．２ 影響評価方針 

東北地方太平洋沖地震の観測記録に基づいた原子炉建屋の地震応答解析
結果を用いて解析的検討を行い、東北地方太平洋沖地震が耐震安全上重要
な機器・配管系へ与えた影響を評価。 
 

具体的には、原子炉建屋の地震応答解析および原子炉建屋と原子炉等の大
型機器を連成させた地震応答解析（以下、「大型機器連成地震応答解析」と
いう）で得られた地震荷重等を、基準地震動Ssを用いた地震応答解析で得ら
れた地震荷重等と比較することによりおこなう。 
 

比較の結果、今回の地震応答解析で得られた地震荷重等が、基準地震動Ss
を用いた地震応答解析で得られた地震荷重等を上回る場合は、安全上重要
な機能を有する主要な設備の耐震性評価を実施。 
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 ４．３ 大型機器連成地震応答解析の方針 

原子炉等の大型機器と連成させる原子炉建屋の地震応答解析モデルは、前
章で用いた原子炉建屋地震応答解析モデルに基づく。 
 

原子炉等の大型機器の地震応答解析モデルは、既往の耐震安全性評価に
用いた地震応答解析モデルと同じ。ただし、地震時に定期検査中であったプ
ラントについては、地震時の状況に応じてモデルを見直した。 
 

大型機器の地震応答解析モデルに適用する減衰定数は、既往の耐震安全性
評価で適用した減衰定数と同じ。 
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15 

 ４．４ 影響評価方法（１） 

耐震安全性評価（中間報告）において、基準地震動Ssに対して、原子炉を「止
める」、「冷やす」、放射性物質を「閉じ込める」に係わる安全上重要な機能を
有する主要な設備の耐震安全性が確保されているとの評価結果が得られて
いる。 
 

上記を踏まえ、今回の地震荷重等が耐震安全性評価で得られた地震荷重等
を下回る場合は、今回の地震に対して耐震安全性が確保されたと推測。（第
一段階） 
 

今回の地震荷重等が既往の耐震安全性評価で得られた地震荷重等を上回
る場合には、安全上重要な機能を有する主要な設備に対して耐震性評価を
実施。（第二段階） 
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 ４．４ 影響評価方法（フロー）（２） 

既往の荷重を下回る 
Yes →第一段階で終了。 
No →第二段階として，耐震性評価を実施。 
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 ４．５ 耐震安全上重要な主要施設の耐震性評価（１） 

今回の地震荷重等が既往の耐震安全性評価で得られた地震荷重等を上回
る場合、上回る指標（前頁）毎に安全上重要な機能を有する主要な施設から
当該指標に対応する設備を選定し、耐震性評価を実施。 
 

構造強度評価においては、簡易評価又は詳細評価を用いて今回の地震にお
ける計算値を算定し、評価基準値と比較。 
 簡易評価：今回の地震荷重等と設計時における地震荷重等との比を 
        求め、設計時の計算値（応力）に乗じることにより、今回の 
        地震による計算値を算出する手法。（応答倍率法） 
 詳細評価：設計時の強度計算書と同等の評価手法。 

 
動的機能維持評価（制御棒挿入性）については、地震時の燃料集合体の相

対変位が、試験により挿入性が確認されている相対変位以下であることを確
認。 
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 ４．５ 耐震安全上重要な主要施設の耐震性評価（２） 

 耐震安全性評価の中間報告の対象設備（新耐震指針によるSクラスの施
設のうち、原子炉を「止める」、「冷やす」、放射性物質を「閉じ込める」に係
る安全上重要な機能を有する主要な施設）について影響評価を実施。 

 その他、地震の影響を受けやすいと思われる設備等についても影響評価
を実施。 

「止める」 
 ・制御棒（挿入性） 
 ・炉心支持構造物 

「冷やす」 
 ・残留熱除去系ポンプ 
 ・残留熱除去系配管 

「閉じ込める」 
 ・原子炉圧力容器 
  （基礎ボルト） 
 ・主蒸気系配管 
 ・原子炉格納容器 
  （ドライウェル胴） 

原子炉 
圧力容器 

制御棒 
（挿入性） 

炉心支持
構造物 

主蒸気 
系配管 

原子炉 
格納容器 

残留熱除去
系ポンプ 

残留熱除去
系配管 

 これまでの検討実施状況（評価対象設備） 

「その他」 
・サプレッションチェンバ 
 支持脚（1F-1） 
・主蒸気配管ノズル 
 （疲労評価）（1F-1） 
・高圧注水系配管（1F-3） 
・非常用復水器系配管（1F-1) 
・原子炉再循環系配管（１F-1) 

主蒸気配管ノズル 
（疲労評価） 

サプレッションチェンバ
支持脚 
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 ４．５ 耐震安全上重要な主要施設の耐震安全性評価（３） 
 今後、今般の地震動とほぼ同規模であるSs地震動に対する既存の評価結果も活

用して更なる検討を行う。 

 評価対象は，実機の現状と比較が容易な福島第一原子力発電所５号機を中心に、
中間報告の対象設備以外の耐震Sクラス設備（又はSクラス設備に波及的影響を生
じさせるおそれのあるB及びCクラス設備）のうち，原子炉建屋（R/B）内に設置され
ている設備とする。 

 なお、解析により有意な結果（例えば、評価基準値を上回る）が確認された場合は、
可能な範囲で現場との照合（ウォークダウン）を行う。 

分類 設備（系統）例 

原子炉本体 原子炉圧力容器（RPV），炉内構造物 

計測制御系統設備 水圧制御ユニット，ほう酸水注入系，制御盤 

原子炉冷却系統設備 主蒸気系（サポート、弁），残留熱除去系（サポート、弁），原子
炉隔離時冷却系 

原子炉格納施設 原子炉格納容器（PCV） 

放射線管理設備 非常用ガス処理系，中央制御室換気空調系 

燃料設備 燃料交換機，原子炉建屋クレーン，使用済燃料貯蔵設備 
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 ４．６ 影響評価 

大型機器連成地震応答解析結果 

 解析モデル 

 

原子炉建屋－原子炉格納容器－原子炉 
圧力容器連成系モデル（福島第一２号機）  

原子炉 
圧力 
容器 

原子炉格納容器 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉 
格納容器 

原子炉 
圧力容器 

大型機器 

大型機器連成解析モデルは、原子炉建屋モデルに既往の耐震安全性評価
で用いた大型機器の解析モデルを連成させる。 

連成 
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 ４．６ 影響評価 

大型機器連成地震応答解析結果 

２号機 ３号機 ５号機 
地震時の運転状態 定格運転中 定格運転中 定期検査中 

 解析モデル 
地震時に定期検査中であったプラントについては、地震時の状況に応じて解析モデルを見直す。 

原子炉格納容器上蓋を燃料
交換床に設置 

耐震安全性評価で用いたモデルからの変更（５号機）  

原子炉 
格納容器上蓋 

燃料交換床 

５号機は地震時に原子炉格納容器上蓋が取り外さ
れていたため、これを解析モデルに反映している。 
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 ４．６ 影響評価 
地震荷重 （２号機 最大応答せん断力（水平方向）） 

原子炉格納容器 原子炉圧力容器及び原子炉本体基礎 
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原子炉格納容器 原子炉圧力容器及び原子炉本体基礎 
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8290 
（原子炉格納容器基
部） 

7270 
（原子炉格納容器基

部） 

    5110 
（原子炉圧力容器基

部） 

    4960 
（原子炉圧力容器基

部） 

原子炉格納容器基部 

原子炉圧力容器基部 

原子炉遮へい壁頂部 

原子炉格納容器頂部 

原子炉圧力容器頂部 

注）図中の数値は、基準地震動Ss及び本震における最大応答値を示す。（青：基準地震動Ss，赤：本震） 
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 ４．６ 影響評価 

地震荷重 （２号機 最大応答モーメント（水平方向）） 

原子炉格納容器 原子炉圧力容器及び原子炉本体基礎 

原子炉格納容器 原子炉圧力容器及び原子炉本体基礎 
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153000 
（原子炉格納容器基
部） 

124000 
（原子炉格納容器基

部） 

25600 
（原子炉圧力容器基

部） 

22500 
（原子炉圧力容器基
部） 

注）図中の数値は、基準地震動Ss及び本震における最大応答値を示す。（青：基準地震動Ss，赤：本震） 

原子炉格納容器基部 

原子炉圧力容器基部 

原子炉遮へい壁頂部 

原子炉格納容器頂部 

原子炉圧力容器頂部 
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 ４．６ 影響評価 

地震荷重 （２号機 燃料集合体相対変位（水平方向）） 

燃料集合体（NS方向） 

燃料集合体（EW方向） 
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注）図中の数値は、基準地震動Ss及び本震における最大応答値を示す。（青：基準地震動Ss，赤：本震） 

燃料集合体 
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 ４．６ 影響評価 

床応答スペクトル(２号機 原子炉建屋 水平方向） 

固　有　周　期　（秒）

震
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シミュレーション解析結果（NS方向）
シミュレーション解析結果（EW方向）
基準地震動Ss（NSEW包絡）
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 ４．６ 影響評価 

床応答スペクトル（２号機 原子炉遮へい壁 水平方向） 

固　有　周　期　（秒）

震
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シミュレーション解析結果（NS方向）
シミュレーション解析結果（EW方向）
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1F-2  RSW  O.P. 28.00m（ 減衰1.0％ ）
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評価例：２号機の原子炉圧力容器の耐震性評価の概要  
せん断力 モーメント 
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軸力 

評価部位の 
該当位置 

評価部位の 
該当位置 

 

圧力容器模式図 
基礎ボルト 

大型機器連成 
地震応答解析 

原子炉圧力容器に 
作用する地震荷重 地震以外の荷重 

基礎ボルトの応力 

評価のフロー 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 
基準地震動Ss 今回地震 

計算値 
（MPa） 

評価基準値 
（MPa） 

計算値 
（MPa） 

評価基準値 
（MPa） 

閉じ込める 原子炉圧力容器 基礎ボルト 引張応力 27 222 29 222 
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 ４．７ 主要設備の耐震性評価結果（１） 

 ２号機 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 
計算値 
（MPa） 

評価 
基準値※1 
（MPa） 

評価 
手法※2 

止める 炉心支持構造物 
シュラウド 
サポート 

一次一般膜 
応力 

122 300 Ｂ 

冷やす 

残留熱除去系 
ポンプ 

電動機取付 
ボルト 

引張応力 45 185 Ｂ 

残留熱除去系配管 配管 一次応力 87 315 Ｂ 

閉じ 
込める 

原子炉圧力容器 基礎ボルト 引張応力 29 222 Ｂ 

主蒸気系配管 配管 一次応力 208 360 Ｂ 

原子炉格納容器 
ドライ 
ウェル 

一次一般膜 
応力 

87 278※3 Ｂ 

耐震性評価結果（福島第一２号機）  

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格JSME S NC1-2005」に示される供用状態Dに対する許容値（「原子力発電所耐
震設計技術指針JEAG4601・補-1984」に示される許容応力状態ⅣAS相当） 
※2: Ａ：簡易評価，Ｂ：詳細評価 
※3: 地震時は通常運転中であったため，通常運転時の温度に対する評価基準値 

区分 評価対象設備 単位 計算値 評価基準値 

止める 制御棒（挿入性） 
燃料集合体相対変位 

（mm） 
33.2 40.0 

今回の地震に対して、安全上重要な機能を有する主要な設備の計算値は、全
て評価基準値以下であることを確認した。 
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評価例：３号機の制御棒（挿入性）の耐震性評価の概要  

燃料集合体の相対変位（EW方向） 

  

チャンネル 
ボックス 

上部格子板 

制御棒 

炉心支持板 

燃料支持金具 

燃料集合体模式図 

大型機器連成 
地震応答解析 

燃料集合体の 
相対変位の算定 

評価のフロー 

評価基準値（相
対変位）以下か 

Yes 

評価終了 
詳細評価 
の実施 

No 

18.000

19.000
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P
.
(
m
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Ss-1（EW方向）

Ss-2（EW方向）

Ss-3（EW方向）

本震（EW方向）

区分 評価対象設備 
燃料集合体相対変位の計算値（mm） 評価基準値 

（mm） 基準地震動Ss 今回地震 

止める 制御棒（挿入性） 14.8 24.1 40.0 
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 ４．７ 主要設備の耐震性評価結果（２） 

 ３号機 
耐震性評価結果（福島第一３号機）  

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格JSME S NC1-2005」に示される供用状態Dに対する許容値（「原子力発電所耐
震設計技術指針JEAG4601・補-1984」に示される許容応力状態ⅣAS相当） 
※2: Ａ：簡易評価，Ｂ：詳細評価 
※3: 地震時は通常運転中であったため，通常運転時の温度に対する評価基準値 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 
計算値 
（MPa） 

評価 
基準値※1 
（MPa） 

評価 
手法※2 

止める 炉心支持構造物 
シュラウド 
サポート 

一次一般膜 
応力 

100 300 Ｂ 

冷やす 

残留熱除去系 
ポンプ 

電動機取付 
ボルト 

引張応力 42 185 Ｂ 

残留熱除去系配
管 

配管 一次応力 269 363 Ｂ 

閉じ 
込める 

原子炉圧力容器 基礎ボルト 引張応力 50 222 Ｂ 

主蒸気系配管 配管 一次応力 151 378 Ｂ 

原子炉格納容器 
ドライ 
ウェル 

一次一般膜 
応力 

158 278※3 Ｂ 

区分 評価対象設備 単位 計算値 評価基準値 

止める 制御棒（挿入性） 
燃料集合体相対変位 

（mm） 
24.1 40.0 

今回の地震に対して、安全上重要な機能を有する主要な設備の計算値は、全
て評価基準値以下であることを確認した。 
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評価例：５号機の主蒸気系配管の耐震性評価の概要  

最大応力評価点 

主蒸気系配管モデル（一部） 

床応答スペクトル 

※アンカー及びサポート（図中の青印）に入力するイメージ 

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析結果（NS方向）
シミュレーション解析結果（EW方向）
基準地震動Ss（NSEW包絡）

1F-5  RSW  O.P. 19.68m（ 減衰2.0％ ）
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シミュレーション解析結果（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-5  RSW  O.P. 19.68m（ 減衰2.0％ ）
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大型機器連成 
地震応答解析 

床応答スペクトル 
の算定 

スペクトルモーダル 
解析により応力を評価 

評価のフロー 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 
基準地震動Ss 今回地震 

計算値 
（MPa） 

評価基準値 
（MPa） 

計算値 
（MPa） 

評価基準値 
（MPa） 

閉じ込める 主蒸気系配管 配管 一次応力 356 417 244 417 

511



 ４．７ 主要設備の耐震性評価結果（３） 

 ５号機 
耐震性評価結果（福島第一５号機）  

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格JSME S NC1-2005」に示される供用状態Dに対する許容値（「原子力発電所耐
震設計技術指針JEAG4601・補-1984」に示される許容応力状態ⅣAS相当） 
※2: Ａ：簡易評価，Ｂ：詳細評価 

区分 評価対象設備 評価部位 応力分類 
計算値 
（MPa） 

評価 
基準値※1 
（MPa） 

評価 
手法
※2 

止める 炉心支持構造物 
シュラウド 
サポート 

膜応力 84 300 Ｂ 

冷やす 

残留熱除去系 
ポンプ 

電動機取付ボルト 引張応力 44 185 Ｂ 

残留熱除去系配管 配管 一次応力 189 364 Ｂ 

閉じ 
込める 

原子炉圧力容器 基礎ボルト 引張応力 53 222 Ｂ 

主蒸気系配管 配管 一次応力 244 417 Ｂ 

（以下、参考） 

原子炉格納容器 
ドライ 
ウェル 

膜応力 77 255 Ｂ 
原子炉格納容器バウンダリは、容器が開放中
につき、機能維持不要 

区分 評価対象設備 単位 計算値 評価基準値 

止める 制御棒（挿入性） 
燃料集合体相対変位 

（mm） 

 

定期検査中のため評価不要 

今回の地震に対して、安全上重要な機能を有する主要な設備の計算値は、全
て評価基準値以下であることを確認した。 
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福島第一 １号機の耐震性評価結果  

 その他の号機の評価（福島第一 １号機） 

今回の地震による地震荷重等は、耐震安全性評価で得られている地震荷重等を一部上回
るため、原子炉建屋に付随する耐震安全上重要な設備の耐震性評価を実施し、計算値が
評価基準値を下回ることを確認した。 

設備等 地震応答荷重 基準地震動Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地震荷重等 

原子炉 
圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4730 6110 原子炉圧力容器 
（基礎ボルト） 
計算値：93MPa 
評価基準値：222MPa 

モーメント (kN・m) 45900 62200 

軸力 (kN) 5250 3890 

原子炉 
格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 4270 5080 原子炉格納容器 
（ドライウェル） 
計算値：98MPa 
評価基準値：411MPa 

モーメント (kN・m) 55900 64200 

軸力 (kN) 2070 1560 

炉心シュ
ラウド 
基部 

せん断力 (kN) 3060 3370 炉心支持構造物 
（シュラウドサポート） 
計算値：103MPa 
評価基準値：196MPa 

モーメント (kN・m) 15300 16600 

軸力 (kN) 1020 792 

燃料 
集合体 

相対変位 (mm) 21.2 26.4 
制御棒（挿入性） 
評価基準値：40.0mm 

評価用震度 

燃料 
交換床 

震度（水平） (G) 0.96 1.29 原子炉停止時冷却系ポンプ 
（基礎ボルト） 
計算値：8MPa 
評価基準値：127MPa 

震度（鉛直） (G) 0.58 0.54 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.60 0.57 

震度（鉛直） (G) 0.51 0.32 
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 その他の号機の評価（福島第一 １号機） 
床応答スペクトルについては、一部シミュレーション解析が基準地震動Ssを上回る箇所があるため、
配管の耐震性評価を実施し、計算される応力が評価基準値以下であることを確認した。 

主蒸気系配管 
計算値：269MPa 
評価基準値：374MP 
 
原子炉停止時冷却系配管 
計算値：228MPa 
評価基準値：414MPa 

福島第一 １号機の耐震性評価結果  
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福島第一 ４号機の耐震性評価結果  

 その他の号機の評価（福島第一 ４号機） 

地震荷重、評価用震度等については、シミュレーション解析による荷重が、基準地震動Ｓｓ
による荷重を下回っている。 

  

 

設備等 地震応答荷重 基準地震動Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地震荷
重等 

原子炉 
圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4790 4000 原子炉圧力容器 
（基礎ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を下
回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 38900 28000 

軸力 (kN) 6660 6020 

原子炉 
格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 6840 4910 原子炉格納容器 
（ドライウェル） 
基準地震動Ssによる荷重を下
回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 113000 79900 

軸力 (kN) 2460 1170 

炉心シュ
ラウド 
基部 

せん断力 (kN) 

地震時炉心シュラウドの取替工事中で 
炉心シュラウド無し 

－ モーメント (kN・m) 

軸力 (kN) 

燃料 
集合体 

相対変位 (mm) 
地震時定期検査中で 
燃料集合体全取出し中 

－ 

評価用
震度 

燃料 
交換床 

震度（水平） (G) 0.96 0.68 残留熱除去系ポンプ 
（基礎ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を下
回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.58 0.71 

基礎版 

震度（水平） (G) 0.55 0.39 

震度（鉛直） (G) 0.52 0.25 
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 その他の号機の評価（福島第一 ４号機） 
床応答スペクトルについては、概ねシミュレーション解析が基準地震動Ｓｓを下回るが、一部シミュ
レーション解析が基準地震動Ssを上回る箇所があるため、配管の耐震性評価を実施し、計算され
る応力が評価基準値以下であることを確認した。 

主蒸気系配管 
シュラウド取替工事に 
伴う安全処置にて 
隔離中につき評価不要 
 
残留熱除去系配管 
計算値：124MPa 
評価基準値：335MPa  

福島第一 ４号機の耐震性評価結果  
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設備等 地震応答荷重 
基準地震
動Ss 

シミュレーション 
解析結果 

耐震性評価結果 

地震荷
重等 

原子炉 
圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 5260 3950 原子炉圧力容器 
（基礎ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を下回
るため評価不要 

モーメント (kN・m) 18500 11700 

軸力 (kN) 9470 5930 

原子炉 
格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 21400 17700 原子炉格納容器 
（ドライウェル） 
原子炉格納容器バウンダリ 
は、容器が開放中につき、 
機能維持不要 

モーメント (kN・m) 403000 314000 

軸力 (kN) 5570 3200 

炉心シュラ
ウド 
基部 

せん断力 (kN) 6110 3880 炉心支持構造物 
（シュラウドサポート） 
基準地震動Ssによる荷重を下回
るため評価不要 

モーメント (kN・m) 36000 23800 

軸力 (kN) 1190 882 

燃料 
集合体 

相対変位 (mm) 
地震時定期検査中で 

全制御棒が挿入されていた 
― 

福島第一 ６号機の耐震性評価結果  

 その他の号機の評価（福島第一 ６号機） 

地震荷重、評価用震度等については、シミュレーション解析による荷重が、基準地震動Ｓｓ
による荷重を下回っている。 

評価用
震度 

燃料 
交換床 

震度（水平） (G) 1.14 0.71 残留熱除去系ポンプ 
（電動機取付ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を下回
るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.67 0.41 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.55 0.53 

震度（鉛直） (G) 0.51 0.20 
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 その他の号機の評価（福島第一 ６号機） 

床応答スペクトルについては、概ねシミュレーション解析が基準地震動Ｓｓを下回るが、一部シミュ
レーション解析が基準地震動Ssを上回る箇所があるため、配管の耐震性評価を実施し、計算され
る応力が評価基準値以下であることを確認した。 

主蒸気系配管 
計算値：211MPa 
評価基準値375MPa 
 
残留熱除去系配管 
計算値： 88MPa 
評価基準値335MPa  

福島第一 ６号機の耐震性評価結果  
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福島第二 １号機の耐震性評価結果  

 その他の号機の評価（福島第二 １号機） 

地震荷重、評価用震度等については、シミュレーション解析による荷重が、基準地震動Ｓｓ
による荷重を下回っている。 

設備等 地震応答荷重 基準地震動Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地震荷重等 

原子炉 
圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 5340 3860 原子炉圧力容器 
（基礎ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を下回るた
め評価不要 

モーメント (kN・m) 15000 11000 

軸力 (kN) 9410 7930 

原子炉 
格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 20300 11800 原子炉格納容器 
（ドライウェル） 
基準地震動Ssによる荷重を下回るた
め評価不要 

モーメント (kN・m) 341000 185000 

軸力 (kN) 6460 3170 

炉心シュ
ラウド 
基部 

せん断力 (kN) 6550 4740 炉心支持構造物 
（シュラウドサポート） 
基準地震動Ssによる荷重を下回るた
め評価不要 

モーメント (kN・m) 41800 29800 

軸力 (kN) 1180 1110 

燃料 
集合体 

相対変位 (mm) 14.2 9.1 
制御棒（挿入性） 
評価基準値：40.0mm 

評価用震度 

燃料 
交換床 

震度（水平） (G) 1.02 0.66 残留熱除去系ポンプ 
（電動機取付ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を下回るた
め評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.80 0.48 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.54 0.32 

震度（鉛直） (G) 0.63 0.24 
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 その他の号機の評価（福島第二 １号機） 

床応答スペクトルについては、概ねシミュレーション解析が基準地震動Ｓｓを下回るが、一部シミュ
レーション解析が基準地震動Ssを上回る箇所があるため、配管の耐震性評価を実施し、計算され
る応力が評価基準値以下であることを確認した。 

主蒸気系配管 
計算値：272MPa 
評価基準値：375MPa 
 
残留熱除去系配管 
計算値：161MPa 
評価基準値：335MPa  

福島第二 １号機の耐震性評価結果  
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福島第二 ２号機の耐震性評価結果  

 その他の号機の評価（福島第二 ２号機） 

地震荷重、評価用震度等については、シミュレーション解析による荷重が、基準地震動Ｓｓ
による荷重を下回っている。 

設備等 地震応答荷重 基準地震動Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地震荷重等 

原子炉 
圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4730 2420 原子炉圧力容器 
（基礎ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を
下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 15200 12100 

軸力 (kN) 8440 5280 

原子炉 
格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 25000 15100 原子炉格納容器 
（ドライウェル） 
基準地震動Ssによる荷重を
下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 381000 228000 

軸力 (kN) 13800 8410 

炉心シュラウド 
基部 

せん断力 (kN) 3420 2760 炉心支持構造物 
（シュラウドサポート） 
基準地震動Ssによる荷重を
下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 21000 19400 

軸力 (kN) 1310 819 

燃料 
集合体 

相対変位 (mm) 14.4 7.2 
制御棒（挿入性） 
評価基準値：40.0mm 

評価用震度 

燃料 
交換床 

震度（水平） (G) 0.92 0.75 残留熱除去系ポンプ 
（基礎ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を
下回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.70 0.43 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.53 0.30 

震度（鉛直） (G) 0.62 0.28 
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 その他の号機の評価（福島第二 ２号機） 
床応答スペクトルについては、概ねシミュレーション解析が基準地震動Ｓｓを下回るが、一部シミュ
レーション解析が基準地震動Ssを上回る箇所があるため、配管の耐震性評価を実施し、計算され
る応力が評価基準値以下であることを確認した。 

主蒸気系配管 
計算値：172MPa 
評価基準値：374MPa 
 
残留熱除去系配管 
計算値：104MPa 
評価基準値：364MPa 

 

福島第二 ２号機の耐震性評価結果  
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福島第二 ３号機の耐震性評価結果  

 その他の号機の評価（福島第二 ３号機） 

地震荷重、評価用震度等については、シミュレーション解析による荷重が、基準地震動Ｓｓ
による荷重を下回っている。 

設備等 地震応答荷重 基準地震動Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地震荷重等 

原子炉 
圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 5220 4060 原子炉圧力容器 
（基礎ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重
を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 17900 11800 

軸力 (kN) 8700 6120 

原子炉 
格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 26700 16400 原子炉格納容器 
（ドライウェル） 
基準地震動Ssによる荷重
を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 433000 325000 

軸力 (kN) 9740 6420 

炉心シュラ
ウド 
基部 

せん断力 (kN) 4990 2980 炉心支持構造物 
（シュラウドサポート） 
基準地震動Ssによる荷重
を下回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 31800 19000 

軸力 (kN) 1080 787 

燃料 
集合体 

相対変位 (mm) 15.5 9.9 
制御棒（挿入性） 
評価基準値：40.0mm 

評価用震度 

燃料 
交換床 

震度（水平） (G) 0.91 0.72 残留熱除去系ポンプ 
（電動機取付ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重
を下回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.70 0.56 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.53 0.34 

震度（鉛直） (G) 0.62 0.26 
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 その他の号機の評価（福島第二 ３号機） 

床応答スペクトルについては、概ねシミュレーション解析が基準地震動Ｓｓを下回るが、一部シミュ
レーション解析が基準地震動Ssを上回る箇所があるため、配管の耐震性評価を実施し、計算され
る応力が評価基準値以下であることを確認した。 

主蒸気系配管 
計算値：319MPa 
評価基準値：375MPa 
 
残留熱除去系配管 
計算値：111MPa 
評価基準値：327MPa 

 

福島第二 ３号機の耐震性評価結果  
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福島第二 ４号機の耐震性評価結果  

 その他の号機の評価（福島第二 ４号機） 

地震荷重、評価用震度等については、シミュレーション解析による荷重が、基準地震動Ｓｓ
による荷重を下回っている。 

設備等 地震応答荷重 基準地震動Ss 
シミュレーション 

解析結果 
耐震性評価結果 

地震荷重等 

原子炉 
圧力容器 

基部 

せん断力  (kN) 4360 2980 原子炉圧力容器 
（基礎ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を下
回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 16200 9640 

軸力 (kN) 8420 5980 

原子炉 
格納容器 

基部 

せん断力 (kN) 25400 14000 原子炉格納容器 
（ドライウェル） 
基準地震動Ssによる荷重を下
回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 396000 236000 

軸力 (kN) 13700 9670 

炉心シュ
ラウド 
基部 

せん断力 (kN) 5270 4660 炉心支持構造物 
（シュラウドサポート） 
基準地震動Ssによる荷重を下
回るため評価不要 

モーメント (kN・m) 34300 28800 

軸力 (kN) 1330 930 

燃料 
集合体 

相対変位 (mm) 14.1 7.3 
制御棒（挿入性） 
評価基準値：40.0mm 

評価用震度 

燃料 
交換床 

震度（水平） (G) 0.91 0.57 残留熱除去系ポンプ 
（電動機取付ボルト） 
基準地震動Ssによる荷重を下
回るため評価不要 

震度（鉛直） (G) 0.68 0.51 

基礎版 
震度（水平） (G) 0.51 0.26 

震度（鉛直） (G) 0.62 0.36 
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 その他の号機の評価（福島第二 ４号機） 

床応答スペクトルについては、概ねシミュレーション解析が基準地震動Ｓｓを下回るが、一部シミュ
レーション解析が基準地震動Ssを上回る箇所があるため、配管の耐震性評価を実施し、計算され
る応力が評価基準値以下であることを確認した。 

主蒸気系配管 
計算値：140MPa 
評価基準値：374MPa 
 
残留熱除去系配管 
計算値：123MPa 
評価基準値：321MPa 

 

福島第二 ４号機の耐震性評価結果  
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 福島第一 １号機のサプレッションチェンバ支持脚の耐震性評価の概要  

評価部位 応力分類 計算値 評価基準値 備考 

支柱 
（外側支柱） 

組合せ 

0.64 1.0 圧縮＋曲げ 

0.46 1.0 引張＋曲げ 

原子炉建屋 
地震応答解析 

床応答スペクトル、 
震度の算定 

計算コードにより 
サプレッションチェンバ 
支持脚の荷重を評価 

評価のフロー 

サプレッションチェン
バ支持脚の応力を評価 

 標高
O.P.(m)

水平方向
（NS/EW包絡）

鉛直方向

-1.23
（基礎版上）

0.47 0.27

サプレッションチェンバ設置レベルの震度 

解析モデル 

補強リング 
トーラス胴 

ブレーシング 支持脚 

評価に用いた床応答スペクトル（水平） 
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（内側支柱）       （外側支柱） 

 ●：評価点 

● 

● 

φ=267.4 

t =25.4 

φ=216.3 

t =23 

内側支柱 
（16 脚） 

紙面の左右方
向の動きに対
してピン支持 

紙面の垂直方向の動
きに対してはピン支
持ではないので、モー
メントが作用する 

外側支柱 
（16 脚） 

構造図 

設置レベルの震度を入力した
静的解析による荷重と、床応
答スペクトルを入力した動的
解析（スペクトルモーダル解
析）による荷重を比較し、大
きい方の荷重を評価に用いて
いる。 
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 福島第一 ３号機の高圧注水系(HPCI系）配管の耐震性評価の概要  

高圧注水系概略系統図 

大型機器連成 
地震応答解析 

床応答スペクトル 
の算定 

スペクトルモーダル 
解析により応力を評価 

評価のフロー 

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析結果（UD方向）

1F-3 R/B  O.P. 10.20m（ 減衰0.5％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

1F-3 R/B　O.P. 10.20m( 減衰0.5％ )

シミュレーション解析結果（NS方向）
シミュレーション解析結果（EW方向）

0.1 1
0

5

10

15

20

床応答スペクトル 

：評価対象配管 
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 福島第一 ３号機の高圧注水系(HPCI系）配管の耐震性評価の概要  

解析モデル 
計算値 
（MPa） 

評価基準値 
（MPa） 

応力比 
（計算値/評価基準値） 

HPCI-001 113 335 0.34 

HPCI-002 52 335 0.16 

HPCI-003 75 335 0.22 

最大応力評価点 

最大応力評価点 

最大応力評価点 

配管モデル（HPCI-001) 配管モデル（HPCI-002) 

配管モデル（HPCI-003) 
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非常用復水器系概略系統図 

大型機器連成 
地震応答解析 

床応答スペクトル 
の算定 

スペクトルモーダル 
解析により応力を評価 

評価のフロー 

：評価対象配管 

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

1F-1 R/B　O.P. 38.90m( 減衰3.0％ )

シミュレーション解析結果（NS方向）
シミュレーション解析結果（EW方向）
基準地震動Ss（NSEW包絡）

0.1 1
0

5

10

15

20

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析結果（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-1  R/B  O.P. 38.90m（ 減衰3.0％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20

床応答スペクトル 

注）通常時の弁の開閉状態を示す。 

 福島第一 1号機 非常用復水器系（ＩＣ系）配管の耐震性評価の概要 

通常時は閉だが、ＩＣ動作時に開にする必要 
があるため動的機能維持が要求される。 
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最大応力評価点 

最大応力評価点 

配管モデル（IC-PD-1) 

配管モデル（IC-PD-2) 

解析モデル 
計算値 
（MPa） 

評価 
基準値※1 

（MPa） 
裕度 

IC-PD-1 106 414 3.90 

IC-PD-2 106 414 3.90 

IC-R-1 94 414 4.40 

IC-R-2 85 414 4.87 

配管モデル（IC-R-1) 

最大応力評価点 

配管モデル（IC-R-2) 

最大応力評価点 

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格JSME S NC1-2005」に
示される供用状態Dに対する許容値（「原子力発電所耐震設計技術指
針JEAG4601・補-1984」に示される許容応力状態ⅣAS相当） 

 福島第一 1号機 非常用復水器系（ＩＣ系）配管の耐震性評価の概要 

外径：300A 

外径：200A 

外径：200A 

外径：300A 

外径：300A 

外径：300A 

構造強度評価結果 
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最大応力評価点 
最大応力評価点 

配管モデル（IC-R-3) 配管モデル（IC-R-4) 

解析モデル 
計算値 
（MPa） 

評価 
基準値※1 

（MPa） 
裕度 

IC-R-3 105 310 2.95 

IC-R-4 86 310 3.60 

IC-R-5 75 351 4.68 

IC-R-6 82 351 4.28 

配管モデル（IC-R-5) 

最大応力評価点 

配管モデル（IC-R-6) 

最大応力評価点 

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格JSME S NC1-2005」に
示される供用状態Dに対する許容値（「原子力発電所耐震設計技術指
針JEAG4601・補-1984」に示される許容応力状態ⅣAS相当） 

 福島第一 1号機 非常用復水器系（ＩＣ系）配管の耐震性評価の概要 

外径:150A 

外径:200A 

外径:200A 

外径:150A 

動的機能維持評価弁 
MO-1301-3A 

弁名称 

水平方向(G※2) 鉛直方向(G※2) 

判定 

計算値 
評価 

基準値※3 計算値 
評価 

基準値※3 

MO-1301-3A 0.9 6.0 2.0 6.0 ○ 

MO-1301-3B 0.9 6.0 1.9 6.0 ○ 

動的機能維持評価結果 

※3:「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-1991追補版」に 
示される機能確認済加速度 

構造強度評価結果 

動的機能維持評価弁 
MO-1301-3B 

※2:G=9.80665(m/s2) 
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原子炉再循環系概略系統図 

大型機器連成 
地震応答解析 

床応答スペクトル 
の算定 

スペクトルモーダル 
解析により応力を評価 

評価のフロー 

：評価対象配管 

床応答スペクトル 

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析結果（NS方向）
シミュレーション解析結果（EW方向）
基準地震動Ss（NSEW包絡）

1F-1  RSW  O.P. 16.14m（ 減衰2.5％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20

固　有　周　期　（秒）

震
　
度

0.05 0.5

シミュレーション解析（UD方向）
基準地震動Ss（UD方向）

1F-1  RSW  O.P. 16.14m（ 減衰2.5％ ）

0.1 1
0

5

10

15

20

 福島第一 1号機 原子炉再循環系（PLR系）配管の耐震性評価の概要 
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解析モデル 
計算値 
（MPa） 

評価 
基準値※1 

（MPa） 
裕度 

PLR-PD-1 160 262 1.63 

PLR-PD-2 91 262 2.87 

※1:「発電用原子力設備規格 設計・建設規格JSME S NC1-2005」に
示される供用状態Dに対する許容値（「原子力発電所耐震設計技術指
針JEAG4601・補-1984」に示される許容応力状態ⅣAS相当） 

最大応力評価点 

配管モデル（Ａ系(PLR-PD-1)のモデルを示す） 

 福島第一 1号機 原子炉再循環系（PLR系）配管の耐震性評価の概要 

外径：600A 

外径：600A 

外径：450A 

外径： 
250A 

構造強度評価結果 
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 ○福島第一原子力発電所２号機の原子炉建屋に付随する特に重要な機器・配管系につ
いて、今回の地震により受けた影響を地震応答解析により検討した結果、地震時及び地
震直後において安全機能を保持できる状態にあったと推定した。 

 
 ○福島第一原子力発電所１号機、３号機および５号機の原子炉建屋に付随する特に重要
な機器・配管系については、詳細な検討内容については本資料の中では省略しているが、
今回の地震により受けた影響を地震応答解析により検討した結果、地震時及び地震直後
において安全機能を保持できる状態にあったと推定した。 

  
 ○福島第一原子力発電所４号機、６号機および福島第二原子力発電所１～４号機につい
ては、今回の地震による地震荷重等は、床応答スペクトルの一部の箇所を除いて、耐震
安全性評価で得られている地震荷重等を下回ることを確認した。また配管の耐震性評価
を実施し、計算される応力が評価基準値以下であることを確認した。詳細な検討内容につ
いては本資料の中では省略しているが、これらの結果から、原子炉建屋に付随する特に
重要な機器・配管系について、地震時及び地震直後において安全機能を保持できる状態
にあったと推定した。 

 
  

 ４．８ 耐震安全上重要な設備の影響評価まとめ 
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東京電力（株）福島第一原子力発電所における 

現地調査結果報告 

 

平成２３年１２月９日  

原子力安全・保安 院 

 

１．実施時期 平成２３年１２月１日 

 

２．実施場所 東京電力（株）福島第一原子力発電所敷地内及び第

５号機原子炉建屋及びタービン建屋等 

 

３．実施概要 平成２３年東北地方太平洋沖地震による東京電力福

島第一原子力発電所の取水路及び海水ポンプ周辺等

の津波による被害状況、第５号機原子炉建屋及びタ

ービン建屋並びに機器・配管系の地震による影響等

について、「建築物・構造に関する意見聴取会」及び

「地震・津波に関する意見聴取会」合同により現地

で調査を行った。 

 

４．出席委員   

（建築物・構造に関する意見聴取会委員） 

西川主査、川島委員、壁谷澤委員、橘高委員、久保委員、 

小林信之委員、高田委員、原委員、藤田委員、前田委員 

（地震・津波に関する意見聴取会委員） 

高田主査、阿部委員、今泉委員、今村委員、岡村委員、 

神田委員、佐竹委員、杉山委員、高橋智幸委員、西川委員、 

藤間委員、藤原委員、古村委員、松山委員、山本委員、 

 

 

５．現地調査における主な質疑応答  

（委員） 

津波の情報は、当時リアルタイムで把握可能だったか。それ

とも、一般の方々と同様な情報だったのか。 

（東京電力） 

震源の距離や規模等について情報を得ていたが、津波の高さ

参考資料１５ 

（第４回意見聴取会資料２－２）  
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については、一般の方と同様な情報しか入らなかった。 

（委員） 

地震発生当時、タービン建屋地下 1 階に海水はどの程度溜ま   

ったのか。また、地下一階の標高は。 

（東京電力） 

沈降する前の床レベルは 0.P.+4.9m。海水は床面から      

30cm程度溜まっていた。 

（委員） 

防波堤が破壊されていたが、津波によるものか。 

（東京電力） 

高さ 10m 程度の防波堤が第一波の力で持ち上げられ、更に第

二波の力でめくれるように壊れた。      

現在は、テトラポットを積んで対応している。 

(委員) 

現在、５号機の原子炉内の燃料はどのように冷却しているの

か。 

（東京電力） 

燃料は原子炉圧力容器炉内にあり、残留熱除去系で冷却して  

いる。また、使用済燃料プール内の燃料については、燃料プー

ル冷却系で冷却している。 

（委員） 

空冷の非常用ディーゼル発電機は、後で追加されたのか。 

（東京電力） 

空冷式の非常用ディーゼル発電機はＨ１０年～Ｈ１１年に導  

入したもの。 

 

 

６．現地調査後の報道機関へのブリーフィング（概要） 

 

【報道機関】 

今回の地震・津波の影響をどう見るか。 

（委員） 

今回の調査目的は、これまでの耐震設計指針に問題はなかっ

たのかということを実際に被害の状況を見て検証し、更なる改

善の必要性などを検討することである。５号機における今回の

地震の揺れは、ほぼ基準地震動 Ssに相当するものであり、今回
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確認できた範囲では、建物の構造に影響を及ぼすようなひび割

れや機器や配管の変形はなかった。事業者には、更なる詳細な

調査を重ねてもらう必要があるが、耐震バックチェックで評価

した解析結果と大差はなく、地震に対しては健全性が保たれた

と思う。 
（委員） 

津波の設計指針について今後検討の必要性を感じた。 
（委員） 

大きな津波が押し寄せた場合にプラントがどのような挙動   
を示すのかを検討するために、今後、運転データを解明してい
くことが必要。 

（委員） 
地震による揺れについては、１～４号機は確認できないが、 

５号機はほとんど揺れによる損傷はなかったと思われる。周辺
地域の一般構造物の倒壊が少ないことからも、原子力発電所の
建屋には影響が無かったものと考えられる。一方、送電線鉄塔
の倒壊については、地盤の評価を行う等、耐震設計の見直しが
必要と思われる。 

（委員） 
これまでの安全設計・耐震設計における深層防護の思想に間

違いはなかったと感じた。システムの安全は独立性、多重性、
多様性が基本であるが、それにより、６号機では、水冷式だけ
でなく空冷式の非常用ディーゼル発電機を設置する多様性を
持たせたことが成功した。 

 
【報道機関】 

津波についてどのように考えるか。 
（委員） 

想定した津波の高さが十分でなかった。今後は、津波設計高
さを見直し、さらにそれを超えた場合の対処方法、シビアアク
シデントマネジメントを検討していかなければならないと思う。 

（委員） 
想定を超えた津波の対処方法は、水密性を確保することであ

るが、更に新たな技術の研究も必要である。また、水が侵入し
ても、健全性が保たれるバックアップシステムの検討が必要。 

 
【報道機関】 

今後の現地調査の予定について。 
（事務局） 

本来は、建物や機器の損傷が見受けられる１～４号機を調査 
するべきであるが、線量が高く立入りが難しいため、２～４号
機と同じマークⅠＢＷＲ４型の５号機を代表として調査した。
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また、既に女川原子力発電所でも１０月２０日に現地調査した
が、福島第二や東海第二などでも、実施することを検討したい。 

 
 

 

539



 

  

←海水ポンプ周辺（１～４号） 

（車内より撮影） 

←サブレッションプールサ

ージタンク（５，６号機用） 

←格納容器内（５号機） 
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←５号機トーラス室 

↑５号機使用済燃料プール壁 

（３階西側壁） 
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安全上重要な機器への地震影響について 

平成２３年１２月９日 
原子力安全・保安院 

参考資料１６ 
（第４回意見聴取会資料３－１抜粋） 
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１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 

高圧系の原子炉
注水設備

【HPCI,HPCS,RCI
C, IC】 

（設置位置） 

○(HPCI) 
◎(IC) 

○(HPCI) 
◎(RCIC) 

○(HPCI) 
◎(RCIC) 

－(HPCI) 
－(RCIC) 

－(HPCI) 
－(RCIC) 

○(HPCS) 
－(RCIC) 

R/B地下(HPCI) 
R/B４階(IC) 

R/B地下(HPCI) 
R/B地下(RCIC) 

R/B地下(HPCI) 
R/B地下(RCIC) 

R/B地下(HPCI) 
R/B地下(RCIC) 

R/B地下(HPCI) 
R/B地下(RCIC) 

R/B地下(HPCS) 
R/B地下(RCIC) 

低圧系の原子炉
注水設備

【CS,LPCS】 
（設置位置） 

○(CS) ○(CS) ○(CS) －(CS) ○(CS) ○(LPCS) 

R/B地下(CS) R/B地下(CS) R/B地下(CS) R/B地下(CS) R/B地下(CS) R/B地下(LPCS) 

原子炉格納容器
冷却系 

【CCS,CCSW】 
残留熱除去系 
【RHR,RHRS】 
（設置位置） 

◎(CCS) 
◎(CCSW) 

◎(A,C),○(B,D) 
(RHR) 

◎(A,C),○(B,D) 
(RHRS) 

○(RHR) 
○(RHRS) 

－(A,C),○(B,D) 
(RHR) 

－(A,C),○(B,D) 
(RHRS) 

○(RHR) 
○(RHRS) 

○(RHR) 
○(RHRS) 

R/B地下(CCS) 
屋外(CCSW) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

R/B地下(RHR) 
屋外(RHRS) 

代替冷却注水系 
【MUWC,CRD, 

SLC】 
（設置位置） 

◎(MUWC) 
○(CRD) 
○(SLC) 

◎(MUWC) 
○(CRD) 
○(SLC) 

◎(MUWC) 
○(CRD) 
○(SLC) 

◎(MUWC) 
－(CRD) 
－(SLC) 

◎(MUWC) 
○(CRD) 
－(SLC) 

◎(MUWC) 
○(CRD) 
－(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B４階(SLC) 

T/B地下(MUWC) 
R/B地下(CRD) 
R/B５階(SLC) 

－：定検停止中。○：待機。◎：運転。 
R/B：原子炉建屋、 T/B：ﾀｰﾋﾞﾝ建屋、Hx/B：海水熱交換器建屋 
※本表の内容は今後の現場確認等の調査により変更される可能性あり。 

（別添１－③）地震によるスクラムから津波到達直前までの冷却設備 
         の被害状況（福島第一） 

○地震によるスクラムから津波到達直前まで、安全上重要な冷却設備については、異常信号は

出ておらず、各設備の状況は以下のとおり。 

出典：福島第一原子力発電所東北地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について（平成２３年９月９日、９月２８日一部訂正、東京電力(株)） 
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東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故に係る保安調査について 

 

１．調査概要 

目的：「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の技術的知見に関する意見

聴取会」での冷却系に関する検討に資する情報を収集するため、特に早期

に炉心損傷に至った１号機について、地震及び津波発生を受けた中央制御

室等での対応状況について確認するため、当時１号機の対応にあたった東

電職員にヒアリングする。 

実施日及び場所：１１月２０日（日）、福島第一原子力発電所 

 

２．調査結果 

  以下に示すとおり、（１）及び（２）における各質問に対し回答を得た。 

 

（１）津波襲来前 

１０月２１日に東京電力より提出された「東北地方太平洋沖地震に伴う福

島第一原子力発電所１号機における事故時運転操作手順書の適用状況につ

いて」（以下「手順書適用状況報告書」という。）においては、３月１１日の

東北地方太平洋沖地震が発生した直後は、地震加速度大トリップによる原子

炉の自動停止と、主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）が全閉したことを踏まえて、対

象となる事故時運転操作手順書としては、事象ベースの「Ⅰ原子炉編 第１

章 原子炉スクラム事故（Ｂ）主蒸気隔離弁閉の場合」（以下「手順書１」

という。）を挙げて、「冷やす機能」としては、原子炉水位の確認と原子炉圧

力の制御を行うものとしている。 

当該手順書においては、原子炉圧力調整として、当直長に対する「ＳＲＶ

による原子炉圧力制御指示」に対応して、操作員（Ａ）は「原子炉圧力上昇

時は、ＳＲＶを順次「手動開」又は非常用復水器使用により、原子炉圧力

「7.06MPa」～「6.27MPa」に維持実施、報告」することとしている。 

参考資料１７ 

（第３回意見聴取会参考資料３）  
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一方、９月９日に東京電力より提出された「福島第一原子力発電所 東北

地方太平洋沖地震に伴う原子炉施設への影響について」（以下「事故報告書」

という。）では、非常用復水器（ＩＣ）が原子炉圧力高で自動起動し、その

後、操作手順書で定める原子炉冷却材温度降下率５５℃／ｈを遵守できない

と判断し、戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａ及びＭＯ－３Ｂを「閉」操作したうえ

で、Ａ系１系列で圧力調整することとして手動操作を繰り返したものとして

いる。 

 

1-① 手順書１においては当該箇所に「原子炉冷却材温度降下率５５℃／ｈ」

との記載はないが、ＩＣ両系統の停止操作を行うにあたり、どの手順書の

どの箇所で定められている事項が念頭にあったのか。 

 

【回答】 

保安規定（第３７条）及び「事故時運転操作手順書（事象ベース）」の

減圧操作の箇所に「原子炉冷却材温度変化率５５℃／ｈ以下」と記載され

ていることが念頭にあった。また、原子炉圧力を６～７ＭＰａに調整する

ことも念頭にあった。 

なお、「原子炉冷却材温度変化率５５℃／ｈ以下」の運転上の制限は、今

までの繰り返しの運転操作の訓練を通して、体に染みついている。 

 

1-② 手順書１における原子炉圧力の維持範囲は下限値が「6.27MPa」となっ

ているが、ＭＯ－３Ａ及びＭＯ－３Ｂを「閉」操作するまでに原子炉圧力

が約 4.6MPaまで低下しており、その間、原子炉圧力の把握状況を含め、ど

のような認識でいたか。 
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【回答】 

外部電源が失われていたものの、非常用ディーゼル発電機が起動してお

り、通常のスクラム対応（手順書１の操作）により、事象を収束出来ると

考えていた。 

地震によりしばらく立っていられない状況であったが、スクラムによる

制御棒の全挿入は確認できたため、地震の揺れが収まった段階で全体的な

確認を行った。その中で、ＩＣの弁が開いていること、原子炉圧力が低下

していたことを確認し、原子炉冷却材温度変化率５５℃／ｈが守れないた

め、一旦ＩＣを停止するためＡ系、Ｂ系の弁を閉めた。 

 

1-③ 手順書１における原子炉圧力の維持範囲に合わせるように、ＭＯ－３Ａ

の開閉操作を手動で実施したとのことであるが、当直長からはどのような

操作指示をし、操作員はどのように調整作業を行ったか。１系統（Ａ系）

のみでの運転など、調整作業は通常の手順として整備されていたものか。 

 

【回答】 

ＩＣを一旦停止した後、ＩＣにより原子炉圧力の調整を行うとの判断を

し、原子炉圧力を６～７ＭＰａ程度に制御するよう、Ａ系でコントロール

した。追いつかなければＢ系も使うことを考えていた。 

手順書上は、１系統のみの運転について詳細な規定はなく、実際の操作

は状況に応じて対応することとなっており、訓練により習得している。 

 

1-④ ＩＣの操作に関連して、ＩＣの動作状況確認は行ったか。行った場合に

は、その時期、場所、内容はどのようなものか。 
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【回答】 

地震後にＩＣが自動起動したことを中央制御室のパネルにて、３Ａ、３

Ｂのランプ表示に赤ランプが点灯し全開になっていることを確認した。ま

た、他の弁のランプ表示も赤ランプが点灯し全開になっていることを確認

した。ランプ表示と原子炉圧力の確認でＩＣの状態を把握した。なお、中

央制御室でも蒸気発生音は確認できた。 

 

1-⑤ ＩＣの操作以外にＳ／Ｐ冷却が手順書１に規定されており、事故報告書

においても実際に格納容器冷却系（ＣＣＳ）を手動起動し、トーラス水冷

却モードでＳ／Ｃ冷却を開始したとしている。しかし、この手順は手順書

適用状況報告書にも記載があるとおり主蒸気逃がし安全弁（ＳＲＶ）の手

動開閉による圧力抑制室（Ｓ／Ｃ）水温上昇に備えたものと考えられ、Ｓ

ＲＶ操作ではなく、ＩＣ操作で原子炉圧力を調整している状況において、

どのような認識で操作を行ったのか。 

 

【回答】 

ＩＣで原子炉圧力制御を行っていたが、この先事象がどのように進展す

るかわからないため、 ＳＲＶによる原子炉圧力制御や高圧注水系（ＨＰＣ

Ｉ）による原子炉注水を行った場合にＳ／Ｃ水温が上昇することから、そ

れに備え、事前にその排気先となるＳ／Ｃ水の冷却を開始していた。 

 

1-⑥ 津波襲来までの間は、比較的混乱なく対応できていたものと考えられる

が、原子炉の状態確認としては一通りの確認ができていたか。ＩＣのＢ系

統、高圧注水系（ＨＰＣＩ）については、どのような状況にあったか。 

 

 

547



【回答】 

中央制御室では、津波襲来までの間で、監視パラメータは確認できてお

り、原子炉は特に異常はなかった。またＥＣＣＳも使用できる状態にあっ

た。そのため、通常のスクラム対応（手順書１の操作）により収束に持っ

て行けると思っていた。 

ＩＣのＢ系も、特に異常はなかった。 

ＨＰＣＩは特に異常はなく待機状態にあり、原子炉水位が低下してきた

ときに起動させることとしていた。 

 

1-⑦ 津波に関する情報（大津波警報の発令、到達予想時刻、予想高さ等）は

把握していたか。把握した情報に対して何か対応を考えていたか。 

 

【回答】 

大津波警報が発令されたとの電話連絡を受けたことは覚えているが、到

達予想時刻や予想高さは覚えていない。ただし、影響が出るような津波が

来るとの認識はしていなかったと記憶している。 

地震の揺れが収まった後、「大規模な地震が発生しました。津波がくる可

能性があるので、屋外にいる方、作業員は全て退避して下さい」と何回か

ページングした。 

 

1-⑧ 原子炉圧力の調整においてＳＲＶの手動操作は行ったのか。 

 

【回答】 

中央制御室のパネルで「閉」緑ランプが点灯していることを確認してお

り、ＳＲＶの手動操作は行っていない。 
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1-⑨ 手順書適用状況報告書においては、手順書をチェックしたエビデンスが

ないとしているが、津波襲来までの間、手順書１もしくはその他の手順書

を確認することはしていないか。 

 

【回答】 

記録は残していないものの、地震発生直後の対応は迅速な対応を優先す

るため訓練で習得した対応を実施し、その後、各対応について手順書１で

確認した。 

 

1-⑩ 原子炉の状態確認やＩＣ操作等の内容を緊急時対策所へ逐次連絡して

いたか。また、緊急時対策所へ連絡すべき内容としてはどのように規定さ

れていたか。 

 

【回答】 

逐一、中央制御室にあるホットラインを通じて連絡していたが、具体的

な内容は覚えていない。 

「緊急時対策所へ連絡すべき内容」としては、事故時運転操作手順書に、

「緊急時組織が発足した場合は、緊急時組織と緊密な連絡をとり、必要な

措置を行う」と規定されている。なお、異常又は事故は発生した場合は、

異常や事故の状況、機器の動作状況等の把握に努めると共に、原因除去、

拡大防止に必要な応急処置を講じ報告することが、事故時運転操作手順書

の一般事項として規定されている。 

 

（２）津波襲来後 

手順書適用状況報告書においては、３月１１日の東北地方太平洋沖地震に

伴う津波が襲来した以降は、全交流電源喪失したことを踏まえて、対象とな

549



る事故時運転操作手順書としては、事象ベースの「Ⅱタービン・電気編 第

１２章 外部系統事故 １２－４ 全交流電源喪失」（以下「手順書２」と

いう。）を挙げたうえで、手順書で規定しているＨＰＣＩでの原子炉水位確

保とＩＣでの原子炉圧力調整が、直流電源盤の被水による影響で実施できな

かったとしている。さらに原子炉への注水に全て失敗した場合及びＰＣＶの

除熱に失敗した場合の対応として、シビアアクシデント対応の「２．ＡＭ設

備操作手順書（２－２消火系（ＦＰ））」（以下「手順書３」という。）及び「２．

ＡＭ設備操作手順書（２－３不活性ガス系（耐圧強化ベント））」を参考とし

て操作を行ったものとしている。 

 

2-① 手順書２の操作のポイントにおいて、「不用意な運転操作によってＩＣ

の運転継続を損なわせてはならない」とされているが、津波襲来前には大

津波警報発令等を受けて、手順書２の適用について念頭にあったか。 

 

【回答】 

外部電源が失われていたものの、非常用ディーゼル発電機が起動してお

り、通常のスクラム対応（手順書１の操作）により、事象を収束出来ると

考えていたため、津波襲来前は、手順書１（事故時運転操作手順書 事象

ベースの「Ⅰ原子炉編 第１章 原子炉スクラム事故（Ｂ）主蒸気隔離弁

閉の場合」）で対応していた。 

なお、影響が出るような津波が来るとの認識はしていなかったと記憶し

ている。 

 

2-② 事故報告書では、「ＩＣは弁開閉表示が確認できない状態であり、また、

ＨＰＣＩは制御盤の表示灯が消灯していたことから起動不能と判断した」

としているが、状態確認や開閉操作は現場でできなかったのか。ＩＣにつ
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いては津波襲来前にＭＯ－３Ａの閉操作を実施していたが、どういう状況

と考えていたか。どの段階で手順書２が使用できず、手順書３に対応する

こととしたか。 

 

【回答】 

ＩＣについては、津波襲来までは、ＭＯ－３Ａの開閉操作により原子炉

圧力制御を行っていたが、津波襲来後、中央制御室のランプ表示が次々に

消える中で、ＩＣの弁開閉表示も確認出来ない状態となり、機能している

かどうかわからなくなった。 

ＨＰＣＩについては、制御電源である直流電源を喪失したために、起動

不能と判断した。 

原子炉建屋やタービン建屋などの現場では何が起きているかわからなか

ったため、まずは中央制御室での状況確認を進めた。その後、ＩＣについ

ては胴側の水位を確認するために現場に向かったが、線量が上昇していた

ことから確認出来なかった。 

電源が喪失しほとんどの注水系が使えない状況であり、早急な原子炉へ

の注水を行うため、使えるものを探し、ＦＰ系による原子炉への注水ライ

ン構成を進めた。手順書３（「２．ＡＭ設備操作手順書（２－２消火系（Ｆ

Ｐ））」）で対応することとしたタイミングは覚えていない。 

 

2-③ ＩＣ及びＨＰＣＩの状態について、緊急時対策所へはどのように連絡し

ていたか。また、緊急時対策所へ連絡すべき内容としてはどのように規定

されていたか。 

 

【回答】 

逐一、中央制御室にあるホットラインを通じて連絡していたが、具体的
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な内容は覚えていない。 

 

2-④ 事故報告書に記載のとおり、１５時５０分頃に原子炉水位が不明となっ

た後、一時「原子炉水位計が復旧し、原子炉水位が確認できた」としてい

るが、その時確認された水位と状況認識はどうだったか。 

 

【回答】 

水位が確認できたことは覚えているが、具体的な水位やその時の状況は

覚えていない。 

 

2-⑤ 事故報告書では、原子炉への注水を確保するため、ディーゼル駆動消火

ポンプ（Ｄ／Ｄ－ＦＰ）を１７時３０分に起動し、現場でのライン構成を

行ったとしているが、当時の通報連絡においては、ＩＣの胴側への注水と

して２１時１９分にライン構成、２１時３５分に注水していたものとして

いる。 

実際の作業として、ＩＣに対しては弁操作等の現場作業を含めて何を実

施していたか。ＩＣ胴側水位の確認はできたか。 

 

【回答】 

原子炉への注水としてＤ／Ｄ－ＦＰを使うべくライン構成を進めていた。

ＩＣについては、ＩＣ胴側の水位の確認を行おうとしたが、線量が上昇し

ていたことから確認できなかった。また、原子炉への注水ラインの構成作

業を優先して行っていたが、ＩＣ胴側への注水に必要な弁の操作場所を確

認し胴側の注水にも対応できるようにしていた。 

 

2-⑥ ホワイトボードに記載があった「１７°１９’イソコン」は何を記載し

たものか。また「１７°５０’ＩＣ組撤収 放射線モニタ指示上昇のため 
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３００ｃｐｍ 外側エアロック入ったところでＯＳ」は何をするために現

場に行ったものか。また「３００ｃｐｍ」とはどこでの計測値で線量率と

してはどうか。「ＯＳ」とはサーベイメータがオーバースケールしたという

ことか。その際のレンジはどうだったか。 

 

【回答】 

「１７°１９’イソコン」は、ＩＣの胴側水位計を確認にいくことを書

いたと思うが、正確に記憶していない。 

「１７°５０’」は、ＩＣの胴側水位計を確認するために、現場に向か

ったところ、原子炉建屋の二重扉を一つ入ったところで放射線モニタの指

示値がオーバースケールしたことを記載したもの。放射線モニタの計測レ

ンジはわからない。線量率についても、線量計を持っていなかったのでわ

からない。 

 

2-⑦ ホワイトボードに記載があった「廊下側からシューシュー音有」とは何

を記載したものか。どこの廊下のことか。また、音の発生源として何を考

えたか。ＩＣやＨＰＣＩの蒸気配管からの漏えいが考えられるものであっ

たか。 

 

【回答】 

タービン建屋１階の原子炉側の通路（通称「松の廊下」）でシューシュ

ーという音を聞いたが、何の音かはわからない。 

 

2-⑧ 事故報告書によると、一時的にＡ系のＩＣで弁開閉表示が復活し、供給

配管隔離弁ＭＯ－２Ａ及び戻り配管隔離弁ＭＯ－３Ａが「閉」を示してい

たため、１８時１８分に開操作を実施し、ＩＣベント管から蒸気が発生し

ていることを確認したとのことであるが、確認はどこでどのようにして行
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ったのか。また、その内容は中央制御室にどのようにして連絡したのか。 

 

【回答】 

開操作後に運転員が中央制御室から出て、原子炉建屋越しに蒸気が発生

している様子とその発生音により確認した。 

 

2-⑨ 事故報告書によると、１８時２５分にＭＯ－３Ａを閉操作したとのこと

であるが、なぜ閉操作を行ったのか。蒸気の発生が確認できなくなったた

めと聞いているが、その場合になぜ閉操作を行う必要があったのか。 

 

【回答】 

蒸気が発生していないことを確認したので、ＩＣが機能していないと考

えられた。蒸気発生がなくなった原因としては、格納容器内の隔離弁が隔

離信号により閉止している可能性もあったが、一方でＩＣの胴側の水がな

くなっている可能性も考えられた。胴側への給水配管を構成していなかっ

たこともあり、ＭＯ－３Ａを開けたままだと冷却管が破損し原子炉蒸気が

建屋外に放出するおそれもあったことから、閉操作を行った。 

 

2-⑩ 事故報告書によると、２１時３０分にＭＯ－３Ａを開操作したとのこと

であるが、なぜ開操作を行ったのか。また、その際、ＩＣベント管から蒸

気が発生していることを確認したとのことであるが、確認はどこでどのよ

うにして行ったのか。また、その内容は中央制御室にどのようにして連絡

したのか。 

 

【回答】 

原子炉への代替注水ラインの構成が整い、他に中央制御室で対応可能な
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操作を確認していたところ、ＭＯ－３Ａの閉状態表示灯が消えかかってい

た。 

ＩＣの技術資料により、胴側への補給水がない状態で十時間程度運転可

能であることを確認し、これまでの運転状況から胴側には水があると考え

た。直流電源が切れるとＩＣが操作できなくなるおそれがあったこと、Ｄ

／Ｄ－ＦＰが起動できたのでＩＣ胴側への給水も可能になったこと踏まえ、

ＩＣが動作することを期待して開操作した。 

開操作後に運転員が中央制御室から出て、原子炉建屋越しに蒸気が発生

している様子とその発生音により確認した。 

 

2-⑪ これらのＩＣの操作・確認内容を緊急時対策所へ逐次連絡していたか。

また、緊急時対策所へ連絡すべき内容としてはどのように規定されていた

か。 

 

【回答】 

逐一、中央制御室にあるホットラインを通じて連絡していたと思うが、

具体的な内容は覚えていない。 

 

以上 

555


	東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の�技術的知見について���参考資料
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	スライド番号 41
	スライド番号 42
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	スライド番号 45
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	スライド番号 48
	スライド番号 49
	スライド番号 50
	スライド番号 51
	スライド番号 52
	スライド番号 53
	スライド番号 54
	スライド番号 55
	スライド番号 56
	スライド番号 57
	スライド番号 58
	スライド番号 59
	スライド番号 60
	スライド番号 61
	スライド番号 62
	スライド番号 63
	スライド番号 64
	スライド番号 65
	スライド番号 66
	スライド番号 67
	スライド番号 68
	スライド番号 69
	スライド番号 70
	スライド番号 71
	スライド番号 72
	スライド番号 73
	スライド番号 74
	スライド番号 75
	スライド番号 76
	スライド番号 77
	スライド番号 78
	スライド番号 79
	スライド番号 80
	スライド番号 81
	スライド番号 82
	スライド番号 83
	スライド番号 84
	スライド番号 85
	スライド番号 86
	スライド番号 87
	スライド番号 88
	スライド番号 89
	スライド番号 90
	スライド番号 91
	スライド番号 92
	スライド番号 93
	スライド番号 94
	スライド番号 95
	スライド番号 96
	スライド番号 97
	スライド番号 98
	スライド番号 99
	スライド番号 100
	スライド番号 101
	スライド番号 102
	スライド番号 103
	スライド番号 104
	スライド番号 105
	スライド番号 106
	スライド番号 107
	スライド番号 108
	スライド番号 109
	スライド番号 110
	スライド番号 111
	スライド番号 112
	スライド番号 113
	スライド番号 114
	スライド番号 115
	スライド番号 116
	スライド番号 117
	スライド番号 118
	スライド番号 119
	スライド番号 120
	スライド番号 121
	スライド番号 122
	スライド番号 123
	スライド番号 124



